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1.教育研究をめぐる課題

巻頭言 研究の組織化を

環境科学部長 ・環境科学研究科長

土屋正春

大学組織が独立行政法人となるまでの残されている時間はなくなった。国立大学からはすでにこの波を超える

に際してのさまざまな経験が伝えられているが、教育や研究のあり方についての話題は考えられていたほどには

多くない。それが法人化という組織のあり方の変更とは直結してイメージしにくい性質のものであるためであろ

うが、法人化という場面から離れてもこれらについては課題が多いのではないか。

たとえば教育面でのトピックとしては、昨年の 12月に、県立大学グリーンコンシューマーサークルがグリ ー

ン購入ネットワーク主催の第8回グリーン購入大賞全国コンクールで多くの一般企業を制して大賞を獲得し、続

いて、県立大学環境マネジメント事務所が全国学生環境活動コンクールで環境大臣賞を獲得したことが挙げられ

る。いずれも審査会では全く異論のない満場一致での授賞であった。

持続可能な社会の実現をめざすための人材育成という環境科学部創建のテーマから考えれば、多様な視点を備

えることが要請されるこうした活動について高い評価を得たことは学部の教育プログラムと学生の組織的活動と

が良いかみ合いを見せていることとも言えよう。しかしながら、非常勤講師の削減に伴うカリキュラムの規模縮

小を考えると、教育面での峰づくりの作業が遅れていることは否めない。

転じて研究面での動きでは研究費算定への成果主義の試行的な導入という仕組みの変化はあったが、それが研

究の積極化にどう反映しているのかは未知数である。今後は教育への重点化という大学全体の基本方針があると

すれば、研究に向けられる資源の割合は相対的に減少せざるを得ず、問題解決型の研究のためにも連携型の研究

方法へのシフ トが必要になるのではないかと考えられる。

2.研究組織化への契機外部研究連携

現在、環境科学部に関係する外部との研究連携をめぐる大きな動きとしては、滋賀県琵琶湖環境部水政課の呼

びかけによるものと、国際湖沼環境委員会の呼びかけによるものとの 2件をあげることができる。前者は琵琶湖

環境保全のための政策的な研究課題を見いだし整理することを目的とし、本学部、琵琶湖環境科学研究センタ一、

琵琶湖博物館、琵琶湖環境部、という滋賀県関係の機関連携を目指しており、すでに 3回の会合が開催されてい

る。後者は、世界の各湖沼について自然科学的見地のみならず社会科学的見地からも同様に、広範な資料収集と

整理を経て極めて規模の大きなデータベースを構築し、湖沼管理のための国際的な共通資産の形成とガパナンス

等も含めての活用をはかろうとするものである。世銀など多くの国際機関を背景にしているのがその特徴と言え

るだろう 。これらの構想はどちらにしても今後の設計展開に未確定の面が多いのだが、それだけに本学部が組織

としての立場を留保しつつ参加することは可能であり、貢献することもできょう 。

先に述べたこと、あるいはまた本誌前号に記したことと重ねて考えると、こうした研究企画に組織と して参加

することの意味は改めて述べるまでもなく「カーテン」を開けるための現実の仕組みを作ることに他ならない。

具体的には、教員それぞれの環境学全体の中での位置づけを再確認すること、学部の研究戦略組織を設けること、

そのための担保となる学部共同研究費のような財政措置を講じること、先に挙げたような連携事業への参加をそ

のための契機として有効に活用すること、である。

これまでの大学組織では、教育面について教務委員会など各種のものが設置され機能して来たが、組織として

研究のあり方についての戦略的な関与は全くと言えるほどなく、学部の段階でも事情は同様であった。研究機構

具体化への歩みを考えるべきである。
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環境科学部の地域貢献と
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現代GPを活用した地域活性化への貢献
“スチユーデ‘ントファーム「近江楽座J"の取り組みと成果

1 大学教育改革と現代 GP

平成 17年 1月の中央教育審議会答申「我が国の高

等教育の将来像jでは、地方分権化社会の到来、少子

化時代の高等教育に期待される役割を再確認したう え

で、個々の大学が個性や特色を生かした教育、研究に

取り組む必要性を唱えている。とりわけ 18歳人口の

減少が顕著で、平成 4(1992)年度の 205万人をピー

クに 18才人口は減少し、平成 15(2003)年度に 150

万人を切った。数字のうえでは平成 19(2007)年度

には 18才人口と大学定数が一致する大学全入時代に

突入することになり、大学の選別競争は更に激化する。

一方、大学教育、研究を所管する文部科学省高等教

育局においては、それぞれの大学の特色を生かした教

育改革の取り組みを制度的、財政的にサポートするた

め「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援プロ

グラム」を次々と打ち出し、 121世紀 COEJ(平成 14

年度~ )、 「特色 GPJ (平成 15 年度~ )、 「現代 GPJ (平

成 16 年度~)などからなる高度な教育研究拠点の形

成、特色ある大学教育、社会のニーズに応える大学教

育の改革に取り組んでいる。(表1)

本稿で紹介する「現代 GPJは、「現代的教育ニー

ズ取組支援プログラムjの|略称で、高等教育の活性化

をはかる目的から時代性を背景とした教育テーマを文

部科学省が提示し、それに対して各大学が申請した教

育プロジ、エク トを選定し、財政支援を行うものである。

IGP Jとは、 IGoodPracticeJの頭文字を取ったもので、

それぞれの大学の創意工夫にもとづく取組みで他の大

学においても参考となる教育プログラムとして選定さ

れたことを示す。

本学が申請 した 「現代 GPJは、平成 16年度に創

設された大学改革推進事業であり、文部科学省が提示

した 6つの教育テーマ(現代的教育ニーズ)は、①地

域活性化への貢献、②知的財産関連教育の推進、③仕

事で日本語が使える日本人の育成、④他大学との統合・

連携による教育機能の強化、 ⑤人材交流による産学連

携教育、⑥ ITを活用した実践的遠隔教育 (e-Learning) 

となっている。本学は、「地域活性化への貢献」をテー

マとして申請し、採択された。事業期間は、平成 16~ 

18年度の 3カ年間である。平成 16年度の現代 GPは、

全申請件数 559件、採択された取り組みは 86件、採

択率は、約 15%という結果であった。(表 2)

奥貫 隆

環境計画学科

職・建築デザイン専攻

2 本学における現代 GPへの取り組み

(1)“スチューデントファーム「近江楽座」 まち・む

ら-くらしふれあい工舎"のプログラム

①プログラムのコンセプ ト

本学の現代 GPプログラムは、地方の都市や地域が

抱える、街並みの保全・再生、中心市街地の活性化、

地域資源としての古民家再生・活用、農村コミュニティ

の育成、都市と農村の交流、地域医療の拡充などの諸

課題に対して、地域を対象とするカリキュラムとして

の演習やフィ ールドワークの課題及び学生による自主

研究活動の中から「地域活性化への貢献Jに寄与する

ことが期待できる取り組みを“スチューデントフ ァー

ム 「近江楽座J"プロジェクトとして選定し、活動を

全学的にサポートすることを目的として実施するもの

である。

「ステューデントファーム」は、 学生の自主性、主

体性を尊重する教育プログラムであり、育成された

人材が社会に巣立つ拠点となることを示す。「近江楽

.r近江楽座」プロジェクト(H16、H17)

. その他の地域の研究・活動拠点

図 1 スチューデントファーム「近江楽座」のフィールドマップ
(平成 18年1月1日現在)
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表1 文部科学省の大学教育改革取組支援 (抜粋)* 1 

平成17年度予算額

。21 世紀COEプログラム (平成14年度~) 382i.意円

。特色ある大学教育支援プログラム(平成1 5年~) 30億円

。現代的教育ニーズ支援取組プログラム(平成16年~) 30億円

。「魅力ある大学院教育」イ:::;PJ'ィ T (平成17年度~) 30億円

。大学教育の国際化推進プログラム (平成 1 6~) 24i.意円

URL:http://www.mext.gojp/a_menu/koutou/kaikaku/index.htm 

座」は、琵琶湖を中心に形成される近江の自然、歴史、

文化をフィールドとして、調査、研究、活動テーマを

発見し、地域との協働、連携の中で根付かせていくこ

とをあらわす。サブタイトルの「まち・むら・くらし

ふれあい工舎」は、城下町、商人町、宿場町、農村集

落、田園、生活文化など、キャンパス周辺に多様な活

動対象が存在する本学の立地特性を生かし、それぞれ

のニーズや課題を把握した上でプロジェクト化し、地

域活性化及び地域文化の振興へ取り組むプログラム内

容を示すものである O

分権化時代の地方の大学のあり方が問われる中で、

平成 18年度に独立法人化する本学にとって、「地域活

性化への貢献」をテーマとする現代 GPに対する取り

組みは、地域を視座においた教育研究の推進及び社会

の要請に応える人材育成を目指す本学の基本姿勢を学

内外に提示する機会と捉え、活動成果の定着とあわせ

て全学的な体制で取り組んで、いる。

②プログラムの骨格

“スチューデントファーム「近江楽座J"募集要項に

基づいて、学内公募し、選定したプロジ、エクトに対し

て、活動に必要な事業費を助成するする(初年度の平

成 16年度は、総額 1500万円、平成 17年度は、 大学

1350万円を助成、共通事業費を含む)。現代

GPの目的を達成するために教員及び大学事

務局(交流センタ ー、会計課)で組織する 「現

代 GP推進会議」を組織し、各プロジェクト

指導教員の協力を得ながら学生の地域活性化

への取り組みをサポートしている。(表 3)

表 3 現代 GP推進会議及び事務局

。教員

環境科学部 奥貫 |盗 工学部 山 根 浩二

松岡拓公雄 人間文化学部淡崎 志

近勝隆二郎 印南比呂志

村上修 布川慎f台

錦海滋雄 人問看護学部鐙回 久美子

。事務局

交流セ ン ター東野圭吾 |現代GP事務局渡部 奈美

会計諜 篠原尚子 | 武田智子

山岡誠

特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

表 2 現代 GPの公募テーマと選定状況(平成 16年度)* 2 

① 地域活性化への貢献 36く246>

② 知的財産関連教育の推進 5く22>

③ 仕事で英語が使える日本人の育成 13くア4>

④ 他大学との統合・遠権による教育機能の強化 6く38>

⑤ 人材交流による産学連携教育 11く71> 

⑥ ITを活用した実践的沿革教育 Ce-Learning)15 <108> 

計 86<559> 

③ プロジェクトの支援システム

“スチューデントファーム「近江楽座J"として選定

した学生の地域活動に対して、以下のシステムによっ

てプロジェクト支援を行っている。

・活動助成システム

スチューデントファーム「近江楽座」プロジェクト

として、応募のあったすべてのプロジェクトについて

公開プレゼンテーションを実施する O 外部の審査員を

含むプロジ、エクト選定委員会において対象地域、テー

マ性、計画性、継続性、発展性などの観点から成果が

期待できるプロジェクトを選定した上で、各プロジェ

クトの事業計画に応じて、文部科学省の教育補助金を

原資とする活動費の助成を行う O

. コンサルティングシステム

選定されたプロジェクトについて、担当教員による

指導に加えて、現代 GP推進会議による説明会、相談

会をとおしてプロジェクト遂行のためのノウハウ(事

業計画、予算管理、行政対応、地域協働など)の指導

を実施する。又、大学と地域の連携をテーマとするシ

ンポジウムの開催によって、地域連携に対する学生の

視野の拡大や他地域との連携を促す。
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、v
支援システム

:・1活動助成システム
・ブロジェウトの募集、審査、事業推進指導i
プロジェヲト車車費の助成

ーー目、

i圃コンサルテインクシステふ
・教員、RA、TAによるブロジェヲト指導
・行政、専門軍等の紹介

j劇場「知J由リソースシステふ
岨地域連携デーヲペース
-行政、研究機関、NPQ団体とのヂ一世共有

図2 スチューデントファーム「近江楽座」概念図
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.地士或 「知」のリソースシステム 表4 本学における現代 GPへの取組み状況 (平成16-17年度)

開学以来 10年以上に及ぶ大学 と地域連携に係る情

報を所定のフ ォーマ ットによって収集 し、地理情報シ

ステム上で情報管理するとともに、これから取り組ま

れるプロジェクト情報 (ひと、こと、場所)を、他大学、

研究機関、行政、 NPO団体と共有化し、活用するデー

タベースを構築する o

以上に述べた 3つのシステムでサポートされる本学

の現代 GPプログラム概念図を、図 -2に示す。 これ

ら支援システムは、大学 と地域の新たな関係を構築し、

プロ ジェク トの成果を地域に定着 させていく上で不可

欠な仕組みである。

3“スチユーテ、ン卜ファーム「近江楽座j"の活動概要

学生主体の地域活動を活性化 し、現代 GPの事業目

的を達成するために、教員及び事務局で組織する 「現

代 GP推進会議」 を中心に、“スチューデントフ ァー

ム「近江楽座J"の企画、運営、指導、広報に関する

以下の活動を通年的に実施している。(表 4)

また、滋賀県立大学に リンクして、 “スチューデン

トファーム 「近江楽座J"のホームページを開設した。

ホームページは、学内外へ本学学生の地域活動情報の

提供と共に、文部科学省への取り組み報告及び他大学

の現代 GPとの情報交換の場として活用していく 。

さらに、 プロジェク ト毎の活動成果の公表 とは別

に、平成 18年度に 3カ年間の事業及びプロジェクト

の内容を出版物として刊行し、他大学他の教育関係者、

行政担当者、 一般市民に対して、地域の活性化、 人材

の育成、 小中高大連携、生涯教育など社会の要請に対

する本学の取り組み成果として公表する計画である。

“スチューデントフ ァーム「近江楽座J"の活動は、新

聞、ラジオ、TVのメディアでもとりあげられた。平

成 16-17年末の実質 1年間で、新聞掲載は延べ 64回、

ラジオ .TV報道は、滋賀県立大学「近江楽座J紹介

(NHK)、TTP+(NHK、びわこ放送)、UTSUWAD(び

わこ放送)、とよさと快蔵プロジェクト (びわこ放送)、

竹林プロジ、エクト (NHK)など延べ 9回となっている。

平成 16年度

6 
-現代的教育ニーズ取組支援プログラム

(現代 GP)公表/文部科学省

7 
-現代 GP文部科学省説明会 (尽都)
.現代 GP申請書提出

8 -現代 GPヒアリング/文部科学省、

9 -現代 GP採択決定通知/文部科学省

10 
.現代 GP交付決定通知/文部科学省
-平成 16年度「近江楽座」プロジ、エク ト学内募集

11 
• I近江楽座」プロジ、エクト学内選考
-第1回現代 GPシンポジウム地域と大学を考える①

12 -第2回現代 GPシンポジウム地域と大学を考える②

2 -平成 17年度現代 GP交付申請

-第3回現代 GPシンポジウム地域と大学を考える①

3 
-平成 16年度文部科学省現代 GPフォーラム

(尼崎市/横浜市)
-平成 16年度プロジ、ェクト報告書

平成 17年度

4 圃平成 17年度「近江楽座」プロジ、エクト学内募集

5 
• I近江楽座」プロジェクト学内選考
公開プレゼンテーション

6 • I近江楽座」 プロジ、エクト事業会計説明会

7 -平成 16年度 「近江楽座」プロ ジェク 卜展示会/報告会

10 • I近江楽座」プロジ、エクト相談会

.第4回現代 GPシンポジウム
11 /古民家見学ツアーいかして民家?

圃おうみ市民活動フ ォーラム 2005パネル出展

12 -滋賀県県民環境学習のつどいパネル出展

1 .第5回現代 GPシンポジウム

2 
-平成18年度現代 GP父付申請
.第6回現代 GPシンポジウム

3 
-平成 17年度文部科学省現代 GPフォーラム (東京)
-平成 17年度 「近江楽座」 プロジェクト報告書

4 主なプ口ジ、工クトの紹介

平成 16-17年度の 2カ年間で、本学の現代 GP“ス

チューデントフ ァーム「近江楽座J"として助成の対

象としてきたプロジェク トは、 34件である。テーマ

別の内訳は、まちづくり (7)、地域イベント (7)、民

家再生(5)、産業振興(8)、地域医療(2)、環境保全(5)

となっている。このうち、小 ・中・高大連携の活動が

写真 1 公開プレゼンテーションによ る 写真 2 ポス ターセ ッシ ョン形式のプロ 写真3 現代 GPシンポジウム 「地域大
プロジェクト審査(Hl7.5.l4) シ‘エク卜報告会 (Hl7.726 ~ 31) 学を考える」シ リーズ(Hl7.l1.12)

nu --



2件ある。以下に、主なプロジェクトについての活動

目的及び概要を示す。なお、詳細については、滋賀県

立大学ホームページ「近江楽座」を参照されたい。

(URL: http://www.ses.usp.ac.jp/ohmirakuza/) 

<地域文化活動、環境活動をテーマとするプロジ、エクト >

.リバーウォッチング m安曇川/リバーウォッチン

グm安曇川

高島市立安曇小学校における総合学習「リバー

ウォッチング m安曇川」へ参画する小大連携活動。

自然環境や地域文化の大切さを子どもたちゃ地域の

人々と共有し、明日の地域づくりに生かす。

.KTT/発信基地 m朽木の森

過疎化・高齢化の進む朽木の地で、伝統料理(栃餅

やこんにゃく)作りや林業文化とのふれあいをとおし

て地域の人々との交流を図るなど、 学生の立場で地域

の架け橋となる行動を展開する。

.エコキャンパスプロジェクト生き物部会/犬上川竹

林プロジ、ェクト

犬上川河辺林の竹林の管理をとおして、生き物が棲

みやすい河辺林へ環境再生するプロジェクト。間伐材

を竹炭や竹紙として有効活用するなど、竹を資源活用

する取り組みを市民参加で展開する。

.P-S(ピース)/環境フェスタ mぎおう

野洲における地域住民による環境づくりのための環

境フェスタに、実行委員として参加。HPの設置、ポ

スター展示、住民へのヒアリングなどのワークショッ

プを学生中心に展開し、環境をとおした大学と地域の

連携に貢献する。

く古民家再生・活用をテーマとするプロジェクト>

.エコキャンパスプロジェクト木楽部会/おきくら

地域に残る空き蔵の部材を譲り 受け、学内に移築す

る活動。空き蔵は、県の木工室として再生し、学生の

建築実習に利用する一方、地域に聞かれた活動拠点と

して活用し、大学と地域の交流を促す。

・日牟礼楽座/ I蔀戸のある家」の保存と活用

八幡商家に特徴的な「蔀戸」を持つ古民家の保存・

活用法を調査研究し、行政や地域の人たちとともに、

近江八幡の新たな景観資源・観光資源の創出を目指す。

特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

-七曲がり楽座/ I土戸のある町家」の保存と活用

彦根城下町外縁部の「七曲がり」に残る江戸後期の

町家を中心に、家屋内部の整備・復原を試みる一方、

町家の公開やイベントの計画など、伝統的町屋の保存・

活用方法を地域住民とともに模索する。

・とよさと快蔵プロジ、エクト/とよさと快蔵プロジ、エ

クト

豊郷町の、 NPO法人とよさとまちづくり委員会と

協働し、空き民家や空き蔵を学生の共同生活の場(シェ

アハウス)として改修する事業を展開する。町の祭な

ど地域のイベント企画、運営、参加に地域住民との交

流をi呆める。

くまちづくり、地域おこしをテーマとするプロジ、エクト>

・ ドラマ下名 II/吾川郡下名野川地区地域活性化事業

廃校になった小学校を拠点とする村おこし活動。平

成 17年4月「山村小学校 『しもなの郷JJを宿泊施設

としてオープンした。学生と地域住民の協働による施

設運営をとおして、“地域サボーター"としての活動

を続ける。

・木匠塾/TTP+

多賀町多賀大社周辺・門前町の活性化をテーマとす

る活動。昨年からスタートした学生と地域住民との対

話の場「木壱の日」をとおして、祭り参加、サイン計

画などを企画、実行する 0

• RE CUL TIV A TORS (再耕築するものたち)/三津・

海i頼町市民農園プロジェクト

環境共生時代における農業の可能性について農村集

落住民のとともに考える。集落景観、歴史的要素を生

かしたむらおこしのために、農地を活用した都市、農

村の交流計画を住民とのワークショップをとおして提

言する。

・男鬼楽座/廃村「男鬼」の村おこし

山間集落「男鬼 (おおり )Jの保存 ・活用を目的と

する地域活動。自然環境 ・集落景観 ・民俗文化などの

調査結果をもとに、男鬼が継承してきた生活文化を集

落の中で再現し、公開するなどの企画をとおして地域

おこしに取り組む。

写真4 小大連携リバーウォッチング m 写真5 古民家再生、日牟礼楽座
安曇川

写真6 古民家活用、とよさと快蔵プロ
ジェクト

1
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くイベン トによる地域活性化プロジ‘ェク ト>

• C3(community concierge consultant) /中山道コン

シェルジェ養成フ。ロジェク ト

地域の魅力を生かして活動する人材「コンシェル

ジ、ェJを育成し、中山道の宿場をつなぐネッ トワーク

づくりを行い、地域の活性化を図る活動。宿泊イベン

ト「百楽講座」や町の飾り付けを行う「百彩」プロジェ

クトなどのイベン トを企画、運営する 0

・ BIWAKO“近江八幡"ビ、エンナーレ実行委員会/

BIWAKOビエンナーレ県大学生実行部

近江八幡市を拠点に、アー トが持つ可能性をまちづ

くりに活かす活動を展開。地元のイベントは、県大生

にとっての表現活動の機会となり、また、大学と地域

の連携や信頼関係を築き上げる新しい活動として定着

を図る。

・菜の花エネルギー/菜の花エネルギー教育ネット

ワークの構築

NPO菜の花ネットワークや工業高校の協力を得て、

高校生を対象に菜の花が持つ特性や油の有効利用につ

いての講義および実習を行う O 菜の花栽培、菜種油採

取、廃油回収などの活動やカ ート イベントなどを展開

し、小中高のエネルギー教育を支援する。

<産業振興、地域発信をテーマとするプロジ、エクト>

・UTSUWAD/再興湖東焼プロモーション事業

NPO法人湖東焼を育てる会 と連携しながら、彦根

の伝統産業である「湖東焼」の魅力とその普及を目的

として活動。ロクロ体験教室、穴窯体験など、土に触

れる楽しさなどをHPで広報する。

.廃棄物パスタ ーズ/Let's複合

工学部の特性を生かし「ポリエチレン (PE)材料と

ポリプロピレン (PP)材料を相溶化させるための技術

開発jをもとに、プラスチック系廃棄物利用の可能

性、製品化について地域企業の協力や助言を得て取り

組む。

.彦根仏壇デザインチーム/伝統創作仏壇デザイン開

発事業

彦根の伝統産業である彦根仏壇を持続、継承してい

くための意匠開発への取り組み。仏壇製造を支える職

人の匠の技をいかし、次代を見すえた創作仏壇デザイン

を開発することによって地域の再ブラン ド化を目指す0

.マニフェスト信楽/信楽グランドデザイン調査開発

事業

甲賀市信楽町をフィールドに、地場産業の趨勢、町

の変遷、暮らしの様子などを聞き取り調査し、地域が

抱える問題を明らかにする。焼き物産地調査や地域懇

談会であられた地域情報をもとに、町の将来のグラン

ドデザインとして描き、 地域活性化を支援する。

<地域医療、子育てをテーマとする プロジ、エ クト〉

・未来看護塾 /市民および医療に携わる人々とのふれ

あいを通して志向する未来看護塾

彦根市立病院など医療現場で働く看護職、施設ス

タッフの人々とボランティア活動を通して交流し、地

域医療や未来の看護のあり方を、漢語を学ぶ学生の立

場で考え、行動する 0

.いっそ磯/いっそ磯

米原市磯区のまちづくりをとお して、子どもたちが

「磯を知り、磯で遊ぶ」機会をつくるための「子育て

サロン」のサポートなど、地域の明日を担う子どもた

ちのための活動を、企画 し、実行する。

平成 16、17年度“スチューデントファーム「近江楽座J"
プロジェクト一覧を表5に示す。

5 現代 GPの教育的効果

「地域活性化」をテーマとする現代 GPプログラム

によって、学生が、社会の仕組みに対する正しい理

解、地域に根ざした問題発見の能力、問題解決に対

する行動力、合意形成をはじめとする人とのコミュニ

ケーション能力などの実力をアップさせることは、学

生のための教育内容の充実とあわせて、今日の教育改

革が目指す、社会に有為な人材を送り出すという時代

のニーズに応えることに結びつく 。

地域における学生たちの活動は、小 ・中・高大連携

という教育ニーズに対して、次の世代を担う児童や生

徒に、進路の選択や進学志望へのモチベーションを高

めるという直接的な効果を生む。目的意識を持った学

生が地域との協働の中から、地域の活性化という形で

成果を生み出したとき、その教育的効果に対する地域

写真7 環境フェスタ Inぎおう 写真8 高大連携、菜の花エネルギー 写真9 水辺塾、琵琶湖の今と昔
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特集(環境科学部の地域貢献む教育・研究)

表5 近江楽座プロジェクト一覧

年度
Nu プロジェクト名 チーム才1 代表者 (所以) 指導教員

H16 Hl7 

l O O 「リバーウォッチング 111安"i:JlIJ リハーウォッチング旧安公川 渡辺 大記 (人間文化学研究科) 人・武邑人・黒田

2 O O 
市民および医療に携わる人々とのふれあいを

未来看護塾 鈴木絵夢 (人問看護学部) 看-伊丹看・盛岡
通して志向する未来看護塾

3 O O 吾川村下名地区地域活性化事業一 ドラマ下名目 万野晶子 (人間文化学部) 人.~II南

4 O O 発信基地 111朽木の森 KTT 山形蓮 (人IlU文化学部) 人・武邑人 ・抑l瀬

5 O O 「蔀戸のある家」の保存と活J1J 日牟礼楽座 f色山 芳香 (人間文化学研究科 )人 .1資曲者 人・高橋

6 O O 「土戸のある町家」の保存と前nJ 七曲がり楽座 2言氷 望 (人間文化学部) 人 ・波崎人・石川

7 O O T a g a . T 0 w n .Project (TTP+) 木匠塾 i来11'奈緒子 (人間文化学部 ) 環・松岡 人・山根

8 O O 
三i'lt・海瀬11汀市民民|主|プロジェクト RE CUL TIV ATORS 

水野智陣 (環境科学昔11) Ziii・松岡 環・村上
(1日 三津・海淑i/l汀土地利JTJ;¥I蘭) (再割|築するものたち)

9 O O とよさと快蔵プロジェクト とよさと快政プロジェクト 木俣佐知子 (環境科学部) 環・迫田 環・近藤

10 O O BIWAKO'近江八怖 ビエンナーレ
BIWAKOビエンナーレ

調上洋一 (環境科学部) l311・柴田
県大学生実行部

11 O O 相会資本としての集住体プロジェクト ちーむ はっけい 千葉知智 (環境科学者11) ~1 ・松岡 環・村上

12 O O 犬上川竹林プロジェクト
エコキャンパスプロジェクト

横川 昌史 (環境科学者11) 環・高橋環・野間
生き物部会

13 O O 
おきくら(旧 造形活動拠点の形成と展開プ エコキャンパスプロジェクト

11上 司耳子 (人Ilij文化学部) 現1・松岡 人・山棟
ロジェクト) 木楽部会

14 O O "1"山道コンシェルジェ主主成プロジェクト
C3 (Commllnity Concierge 

迫間勇人 (環境科学部) ~l ' 近藤
Consllltant) 

15 O O l泥村「男鬼」の村おこし 男鬼楽座 藤森麻子 (人IlIJ文化学研究科 )
人 .i質的環・!Iff'r.:J
人・武田

16 O 
わっしょい湖東 (湖東地域広成観光デザイン

木匠塾 深井奈緒子 (人附文化学部) 環・松岡 人・山線
プロジェク ト)

17 O 
障害児・者自立支援・共生相会づくりプロジェ ボランティアサークルHa r 

西I宰 亥一志 (人1m文化学部) 人・黒田 人・竹下
クト mony 

18 O Q+ ACT (Q座) 青山妙子 (人間文化学部) 環・柴田 人・細f

19 O 初めての農家ー践のJJU));で学ぶ学~I' プロジェクト チーム燥しん 羽田野真衣 (環境平|学部 ) 環・増田

20 O Nio Project (内湖に調和lしたぬほt提案)
Nio (Naiko in Occllpation) 

品~ 聖民 (環境科学部 )
環・柴田環・井手

Project ~.野間

21 O 信楽グランドデザイン湖11:1活発Trf業 マニフェスト伝楽 絵馬多美子 (人11日文化学部) 人・印南

22 O 上丹生地域アイデンテイティ計阿 職人塾上H'七' 平チ| 達也 (人間文化学研究科) 人 ・印南 人・而矢

23 O 下着関連新製品開発デザイン;)T業 F. U. L彦般 岡治ナナミ (人間文化学者11) 人 ・印南人・森下

24 O 伝統創作仏恩デザイン開発事業 彦娘仏壇デザインチーム 松本雄樹 (環境科学研究科) 人 ・面矢人.r:p南

25 O 再興iliJJ東焼プロモーション事業 UTSUWAD 石本光司 (人IHJ文化学部) 人・印南人面矢

26 O いっそ磯 いっそ磯 稲継靖之 (人IHJ文化学研究科 )人 .1可 環・松岡

27 O Let' S 複合 廃棄物ハスターズ 中村 重哉 (工学研究科) 工・ 問中工 ・徳i前

28 O 
付Iこう八坂生活絵巻!地域の「携帯博物館」

耳の会 戸田 雄一 (人!日l文化学研究科 ) 人・黒田人上聞
プロジェク ト 2nd stage 

29 O 環境フェスタ1Ilぎおう P -S (ピース) 村上浩継(環境科学制究科) J~l ・ 近藤

30 O j足村エコツアー ~知良考!玖~ けもの SOS 竹村菜穂(環境科学研究科) 環 ・野間環 ・近

31 O 愛知川宿新生プロジェクト 新生愛知川街 水谷陽介(環境科学研究科) 環・松岡環・布野

32 O 菜の花エネルギー教育ネットワークの構築 菜の花エネルギー 青木岳夫(工学研究科) 工・ 山根工・川崎

33 O ニュースポーツとまちづくりプロジェクト NEW Spozza CLUB 山口伸幸(環境科学者11)
環・近藤国教セ・

岡本

34 O 琵琶湖の今と昔 水辺塾 藤田建太郎(環境科学研究科) 環-沢田

35 O あいせい田んぼの生き物プロジェク ト
あいせい阻んぼの生き物プロ

金尾滋史 (環境科学研究科 ) Z罰・沢田 環.~自問
ジェクト

*平成 16・17年度継続プロジ‘ェク トについては、 Hl7年度の代表者を記載している。

*人間文化学部石川慎司先生作成
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の評価は高まる O “スチューデントファーム「近江楽

座J"によって得られる学生教育上の具体的な成果に

ついて、以下に列記する 0

・地域との連携、協働の中で、行政、商工会議所、

NPO団体、自治会、企業、学校など、地域に係わる

人や組織とのコミュニケーション、ヒア リングや会議

をとおして、まちづくりや地域活性化に対する社会の

仕組みゃアプローチの仕方について実践をとおして学

ぶことができる。

-まちづくり、地域イベント、産業振興、地域医療な

どへ直接的に関与することによって、現代社会が抱え

る様々な課題に対する問題意識を醸成することができ

るO その上で、課題分析、課題解決方法の検討、地域

住民への提案という一連のプロセスを遂行するために

求められるスキルを幅広く身につけることができる 0

.小学校の総合学習や中・高等学校の専門授業とタイ

アップした「小 ・中 ・高大連携」による教育現場への

参加をとおして、環境、資源、エネルギーなどの地域

課題に対する大学の役割について、実際に即して学習

することができる。又、少子化社会へ移行する中で、

次代を担う世代への眼差しを教育現場を体験すること

から自らのものとすることができる。

・“スチューデントファーム「近江楽座J"報告会の開

催、刊行物の作成、活動報告書の作成、ホームページ

の制作、ビデオ画像の収録等を通して、地域情報の記

録保存、計画提案のプレゼンテーション、報告書作成

など、実社会で求められる基本的スキルを修得するこ

とカfできる。

・教員指導に加えて、 RA、TAを積極的に活用する

ことにより、大学院及び学部生の交流が促進され、大

学の活性化が図られる。

-現代 GPプロジェクトへの参画、 実践をとお して、

学部の枠を超えた様々な学問分野への関心が高まると

ともに、専門に対する自覚を促し勉学意欲の向上に結

びっく O それによって、自ら学び、考え、行動する能

力が養成され、本学が目指す「ひとが育つ大学」づく

りの実現に寄与する O

6 今後の展開:ポスト現代 GP

(1)現代 GPの成果とその評価

現代 GPプログラムは、学長の指導のもとに、環境

科学部、工学部、人間文化学部、人問看護学部の 4学

部から、学生の地域活動と関わってきた教員によって

組織した現代 GP推進会議が、企画、運営してきた。

この間、“スチューデントファ ーム「近江楽座j"プロ

ジェクトの指導をとおして、地域連携及び学生教育に

対して学部を越えた教員聞の連携が図られ、大学教育

現場の活性化という成果を生んだ。また、大学と地域

連携に係る窓口業務及びメディア対応、ホームページ

の開設による情報発信など、交流センター及び事務局

(交流センター、総務課)の協力によるところも大きい。

平成 18年度に向けて独立法人化を目指す本学では、

第3者評価にたえる自己評価の導入に取り組んでいる

が、自己点検・自己評価の目的は、大学のクオリテイ・

アシュアランス(質の保証と向上)であると同時にこ

れからの時代は、クオ リテ ィー・スタンダードとして

地域の評価という視点が重要となる O 本学の現代 GP

“スチューデントファーム「近江楽座J-まち・むら・

くらしふれあい工舎"に選定した地域プロジェクトに

おいても、自己評価や第3者評価など専門家による評

価とあわせて地域社会の評価を加味した上で、 PDCA

サイクルマネジメントシステムによる計画 (plan)、

実行 (do)、評価 (check)、改善 (act)の導入など、

教育的見地から段階毎に評価し、学生主体の地域活動

のスパイラルアップを図っていく考えである。

(2)ポス ト現代 GP

文部科学省の教育改革補助金による本学の現代 GP

プログラムは、平成 18年度で終了する。大学の地域

貢献に対する期待は、分権化社会の到来によってその

重要性は増していく 。地域貢献の重要性については、

曽我直弘学長が、公立大学協会に提出 した「地域貢献

における先進的事例」レポート(*4)の中で、平成

16年度公立大学協会地域貢献推進特別委員会の報告

書「公立大学と地域貢献一地域のニーズに的確に応え

る公立大学の地域貢献-Jのデータから、“行政が求

める大学の地域貢献として、 ①地域のシンクタンクと

写真 10 木匠塾・多賀タウンプロジ、エクト 写真 11 描こう八坂絵巻 写真12 未来看護弘キッズフェスティパル
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特集ベ環境科学部の地域震献とを教育~._.研掲

平成 17年度現代 GPリーフレット
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しての役割、②地域政策や地域づくりに関する積極的

な提言、③地域産業の活性化・発展への貢献、 ④学生

による地域の活性化への貢献の順序となっており、企

業ではこれらの項目の順位が③、①、④となり②に代

わって「職業人、社会人の再教育」と「地域の高校生

の進学機会提供」が入り、市民では(工②③の順位は変

わらず、その次が「地域の高校生の進学機会提供」、「職

業人、社会人の再教育」となっている"と紹介してい

る。その上で、本学の地域貢献について、“スチュー

デントファ ーム「近江楽座J"による「学生による地

域の活性化」に対して評価する一方で、“大学全体と

しての「地域のシンクタンクとしての役割」と「地域

政策や地域づくりに関する積極的な提言」については、

まだ十分とはいえない状況にある"と述べている。

大学は、地域社会との係わりにおいて、「知」の中

核となる使命を負っている o I地域活性化」をテーマ

とする本プログラムの取り組みは、大学と地域の双方

写真 13 “スチューデントファーム

「近江楽座J"印刷物

上段:現代 GP推進チーム作成 リーフレット

および報告書

下段各チーム作成の報告書

平成 16年度現代 GPプロジェクト報告書

愛西のさかなたち芯弘e
Q司・Ii"..m..

-命¥平'告書
w 朽 木 村.-.e. 

木匠塾 あいせい田んぼの生
き物プロジ、エク ト

向交流を実現する効果を発揮する Oつまり、大学の「知」

のリソースと地域のニーズがひとつのものとなり、 地

域の経済、生活、文化、福祉、環境、 NPO活動を活

性化し、望ましい方向に導いていく O その実績が、地

域の中で評価されることによって、次なる地域連携の

展開が見えて来る。

〈出典及び参考文献〉

* 1 文部科学時報:I焦点」文教・科学技術施策No

1554、平成 17年 9月、ぎょうせい

* 2 文部科学時報:I焦点」文教・科学技術施策No

1555、平成 17年 10月、ぎょうせい

* 3 滋賀県立大学現代 GPリーフレット 2005

* 4 I地域貢献における先進的事例J:曽我直弘、地

域貢献推進特別委員会、平成 17年 11月、公立大学

協会

F
O
 --



琵琶湖総合保全に果たす流域協議会の役割
~流域協議会の特徴と可能性について~

1 .はじめに

滋賀県は 2000年に、 21世紀の琵琶湖の総合保全計

画として「マザーレイク 21計画」を策定した(滋賀県、

2000)。同計画の大きな特徴の一つは、琵琶湖を保全

していくための政策の主眼を従来の集水域全体の流域

管理から、湖に流入する主要河川の流域ごとの流域管

理へとシフトさせた点にある。また同計画は各流域に

おける地域住民や事業者による主体的な取り組みを重

視しており、これらの取り組みと行政による環境施策

とを計画推進のための両輪と位置づけている。

同計画を実現させるための施策のーっとして、県内

の各主要河川の流域ごとに滋賀県によって設立された

のが図 1に示す 13の「流域協議会」である。また、

2004年2月には、これら流域協議会の全県的ネット

ワーク組織である「琵琶湖流域ネットワーク委員会」

が発足している。

高島地域

流績協議会

知内川・中の川流場悔議会

大井川・庄垂JlI
流域協議会

大同川・砂地川

流域協議会

青井川・北川

流績協強会

鴨川・八回川

流繊協議会

天神川

流犠環境保全協議会

柳川を愛する会

図 1:琵琶湖周辺の流域協議会

余呉川流犠環境保全協議会

環境フォーラム湖東

流域協議会は、各流域や地域における自治会や町内

会などの伝統的なコミュニティ組織や、 PTAや婦人

会のような地域組織、環境保全団体、地域住民などで

構成される住民団体である。同協議会は前述のように

琵琶湖の総合保全のために組織化された住民団体であ

るが、各協議会の活動の主目的は、琵琶湖を保全する

ことにあるのではない。あくまでもそれぞれの流域や

地域の水環境を保全することにある。ただし、各流域

におけるそれらの活動が結果的に、琵琶湖の保全の達

成につながるとの考え方に立っている。

井手慎司

環境計画学科

環境社会計画専攻

地域の水は地域で守る一一ー筆者は、これからの時代

の水環境を守っていく主役は地域社会(コミュニティ)

であろうと考えている。また、そのようなコミュニテイ

主導型の湖沼流域管理を促進させていくための仕組み

として、流域協議会に大きな期待を寄せている。しか

し、設立してまだ間もないことから、実績はあまりな

い。流域協議会の能力や可能性はいまだ未知数である。

このような流域協議会は、後述するように、多くの点

で近代的コミュニティ組織に似ている。ここで言う近

代的コミュニテイ組織とは、まちづくり協議会や青少

年育成協議会といった新しい形のコミュニテイ組織の

ことである O 本稿では、流域協議会の近代的コミュニ

ティ組織との類似点に着目しながら、その特徴と可能

性について考えていく 。

2. 日本におけるコミュ二ティ組織の歴史と特徴

そもそもコミュニティとはなんであろうか。コミュ

ニティという概念は欧米からわが国に入ってきた。

MacIver (1917)はコミュニテイを「ある地域にお

いて営まれる共同生活」と定義している。さらに、共

同生活を通して、社会的類似性や共通する社会的観念、

共通の慣習、共属意識のような共通の社会的特徴が見

られるようになるとも指摘している。

MacIverのコミュニテイの概念はまたアソシエー

ションと対をなすものである。ここでアソシエーショ

ンとは特定の関心や利害を追求するためにつくられた

組織のことである。

今日、日本各地において、まちづくり運動が盛んで

ある。この運動は 1970年に自治省がはじめたコミュ

ニティ活動に端を発する。同コミュニティ活動の結果

として、多くの近代的コミュニティ組織が全国に誕生

した。 日本におけるコミュニティ活動は、 1960年代

に米国に興った同活動から直接的な影響を受けている

と言われる(倉田、 2000)。
一方、日本には、自治会とか町ー内会などと呼ばれる

伝統的なコミュニティ組織が古くから存在した(鯵坂、

1999)。後述するように、近代的コミュニテイ組織は

一般にこれら伝統的コミュニティ組織を構成員の中に

もつ。このように、現在、日本の社会には二つの異な

るタイプのコミュニテイ組織が存在する。一つは欧米
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的で近代的なコミュニテイ組織であり、他方は日本的

で伝統的なコミュニティ組織である。これら二つのコ

ミュニティ組織が重層的に共存しており、両者の間に

ユニークで補完的な関係が築かれている。

伝統的コミュ二ティ組織

日本における伝統的コミュニティ組織の歴史は江戸

時代の 「五人組」に遡ると言われる。あるいは、その

起源を千数百年前、中国から導入された制度に求める

研究者もある(長谷部、 2003)。いずれにせよ、伝統

的コミュニティ組織は、為政者が農民を統治するため

の、あるいは農民同士が相互に扶助するための仕組み

として作り出されたと考えられている。

江戸時代の五人組は明治政府によ って一旦廃止され

たが、それに代わる伝統的コミュニティ組織が明治末

期には復活している。その後 1940年には地方自治体

の末端組織として組み込まれ、 第二次世界大戦中は、

その遂行に重要な役割を果たすことになる。そのこと

もあり、戦後には、占領軍によ って廃止された。しか

し 1952年の平和条約の締結によ って再び復活する

ことになる。

今日では、日本全国のどこでも自治会や町内会を見

かけることができる。

伝統的コミュニティ組織は以下のような特徴をもっ

(倉田、 2000): 

1)機能の包括性:組織構成員 (地域住民)の全ての

基礎的ニーズに応えようとする

2)全員加入性.当該地域の住民は強制的に加入させ

られる

3)世帯単位の加入:加入の単位は世帯である

4)行政下請的性格:常に行政に協力的であり、時と

して行政サービスの代行機関を務める

5)ゲマインシャフト的 (コミュニティ的)

伝統的コミュニティ組織は、標準的には数百戸の世

帯から構成される。運営は組織の構成員によってなさ

れ、運営費は構成員からの会費 (自治会費)や部分的

には行政からの補助金によって賄われる。

なぜ伝統的なコミュニティ組織は日本の長い歴史の

中で生き延びることができたのだろうか。端的に言え

ば、地域社会にとって常に必要とされる機関であった

ということである (鯵坂、1999)。伝統的コミュニテイ

組織は地域の安全を保障し、環境を守り、 美化活動を

行ってきた。地域住民間の親睦を図り、心理的やすら

ぎを提供し、行政と住民との橋渡し役を果たしてきた。

また地域自治の主体として、また万が一、地域に危機

が訪れた場合には、抵抗主体として機能してきたので

ある。

特集(環境科学部の地域貢献と教育 科研究)

コミュ二ティ活動 (まちづくり運動)

日本におけるコミュニティ活動は 1970年にはじま

る。当時、各地の伝統的地域社会(コミュニティ)は、

高度成長期の急激な工業化による都市への人口集中

や、あるいはライフスタイルや家族形態の変化などに

よって崩壊の危機に瀕していた。青少年の非行や地域

社会の危機対応能力の低下などの社会問題が噴出し

ていた。人々はまた、当時の深刻な交通問題や公害問

題に対応するために、あるいはより高い生活の質を求

めるために、それらのニーズを満たしてくれるような

機関の存在を必要としていたのである。そのような社

会的背景の下、伝統的コミュニティの欠落を補うため

に提案されたのがコミュニティ活動であった(高橋、

1997)。
コミュニテイ活動の大きな目的は崩壊した伝統的地

域社会に代わって、人々を新しいコミュニティ組織へ

と組織化することであった。またそのような新しい組

織を意識の高い自主的な「市民」の手によって公開性

の高い民主的な方法で運営し、それによって、新たな

地域社会を構築することを目指していた。その結果と

して、行政の指導や支援の下、日本各地に、数多くの

近代的コミュニティ組織が誕生していった。

コミュニテイ活動の大きな特徴の一つはその組織化

の包括性にある (倉田、 2000)。地域住民を組織化す

るにあたって、近代的コミュニティ組織は一般に小学

校の学区を単位とする。また、伝統的コミュニティ組

織や PTAなどの地域の代表的な団体の役員を構成員

とする協議会の形態をとる。

同コミュニティ組織の活動は、地域の人々の文化的

ニーズ、や福祉へのニーズといった多様なニーズに応え

ることを目的としている。これが、地域の人々のもっ

とも基礎的なニーズに応えようとする伝統的なコミュ

ニティ組織とは異なる点である。また一般に、近代的

コミュニテイ組織の活動目的は、組織そのものがある

特定の目的をもって設立されることから、明確で、多

くの場合明文化されている。この点に関して言えば、

近代的コミュニテイ組織は、コミュニティ組織という

よりもアソシエーション組t哉に近い性格をもっている O

しかしながら、近代的コミュニティ組織は地域組織

の役員を構成員とする協議会の形態をとることから、

伝統的コミュニティ組織に比べると指導力を発揮しに

くく、地域社会の危機に対応する役割を担うことは難

しいとも言われている。

近代的コミュニテイ組織は、伝統的なコミュニテイ

組織の関与の度合いによ って、以下の 3タイプに分類

することができる(高橋、 1997): 

(J)自治会タイプ:主に 自治会によって構成されて
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いる組織

(C)協議会タイプ:自治会だけでなく様々な地域

組織で構成される組織

(N)ネットワークタイプ:自治会は参加せず、自

発的参加の個人や団体で構成される組織

3.琵琶湖における流域協議会

前述したように、現在までに 13の流域協議会が琵

琶湖に流入する主要河川の流域ごとに設立されている

(図 1と表 lを参照)。その活動の主目的は、各流域の

水環境を守ることであり、それぞれの流域の取り組みの

総体として琵琶湖の総合保全を達成しようとしている。

表 1:琵琶湖周辺の 13の流域協議会

地域 協議会名 タイプ 設立年

大津・志賀
天神川流域環境保全協議会 2002 

柳川を愛する会 1984 

i胡 南 湖南流域環境保全協議会 N 2001 

甲 賀 鹿深の里甲賀流域環境保全協議会 N 2001 

東近江 東近江環境保全ネットワーク N 2000 

i胡 東 環境フォーラム湖東 N 2001 

余呉川流域環境保全協議会 C 2001 
湖 北

姉川流域環境づくりフォーラム C 2002 

鴨川・八田川流域協議会 C 2001 

湖 西 知内川・中の川流域協議会 C 2001 

(高島地域流 大井川・庄垂川流域協議会 C 2002 
域協議会 ) 青井川・北川流域協議会 C 2003 

大同川・砂地川流域協議会 C 2003 

流域協議会とその構成員による活動の一部を表 2に

示す。表からわかるように、流域協議会やその構成

員 ・団体によって行われている活動はきわめて多様で

表2 流域協議会およびその構成員 ・団体の活動内容

ある。この多様性はひとえにその構成員や構成団体の

多様さに拠る。流域協議会の設立にあたっては、当該

地域における、伝統的コミュニテイ組織や環境保全団

体など、すべての主要な地域組織に参加を呼びかけて

いる。流域協議会はまた、地域住民(個人)にも聞か

れており、透明性の高い、民主的な方法で運営されて

いる。

同時に、流域協議会とその構成員・団体による活動

は水環境の保全だ、けに限定されるものではない。表2

に示すように、リサイクル運動や地産地消など、一見

すると水環境の保全には直接関係しないような活動も

含まれている。さらに、構成団体の中には伝統芸能の

保存を活動目的とするような団体すら含まれている。

流域協議会の活動は、地域や流域の水環境や流域環境

の保全を目指しているばかりではなく、より質の高い

生活や環境を求める地域住民のニーズに応えようとし

ているように見える。言い換えれば、各流域や地域に

おける持続可能な地域社会の実現を目指していると言

えるのではないだろうか。

流域協議会は組織の形態も様々である。流域協議会

についても、伝統的コミュニティ組織の関与の度合い

によって、前述した近代的コミュニテイ組織の 3つの

タイプに分類することができる(表 I参照)。

現在の流域協議会のうち、自治会タイプは 2団体、

協議会タイプは 7団体、ネットワークタイプは 4団体

である。たとえば、大津・志賀地域の天神川流域環境

保全協議会と柳川を愛する会は、地域の自治会のみに

よって構成される典型的な自治会タイプである。

また湖南と甲賀、東近江、湖東地域の 4団体はすべ

てネットワ ークタイプである。特に東近江環境保全

ネットワークは地域の 11の環境保全団体で構成され

る典型的なネットワークタイプの協議会である。残り

所属団体等 活動内 容

地域振興局、市町村各課 シンポジウム、活動事務局

学校関係者 環境教育

学校 'PTA 環境教育、清掃活動

個人・
環境教育、環境調査(生き物、水質、野鳥等)
C*森林インストラクタ一、生物環境アドバイザ一、環境自治推進委員、環境保全指導員)

自治会・青年団 清掃活動

消費者団体 石けん使用推進活動、地産地消

みずすまし推進協議会 農業分野

流域協議会
シンポジウム、勉強会、環境教育、情報発信、ごみ・リサイクル、地産地消、源流調査、

水質保全、清掃活動、エコツアー、環境調査(生き物、水質、野鳥等)

ごみ・リサイクル、地産地消、漁業、源流調査、里山保全、竹炭づくり、写真展、水質保全、清掃活
流域団体 動、植樹、情報発信、有機農業、伝統芸能、エコ村、エコツアー、環境教育、ヨシ刈り(ヨシ舟製作、

ヨシ刈り、ヨシ笛コンサート)、環境調査(生き物、水質、野鳥等)
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の湖北と湖西地域の 7つの団体はいずれも、自治会と

幅広い地域組織で構成される協議会タイプの協議会で

あるO

ネットワークタイプの 4協議会がある湖南と甲賀、

東近江、湖東地域は滋賀県の中でも人口が密集した地

域である。県外から移り住んできた住民も多い。それ

に対して、自治会タイプや協議会タイプの流域協議会

をもっ湖北と湖西、志賀地域は、県内でも比較的人口

が少なく、古くからの住民が多い地域である。このよ

うに地域特性の違いが協議会のタイプに反映されてい

る点が興味深い。

流域協議会の組織化の方法論については、各地の実

情にあわせるために、各地域の県振興局あるいは事務

所に一任されていた。流域協議会によるタイプの違い

は各地域の特性に合わせて組織化された結果であると

言えるだろう 。

ただし、ここで注意しなければならないことは、ネッ

トワークタイプの流域協議会であっても、伝統的コ

ミュニティ組織を抱える他のタイプの流域協議会を構

成団体としている場合もあるということである。たと

えば、 NPO法人びわこ豊穣の郷(旧「豊穣の郷赤野

井湾流域協議会J) は、湖南流域環境保全協議会の構

成団体であると同時に、団体自身が赤野井湾流域を拠

点とする流域協議会(マザーレイク 21計画策定前の

1996年に県内初めての流域協議会として設立)でも

ある。びわこ豊穣の郷は、典型的な協議会タイプの協

議会として、同団体の活動拠点である守山市のほとん

どの自治会と、農協、婦人組織や個人などを構成員と

している。

びわこ豊穣の郷は協議会タイプの流域協議会であり

ながら、理事会メンバーの強力なリーダーシップに

よって、地域の河川の清掃や水質調査、ホタルの幼虫

の育成、 GISを用いた水環境マップやホタルマップの

作成、インターネットによる情報発信など、目覚しい

活動を展開してきた。

活動のその他の特徴としては、海外の湖沼や活動家

との交流が盛んなことである。同NPOは、第 9回世

界湖沼会議 (2001年)と第 3回世界水フォーラム (2003
年)のときに、国際セッションを守山でそれぞれ開催

している。海外からの評価も高い。海外の活動家が琵

琶湖を訪れるとき、かならず立ち寄るのがこのびわこ

豊穣の郷である。

ただし、同 NPOが実施しているのは、上記のよう

なIT技術の利用や国際交流のような先進的な事業ば

かりではない。他方では、組織内の伝統的コミュニテ ィ

団体の地域密着型の活動の支援にも力を入れている。

組織内の伝統的コミュニティ組織には、従来から地域

の水環境の保全活動に熱心で、あったところが多い。地

特集ー(環掛ヰ学部の地域貢献と教育 ι研完j

域の環境を地域の住民が長年にわたって守ってきた歴

史がある。伝統的コミュニティ組織による活動は一般

に保守的であるが、同時に、継続的かつ持続的である

という特徴をもっ。これら伝統的コミュニティ組織に

よる地域密着型の活動が、びわこ豊穣の郷の活動の持

続性を下支えしているのであろうと著者は考えている。

4.流域コミュニティ組織

以上述べてきたように、流域協議会は様々な面にお

いて近代的コミュニテイ組織とよく似ている O 流域協

議会の特に組織化の方法については、まちづくり協議

会などの近代的コミュニティ組織の手法をモデルにし

たものと考えられる。流域協議会の範域は、小学校区

よりも大きな流域であるが、それで、も、その活動は流

域という特定の地域に暮らす人々による、特定の地域

のための活動であることに変わりはない。流域協議会

とは、流域というコミュニティに属する個人や団体を

構成員とする近代的(流域)コミュニティ組織であり、

同協議会の活動は、コミュニティに属する個人や団体

によるコミュニティ(流域)活動であると捉えること

ができるのではないだろうか。

近代的コミュニテイ組織に類似していることによっ

て、流域協議会の活動はコミュニティ活動(まちづく

り活動)と、表 2でも示したように、強い親和性をもっ。

今日の環境問題はきわめて多様であり、問題に対する

人々のニーズも多様である。環境問題に対する人々の

ニーズを生活の質を求める一般のニーズと差別化する

ことはむずかしい。流域協議会の活動は、流域の水環

境を保全するばかりではなく、持続可能な地域社会の

構築にむけた地域社会主導型の運動と捉えるべきであ

ろう 。

しかしながら、 当然のこととして、流域協議会が万

能であるわけではない。流域協議会の中にも活動に

温度差がある。かならずしも全ての流域協議会がび

わこ豊穣の郷のように活発に活動できているわけで、は

ない。流域協議会はなお多くの問題と課題を抱えてい

る。流域協議会だけでできることには、その人的、財

政的資源の制約から限界がある。より重要な点は、流

域協議会はその流域における問題に関してのみ有効で

ある、ということである。各河川の流域を越えた、琵

琶湖集水域全体や、あるいは琵琶湖淀川水系全体のよ

うな問題に対応していくことには限界がある。むしろ

そのような広域の問題に関しては、琵琶湖流域ネット

ワーク委員会のようなネットワーク組織の役割が重要

になってくるものと考えられる。

5. おわりに

日本におけるコミュニティ活動は米国から導入され
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た。しかし、この活動によって設立された近代的コミュ

ニティ組織は、地域の伝統的なコミュニテイ組織をそ

の構成員として取り込み、日本の文化や社会システム

に適合しながら柔軟に進化してきた。今日では、日本

社会において欠くことのできない存在となっている。

流域協議会もまた、環境保全の分野において重要な役

割を担うようになる可能性は高い。

流域協議会のユニークさは、伝統的コミュニテイ組

織や地域組織、環境保全団体などの地域の幅広い、主

要な組織から構成されている点にある。そのことが流

域協議会の大きな特長となっている。また、近代的コ

ミュニティ組織と同様に、コミュニティ組織とアソシ

エーション組織の両方の特徴を兼ね備えていることも

流域協議会の大きな特長のひとつになっている。流域

協議会はこれらの特長によって、地域コミュニテイの

活動と環境保全団体(アソシエーション組織)の活動

をつなぎ、また地域の人々と環境活動家の聞をむすび、

活動や人々を持続可能な地域社会の構築にむけた努力

に結集していける可能性を秘めている。

コミュニティ主導型の活動は特に水環境の保全に

とって重要で、ある (Avramoski、2004)。地域の水は

地域によって守られるべきである。水環境を守ってい

くためには、流域協議会のようなコミュニティ組織の

果たす役割が、今後ますます重要になっていくに違い

ない。
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特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

令琵琶湖と共生する水田震業のあり方、を求めて

1 .はじめに

ヲ古琶湖と共生する水田農業、という概念は、滋賀

県農政がすでに四半世紀にわたって取り組んできた農

業排水対策や 1)、環境こだわり農業 2)、魚魚、のゆりか

ご

めとする環境保全型農業を広く包含し、さらには、必

ずしも営農目的にこだわらないピオトーフ。水田等をも

包含する概念としてあります。この点にかかわって近

年とくに強く思うのは、生産に従事する人も、風土(気

候、地形、地質)も多様なのですから、環境保全型農

業もこれくらい広角度でとらえる必要があるのではな

いかという点です。

2.なぜ大規模環境保全型農業なのか

顧みますと、 2000(平成 12)年から規模の大きい環

境保全型の稲作経営を追いかけて調査研究を進めて

きたことになります。最初は、 1期生の平川仁樹さん

と福井県大野市の松浦助ーさん((有)アースワーク)

の経営について調査させていただきました。調査に関

して全面的な協力をいただけるということで、大変貴

重な資料提供をいただくことができました。その経営

概要は図 1に示す通りですが、販売事業に対応する面

積規模というとらえ方をすればその規模は 12 5 h a 

図1 調査農家の経営概要

直 轄農場内(::

事例有限会社

E 

小池恒男

生物資源管理学科

に達しています。

大規模で、あるという点のほかにこの経営には、一つ

には、直営農場、委託農場そして契約農場という、 三

つの経営組織を擁しているいう点と、二つには、全体

として環境保全型稲作に取り組んでいるというこつの

大きな特徴があります。まず第一の点に関連して説明

しておかなければならないのは、その三つの経営組織

についてです。直営農場は、 言うまでもなく当有限会

社が自ら経営する 27haの規模を擁する稲作経営であ

り、その内の 23.30haの水田で無農薬無化学肥料の環

境保全型稲作を展開しています。委託農場は、農地の

借り入れ主体が当有限会社、経営主催権も生産物の

処分権も当有限会社がもち、耕作を 5人の耕作者に委

託している農場であり、この 33haの委託農場では減

農薬・無化学肥料の環境保全型稲作が展開されていま

す。契約農場は、当有限会社と地域の 20人の農業者

との聞に結ぼれた契約関係の上に成り立っている農場

であり (栽培マニュアルに基づく栽培の実施と販売委

託を契約内容としている)、ここでも減農薬 ・無化学

肥料栽培が取り組まれています。当有限会社の販売数

量は全体として 9600俵、 576トンに及び、これに

対応する水田面積は 125haに及んで、います(これは、

個人経営の環境保全型稲作経営の規模と して全国最

大)。減農薬・無化学肥料を含めて環境保全型稲作の

27ha 
規模が 125haに及ぶという点に加えて

※2 注目されるのは、当有限会社の地域農

業の組織化戦略の展開です。その意図

するところは、当有限会社が直営農場、

※3 委託農場、契約農場という三つの経営

組織を擁し、当社の 4人の従業員に加

え、委託農場の 5人、 20人の契約農

場と、この労働市場冬の時代に 30人

の就業機会を確保し、さらに作業委託

で地域との連携を図っている点によく

示されています。さらに言えば、この

戦略は、賃金の安い外国人労働者を雇

い入れてただやみくもに直営農場の規

模拡大に走るのではなく、地域社会に

おける人間関係、生産関係を重視した

日本的な生産体制の形成をめざす経営

主の経営理念によるところが大きいわ

けです。松浦さんとは今日に至るまで

33ha 

契約農場子※4

(注) 1※ この部分に転作割当が下りてくる (ただしヤミ小作の 23haは除く ).
2※ 地主は 20~ 25名.

3※ 耕作者は 5名.
4※ 耕作者は 20名.
5 契約農場から集荷された米の検査は事例有限会社が行っている.
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お付き合いを続けているわけですが、 2000(平成 12)
年から 5年経過した今日、その後の展開につて改めて

学生とともに、とくに環境保全型農法の技術の修正、

改善について詳しく調査させていただきたいと考えて

います。

最後に、なぜ、大規模で、あるということと環境保全

型農業であるということとを結びつけて問題意識をも

ち、そういう 事例を追いかけて調査研究を進めること

を思い立つに至ったのかという点についてふれておか

なければなりません。それは、現行の食料・農業・農

村基本法にかかわることです。1999(平成 11)年7月

に成立した基本法は、周知のように、「農業構造の確立」

をうたう 21条で「効率的かつ安定的な農業経営の育

成jを言い、「農業の持続的な発展Jをうたう 4条で 「農

業の自然循環機能の維持増進」を言っています。この

両政策課題は、究極的には効率性か環境保全かという

根本的に矛盾対立する政策理念によって立っていて、

予定調和的に両立するものではありません。そういう

意味で基本法が、 「持続性の確保の範囲内の中での効

率性の実現」という明確な認識を欠いているという点

はやはり大きな問題点として認識しておかなければな

りませんが、同時に、絶対矛盾として頭から否定して

二つの理念の両立を退けるのではなく、ここは、 「持

続性の確保の範囲の中での効率性の実現jという明確

な認識に立脚しつつ、 二つの理念の実現の可能性を実

践する中で見い出していくという観点を大切にして、

すでにある地域における二つの理念の両立をめざす取

り組みに大いに学ばなければならないと思うのです。

先に述べましたように、 2000(平成 12)年から規模の

大きい環境保全型の稲作経営を追いかけ始めたのです

が、その背後には、私を突き動かす以上のような強い

問題意識があったからにほかありません。3)

3.冬期湛水・不耕起栽培との出会い

なぜ、福井県大野市の松浦さんであったのかと言え

ば、それはやはり私の問題意識がそうさせたというこ

となのですが、 2000(平成 12)年当時、残念ながら

滋賀県下に、規模の大きい環境保全型の稲作経営に

表 l 闘場の分布と農法区分 (04(平成 16)年現在)

ι日? 八日市市 能登川町

下羽田 長勝寺

包冬期湛水・不耕起

②不耕起 2.50ha 

①浅耕起 4.50ha 1.50ha 

@慣行 3.30ha 

合計面積 7.80ha 4.00ha 

ついては寡聞にして存じ申し上げないということでし

た。正確に言えば、 1999(平成 11)年に、平川さん

の卒業論文のための調査で、県下の大規模稲作経営に

対するヒヤリング調査(10事例)を実施していまし

たので、その中に確かに 1事例だけ該当する経営を確

認しておりました。しかし残念ながら、 率直に申し上

げてその経営は本格的な経営調査がきわめて困難な状

況にあり、係数把握もほとんど困難と判断せざるを得

ない状況にありました。そこは、社会科学における実

態調査のつらいところです。しかし、このときの大規

模稲作経営に関するヒヤリング調査からも、大規模稲

作経営の環境保全型農法に対する関心の高さは十分に

伝わってきました。すでに積極的に取り組んでいる経

営、試験的導入に踏み切っている経営、新規に取り組

むことを予定している経営が多数に及んでいました。4)

そこに舞い込んで、きましたのが、 「八日市市に規模

の大きい冬期湛水・不耕起栽培の稲作経営あり 」の情

報でした (03(平成 15)年)。 そこで早速、 7期生の

井上藍子さんと調査に入らせていただくことになった

のですが、それが八日市市の仲岸希久男さんでした(04
(平成 16)年)。 と言っても、井上さんともども 当時

は冬期湛水・不耕起栽培の何たるかをまるで知らない

というありさまでした。しかし、仲岸さんにも調査に

関して全面的な協力をいただけるということで、 貴重

な資料提供をいただ、くことが出来ました。仲岸さんの

経営戦略は、各地で荒廃農地をみつけて、その集落に

頼み込んで、耕作させてもらうということですから、 表

lにも示されるように、結果として農地が各地に点在

するということになります (荒廃農地を復旧させた水

田面積は 7.20ha、経営面積の 40%)。このこと自体に

ついては、驚異的な実践として手放しで評価されるべ

きことではありますが、精密管理が求められる冬期湛

水・不耕起栽培、無農薬・無化学肥料等の環境保全型

稲作の取組みにと っては、この分散錯圃の条件はきわ

めて困難な条件と言えるでしょう 。しかしながら、仲

岸さんはこのような条件のもとで、 03(平成 15)年

1O.00ha、04(平成 16)年 17.80ha、そして 05(平成

17)年には圃場の集中化を図りつつ 30haをめざすと

永源寺町 竜王町 大津市堅固
合計面積

相谷 f発 雄琴・小野

1.00ha 1.00ha 

2.50ha 

4.00ha 1.00ha 11.00ha 

3.30ha 

4.00ha 1.00ha 1.00ha 17.80ha 
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していました。農法についてみますと、冬期湛水・不

耕起栽培と聞いていたのですが、実際には水利の制約

で表 lで明らかなように、①のそれは1.00haの規模

にとどまっています。②の不耕起栽培は、冬期湛水を

ともなわない不耕起栽培でこれが2.50ha、③の浅耕起

は抑草(雑草の発生を抑える)対策として田植え前に

3~5cmの耕起を行う農法でこれが 1 1.00ha となっ

ています。④の慣行栽培は、地域の事情で 04(平成

16)年のみの臨時的な受け入れで、農協の栽培指針に

基づく栽培です。この慣行栽培を除く 三つの農法に関

しては、無農薬・無化学肥料は共通しており、したがっ

て、環境保全型稲作の作付面積は 14.50haに及んで、い

ます。やはり、冬期湛水が完全な不耕起栽培成立の前

提条件としてあると言えるようで、さかのぼって言え

ば、農閑期における用水の供給を可能にする地域の土地

改良組合との調整が必須の条件ということになります。

4.共同研究への発展

仲岸さんの経営調査の追い込みをかけている頃、 04
(平成 16)年秋、 01(平成 13)年度入学の環境計画学

科環境社会計画専攻の額田拓さんより、湖北町に圃場

を一つの集落に集めて大規模に冬期湛水・不耕起栽培

に取り組んで、いる生産者がいるという情報をいただき

ました。そこで早速接触を図り、明けて 05(平成 17)
年1月 16日に、すでに配属の決まっていた当時まだ

3回生の 8期生の井田秀美さんとともに押しかけて

行ったのが湖北町の柴田一義さん(シパタプラセール

ファーム)でした。

実は、仲岸さんの経営調査を進めるなかで、このよ

うな冬期湛水・不耕起栽培をはじめとする環境保全型

稲作についての研究を、ただ農業経済というような専

門分野からのみ進めていてもどうにもならない、どう

しても総合研究の対象にしなければならないと強く感

じ始めていました。冬期湛水・不耕起栽培について多

少の知識も得られたということもあって、それではそ

の気持ちを大切にして、一念発起して、これに関する

総合研究の企画書を作成してみましようということに

なりました。それで、 04(平成 16)年9月には滋賀

県立大学の特別研究費を、そして 10月には文部科学

省の科学研究費を申請いたしました。もちろん研究

費の受給の有無にかかわらず、 05(平成 17)年度は

柴田さんの経営の調査を進めるつもりをしていました

が、いずれにしましても、より精密な経営調査を進め

る必要を感じておりましたので、柴田さんの経営調査

の協力を得ることが重要でした(この時点では、 05
(平成 17)年度においても引き続き仲岸さんの経営に

ついての調査も併行して継続するつもりでいま した)。

最初に調査への協力を申し入れた際の柴田さんの言葉

は痛烈でした。

協力は致します。しかし、これまでも農業試験場や

農林水産省の調査に協力してきましたが、金銭的な見

返りはいただいても、そこで得られた知見のフィード

パックがあったためしはないし、協力していても何の

感動も伝わってきませんでした。それではつまらない

のです。ですから、 一方的な協力ではなくて、私を共

同研究者としてきちんと位置づけてください。

というのが柴田さんの主張でした。至極ごもっとも

な提案であり、共同研究の実質的な内容については今

後さらに深めていかなければなりませんが、とりあえ

ず、走りながら、いつもそのことを頭に入れていて、

思いつく限りの配慮をしてみようと思いました。

さてその後、申請した研究費の査定結果がわかって

くるわけですが、 05(平成 17)5月に、まず、文科省

の科研費の不採用の通知を受けました。実は、 この頃

になりますと本学の特別研究費を申請していたことも

すっかり忘れてしまっていたのです。しかし、プレゼ

ンテーションがあったり、実行計画書を提出させられ

たりしまして、 5月31日に本大学の特別研究費交付

の最終決定をいただきました。5月に提出した実行計

画書で設定した研究課題は、「水田における生物多様

性回復の農法開発ならびにその普及に関する実証的

研究一冬期湛水・不耕起栽培の環境保全機能の定量的

評価と流域水環境管理システムの構築-Jというもの

でした。そういうことですから、私自身の当初の問題

意識に加えて、 当然のことながら、 non-pointSource 

Pollution (非特定汚染源)問題の重大化という背景も

意識しなければならないということになりました。下

水道の設置や排水規制の徹底等により特定汚染源対策

は着実に進められ、今後、ノンポイン トソース汚染源

の比重が高まることは必定と考えなければなりませ

ん。ノンポイントソースである林地、農地、市街地、

大気降下物、地下水のうち、とりわけ連年、化学肥料

や化学農薬を直接投与する農業の環境負荷がとくに問

題視されることになります。もう一つの農政課題であ

る、 07(平成 19)年の導入が決定されている環境直接

支払制度の導入という背景があることも意識しなけれ

ばなりません。より水準の高い環境保全機能の定量評

価を急がない限り、公正な環境直接支払いの実施が困

難という現状をどう打開するかという課題です。

これらの問題背景を意識しつつ、この総合研究を進め

る体制を、表2に示すように、作物学・栽培学、水質化学・

水循環、地球環境、動物学、植物学、社会科学の 6つ

の研究グループ(研究課題)と 23名に及ぶ研究者で

構成しました。23名には、学外者である琵琶湖博物館、

琵琶湖・環境科学研究センタ一、農業言九験場、龍谷大学

の4名とそれに生産者である柴田さんを含んで、います。

-23 -



崎紅込ぷ:

表2 総合研究のための研究組織の構成

専門分野 研究課題 研究者

作物学・栽培学 技術的条件の科学的解明 3名

水質化学・水循環 環境保全機能の化学的な定量評価 4名

地球環境 メタンガスの発生抑制効果 3名

動物学
生物多様性回復と病害虫の抑制

4名
効果

植物学 雑草発生抑f~IJ技術の開発 2名

社会科学
市場評価・経営評価・環境政策・

7名
農業政策

合計 (6つの研究グループと 23名の研究者) 23名

こうして、一応、生産者参加型の共同体制を組んで総

合研究がスタ ートすることになりました。

5.調査研究の経過

まずはじめに、私たちが調査対象とした柴田さんの

経営の冬期湛水・不耕起栽培をはじめとする環境保

全型水田農業の実態について表 3で簡単にみておき

たいと思います。前作が麦・大豆の稲作は耕起・代か

きをせざるを得ませんが、これを含めた稲作、麦・大

豆作に関 しては一部で尿素を施用している以外は、無

農薬・無化学肥料という点で共通しています。もちろ

ん、当該経営は冬期湛水・不耕起栽培を環境保全型農

業のより高位の農法として位置づけ、条件の許す限り

その導入に努めていす。それにもかかわらず、その栽

培面積を 03(平成 15)年から 05(平成 17)年にかけ

て縮小させています。このことは、調査対象経営が圃

場条件や社会的制約によりやむを得ずそれに準ずる浅

耕起(冬期湛水が不完全なために十分な雑草発生の抑

制効果が期待できないと判断せざるを得ない場合に 5

~lOcm の浅耕起を実施する)、「転作あと耕起・代か

き/無農薬・無化学肥料栽培」を実施するという弾力

的、現実的な対応を重ね、全体としてより高い水準の

環境保全型稲作の実現に向けて年々前進を続けている

過程にあることを示しています。そういう意味で、こ

のような実態をふまえて、本研究では慣行栽培の稲作

を除く全体を「冬期湛水・不相|担栽培をはじめとする

環境保全型稲作」としてとらえて、その全体を研究対

象にする必要があり ます (転作の麦・大豆作も無施肥、

無農薬栽培なので、これを含めて経営全体を環境保全

型水田農業ととらえることもできます)0 表 3で明ら

かなように、主要な調査対象とすべき冬期湛水・不耕

起栽培はわずかに 30 a (l筆)ということではあり

ますが、 05(平成 17)年においてはとりあえずこれと

隣接する慣行作を比較対照区として調査・測定を進め

ることにしました。

さて、こうして立ち上がった共同研究なのですが、

しかし、当然のことではありますが、必要とする準備

状況の違いもありますから、すべての研究グループが

一斉に調査活動を本格的にスタートさせるということ

にはなりません。ではありますが、表2に示した 6つ

の研究グループのうち 4つの研究グループがフィール

ドでの調査活動に踏み切ることが出来ました。5)

本学の特別研究費は、「本学を特色ある大学として、

広く内外に認知させる個人研究または複数の教員によ

る学際的な共同研究jであることを強調 していま す。

私たちはこの趣旨を深く汲み取り、、琵琶湖と共生す

る水田農業のあり方、に関心をお持ちの県民の皆さん

とともに、広く全国の、世界の実践的な研究に大いに

学び、同時に私どもの進めている共同研究の成果を迅

速に公開するという趣旨のもとに、以下に示す公開研

究会を開催してまいりました。

第 l回公開研究会 05(平成 17)年 7月27日(水)開催

[研究会プログラム]

1.講演 1 r佐渡の冬期湛水 ・不耕起栽培一朱鷺に

引かれて 20ha-J根本伸一 (NPO法人

メダカのがっこう副理事長)

2.研究報告 「水稲の冬期湛水 ・不耕起栽培の水循環・

物質循環と水質」金桂花(滋賀県立大

学大学院環境科学研究科博士後期課程)

3講 演 II r不耕起稲作の環境保全機能の評価j矢

部勝彦(滋賀県立大学環境科学部教授)

4事例報告 「私たちの冬期湛水・不耕起栽培の実践j

津田龍治(朽木村不耕起栽培研究会代表)

第 2回公開研究会 05(平成 17)年 12月2日(金)開催

[研究会プログラム]

1.講 演「冬期代かき不耕起栽培乾田直播技術一

表3 調査対象経営における冬期湛水・不耕起栽培をはじめとする環境保全型稲作の栽培概況

年次 経営規模
うち水稲 うち冬期湛水・

i支耕起
麦 ・大豆あと耕起 ・代か

慣行稲作 麦 ・大豆作
作付面積 不耕起栽培 き無施肥・無農薬栽培

03 (平成 15)年 1O.00ha 7.00ha 2.00ha 2.50ha 2.50ha 。 3.00ha 

04 (平成 16)年 11.846 9.00 1.00 5.00 3.00 O 2.84 

05 (平成 17)年 11.48 8.96 0.30 5.52 3.14 。 2.52 
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どう進めた・どう進める開発と普及」

稗(しゃく) 一郎(愛知県農業総合試

験場山間農業研究所長)

2.事例報告 1 I冬期湛水・不耕起栽培一平成 17年の

取組み状況と今後の課題一」柴田一義

(シパタプラセールファーム)

3.事例報告 2 I冬期湛水・不耕起栽培の投入・産出分

析」井田秀美(滋賀県立大学環境科学

部学生)

4.研究報告 「不耕起水田と耕起水田ーユスリカ密

度の比較分析-J近 雅博(滋賀県立

大学環境科学部教授)

第3回公開研究会(シンポジウム)06 (平成 18)年 1
月22日(水)開催

[研究会プログラム]

1.研究報告 1 I営農効果と多面的機能の発揮の観点

からみた冬期湛水への期待と課題」

嶺田拓也(環境工学研究所)

2.研究報告 2Iコウノトリ育む農業の取り組みJ)

西村ーいっき(豊岡農業改良普及セン

ター)

3.研究成果と今後の課題

(1)国松孝男、 (2)小谷底通、

(3)須戸 幹、 (4)小池恒男

4.総合討論(シンポジウム:座長 小池恒男)

6.今後の研究課題

一地域連携のさらなる発展をめざして

本年の調査研究をふまえて、共同研究者からいくつ

かの問題点が指摘されています。第一の点は、調査測

特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

定対象区(冬期湛水・不耕起栽培)、比較対照区(慣

行栽培)の畦畔からの水漏れがはげしく、肝心の水収

支・物質収支の正確な測定が出来なかったという問題

です。これはもう議論の余地なしの問題で、次年度に

向けて即刻改善策を打たなければなりません。という

ことで、現在 (06(平成 18)年 1月)、すでに、畦畔

強化の工事に着手しているところです。第二には、作

業別労働時間のより正確な把握、生産資材の農法別投

入量のより正確な把握、さらに農法別・圃場別収量等々

の技術・経営にかかわる係数のより正確な把握という

課題です。第三の問題、実はこれがもっとも重要な問

題なのですが、しかしこの問題解決は同時にこの共同

研究が今後さらに発展していく大きな契機をもたらす

ことになると考えています。つまり、冬期湛水・不耕

起栽培という栽培技術の完全に同一条件のもとでの慣

行作との比較分析によるのでなければ、 一つ一つの技

術が純粋に単独でもつ環境保全機能の科学的な定量評

価を行うことは出来ないという問題指摘です。この問

題指摘を真正面から受けとめて対応するとなると、実

践圃場(柴田さんが取り組んでいる冬期湛水・不耕起

栽培をはじめとする環境保全型水田農業)とは別に、

この総合技術としてある冬期湛水・不耕起栽培をはじ

めとする環境保全型水田農業を構成する一つ一つの技

術を完全に同一条件のもとでその環境保全機能の定量

評価を実施する必要があり、結論的に言えば、そのた

めにはi記験圃場をもっ必要があるということになります。

実践圃場での冬期湛水・不耕起栽培の全体を、ここ

で、仮に冬期湛水・不耕起、無農薬・無化学肥料の「環

境保全型農法」と呼ぶとして、ただしこの農法が無施

肥ということではないし、また除草のための資材を一

切投与しない農法でもないという点に注目しておかな

ければなりません。まさにこの点があるために、試験

表4 構成する技術に基づく農法区分

(1)区分 1(冬期湛水・不耕起栽培をはじめとする環境保全型水田農業の基本区分)

|ι出:!?? 全面非実施 耕起・冬期j甚水 全面実施

B 1耕起・冬期湛7~J A 1冬期湛水・不耕起」
慣行農法 C全面慣行農法

+ 1他の生産工程は慣行農法」 + 1他の生産工程は慣行農法」

D 1冬期湛水・不耕起」非実施 E 1耕起・冬期湛水」
F全面環境保全型農法無農薬・無化学肥料

+ 11庶民薬・無化学肥料」 + 1無農薬・無化学肥料」

(2) 区分2 (化学肥料以外の肥料の施用と除草剤以外の除草のための資材の使用)

除草剤.l;外ι除一草のたtσ浮ま'~~ 一一有機肥一料一
非投与 投 与

非投与 b非投与・非投与 a非投与・投与

投与 C投与・非投与 d投 与 ・投与

vhυ 
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圃場における冬期湛水・不耕起という栽培技術の完全

に同ーの条件のもとでの慣行作との比較分析を通じ

て、それぞれの技術が純粋に単独でもつ環境保全機能

の定量評価を行う必要が生ずることになる。実践圃場

での栽培技術をふまえて、純粋に形式的に、かっ一義

的に、冬期湛水 ・不耕起栽培をはじめとする環境保全

型水田農業を構成する技術に基づいて農法区分するな

らば、表4のように区分することが出来ます。以上で

明らかなように、冬期湛水 ・不耕起の環境保全機能の

純粋な定量評価のためには、試験圃場に、 A、B、C、

Da、Db、Dc、Dd、Ea、Eb、Ec、Ed、F

a、Fb、Fc、Fdの15の試験区の設定が必要とい

うことになります。もちろん、意味ある定量評価のた

めには、単純化して骨太の農法区分を導き出す必要が

あります。

いずれにしても、こういうわけで、実践圃場とは

別に試験圃場をもたなければならないということに

なったわけです。不思議なもので、そうするとどこか

らともなく試験研究のために圃場を提供してもいいと

いう話も伝わってくるのです。しかもそれが、本学の

キャンパスに隣接する開出今集落からお話があるとい

うことで、早速、 05(平成 17)年 12月5日に集落の代

表者の方とお会いすることになりました。それが、開

出今集落の稲本農政部長、堀居農政副部長、それに松

林利和さんでした。9年後、話はスムーズに運びまし

て、 12月末日に農地借り上げの覚書を取り交わすと

いうところまで進んでいます。当面は 2.42haで、麦

収穫後の 06(平成 18)年6月からということですので、

07(平成 19)年の作付け開始をめざして、圃場の条件

を整えて、06(平成 18)年の秋からの湛水に備えな

ければなりません。開出今の皆さんとの連携を深めつ

つ、開出今での試験研究を進めていきたいと考えてい

ます。今後さらに、相当規模の圃場の提供が可能とい

うことですので、この地に、冬期湛水 ・不耕起栽培を

はじめとする環境保全型水田農業のわが国最大の試験

圃場をつくることも可能なのではないかと考えてい

ます。

注

1)滋賀県が農業排水対策に着手 したのは、富栄養

化防止条例を制定した 1979(昭和 54)年の翌年、

1980 (昭和 55)年である。施肥改善の対策の啓

発資料の作成、施肥改善展示圃の設置、濁水発生

防止対策試験や水管理システム開発調査の実施、

反復利用施設の設置等々がそれです。

2)滋賀県環境こだわり農業推進条例の施行は 2003
(平成 15)年、実施は 2004(平成 16)年。

3)この調査研究の成果は、以下の二つの研究業績に

まとめられています。

①小池恒男「農業法人と地域農業組織者像J、農

林漁業金融公庫『公庫月報jvol. 618、02年5月.

②小池恒男「環境保全型農業成立の経営経済条

件」、環境経済・政策学会 『環境保全と企業経営J
東洋経済新報社、 02年 10月.

4)この調査研究の成果は、以下の研究業績にまとめ

られています。

①小池恒男 iWTO対応・基本法先取り農政と稲

作経営j、『農業と経済j第 65巻第 12号、 1999
年9月.

5)この調査研究の研究成果の一部は、以下の研究業

績にまとめられています。

①小池恒男 ・国松孝男・井田秀美「大規模環境保

全型稲作経営成立の経営経済条件についての実

証的検討一水田における冬期湛水 ・不耕起栽培

をはじめとする環境保全型農業成立の技術的条

件の解明ならびに環境保全機能の定量評価、流

域水環境管理システムの構築をめざして-J、
環境経済・政策学会 r2005年大会報告要旨集』、

05 (平成 17)年 10月。
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特集{環掛ヰ学部の地域貢献む教育・研掲

環境こだわり農産物と環境農業直接支払い制度の創設のとりくみ

1 .はじめに

滋賀県では減農薬減化学肥料等一定の栽培基準を満

たして生産された農産物を「滋賀県環境こだわり農産

物」として認証し、所定の認証マークを表示して販売

することを認めている(環境こだわり農産物認証制

度)。また、同様の栽培方法で生産する協定を知事と

締結した生産者に、県単独で助成金を交付している(環

境農業直接支払い交付金)。この施策は、減農薬減化

学肥料に加えて、琵琶湖等環境への負荷軽減技術の採

用を認証 ・協定締結の要件としていること、および、

国に先駆けて、いち早く環境農業直接支払を導入して

いることのこ点において、わが国では先進的である。

これらの施策の展開に際して、環境科学部教員が少

なからぬ関与をしてきている。富岡は 2000年7月以

来、 3期にわたって湖国農政懇話会の会長を務めてい

る。須戸は 2002年 7月以来、 2期連続で湖国農政懇

話会委員の職にある o I湖国農政懇話会」とは滋賀県

農政水産部に設けられた機関で、県の農業政策のあり

方に対して、知事の求めに応じて意見を述べることを

任務としている。また、増田は環境こだわり農産物認

証制度を作る過程で、専門家として制度設計に深く関

わった。この 3名は、滋賀県環境こだわり農業推進条

例に基づいて 2003年6月に設置された環境こだわり

農業審議会の委員でもある(富岡は会長)。湖国農政

懇話会・環境こだわり農業審議会とも、委員は職域 ・

団体代表と公募委員とからなり、任期は 2年である。

本稿は環境科学部教員が滋賀県環境こだわり農業推

進施策の創設・推進に対してどのように関わったか、

環境こだわり農業推進施策に関わることによって環境

科学部での研究・教育にどのような影響がもたらされ

たか(3.~5.) を報告するものである 。 それに先だ、っ

て、まず、環境こだわり農業推進施策の展開過程を簡

単に跡づける (2. 年表参照)。

2.滋賀県環境こだわり農業推進施策の展開

農業環境政策に限らず、滋賀県の環境政策の画期を

なすのは、武村正義知事の下での琵琶湖富栄養化防

止条例の制定 (1979年)である。この条例を受けて、

翌 1980年に県農林部は「クリーン&リサイクリング

農業」と題する農業排水対策の指針をとりまとめ、推

進したj)。これは「新施肥基準」の導入、側条施肥田

植機の普及、農業排水浄化施設整備事業の導入など、

富 岡 昌雄

増田佳昭

須戸 幹

生物資源管理学科

滋賀県環境こだわり農業関係年表

1972 琵琶湖総合開発事業(-1997) 

1974.12 武村正義氏知事に就任 (-1986.06) 

1977 琵琶湖で初めて赤潮が発生

1979 琵琶湖富栄養化防止条例制定

1980 農業排水対策 「ク リーン&リサイク リング農業」

策定(-現在)

1986.07 稲葉稔氏知事に就任 (-1998.07) 

1988.03 I n出l国農林水産プランj策定(1992年目標)

1993.03. I r湖国農林水産プランj改訂 (2000年目標)

1997.03 航空防除廃止決定

1998.07 図松善次氏知事に就任 (-現在)

1998 新・湖国農林水産プラン策定準備始まるo

1999.08 近江こだわり農産物発信事業推進委員会を設置

(会長増田佳昭)

2000.07.10 I第 7期湖国農政懇話会発足(会長:富岡昌雄)

2000.10.03 1 湖国農政懇話会に I(仮称)しがの農林水産ピジョ

ン」の素案 (概要版)が提出される。

2001.03 1 rしがの農林水産ビジョン-1食H土H水H人」
4つの元気の創造j策定

2001.04 環境こだわり農産物認証lljlJ1度始まる。滋賀県環境

こだわり農産物審査委員会設置(委員長:増田佳

昭)

2001.07.26 1図松知事、 i胡国農政懇話会に環境こだわり農業支

援のための新たな制度やしくみのあり方を諮問。

2001.10.30 1湖国農政懇話会県民公聴会開催

2002.03.12 1湖国農政懇話会 『環境こだわり農業の推進のため

に ・中間提言jを知事に提出

2002.07.07 1園松知事再選

2002.07.10 I第8期湖国農政懇話会発足(会長 富岡昌雄、委

員-須戸幹)

2002.09.04 11滋賀県親環境農業調査団Jを韓国に派遣 (-

09.06) 

2002.11.01 I湖国農政懇話会、 『環境こだわ り農業の推進のた

めに~環境こだわり農業推進のための条例化につ

いての提言-.1 を知事に提出

2003.03.20 1滋賀県環境こだわり農業推進条例公布

2003.06.20 1第 1期滋賀県環境こだわり農業審議会発足(会長:
富岡昌雄、委員 増田佳昭・須戸幹)

2004.01 環境こだわり農業実施協定の申請始まる。

2005.02.17 1第9期湖国農政懇話会発足(会長ー富岡昌雄、委
員:須戸幹)、 『しがの!毘林水産ビジョン1改訂作

業始まる。

i却j国農政懇話会・環境こだわり農業審議会等の後の( )内は、

環境科学部からの参加者。
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いくつかの成果を上げたが、汚染物質削減の要求に応

えるには十分なものではなかったへ

1997年3月、稲葉稔知事の下で、それまで 「航空

防除は必要である」、という姿勢を堅持してきた滋賀

県が突然、市町村に対して、「航空防除から地上防除

への転換」を要請した。この結果、 1997年を最後に、

有人ヘリコプターによる水稲の航空防除は滋賀県から

姿を消した。滋賀県農政の環境重視への転換を物語る

象徴的な出来事であった3)。

2001年3月、園松善次知事の下で、県は『しがの

農林水産ビジョン』を策定した。これは 2010年度を

目標年次とする農林水産部門の基本計画である O この

中で、環境にこだわった農業を展開するために、「し

がエコ農業」を推進することが宣言された。「しがエ

コ農業jとは、「化学的に合成された農薬や肥料の使

用量を削減し、地域で発生する有用な有機性資源を

循環利用することにより、琵琶湖等の水質保全や生態

系の保全を図る持続可能な農業のスタイルjをいう4)。

この「しがエコ農業Jという用語が、後に「環境こだ

わり農業」に変えられた。『しがの農林水産ビジョン』

には、環境にこだわった農業経営を確立するために、

環境こだわり農産物認証制度を創設すること、および、

しがエコ農業に対する直接支払い制度の創設をめざす

ことが盛り込まれた。

「環境こだわり農産物認証制度」は、 2001年度から

早速始まった。「環境こだわり農産物Jとは化学肥料・

農薬の使用量を慣行の 50%以下に抑えるのに加えて、

たとえば代かき・田植時に濁水をみだりに流さないな

ど、琵琶湖等環境への負荷を削減する技術で、生産され

たものである。対象作物・作型ごとに、許容される化

学肥料・ 化学合成農薬使用量 ・使用回数の上限(慣

行の 112)が示されるとともに、化学肥料 ・化学合成

農薬削減技術と琵琶湖等環境負荷削減技術が列挙され

た。認証をうけるためには事前に生産計画の認定を受

けなければならない。収穫前に生産状況の確認を受け

た上で、認証マークの使用が許可される。これは消費

者に環境こだわり農業への支援を求めるもので、あった。

しかしながら、「環境こだわり農産物」は思ったほ

ど有利販売できるものではないことが次第に明らかに

なっていった。そこで県は、湖国農政懇話会に対して

いて、「環境こだわり農業に取り組む農業者への支援

策等でより実効性のある施策として、新たな制度やし

くみが必要と考えられるが、意見はどうか」、と諮問

した (2001年 7月)。

この諮問に対する最終的な答申が出されたのは、

2002年 11月であった。答申には、環境こだわり農業

の推進を前面に出した条例を制定すべきこと、環境こ

だわり農産物認証制度を条例に基づいた制度にすると
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ともに、環境こだわり農業推進のため、固に先駆けて

でも、環境農業直接支払制度を条例に位置付けて実施

すべきことが盛り込まれていた。この原案が記者発表

されると、各紙は、わが国で初めての環境農業直接支

払の導入と、一斉に書き立てた。このような経過を経

て、環境こだわり農業推進条例が制定された (2003
年3月20日公布、 4月1日施行)。

環境こだわり農業推進条例の規定に基づいて、 2003
年6月20日に滋賀県環境こだわり農業審議会が発足

し、直接支払制度の内容が固められた。県と「環境

こだわり農業実施協定」を締結した農業者には、た

とえば水稲作の場合、 10a当り 5.000円の交付金が交

付されるとともに、環境こだわり農産物の認証マー

クを付して販売することが認められる。2004年 1月

に環境こだわり農業実施協定の申請が受け付けら

れ、 2405.8haの申請があった。これは 2003年度の環

境こだわり農産物認証申請面積 1224.8haのほほ2倍

であった。2005年度には、年度当初での申請面積は

4265.2haと、さらに倍増した。

2005年3月にとりまとめられた「食料・農業・農

村基本計画」において、農林水産省は 2007年度から

農業環境直接支払制度を導入する意向を明らかにし

た。これは滋賀県環境こだわり農業推進施策を支援す

るような施策を、滋賀県などの強い要請を受けて導入

するものである。滋賀県の先進的な施策が国の施策を

も動かしつつある例である。

3. 環境こだわり農産物認証制度の発足と運用に関

わって

増田は環境こだわり農産物認証制度の制度設計の段

階から、事業の発足に関わってきた。

環境こだわり農産物認証制度は 2001年度に発足し

たが、その検討は「近江こだわり農産物発信事業」

として、 1999年8月に開始された。その背景には、

1999年の ]AS法改正によって有機農産物の認証制

度が導入され、有機農産物について国が認可した認証

機関による認証制度が発足したことがある。都道府県

においては、減農薬・減化学肥料などの特別栽培農産

物について、独自の認証制度創設の動きがあった。

滋賀県でも、それまで「クリ ーン・アンド・リサイ

クリング農業Jに取り組んできた経過を踏まえ、「滋

賀ならではの 『近江こだわり農産物』の生産振興と販

売の促進」を目的に、「近江こだわり農産物発信事業」

が取り組まれた。同事業は環境調和型農業技術を採用

した農産物の認定制度づくり、生産技術の総合実証等

を行うもので、事業推進機関として「近江こだわり農

産物発信事業推進委員会」が設置された。第1回委員

会が 1999年8月に開催され、委員会会長として増田



が選出された。

委員会は、その後 7回開催して認証制度のあり方を

検討し、あわせて「食と農を考えるフォーラムJ(2000 

年1月)、 n近江こだわり農産物JフォーラムJ(2000 

年 11月)を開催して、県民への普及を図った。

おりしも、 2000年 11月に「しがの農林水産ビジョ

ン(概要版)Jがとりまとめられ、滋賀県農政が環境

保全に大きく舵を取ることとなった。それと対応する

形で、 2001年3月には制度の名称が「環境こだわり

農産物認証制度」に変更され、 2001年度に制度発足

をみた。他県の制度と比べて、農薬及び化学肥料の削

減という「安全軸」にだけでなく、琵琶湖及びその周

辺環境への負荷削減という「環境軸」を明示的に組み

込んだ認証基準となった点に、本県認証制度の先進性

があるといえる。また、認証マーク選定にかかる選考

委員会が設置されたが、増田はその委員長も務めた。

制度の運用にあたって、「滋賀県環境こだわり農産

物審査委員会」が設置され、増田が審査委員長を担当

した。同委員会は 2001年度から 2002年度の 2年間に

わたって認証制度にかかる審査を行ったが、環境こだ

わり農業推進条例に基づいて 2003年度に発足した「環

境こだわり農業審議会」にその役割を譲ることとなった。

4.湖国農政懇話会および滋賀県環境こだわり農業審

議会の会長を務めて

富岡は、この間、 湖国農政懇話会および滋賀県環境

こだわり農業審議会の会長を務めてきた。

第 7期湖国農政懇話会の最初の謀題は、 2010年度

を目標年次とする新しい農林水産部門の基本計画を策

定することであった(ただし、農政懇話会では農業部

門だけを扱う)。富岡が会長職を引き受けたとき、新

しい基本計画の骨格はほぼ固まっていた(前任の会長

は小池恒男環境科学部教授)。したがって、新しい基

本計画 『しがの農林水産ビジョン』の内容に関しては、

富岡はほとんど関わっていない。

『しがの農林水産ビジョン』策定作業がほぼ最終段

階を迎えた 2001年3月はじめ、滋賀県公館において、

「環境こだわり農業への挑戦」と題する座談会が開催

された。出席者は平和堂社長の夏原平和氏、湖国農政

懇話会の生産者代表委員である西村久子氏、園松善次

知事、それに富岡である。富岡は湖国農政懇話会会長

として、この座談会の司会を仰せっかった。「しがエ

コ農業」の宣伝マンの役割を担わされたわけである。

座談会の模様は 『滋賀の経済と社会j2001春季号に

収められている 5)。この座談会の締めくくりで、富岡

は、 (1しがエコ農業」は)1これからのわが国の農業

がすすむべき方向を、琵琶湖を抱える滋賀県から全国

に向けて発信する」ものと意義づけている。

特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

『しがの農林水産ビジョン』が策定され、それをう

けて環境こだわり農産物認証制度が発足したが、この

過程で、取り残された問題が二つあった。しがエコ農

業の推進に向けた条例の制定と環境農業直接支払制度

の導入がそれである。県農政水産部の意向は早期の条

例制定であった。しかし、懇話会は 2000年度中に条

例制定を求める提言をとりまとめることはできなかっ

た。2001年7月の知事諮問はその督促であった。

懇話会において、生産者団体代表委員は条例の制定

に対して消極的であった。環境こだわりを中心におい

た条例の制定は農業にさらなる規制をかけるものにな

ると懸念したようである。湖国農政懇話会が主催した

県民公聴会でも、条例の制定について前向きの意見は

少なかった。一方、消費者は、「農薬使用量を減らす」

という県の政策を熱烈に支持した。条例制定について

の議論が盛り上がらないのをうけて、この点について

は継続審議とすることを前提に、 2001年度内に中間

提言として諮問に対する答申をとりまとめることと

なった。

この間の懇話会で集中的に議論したことに、直接支

払制度導入の是非がある。直接支払制度については、

消費者委員を含めて、ほほ全員がその必要を認め、あ

るいは是認した。県民公聴会においても、環境こだわ

り農業への転換に必要な費用の一部を税金で負担する

ことについて、理解を示す意見が見られた。しかし、

農業者委員の一人が以前から補助金に強く反対してい

た。この委員はすでに除草剤以外には農薬を使わずに

水稲を生産している。補助金をもらうと農業者はコス

ト削減努力を怠るようになり、 農業を弱体化させる、

という意見であった。この点については、多数意見と

して、直接支払のような制度は必要で、ある、ただし、

農業者の創意工夫努力や経営者意識などを損なわない

ような形で導入しなければならない、ととりまとめた。

事務局からは、「懇話会としての意見をとり まとめる

必要はない」、といわれていたので、これは異例のこ

とであったが、富岡は直接支払いの導入がこの施策の

核心であると考えていたので、敢えて意見のとりまと

めを行った。

2002年7月に湖国農政懇話会の委員が改選された。

学識経験者(大学教員)と消費者の委員を増や したの

が特徴である。消費者委員の増加は環境こだわり農業

の推進を意識したものだ、った。富岡は学識経験者委員

の一人に環境科学部の須戸幹を推薦した。水田に散布

された農薬の行くえを研究していた須戸が、この懇話

会の委員として適任だ、と考えたからである O

新しい委員による懇話会の謀題は、条例の制定問題

であった。公募委員の一人は、「生産者よし、消費者

よし、環境よし」の「三方よし」の考え方で条例を作
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ることを提案した。これに対して、農業団体出身委員

の一人(代理)は、業としての農業の振興を目指す中

で環境を捉える条例を制定するべきだと応じた。

農業関係者の意識を変えたのは、 2002年9月に行

われた韓国視察調査である。この調査は県農政水産部

が主催したもので、県議会議員 19名、農業団体役職

員7名を含む 31名が参加した。この中で、韓国では

すでに親環境農業支援のための直接支払制度が導入さ

れていること、農協系の食品スーパーには親環境農産

物の専用売り場が設けられ、取扱量も伸びてきている

ことなどが、参加者に強い感銘を与えた6)。

韓国視察は条例制定に向けての分水嶺になった。こ

の後の懇話会で、条例の性格については、安全な食べ

物の供給と琵琶湖の保全を前面に出しつつ、苦しい状

況にある農業者にさらに厳しい制約を課すようなもの

にはしない、ということで、おおかたの合意を得た。

こうして、 2003年3月に滋賀県環境こだわり農業

推進条例が成立した。6月には、条例に基づいて、環

境こだわり農業審議会が設置され、湖国農政懇話会委

員の大部分がそれに加わることになった。審議会では、

ほほ一年かけて、直接支払い政策のあり方について議

論した。しかし、最も関心の高い支払い単価について

は、審議会では議論していない。予算に関することは

議会の専決事項だからである。審議会では支払い単価

を何を根拠にして決めるかという形で議論した。

このように、富岡は環境こだわり農産物認証制度の

発足から環境農業直接支払いの導入まで、県の環境こ

だわり農業推進施策の創設に関わってきた。ただし、

この施策の形成に富岡が貢献した部分はそれほど多く

はない。学界の一部には、「滋賀の環境こだわり農業

推進施策の仕掛け人は富岡だ」、などという人もある

が、それは間違いである。この施策の 「仕掛け人」は

園松善次知事その人である。知事の強い指導力がな

ければ、この施策の導入は不可能だ、っただろう 。農業

の生産性を上げることに半生を捧げてきた農業職職員

に、たとえ生産性を落としてでも減農薬を進めよとい

う知事の指示は、容易には受け入れられなかったよう

である。

富岡は滋賀県立短期大学の助手時代に、ある会合で、

ある政策提案をしたことがある。その趣旨は、農薬を

減らして米過剰対策とする一方で、、減農薬を近江米の

セールスポイントにしてはどうかというもので、今回

の「環境こだわり農業」とほとんど同じであった。し

かし、この提案はその会合に出席していた県農林部次

長によって一笑に付された。知事が全力を挙げて推進

してやっと動き始めるような政策転換を短大の助手が

引き起こすことなど、所詮無理な話であった。これが

県立大学の教授であっても、似たようなものだろう O

懇話会や審議会の事務局は県庁の担当課が処理す

る。懇話会が出す 『答申』なども、原案は事務局が執

筆する。その際、知事の意向はもれなく取り入れられ

る。委員の大半がこぞって反対すれば別だが、たいて

いは事務局の案が、些細な修正をした上で、ほぼその

まま通る。このような会において、委員や会長が決定

的な役割を果たす機会はほとんどない。

富岡はかねてから農業環境政策を研究課題のーっと

してきた。学界の一部に前述のような誤解が生まれる

のも、そのためである。しかし、これは富岡の主張と

知事の信念とがたまたま共鳴したということにすぎな

い。とはいえ、この過程で富岡の存在が全く無意味で

あったというわけでもない。ある時、県の若い担当職

員が富岡の研究論文7)のコピーを手にしているのを見

かけた。富岡が読むように勧めたわけではない。その

論文は農業の環境負荷を減らすために補助金を支給す

ることは汚染者負担原則に反するものではないという

ことを論じたものであった。件の職員はおそらく、自

分たちが導入しようとしている施策の正当性について

確信を持ちたいと考えたのであろう O

富岡はまた、 滋賀県の取組が関係学界で注目を集め

ていることを、懇話会や審議会の場で機会あるごとに

語った。逆に、滋賀県の取組を学界に向けて発信する

ことを求められることもあった。有機農業促進法の制

定を求める日本有機農業学会に求められて書いた論文8)

はその一例である。とくに社会系の研究分野において

は、学界と行政との聞の情報の仲介も、大学教員に課

せられた役割の一つだろう O

最後に、行政との関わりを教育に生かすこともまた

重要な課題である。富岡・増田を含む生物資源管理学

科生物資源経済分野の専攻学生の何人かは環境こだわ

り農業を卒業研究の課題に取り上げており、いくつか

の興味ある知見も得られている。学生が行政がらみの

問題を研究しようとする場合、指導教員が行政に関

わっていると何かと便利で、ある O

5.湖国農政懇話会および環境こだわり農業審議会の

委員を務めて

須戸は 2002年より湖国農政懇話会委員、 2003年よ

り環境こだわり農業審議会委員、 2005年からは琵琶

湖への負荷削減効果を技術的に検証する環境こだわり

農業環境影響調査事業調査検討委員会の委員として、

環境こだわり農業の推進施策に関わってきた。それま

で、滋賀県立短期大学助手時代は水田や森林流域から

の栄養塩類の流出や、大気降下物による窒素・リンな

どの負荷、ゴルフ場から農薬流出について共同研究を

行い、県立大学講師となってからは、おもに水団施用

農薬の琵琶湖流域で、の動態について研究を行っている
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ことから、これらの委員に呼ばれたのであろう 。委嘱

後はじめて出席した湖国農政懇話会では、これまでの

研究を踏まえて、ごく低い濃度ではあるが琵琶湖のど

の地点で、も、とぐの水深で、もほぼ年中検出される農薬が

あること9)、流域に水田を持つ河川では多かれ少なか

れ農薬が検出されるが、琵琶湖への流入量で、みると、

宇曽川や日野川など数河川で大部分が占められること 10)

などを話題として提供した。

湖国農政懇話会、環境こだわり農業審議会では、種々

の議論を通して生産者、農業関連団体、流通関係、消

費者から生の声を聞くことができた。例えば、生産者

からはこだわりの基準を特に野菜などで遵守すること

は苦労が多いこと、流通関係者からは環境こだわり農

産物は途切れることなく年間を通じて供給されること

が必要で、あること、消費者からは購入しようと思って

も商品が庖頭にないことなど、 実際に施策を実行する

ためには私自身思いもつかないような問題があること

を知り、大いに勉強させてもら った。このようなこと

は、フィールドと大学で採水と分析だけしていても決

して得られない貴重な体験であった。

環境こだわり農業は「安心・安全な食品」と、「琵

琶湖への負荷軽減」の三つの大前提がある。農薬で見

れば、農薬という化学物質の残留が、人間あるいは生

態系に与える影響を考慮するというように言い換えら

れる。しかし、農薬は収量増加、労働力の低減、保存

性の向上に多大に貢献しており、近代農業にはまだま

だ必須の農業資材である。この相反する 2つの点をう

まく納めるには、リスクアセスメントの考え方、すな

わち許容できる残留量を設定して、 実際の環境中での

残留量をそれ以下に抑える方法を採ることが実際的で

あろう 。私個人の研究者としての目標は、どのような

農薬が、どのようなメカニズムで、どの程度流出する

のかを解明し、残留農薬が生態系や人間にどの程度影

響を与えるのかを明らかにするための基礎資料を提供

することである。

しかし、それらが単に研究成果に留まるのか、実際

の営農や農政に反映されるのかでは全 く重みが違う 。

水田除草剤の施用方法には体系処理と 一発処理があ

り、前者は田植え直後に初期剤、 2~3 週間後に中期

剤と合計2回散布するが、後者は田植え後 1週間前後

に初中期剤を I 回だけ散布する 。 除草剤の中には 2~

4種類の有効成分が含まれているが、初期剤、中期剤、

初中期剤に含まれている有効成分は少しづっ異なる場

合が多い。化学合成農薬に関わるこだわり農産物の栽

培基準は、慣行栽培に対して延べ使用成分数を半分に

特集ー(環境科学部の地域貢献主教育J τ研究)

することなので、水田に使われる除草剤は必然的に散

布団数が l回で済む初中期剤、その中でも有効成分数

の少ないものにシフトしていく 。つまり、今までいろ

いろな除草剤を使っていたが、環境こだわり農業のた

めにある特定の成分の使用量が多くなることが予想さ

れる。今後は、そのような成分が水田から河川や琵琶

湖に流出しやすく、生態系に影響を与える可能性があ

るのかを検証することを研究テーマの一つにする必要

があると考えている。さらに、考慮する必要のある成

分が明らかになったときに、何らかの対策が取れるよ

うな体制作りも併せて考えていきたい。

注l)rクリーン&リサイクリング農業J、滋賀県農林

部、 1980.06。
2)詳しくは、 富岡昌雄「琵琶湖水質保全と農業排

水」、戦後日本農業の食料・農業・農村編集委員

会編 『農業と環境』、2005、第4章第5節、参照。

3)詳しくは、富岡昌雄「水稲航空防除から病害虫

発生予察に基づく 一斉地上防除へ一滋賀県および

八日市市 」、全国農業協同組合連合会・全国農

業協同組合中央会編 『環境保全型農業と自治体J、
2000、第 5章、参照。

4) rしがの農林水産ビジョン』、滋賀県農政水産部

農政課、 2001.03、p.350

5) I特集 21世紀の健やかな食と元気な農業座談会

『環境こだわり農業への挑戦JJ、『滋賀の経済と社

会JNO.98、pp.5-130

6)滋賀県親環境農業調査団 『韓国親環境農業調査

報告書』。

7)富岡昌雄「農業環境政策と汚染者負担原則」、 『農

業経済研究別冊 1999年度日本農業経済学会論

文集』、2000。

8)富岡昌雄「滋賀県における環境こだわり農業の

推進」、 『有機農業研究年報JVol.5、20050

9) M Sudo， T Kawachi， Y Hida and T Kunimatsu 
(2004) Spatial distribution and seasonal changes 

of pesticides in Lake Biwa (J apan)， Limnology， 

5(2)，77-86. 

10) M Sudo， T Okubo， T Kunimatsu， S Ebise， 

M Nakamura and R Kaneki (2002) Inflow and 

outflow of agricultural chemicals in Lake Biwa， 

Lakes and Reservoirs，7，301-308. 

(3.は増田が、 5. は須戸が、そのほかは富岡が主

として執筆 した。)
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学生サークルの環境活動あい次いで全国表彰

吉田 徹

環境科学研究科

博士後期課程

の商品を中心に大学生協食堂で、の取り扱いを開始し地

産地消を促進している。

2005年 12月に吉報が2つ同時にやってきた。 1つ

目は滋賀県立大学グリーンコンシューマーサークルの

(以下グリコン)I第8回グリーン購入大賞jの大賞決

定である。学生の大賞受賞は初である。もう 1つは環

境マネジメント事務所(以下 EMO)の「第 3回全国

大学生環境活動コンテスト」のグランプリ・環境大臣

賞。大学生の環境活動でいう「甲子園」のようなもの

である。2006年 1月には園松滋賀県知事にダブル受

賞報告を行った<下写真>。

2004年から文具販売動向をもとに商品の改廃を正

確に把握できるように改良した。また、滋賀県立大学

だけのエコ文具導入活動から京都・滋賀・奈良の 19

大学生協を含めた取り組みに拡大できるように仕入担

当部局とタイアップにこぎつけ、毎月 BunguWalker 

として販促用チラシも配布している。また現在メー

カーに問い合わせ、エコ文具の共同開発を目指してい

る(下図)。

これらエコ文具と食のグリーン購入に対する発展的

な取り組みを通してグリーンコンシューマー活動の浸

lエコ文具開発・普及展開イメージ

私はこの 2サークルの設立から現在まで

係わっており、喜びはひとしおである。受

賞の理由もともに「活動の継続性 ・広範囲

への展開Jがあげられている。以下各サー

クルの取り組みについて説明する。

透とグリ ーン市場の拡大に努めている。

EMOは2005年末時点で部員 25名。設立から 4年目。

サークル化する前である 2000年 7月から滋賀県立大

n
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グリコンは 2005年末時点で部員 16名。

設立から 9年日を迎える。

1997年設立から環境配慮商品普及のた

めの活動を実践してきた。1998~ 2002年

には独自にエコ文具リストを作成し、彦根

市内全学校新入生へ配布した。1998年か

ら大学生協購買部にエコ文具棚<右上写真>

を設置し、定期的に商品提案を行ってきた。

1999年から滋賀グリーン購入幹事を通じ県全域への

グリーン購入普及や参加団体との連携を実施してきた。

2000年に彦根市内の環境と健康に配慮したお庖団

体紹介本「ひこね読本J発行。この本で発見したお庖



学生協の環境マネジメントシステム(以下 EMS)構

築支援活動を軸に存在している。

2002 年から毎年 5~6 月に学生が学生に「内部環

境監査員養成セミナー」と iEMS構築セミナー」を

実施している<下写真>。

セミナー後募った学生とともに毎年 8~9 月は大学

生協の内部環境監査<下写真>、 EMS構築作業を実

践する。

2003年から彦根市にある JA東びわこ

のEMS構築支援も実施しており、 2005

年2月には認証登録までこぎつけた。

この間様々な関係者との接点を大事に

して行く中、「点の EMSJをつなげる「面

のEMSJを構築することへ展開してい

る<右図>。

このように、両サークルが展開している

ことが受賞理由と重なっている。それは

l.次々メンバーが入れ替わり、世代交

代や活動の継続が難しい中、その諜題

を克服し活動を継続している

2. 活動のレベルが年々向上し、活動の

111高も広がっている

3. 学生の活動は学内だけになりやすい

特集(環境科学部の地域貢献と教育・研究)

が学外団体との連携による活動を展開できている

ここまでの活動が展開できていることを整理する O

A)両サークルの関係者の存在

近年の社会情勢から考えて、組織は余裕を失いや

すく、単純に考えて学生と関わることにためらいや

すくなっていると考えられる。そんな中関わり続け

ていただける環境に甘んじることなく努力していく

ことが大事である。

B)メンバーの熱心さ、素直さ

おそらく関係者の協力が得られているのは学生メ

ンバーの熱心さ・素直さに対して「希望」を感じて

いるからである。

C)三方よし

サークルは関係者に対してもメリットが発生する

活動を考え展開して行くことが重要である。自分に

も、サークルにも、関係者にも、これら以外の周辺

にもメリットのある活動を考えることが活動の継続

性の鍵である O

D)情報共有

両サークルとも関係者・卒業生も含むメ ーリ ング

リスト (PC用、携帯用)を構築し、毎日追いつか

ないほどの情報が流れている。また、各作業に関し

て顔をあわせての集まりも週 1回以上のベースで聞

かれている。情報の豊富さは活動の基盤である。

私個人として上記のことを念頭に置きつつ、 『今後

の活動のアイデアの提供jr後輩の活動しやすい環境

作り』をサポートして行くことを考えている。特に環

境活動を通しての「就職観の育成」、「コミュニケーショ

ン能力の向上」が鍵であると考えている。
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私の環境学



寄生生物研究かう保全ヘ

私は本来，生物そのものに関心があり，普遍よりは

個別の問題に興味を持っている。私が現在研究対象に

しているのは淡水生物にいる寄生生物である。寄生生

物は多種多様で¥一説によると生物種の半数以上は寄

生性だとされているほどであるが，まだ，分類学や生

活史といった基本事項すら未知の部分が多い。今まで

誰も知らなかった新種の生物を発見しそのライフサ

イクルを一つ一つ確定していくのは，ナチュラリスト

として大きな楽しみである。

寄生生物は. (特に日本の)生態学分野では，近年

までほとんど取り扱われることのなかった生物であ

る。それは故のないことではなく，寄生虫は，宿主を

殺さずに栄養を摂取するため， 自分の体を小さくし，

外部への影響をできるだけ軽減する方向に進化してき

た生物である。一部に病原性を有する種類がいるもの

の，全体的には，生態系全体のダイナミクスへ影響を

与えることは少なく，いわば影薄く生きている生物で

あり，生態系を動かす駆動力ではない。それでは，寄

生虫を通して見えてくる環境問題とはいったい何なの

だろうか。

その一つは，生態系の指標としての可能性である。

寄生虫は，それ自身が生物多様性の大きな割合を占

めているが，同時に，寄生虫の多くは，一生に複数

種の生物を宿主として利用するという生活環を持って

いる。従って， 一種の寄生虫の生存には，複数種から

なる決まった生物群集が必要である。さらに，寄生虫

がある宿主から別の宿主へと移動するには，食物連鎖

など，宿主生物間のかかわり合いに便乗して行われる

ことが多い。寄生虫が利用するような生物間相互作用

は，少なくとも数万年の進化的なタイムスケールにわ

たって安定しているはずであり，ある意味一つの典型

といってよい。したがって 寄生虫は生態系の指標と

なりうるのである。

しかし寄生虫が生態系のどのような要因を指標す

るのかを明らかにするのはなかなか大変である。たと

えば. I水質」という 1つの環境要因の指標として，

淡水域では底生生物が広く使用されている。 しかし

底生生物でさえ，指標種のそれぞれが生息できる水質

のデータが整備されているわけではないのが現状であ

る。況んや寄生虫においてはそのような生態学的デー

タは，本邦では皆無に等しい。私は，今までの予備的

な研究で. (1)河川の富栄養化仁魚類寄生虫の種組

成にはおおまかな相関があり，富栄養化の進んだ河川

ほと水域だけで生活環を完結する種が少なく，最終

浦部美佐子

環境生態学科

的に鳥などに食べられることによって陸上生態系へ移

行する種が多いこと. (2)自由生活期の寄生虫(宿主

から別の宿主へ移動する段階)では、種類によって水

質に対して鋭敏に反応するものがあること等を示して

きた。寄生虫の種数も，検討すべき環境要因も多いた

め，まだ断片的ではあるが，いずれ，特定の環境条件

とそこに見られる寄生虫，ひいてはその生活環を支え

る陸水生物群集について まとまった見解を示したい

と考えている。

ただし、琵琶湖は、ほかの水系とは違う独自の問題

を持っている。それは、琵琶湖が， 日本の淡水では他

にない沖合生態系を有することと、多くの固有種が生

息することである。寄生虫に関して言えば、琵琶湖内

部での固有種率は低く(今の段階で5種が固有と考え

られている)、そのほとんどが沖合生態系で生活環を

成立させている。沿岸域では，員類や魚類では多数の

固有種が分化しているが，寄生虫の方は宿主の多様性

に見合った分化は遂げていない。このことは，寄生虫

の生活環の成立には，単純な宿主生物の種数の多さよ

り，生態系の空間的な独自性が重要で、あることを暗示

している。

寄生虫が生態学の対象になりにくかったもう一つの

理由は，言うまでもなく人間や家畜の病原体として駆

除され続けてきたことにある。寄生虫の撲滅のため，

それを媒介する宿主生物の駆除がもっとも有効である

とされ，殺虫剤や殺貝剤が撒かれ，生息場所は徹底的

に改変された。日本住血i吸虫症は，治療法が確立して

いなかった頃は多くの人を死亡させた病気であるが，

宿主のカタヤマガイが住み着けない三面コンクリート

の用水路が奨励され，あるいは水田を乾かして畑や住

宅地に切り替えた。現在， 日本住血吸虫は日本国内か

ら絶滅し(海外ではまだ残存している).カタヤマガ

イは絶滅危倶 1A類に指定されている。

このように人間によって積極的に駆逐された寄生虫

ばかりでなく，現在，絶滅の危機にある，またはすで

に絶滅してしまった寄生虫の数は少なくないと思われ

る。言うまでもなく，宿主生物が絶滅すれば寄生虫も

終わりである。それのみならず， 一種の寄生虫が生存

するには，その背後に複数の宿主生物の存在と，その

正常な種間関係(捕食?被食など)の存在が必要であ

り，その関係のーヶ所でも崩れれば，寄生虫は絶滅す

る。そのため，宿主生物が完全に絶滅しなくても，個

体群が極端に縮小したり 人工飼育 ・繁殖下に置かれ

るなどの不自然な状況になれば，寄生生物は絶滅する
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危険性が非常に高い。ところが、日本には何種の寄生

虫がいるのかさえわかっておらず，だれにも知られな

いまま絶滅した種もおそらくあるだろう O 琵琶湖は日

本で最も生物相がよく把握されている淡水域である

が、寄生虫相の研究は 10年前に琵琶湖博物館を中心

にスタートしたばかりであり、まだ時間がかかりそう

な状況である。

昨年，私は共同研究者とともに，寄生生物保全ネッ

トワーク (ParasiteConservation Network)というも

のを立ち上げた。現在，囲内で絶滅の危機にある脊椎

動物からの記録がある寄生生物のリスト作成が進行中

である。寄生虫を保全することはその宿主を保全する

ことであり ，さらにその属する生態系そのものを保全

することとほぼ同義で、あるため，その意義は大きいと

思うが，同時に，必ずしも人間にとっては「優しくな

い」生物多様性とどのように関わっていくかを問う一

つの問題提起であるとも思う。 トキやコウノトリを野

生に復帰する取り組みはなされているが， 日本住血吸

虫を野生に帰せという人はいるだろうか。環境問題と

は、結局のところ「私たちはどういう生活が欲しいの

かJという人間の価値観に帰着する問題であるが、寄

生虫を保全すべき価値のあるものとして認めるかどう

かは，その根本に関わってくる課題である O
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和製合意形成手法の構築を目指して

私の専門

現在の私の最大の関心は合意形成である。専門を尋

ねられてこのように答えると、「なんですか?Jと問

い質されることが多いので、いつもは「環境計画jと

か少し事情に詳しい人には「参加型計画づくり」など

と答えることにしている。

学生時代はまちづくりに関心があったので、「都市

計画」と答えていたが、これもうまく伝わらないこと

が多かった。「ウォーターフロント開発とかですね?J 
という反応である O 一般の方は都市開発をイメージす

るようで、「それも一つですね」などとお茶を濁して

いた。

合意形成の対象は、都市の将来像策定などのまちづ

くり、道路事業やダム建設などの土木分野、マンショ

ン建替えなどの建築分野、化学物質管理などの環境安

全工学、遺伝子組み換えなどの科学技術社会論の分野

など、関連する領域が広いこともあり、独立した専門

領域として確立していない。この意味で、 「専門は?J 
の答えとして不適切かもしれない。

このように暗中模索しているから、「私の環境学J
を語れるようになるまでもう少しかかりそうである。

そこで本稿をこれまでの筆者の経歴と若干の問題意識

に代えさせていただくことをお断りしておく 。

社会工学科でのスター卜

1993年の春、東京工業大学のVI類に入学して、そ

の1年後に社会工学科に所属した。社会工学科は、 40

年ほど前に設立された文理融合の学際領域で環境計

画、都市計画、経済学、社会学、公共政策学など幅広

い分野をカバーしている。「社会の問題を工学的なア

プローチで解く」という調い文句で紹介されていたと

記憶しているが、この理念は本学の環境社会計画専攻

とも通じるものがあり、末石冨太郎先生が専攻設立時

に参考にされたと聞いている。

当時のVI類は、土木、建築、社会工学の三つの学科

に進むことになっていて、 2年生から配属される O 私

は入学当初、建築家を志していたが次第にその関心は

薄れて、環境問題やまちづくりに惹かれるようになっ

ていた。出来の悪い学生だ、ったので、一番人気の建築

学科は選択の余地がなく、単に正当化したかっただけ

かもしれない。しかし漠然と社会工学に関心を持って

いたことも事実で、学科所属には満足していた。

学科所属から 2年経った 1996年4月にゼミに所属

錦 i畢滋 雄

環境計画学科

環境社会計画専攻

した。環境問題とまちづくりの両者をテーマにしてい

る原科幸彦先生の研究室を選択した。原科先生は環境

アセスメントがご専門だが、当時は都市計画を研究し

ている院生が数名在籍していた。ゼミは博士課程の先

輩が厳しく、刺激的だが発表者としては胃が痛くなる

思いだ、った。

博士号の授与、釈然とせす

学位論文は参加型会議手法としてワークショップに

着目した研究に取り組んだ。鎌倉市や日野市などの事

例研究がベースとなっているが、これらは第三者的視

点から観察・分析したものであるから、情報収集に苦

労した覚えがある O 行政担当者によっては情報を出し

渋るので、しつこく通って嫌な顔をされながら情報を

集めていた。

行政やコンサルタントの方々が苦労して実施した

ワークショ ップの貴重な成果をどこの馬の骨ともわか

らない若造が持ち帰って勝手に評価するのだから当然

かもしれない。しかし何度か役所に通っているうちに、

顔馴染みになりうまく情報を引き出すことができるよ

うになった。

2002年 3月に学位論文を書き終えた。博士号の授

与は感無量で達成感もあったが、通過点との思いも強

かった。ファシリテーション(ワークショップの司会)

の経験も十分ないまま、果たしてワークショップのこ

とがわかったといえるか釈然としなかったのである。

これは参与観察の限界かもしれない。

科学技術振興調整費の研究プロジ、工ク卜に参加

学位取得後、研究室の助手として環境計画・政策分

野の研究・教育に携わった。助手時代の二年半で忘れ

られないのが、文部科学省の科学技術振興調整費によ

る研究プロジ、ェクト「循環型社会システムの屋久島モ

デルの構築」である。鈴木基之・国連大学副学長(当時)

をリーダーとして、鹿児島大、豊橋技術科学大、東京

工大、東京大などが参加する大型プロジェクトである。

年間数千万円割り当てられた予算の経理業務は全く経

験のない仕事であり、始動期で、運用規定が硬直的だ、っ

たこともあって四苦八苦した。研究に充てるべき時間

が大幅に削られて後進の指導もままならず、学生は不

満だ、ったと思う 。

このプロジ、エクトは、物質、エネルギー、経済の三

つの循環を軸に、持続可能社会のモデルを構築するこ
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とを目的としたもので、フロー解析が比較的容易な島

という物理的条件と、世界自然遺産に登録されて住民

意識が高いという理由から屋久島が選ばれた。私の所

属するグループは、研究者が提案したモデルを島民と

合意形成を図りながら練っていく役割で、研究者と地

元とのいわば橋渡し役である。

人集めに奔走 ~都市の論理押しつけて失敗~

屋久島プロジ、エク トでは、ワーク ショップのファシ

リテーターを自ら務めることができたが、それ以上に

学ぶことが多かった。通常は地元の行政、コンサルタ

ント、研究者の三者が協働して行うはずの、参加者集

め、会場の確保、プログラムの作成、研究の企画・立

案、会議の運営・記録、成果のとりまとめと分析など

全ての作業を自分たちで、行った。まさに三足の草軽で

ある。

もちろん関係機関にご協力いただいた恩を忘れては

いないが、人集めにはかなり苦労した。二年目に実施

した世代間交流ワークショップでは、地元の全ての中

学校(といっても六校)と高校の生徒に参加してもら

うため、台風直撃の暴風雨に協力依頼に奔走した。一

部の学校では朝礼の時間を 10分ほど頂戴して、直接

生徒に参加を呼びかけた。

今振り返って反省すべき点はワークショップを(行

政区としての)町単位で実施した点である。それまで

都市部を対象に研究してきたから、市町村・単位で実施

するのが当然と思っていたが、集落の存在を見落とし

ていたのである。個人へのヒアリングでは、食事やお

酒を呑みながらさまざまな話を聞かせてくれる島民

も、町全体の集まりとなると腰が重く、なかなか参加

してくれない。集落単位でワークショップを企画して

いたら、人集めももう少しうまくいったし、より本音

の議論ができたと思う O

合意形成の難しさを通じて行政に共感

プロジェクトの三年目に実施した持続可能な観光を

テーマにした全島会議も貴重な経験だ、った。いくら合

意形成の必要性を訴えても、 利害関係者がテーブルに

就いてくれないから対話自体が成立しない。とにかく

何度も足を運んで、屋久島の観光の将来にとって重要

な会議であることを説明した。なんとか利害関係者に

集まってもらうことができたが、これは合意形成に

とって大きな前進なのだ。

会議はシナ リオワークショ ップという方法で進めた

が、関係者の意見はさまざまで、合意形成できたのは

一部の論点に限られる。言葉の定義の違いによるすれ

違いや利害 ・価値観の対立などが見られる場面もあっ

たが、事務局への風当たりも強かった。「その程度の

シナリオかJr勝手にまとめるなJr会議実験とは何事

か」など多くのご批判を頂いた。少し大げさかもしれ

ないが、身を粉にして市民参加に取り組む行政職員の

気持ちはこういうものだ、ったのか、と行政に共感した。

それでも、 一部の参加者からは「部外者にもかかわ

らず本気で取り組んでくれたJr島民の問題だから今

後の議論に活かしたい」との前向きな感想を頂いた。

全く非科学的で恐縮だが、合意はこのような信頼関係

の構築を通じて、ゆっくりと着実に形成していくもの

であろう 。

和製合意形成手法の構築を目指して

このような経験を通じて感じるのは、合意形成の方

法はその場の状況に応じて無限にありうるが、日本流

の合意形成手法なるものがあるのではないか、という

思いである。残念ながら現状の会議手法のほとんどが、

ワークショップ、コンセンサス会議、プランニングセ

ルなど欧米から輸入された技術である。わが国独自の

文化や社会、歴史と伝統を踏まえた方法論を確立しな

くてはならない。

大岡政談の「三方一両損」の話は有名だが、 これは

ゼロサム状況下での合意形成の本質をついた妙案だと

思う 。大岡忠相を現代の行政になぞらえれば、合意形

成に資する重要なヒントが得られるはずである。逆に

わが国の悪しき慣習を改善する努力も必要である。行

政の意思決定過程における事務次官会議や局長会議は

伝統的に全会一致の慣習があるが、実質的に根回しが

前提で会議は儀式になっているという。昨年 4月に

ヴァチカン市国で実施されたローマ教皇の選出選挙

(コンクラーベ)は、 3分の 2+ 1の得票で決まるが、

全会一致は無効になるという面白いルールがある。全

会一致は不自然な結果であり、不正防止のため と解釈

できょう 。

今後は、先人の知恵、諸外国の知恵の両者を活かし

ながら、日本流の合意形成手法の構築に取り組んでい

きたい。
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地域の生態系に基づく住居システム

i51C (ゴジュウイチ ・シー)Jという暗号?をご存

じであろうか?鉄道ファンに愛されている蒸気機関車

の型番 D51(デゴイチ)ならぬ i51CJである O 一般

には耳慣れない i51CJであるが、公営(村営、町営、

市営、府営、都営)住宅の平面型(間取り)の 1951

年の C型という型番である。他に A型、B型があった。

住宅の間取りというと誰にも身近である。あれこ

れ考えるのは楽しい(筈である)。ところが、日本の

住宅の間取りを大きく規定してきたのがこの i51CJ 

である。わかりやすく言えば、 i51CJとは 2DK(ニー・

ディー・ケー)の原型である O すなわち、 DK=ダイ

ニング・キッチンという日本独特の空間、ひいては日

本全国画一的に nLDKというパターンが定着してい

く元になったのが i51CJなのである。

実は、この i51CJを設計した研究室(吉武泰水・

鈴木成文相|究室)の出身である。以来今日に至るまで、

建築計画学の分野でも住居(居住環境)の設計計画の

問題に拘り続けてきた。i51CJをめぐって、つい最

近も議論にひっぱり出された lが、 i51CJをどう乗り

越えるかは大きなテーマであり続けている。

i51CJがどのように生み出されたのかについて、 『国

民住居論孜j(西山州三)2などその理論的背景 3につ

いてここで詳述する余裕はないが、要するに、ある制

約条件 (35ばという限られた面積)において、「食べ

る場所と寝る場所を分けるJ(食寝分離)、「寝室を分

ける(二部屋確保する)J (就寝分離)という単純な二

つのルールをもとに設計されたのが i51CJ型平面(間

取り)である。時代の制約あったとは言え、他に解答

があったのではないか、というのが学を志した当初の

直感である。建築計画学については、 ii建築学」の系

譜ー近代日本におけるその史的展開J'1 (1982年)で

総括しているが、その「型J計画の方法は行き詰まっ

ているように思えたのである O

手探りではあったが、住戸計画をひとつはセルフ・

エイド系(居住者の設計参加))を組み込んだかたち

で考えること、ひとつは地域における住宅生産を考え

ることを軸として研究の出発点とした。初期には公共

住宅の増改築に関する研究、地域住宅生産システムに

関する研究で成果をあげている。今、振り返って手前

味噌に言えば、コンヴァージョンやリフォームをいち

早く手がけていたことになる O

東洋大学に移って、(故)磯村英一学長(都市社会学)

から「東南アジアの居住問題に関する理論的実証的研
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君事完・建築デザイン専攻

究J(1978 ~ 1983)と題する研究プロジェクトを展開

する機会を与えられたことが、以上の関心をより広く

アジアのフィールドで展開するき っかけとなった。以

降、広くアジアの都市環境、住環境を一貫するテーマ

領域としてきた。アジア研究に携わるにあたって、当

初の二年、京都大学東南アジア研究センターの夏期セ

ミナーに参加、高谷好一(京都大学・滋賀県立大学名

誉教授)など多くの先生から東南アジア地域研究の手

ほどきを受けた。まず、フィリピン、タイ、シンガポー

ル、マレーシア、インドネシアを対象地域として、そ

れぞれ都市と農村・の住環境についてフィールドワーク

を展開した。その成果をまとめたのが『地域の生態系

に基づく住居システムに関する研究j( 1 ) (1981年)

( II) (1991年)5である。

平行して、インテンシブなフィールドワークの対

象としたのはスラパヤ(インドネシア)のカンポン

kampung (都市内集落)である。カンポンとは、日

本語で言うとカタカナでいう「ムラ」というニュアン

スである。都市なのにムラという 。そのあり方に興味

を持った。その立地、民族構成、居住密度、形成史を

考慮することによって 4つのカンポンを選定、住居平

面などそのフィジカルな形態を詳細に図面化する作業

(デザイン・サーヴェイ )と居住者のライフ ヒストリー

の聞き取り調査をベースに、カンポンの居住地として

の特性を様々な視点から立体的に明らかにした。ほほ

10年に及ぶ研究成果をまとめたのが学位請求論文 『イ

ンドネシアにおける居住環境の変容とその整備手法に

関する研究ーハウジング・システムに関する方法論

的考察Jl(東京大学、 1987年:1991年日本建築学会賞

論文賞受賞)であり、そのエッセンスを一般に公開す

る機会を得たのが『カンポンの世界Jl(1991年)である。

スラパヤの調査カンポンについては、カウンターパー

トであるスラパヤ工科大学の J. シラス教授(東南ア

ジア研究センター客員教授 1998年)との共同研究と

して今日にいたるまで定点観測を続けている。1996

~98 年には 『スラパヤ・エコハウス』 という実験モ

デル住宅を建設するという実践的機会も得た。榔子の

繊維を断熱材に使うアイデイアは極めて効果的である

ことが実証された。また、井水をソーラー・バッテリー

によって循環させる天井幅射冷房の可能性は高く評価

されたと自負している。

研究展開の次のステップになったのは、「イスラー

ムの都市性」に関する重点領域研究への参加である。



インドネシアをやっているのだからと共同研究への参

加を求められた。都市景観を主テーマとする第三班に

属し、班長であった京都大学の応地利明先生(立命館

大学、京都大学名誉教授、地域研究)から大きな刺激

を受けた。研究のネットワークが広がるなかで京都大

学に拠点を移すことになった。建築計画学の西の拠点

としてより広い視点から研究展開がなされており、「地

域生活空間計画」講座という(故)西山叩三先生が創

設された研究領域に惹かれたことが大きい。

京都大学に移って、最初に手掛けたのは、インドネシ

アのロンボク島の調査である O 特にチャクラヌガラと

いう 18世紀にパリのカランガスム王国の植民都市と

して建設された興味深い都市について、その構成原理

を解明する研究に集中することになった。その成果は

いくつかの論文にまとめることになったが、ライデン

大学が出版した“lndonesianTown"のシリーズの三

冊目 (PeterJM. Nas (ed.):lndonesian town revisited， 

MuensterlBerlin， Lit Verlag， 2002)に収められた‘The

Spatial Formation in Cakranegara， Lombok' が大き

な成果である O

チャクラヌガラ研究においてテーマとして大きく浮

かび、上がったのが、都市構成におけるヒンドゥー原理

とイスラーム原理の差異、そしてヒンドゥー教徒とム

スリムの棲み分けの問題である。チャクラヌガラを

18世紀に建設されたヒンドゥー都市の東端とすると

同時代にその西端に建設されたのがジャイプル(ラー

ジャスタン、インド)である O チャクラヌガラとの比

較を大きな目的として、ジャイプルにおいてフィール

ドワークを展開することとなった。カトマンドゥ盆地

のパタン、ティミ、ハデイガオンについての調査研究

もヒンドゥー教的コスモロージーと都市形態に関する

研究の延長である。また、比較のためにインド・イス

ラーム都市としてアーメダバード、ラホールについて

もフィールドワークを展開した。

都市組織 urbantissue. urban fabricと街区構成、

都市型住宅についてのその後の研究展開については、，Urban Housing in Asia : Research on Community 

Model of Metropolis in Developing Regions (Humid 

Tropics)・アジアの都市住居:発展途上地域の大都市

における居住地モデルに関する研究J6に総括する通

りである O

この問、 Roxana羽Tatersonの“TheLiving House: 

An Anthropology of Architecture in South-East 

Asia"7を翻訳する機会を得た。また、平行して 20年

に及ぶフィールドワークの経験をもとに『住まいの夢

と夢の住まい…アジア住居論.18をまとめる機会を得た。

カンポンという言葉は、実は英語のコンパウンド

compoundの語源であるとされる (OED)。ヨーロッ
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パ人がマラッカやパタヴイア(ジャカルタ)の住宅地

を見て、カンポンという現地人の言葉を知り、インド

でも同じような居住地をそう呼ぶようになったのだと

いう O そして、大英帝国が植民地とした地域で一般的

に用いられるようになる O アフリカでは囲われた集落

のことをコンノfウンドというのである。インドネシア

のカンポンに導かれながら、関心は世界に広がること

になった。さらに新たな研究展開に繋がったのが「植

民都市研究」である。「植民都市の形成と土着化に関

する研究J(1997 ~ 98) ，植民都市空間の起源・変容・

転成・保全に関する調査研究J(1999 ~ 2001)とし

て5年にわたって科学研究費(国際学術研究)を得る

ことが出来た。植民都市研究は、基本的に〈支配←→

被支配) <ヨ ーロッパ文明←→土着文化〉の三つを括

抗基軸とする都市の文化変容の研究である 。都市の空

間生態学に視点を置きながらこの間フィールドワーク

を展開しつつあるのが、マラッカ、ヴイガン(フィリ

ピン)、バンコク、そしてスラパヤである。東南アジ

アの諸都市において、その植民都市遺産をどう位置づ

けるかは、今日大きなテーマである 。この成果は、文

部科学省の研究成果公表促進助成を受けた『近代世界

システムと植民都市.19にまとめた。この著書は、 2006

年度の日本都市計画学会論文賞を受賞することになっ

た。また、平行してつい最近『世界住居誌.110を上梓

することができた。

以上のように、この四半世紀、発展途上地域の大都

市の居住地のあり方を中心に考えている。具体的に焦

点を当て研究対象としてきたのは東南アジアの大都市

であり、続いて南アジアであり、それぞれの気候風土

に相応しい居住地を構成する都市型住居モデルの開発

を主題としてきた。東アジアについては、韓国、台湾、

北京について、主として都市形成史、都市組織につい

て研究してきている。近年は、韓国研究者との共同研

究として「植民地期における韓国の日本人移住漁村の

形成と変容に関する研究」を展開中である。

21世紀を迎えて「地球環境問題」がますます深刻

なものとして意識されつつある。そこで、グローパル

に大きな焦点となっているのは、発展途上地域の大都

市の居住問題である。人口問題、食糧問題、エネルギー

問題、資源問題など地球環境全体に関わる様々な問題

は既に先進諸国よりもアジア、アフリカ、ラテン・ア

メリカの大都市においてクリテイカルに顕在化しつつ

あるのである。発展途上地域の大都市の居住問題に対

してどういう解答を与えるかは、都市計画・地域計画

の大きな課題であり続けている。

日本においては、阪神淡路大震災は、大きな衝撃で

あり、都市地域計画を見直す大きなきっかけとなった

ことはいうまでもない。阪神淡路大震災に先立って



まとめたのが、 『町家再生に係る防火手法に関する調

査研究jIIである。伝統的な京町家の保存と防火規定、

伝統的なまちなみ景観と防災をめぐるテーマは、京都

に限らない歴史的都市に共通の課題であるが、「町家

再生JIまちなみ景観再生」の立場から、その制度・

手法をまとめた。阪神淡路大震災の直後は、復興支援

から被災度調査に携わった。日本建築学会による被災

度調査については、尼崎市 (約 15万戸)を担当し、

東園田地区を中心として復興計画に実践的に関わっ

た。また、後方支援として、研究組織を立ち上げ、各

地の復興計画立案の支援を行った。その結果は、 『阪

神大震災研究の復旧・復興過程に関する研究j12にまと

めている。また、その経験をもとに、日本の都市計画・

地域計画のあり方について考え、主張してきたのはタ

ウンアーキテクト制である。その構想をまとめたのが、

『裸の建築家…タウンアーキテクト論序説j13である 。

おおよそ以上のような研究活動と平行して、『戦後建

築論ノ ートj(r戦後建築の終駕j)をはじめと して、

建築論に関わる論考を発表してきた。また、建築批評

を展開してきた。それをある程度まとめたのが、布野

修司建築論集 I~ 皿 『廃嘘とバラック ・ ・・建築のアジ

ア』、『都市と劇場・・・都市計画という幻想』、『国家・様

式・テクノロジー・・・建築のア ジア』である。

環境科学という新たなフレームを与えられて、「地

域の生態系に基づく住居システム」という当初のテー

マが鮮やかに蘇った思いがしている。これまでのささ

やかな蓄積を大事にしながらも、諸先生との共同研究

を大いなる刺激・糧として、さらにー仕事、二仕事、

新たな研究展開を図りたいと思っている。

1 ri51CJ 家族を容れるハコの戦後と現在j、平凡社、鈴木

成文 ・上野千鶴子 ・山本理顕他、 2004年

2 伊藤書応、 1944年

3 拍i稿、「西山列1三論序説」、『国家 ・様式 ・テクノロジ一一

建築の昭和 J (布野修司建築論集皿)、彰国社、 1九九八年

4 新建築学体系 1r建築概論』、大江宏編，彰国社， 1982年

5 住宅総合研究財団，1981年， 1991年

6 traverse03、新建築学研究、京都大学建築学教室、 2002年

7 r生きている住まい一東南アジア建築人類学1 布野修司

(駐訳)+アジア都市建築研究会 1997年

8 朝日選書、 1997年

9 京都大学学術出版会、 2005年2月

10 布野修司編、昭和堂、 2005年

11 主査西川幸治分担執筆 ，11汀家防火手法研究会 ，1994年3月

12 主査室l崎益輝分担執筆，日本住宅総合研究所，1996年

13 建築資料研究社，2000年
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私の環境学

私がこれまで、研究を行ってきた建築計画と言われる

分野では、環境問題への関心が高まった 1990年代

には、日本の近代化や居住文化を相対的な目で見直す

作業が行われてきました。実はこれらの問題は、戦後

の日本の発展の中で、常に繰り返して問い続けられて

きた問題でしたが、きちんとした対応が取られないま

ま、日本の住まいや都市は姿を変え続けてきたと思い

ます。建築や都市計画に関わる人たちは、特に 80年

代以降、資本や経済の論理に対して、なすすべがなかっ

たと言ってよいかも しれません。そうした状況に取り

固まれて、もう少し長い時間の流れの中で培われ存在

してきた(サステイナブルな)、原点に戻った住まい

や環境のあり方を見直そうと、多くの研究者たちがア

ジアや第三世界に目を向け始めていた時代が私の学生

時代でした。

建築計画という学問分野は、簡単に言えば、建物や

地域を計画する際に美的な問題だけでなく、社会的、

経済的、文化的など私たちを取り巻くさまざまな条件

を勘案して考え計画していこうとするものです。研究

のフィールドを東南アジア、特にインドネシアを選ん

で留学し、さまざまなものを見てきました。ともする

と社会的、経済的、文化的といったさまざまな側面か

ら余り全体の違いが見いだしにくい日本に比べて、イ

ンドネシアでは民族や宗教といった問題も含めてそう

した要素やその格差が今まさに進みつつある近代化の

中でモザ、イク状に同時に存在していました。

最初に出会ったのは、インドネシア独特の集合住宅

のかたちでした。赤い瓦屋根と白い壁のコントラスト

が印象的な低層の集合住宅です(写真1)。低所得者

層の居住地の再開発プロジェク トなのですが、下手す

れば当時すでに息が途絶えかけ始めていた日本の団地

に比べて、住宅の外にも内にも人があふれ活気に満ち 写真3 熱帯型環境共生住宅 ・外観

ていました。階段を上がって建物の中に入ると廊下が

とても広く、家具がたくさん出ており、下町の路地の

ようでした(写真 2)。集合住宅であるのに、現代の

住まい方のオルタナティブという表現がこれほどハマ

るものは未だかつて見たことがありません。

以上が出発点となって、その後の研究は、低所得層

の人たちが、都市や村でどのような住まいや住まい方

の特性を持っているのかを追っていきました。最終的

には、その成果の一部を、日本やインドネシアの他の

研究者の方々と協力して、熱帯型の環境共生住宅とし

て実現する機会に恵まれました(写真 3)。もともと 写真4 温熱環境測定機器

地域性を取り入れた新たな試みヘ
山本直彦

環境計 画 学 科

麟 ・建築デザイン専攻

写真 1 インドネシア ・スラパヤ市の低層集合住宅

写真2 同 路地のような廊下
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環境共生住宅は、寒冷地のパッシブソーラ一、つまり

北ヨーロッパや北米で発展してきたものです。一方で

熱帯の場合は、パッシブクーリングをしなければなり

ません。大きな違いは、寒冷地の住宅が外気をシャッ

トダウンする閉鎖型であるのに対して、熱帯の場合は、

外からの熱を遮断しつつも、空気の出入りを確保する

点です。このために、計画されたモデル住宅は、躯体

に熱容量を確保しながら、空気の流れを考えたデザイ

ンになっています。日本の住宅も伝統的には、「夏を

旨とするべしjのように開放的なものでしたが、近年

は冷暖房効率のため高気密高断熱化しています(その

ためシックハウス問題が出現した)。大きなタイムス

パンから見た場合、日本の住宅は大きな転換点にある

と言えるのですが、開放型の空間を持つ環境共生住宅

を熱帯で考えることは、日本の住宅のあり方を考える

上でも大きなヒントになります。

実験住宅では、床スラブの中に、地下水を循環させ

て轄射冷房を行うためのパイプの埋設、空気層やココ

ナッツ繊維をレイヤーにして断熱を試みた複層屋根、

冷却水の中水利用なども試みています。こうした装置

に加えて、昼間に室内の温熱環境を過ごしやすく保つ

には、躯体の熱容量を利用して、夜間冷気を蓄えるこ

とが重要であることが分かってきました。低所得層向

けを念頭においた実験住宅なので、導入した技術やア

イデイアは最先端のものばかりというわけではなく、

実は、平面計画は最初に述べた集合住宅のものを踏襲

するなど、多くの地元の知恵をベースとしています。

ただ、実験住宅の温熱環境は、シミュレーションによっ

て予測し、建設後は、実際に数ヶ月間、センサーやデー

タロガーによって熱環境測定を行うことによって検証

しています(写真4)。

伝統とテクノロジーを融合した同じようなアプロー

チで現在取り組んでいるプロジェクトに仮設住宅の

技術開発があります。左官技術を用いてつくるシェ

ル構造の仮設住宅です(写真 5，6)。これは(前任校

の関係で)京都型モデルとして開発しています。京都

では応仁の乱で市街地が壊滅したとき、人々は東山の

門前町をつくって寺院と共に生活しましたし、現代で

も災害で町屋が倒壊したときに、寺院境内を仮設住宅

の建設地として利用することはあり得るのではと考え

たのがきっかけです。そのため伝統技術と伝統材料を

用いています。現在は 1/3の大きさで高さ 1mほど

のシェルをつくって実験をしています。構造シミュ

レーションでは、わずか厚さ 4mmのモルタルシェル

で100k g近い垂直加重に耐えるとの結果が出まし

た。半信半疑で破壊実験(写真7)を行ってみると多

少の施工暇抗があったにもかかわらず、 90k gを超

える荷重に耐えました。その他の材料には、通常の左 写真7 垂直荷重による破壊実験

官工事で使われる珪素系の軽量骨材や、漆喰のひび割

れ防止に使われる麻繊維、ラスの代わりに和紙を用い

ています。最終的な仕上げは、外側は耐水'性を考慮し

て漆喰磨き、内部は稲荷山黄土など、京都の色土を塗

ろうと考えています。左官工事は安全性が高く、部分的

には技術の無い人でも参加できることもポイントです。

どちらかと言えば、歴史的には環境問題を作り出し

てきた立場にある建築は、環境問題に対するタクトを

率先して振るうことができるのか?環境科学部におか

れた建築には何とも重い問いが課せられていますが、

研究とものづくりをフィードパックしながら、その地

域の特色など時間に耐えつつも消えつつあるものに再

び目を向けながら、かつ現代の要求に応えた新たな実

践を行っていきたいと考えています。

写真5 左官工事による仮設住宅モデル

写真6 同 施工の様子
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私の環境学

環境にやさしい水産増養殖

スーパーマーケットの魚売り場などに行くと、最近

は外国産の水産物が目立つ、特に養殖物が多い。身近

な所からも養殖が海外で盛んなことが伺える。アジア

の発展途上国を中心としてここ 20年ほど、世界養殖

生産量は年間 10%近い勢いで増加している。これは

全食糧生産部門で最も急速な成長率だそうだ。従来の

「とる漁業J(漁獲)がもう上限に達し頭打ち状態なの

に対し、養殖による「生産」は作れば作るだけでき

る、という漁獲とは対照的な将来性を数値で表してい

る。今後この分野での発展が期待されるのも当然と言

える。3年前に聞かれた国連のヨハネスブJレグサミッ

トでも、このような養殖に対する期待が明記されてい

る。ただ、養殖が今後持続的に発展し世界の水産物需

要に応えるためには養殖がもたらす環境負荷をいかに

低減するかがカギである、とも追記されている。養殖

排水中の環境汚染物質としての筆頭がリン (燐)であ

る。したがってリンの排世量を低減するというのは、

養殖の成否、水産の将来に関わる謀題ということにな

るかもしれない。欧米諸国では、既にリンの上限規制

などの環境基準が施行され、養殖業者を締め上げてい

る。その結果、減産や廃業に追い込まれる者も少なく

ない。一方、途上国では環境規制が無いか、あっても

監視の目が行き届かず、そのため貴重な陸水が手放し

で汚染されている。いまリンの排illt量を低減するため

の技術開発が望まれている O

私は水産養殖が専門で、あるが、養殖を専門とする学

者ではなく、養殖技師である O 長年養殖に従事してき

た経緯から、現場を離れて研究生活に移った今も、「現

場の目」から生きた研究を最優先に考えている。学問

としては魚類栄養学という分野が一番近いかもしれな

い。魚類栄養学と言っても栄養素の数だけ分野がまた

細分化している訳で、私はリンの栄養生理が専門であ

る。リンの研究を始めてもう 20年近くになるが、リ

ンに特別こだわっている訳ではなく、基本的に「問題

解決型の研究jには何でも関心がある。研究とは分野

に関わらずその研究が重要であればあるほど、それだ

けやりがいもあると思う。今後は多方面の研究に携

わっていきたいと思う。ただ、もしリンではなくイ可か

他の栄養素を研究していたなら、おそらく今、環境学

とは殆ど縁のない所に居たのだと思う 。「環境学」と

いうのは私にとってそれほど偶然の出会いなのである O

杉 浦 省 三

生物資源管理学科

リンの栄養学が魚類養殖において重要な理由は、魚、

の排他物は直接水中に出されるため回収が難しい、と

いうところにある O 家畜や家禽ならは糞を回収して畑

に運び肥料として利用できるが、水棲生物の排植物は

シャベルでかき集めることができない。従って食べた

ものは全部消化吸収してもらい、糞も尿も一切出さな

いでくれれば一番有難いということである O それは無

理としても、糞と尿を出してもよいが、その中に リン

が含まれていないというのが理想である。残念なが

ら、リンの消化吸収率は未だそこに至るまでには程遠

い。現在使われている養魚用配合飼料では 40%ぐら

い、つまり餌として口から入ったリンの実に半分以上

(60%)が排植されていることになる。 10年前は

20%ぐらいしか吸収されていなかったのだから、少

しは改善されている訳である。概算する と、魚を 1キ

ロ生産するごとに約 12グラムのリンが排植されてい

ることになる。養殖とはかなり環境にきびしいことが

分かる。

魚、の場合、糞中に排植される リンの殆どが消化吸収

されなかったもので占められている。従って、リン

の消化吸収率を向上させることで糞中のリンの量を

減らすことができる。その具体的方法としては二つあ

り、 一つめは難消化性のリンを直接消化するという手

法(酵素や酸などを使用)、もうひとつはリンの消化

性の高い原料を使うということである。リン輸送担体

(トランスポーター)遺伝子を過剰発現させる方法も

あるが実用的でない。 一方、尿中に排池されるリン

というのは一度吸収されたものであり通常、過剰のリ

ンを意味する。従って、尿中にリンが出ている場合は

飼料中の有効リン(消化吸収できるリン)の量自体を

減らす必要がある。そのためリン含有量の低い原料を

使用しなければならない。 ただ、減らし過ぎると今

度は魚のほうがリン不足で欠乏症(成長不良、骨格異

常など)に陥る。リンは骨や歯、 DNAや ATPの構

成元素であり、代謝上も非常に多くの役割を担ってい

る。リンというのは魚 (全ての生物)にとって必須栄

養素なのである 。 従って、無リン洗剤のような感覚

で低リン飼料を作るわけにはいかない 。 飼料中の有

効リンの量は常に適正レベルでなければならないので

ある。これを有効リンの最低要求量と呼んで、いる。こ

の最低要求量未満だと魚、が欠乏症に陥り、超過すると

環境中に余分のリンが出てしまう 。難しいところは先
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ほど言った有効リン(消化できるリン)の含有量が飼

料原料の種類や加工方法などによって変わるという点

に加えて、この最低要求量自体が飼料のカロリー含量、

たんぱく質や炭水化物の消化率、利用率、そして飼育

条件などによって変わってくるという点である O さら

に、最低要求量を調べる場合、稚魚、ならば成長速度も

速く栄養不足にすぐ応答するので簡単に分かるのだ

が、成魚の場合は通常の方法では診断が困難で、ある。

8年ぐらい前に尿中 (代謝性)リンの排地量をもとに

最低要求量を報告した。これは、環境負荷を直接考慮

しているという事と、代謝性リンの応答が極めて早い

ことから、成魚、や親魚、のリン要求量を知る上で特に有

効な方法である。近年は飼料中のリンの不足に対し敏

感に応答する遺伝子を網羅的に検索し、いくつかの特

定された遺伝子の発現レベルを調べることで、リンの

摂取状態(適正か不足か)を成魚においても診断でき

るような技術を開発している O 早い遺伝子だと 3日ぐ

らいで飼料リンの不足に応答するので、従来の方法(血

中リン、 骨中リンなど)に比べてかなり感度が良いと

いうことになる。この方法を生産レベルに適用するこ

とで、リンの診断が魚、のサイズを間わず高感度ででき、

養殖魚、のリン欠乏症を早期に検知できると共に、環境

水中への余分なリンの負荷を軽減することができる。

前述したように、現在の生産レベルでは糞中のリン

排世量は一般飼料で 60%ぐらい、低リン(低汚染)

46 

飼料を使った場合でも 50%ぐらいということが最近

の研究で分かつている。尿中のリン排池量は通常、糞

中の排世量に比べてず、っと少なく 5%以下である O 一

方、実験室レベルでは糞、尿共にリンの排j世量をゼロ

にすることは既に達成している。すなわち、リンのゼ

ロエミッションは技術的には可能で、ある。これを現場

に適用するには、飼料コストと (魚の)成長低下を克

服する必要がある。環境にやさしい技術というのは生

産者には厳しすぎる、というのが現状である。水産養

殖による持続的食糧生産のためには、環境だけでなく

生産者にも(消費者にも)やさしい技術の開発が望ま

れる O

冒頭で持続的食糧生産における養殖の重要性を述べ

たが、琵琶湖に限って言えば、養殖産業は(アユ以外)

あまり盛んで、ないようである。じつは養殖というのは

魚介類を繁殖、 養成し、出荷 (販売)に至るまで全て

人為的に管理するのに対し、「増殖jとは一定の大き

さまで養成した後、自然水域に放流するものである O

従って、養殖も増殖も放流するかしないかの違いを除

けば同じことであり、そのため増養殖という 言葉がよ

く使われる。琵琶湖の水産資源管理と資源量補充のた

めに必要となるのは増殖のほうであり、増殖にも 当然

リンの問題が付きまとう O 水産増養殖は国内外を問わ

ず、環境にやさしい技術が求められている。
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地域用水利用に及ぼす水質の影響と水質の改善手法に関する研究
古川政行

環境動態学専攻

1 .はじめに

農業用水には濯蹴という目的以外に、農村地域住民

にとって身近な用水源としての側面を有している。そ

の用水源としての側面を「地域用水」と呼ぶ。近年、

農村の生活様式の変化および混住化の進展などによっ

て、地域用水の機能は失われつつある。その一方で、

環境問題の高まりや農業農村整備事業の事業転換に

よって、地域用水が取り沙汰されるようになった。地

域用水の機能を妨げる要因として水量の不足、水質の

悪化、維持管理の問題等が挙げられている。本研究で

は、水質の問題に注目し、水質が地域用水利用に及ぼ

す影響を明らかにするとともに、用水水質の改善手法

について提案を行った。

2.地域用水の水質と利用状況の比較

調査対象としたのは、滋賀県新湖北地区の4集落(高

月町雨森・井口・唐川、湖北IIIJ大安寺 )である。4集落

は同ーの用水系統に含まれている。地域用水の利用状

況については、アンケー ト調査を行った。質問項目は、

用水の利用目的や利用頻度等である。水質調査は、水

路が集落へ流入する地点と集落から流出する地点で、

1999 年~ 2001年の聞に 13回行った。測定項目は、

流量、 ss、COD、窒素、リン等である。

地域用水の利用目的として、洗浄、消流雪、防火、

散水、水遊び等の項目について、複数回答を認めて調

査した結果は図 -1のとおりである。いずれの集落も

消流雪が最も多く、次いで雑巾等の汚れ物洗い、庭木

散水、農機具洗浄、防火等、水質に対してあまり神経

質にならなくて良い目的の回答比率が高くなった。こ

れに対して食器洗いや洗濯等の回答比率は低くなっ

た。地域用水の利用頻度については、図 2に示すよ

うに雨森と井口は週に数回が最も多く、週に数回以上

利用する割合は雨森で 69%、井口では 73%に上って

いた。これに対し、唐JIIと大安寺では年に数回が最も

多く、週に数回以上利用する割合は唐川で47%、大

安寺で 36%であり、雨森や井口に比べて地域用水の

利用頻度が低い傾向が見られた。

集落流入地点で測定した透視度の測定結果を、度数

分布にして図 -3に示した。雨森と井口では、 13回の

調査のうち 11回が透視度 100cm以上であった。透視

度が 100cm未満のときは、調査前日に降雨があった

ときである。これに対して唐川と大安寺については、

透視度が 100cm以上となったのは唐川で2回、大安

寺では4回にとどまっている。また、景観要素として
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3.集落内での水質変化が利用状況に及ぼす影響

集落の出入口で

唐川で、は流出地点の水質が流入地点より悪化する傾向

が見られた。そこで、集落内での水質変化が地域用水

の利用に及ぼす影響について検討した。

調査は、雨森と井口で、行った。この 2集落を選んだ

のは、 地域用水の利用頻度が高かったことと、集落通

過時の水質濃度の上昇度が大きかったためである O 地

域用水の利用については、戸別訪問によるヒアリング

調査を行った。水質調査は、集落の流入・流出地点に

自動採水器を設置して 1時間ごとに 24時間連続採水

を行った。

ヒア リング調査の結果を集落の上流、中流、下流部

に分けて整理したところ、用水の主な利用目的につい

ては、農機具洗浄や庭木への散水等で、上流と下流の

聞に差異は見られなかった。水道設置以前で、は、米と

ぎや洗濯等に利用されていた。用水の利用頻度につい

ては、匡I-4に示すとおり、下流へ行くほど利用頻度

が低下していたが、水道設置以前では、下流部でも用

水が頻繁に利用されていたこと判明した。

水質の時間変化については、流出濃度から流入濃度

をヲ|いた値の時間変化を雨森の T-CODについて図 -5

に示した。図中の棒グラフは、炊事等で

使用している割合でで、ある O 濃度差の大きい時間帯と水

がよく使われる時間帯がほぼ一致しているため、家庭

雑排水が集落内で、の水質悪化に大きく関与しているこ

とが明らかになった。

回週に数回

日使わない

ロ1日1回以上

図年に数回

図-4
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(図 -6)。なお、野田沼は中央に張り出した半島によっ

て、袋状をした 2つの部分に分けられており、袋状の

奥まった部分では水がよどみやすい。半島部分の付け

根に連絡水路をつくって、水の流れを促しているが、

49 -

野田沼の水質 ・祈畠調査地点図-6

4.水質改善の数値実験

4. 1 水質モデルの作成

地域用水の水質改善の方策として浄化池の設置を提

案し、数値実験を行うためのシミュレーションモデル

を構築する。滋賀県彦根市の野田沼内湖を対象に、既

存の流量 ・水質データを用いて水質モデルを作成し、

そのモデルを浄化池の水質シミュレーションモデルと

することにした。

野田沼は彦根市中部に位置する内湖で、水面積

6.6ha、平均水深 1.6m、貯水量は約 10万ばである。

集水面積は約1，380haであり、そのうち水田が 54%、

畑地が 18%、宅地が 28%を占めている。野田沼に流

入する河川は、安食川と雲川の2本であり、江面川と

循環濯蹴取水口から流出していることから、沼の流

入流出地点の計 4か所で、水質と流量を測定している



流入した水の 6 割~7 割は短絡的に江面川へ流出して

いる。そのため、短絡流の部分と袋状の奥まった部分

とで、は水質が大きく異なることがある。そこで、それ

らの違いを表現できるように、野田沼を図司6に示す

ような 2個のボックスに分割して水質の解析を行うこ

とにした。

水質モデルは、野田沼へ流入する水量と負荷量を推

定する「流入負荷予測モデル」と、野田沼の水質を推

定する「湖内水質モデル」の 2っから構成される。

「流入負荷予測モデル」はタンクモデルと L-Q式か

ら構成される O タンクモデルは土地利用による流出機

構の違いを表現できるように、水田、畑地、市街地に

分類したタンクモデルを作成した。「 湖内水質モデル

」は、図 7に示す物質循環を基本にした生態系モデル

を用いた。生態系は、単純に植物プランクトンと溶存

態窒素、 i容存態リンの 3者の相互作用とした。

2002年の 1月 10日から 12月6日までの COD濃

度をモデルによって推定し、実測値とともに図 -8に

例示した。灰色で塗りつぶした部分は、計算値のう

ち溶存態の占める量であり、全量から溶存態を差し

ヲ|いた値が懸濁態となる。なお、 BOX1の実測値は江

面川、 BOX2の実測値は取水口での値で、ある。i容存態

のCOD濃度は計算期間を通じてほぼ一定であったた

め、水質濃度の変化は懸濁態の変化によるものと考え

られる。降雨時では、懸濁物が多量に流入するため、

BOX1、BOX2ともに懸濁態の濃度が上昇している。

特に BOX1 には沼全体の流入水量の 6~7割が流入し、

さらに貯水量がBOX2と比べて小さいため、流入水

質の影響が強く表れ、降雨時の濃度上昇が顕著で、ある。

また、 5月から 9月の聞は、土壌を含む水田排水が沼

へ流入するため、この期間の懸濁態の濃度が比較的高

くなる傾向を示した。

一方、 BOX2では、降雨時以外にも 9月上旬から 9
月末にかけて SSとCOD濃度が大きく上昇した。こ

れは、 Chl.a濃度の上昇によるものであり、内部生産

によって SSとCOD濃度が上昇する傾向を再現でき

た。

E令吟I AC 

AN 

図中記号A，D，Pはそれぞれ植物プランクトン，溶存態，懸溺態

を表し， C，N，PはそれぞれCOD，窒素，リンを表す
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図-8 COD濃度の実測値と計算値の比較

地点の濯概期と非濯瓶期の平均値を用いる 0

. 流出水量は、流入水量と同じとする。

. 底泥からの溶出は無いものとする。

計算間隔は 1日とし、設定された滞留時間だけ経過

した後の水質を出力する O

浄化池の滞留時間を 1日から 10日まで 1日ずつ増

加させ、池から流出する水の SS、T-COD、T-N、T-P
濃度を、唐川の濯j既期について図 -9に例示した。滞

留時間 O日は、浄化池を通過させない場合の濃度で

ある。また、破線は各種水質基準と雨森・井口の集落

流入地点での平均濃度を参考にして、自分なりに設定

した「地域用水としての水質目標 J(SS5mg/L、COD

日
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4.2 浄化池の水質改善効果

唐川集落の上流に浄化池を設置し、浄化池の貯水量

を変化させたときの水質改善効果を推定する。浄化池

の水質の推定は、池を 1個の完全混合ボックスとして

行った。モデルのパラメータは、野田沼に適用したも

のを用いた。

シミュレーションは、以下の仮定の下で、行った。

. 浄化池の平均水深は1.5mで固定し、水面積の変

化によって貯水量を変化させる O

浄化池に流入する流量および負荷量は、集落流入• 



学位論文の概要

9 10 

9 10 

• 
目標値
• 

8 

• 
8 

• 
34567  

滞留時間(day)

3 456  7 

滞留時間(day)

• • ←+→ー--+-+

2 

2 O 

O 

b) T-COD 

10 

(」
¥
凶
E
)
M
m
謎
召
提

4 

a) SS 

15 

10 

5 

。

8 

6 

2 

。

(」
¥
国
巨
)
削
機
迫
程

3mg/L、T-N0.6mg/L、T-P0.05mg/L)である。

ssについては、滞留時間が6日以上のとき、目標

値にまで改善されたが、COD、T-N、T-Pについては、

目標値にまで改善することはできなかった。滞留時間

を6日としたときの、各水質濃度の減少率は、 ssが

61%、T-CODが 11%、T-Nが 14%、T-Pが 14%であり、

ssの水質改善効果が大きく 表れた。一方、 T-COD、

T-N、T-Pは、溶存態が全量の 78~ 85%を占めてお

り、懸濁態の沈降による浄化が反映されにくいため、

ssほどの水質改善効果が発揮されなかったと考えら

れる。また、 CODについては、浄化池内での内部生

産によって新たな有機物が供給されるため、水質改善

効果が特に小さくなったと推察される。

また、滞留時間 6日のときの浄化池の水面積は、約

9haであった。これは、唐川集落とほぼ同じ面積であ

るため、浄化池を設計する際は単なる沈砂池ではなく、

植栽面積を増やしたり、水路状にして流路長を長くし

たりする等、水面積を小さくする工夫が必要であると

思われる。
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5. おわりに

地域用水の水質が悪化すると、米とぎ、洗濯等の利

用が失われ、消流雪や防火等の水質をあまり気にしな

くて良い利用が残り、さらに水質が悪化すると利用頻

度も低下するという傾向が見られた。水質の改善手法

として、浄化池の設置を提案したが、数値実験の結果、

懸濁物の除去に関しては効果が見られたものの、広大

な面積が必要になることが明らかになった。本モデル

に水生植物による栄養塩吸収等を組み込めば、 i容存態

の物質に対して効果が見られ、水面積も小さくできる

と思われる。また、地域用水の水質保全は、浄化池だ

けに頼るのではなく、下水道や合併浄化槽の普及を組

み合わせてゆく必要があろう 。

仮に、用水路の水が清流に戻っ たとしても、生活用

水が水道水に切り替わった現在では、用水が米とぎや

食器洗いに使われることは無いと思われる。 しかし、

水質が悪く、悪臭を放つ水路で、は住民の水に対ーする愛

着は薄れ、水路にフタをされる結果になるであろう 。

湖北地区は豪雪地帯であり、消雪用水としての利用は

今後も残っていくと思われる。雪の無い時期は、景観

用水や子供の遊び場または教育の場としての利用等、

地域用水の新しい利用目的を模索し、住民が愛着や誇

りを持ち続けられるような環境を整える必要があろう 。
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食用担子菌を用いた震業副産物の利用性改善に関する研究
三木聡子

環境動態学専攻

穀物や畜産業の生産現場からは大量の農業副産物が

排出される。排出された農業副産物は、焼却やすき込

みおよび堆肥化といった方法で土壌に還元される。し

かしながら、これらの処理方法は、大量の二酸化炭素

をはじめ環境に有毒なガスを排出するため、時には大

気汚染の原因になる。一方、様々な農業副産物を用い

て白色腐朽性および腐植性の食用担子菌の栽培が行わ

れてきた。農業副産物を用いた食用担子菌の栽培は、

農業副産物の量を減ら し、食物を生産することに意義

があると考える O また、白色腐朽性の担子菌は選択的

にリグニンを分解するので、リグノセルロース材料を

家畜の飼料へと転換する能力を有し、腐植性の担子菌

は腐食の進んだ材料に生育する特性を持つ。本研究の

目的は、無殺菌ワラを用いた食用担子菌の栽培、食用

担子菌を栽培した廃培地の飼料化および使用済み家畜

敷料を用いた食用担子菌の栽培を検証し、農業副産物

の利用性改善に必要な知見を得ることである。

1 . 無殺菌ワラを用いた食用担子菌の栽培

はじめに、コムギワラ角型ベールを用いて、食用担

子菌である トキイロヒラタケとヒラタケの簡易栽培に

ついて検討した。40cmx 60 cm X 30 cmのコムギワラ

角型ベールを水道水に浸漬し、 トキイロヒラタケの液

体種菌、小麦穀粒種菌およびヒラタケの小麦穀粒種菌

を接種し、培養した。 トキイロヒラタケおよびヒラタ

ケを接種したベールの表面は、大部分が雑菌汚染に

よって暗色へ変化した。一方、 トキイロヒラタケの液

体種菌を接種したベールのひとつでは、その表面がト

キイロヒラタケの菌糸で覆われ、明るい黄色へと変色

した。このことから、培養条件によっては、雑菌の繁

殖を抑制し、 トキイロヒラタケの菌糸のみを生育させ

ることの出来る可能性が考えられた。そこで、菌糸の

表 1トキイロヒラタケの菌糸の生育.主延日数に及ぼす殺菌

方法の影響

殺菌方法 菌糸の生育 平均董延日数(日)

オートクレーブ 4/41
) 20.0 :t 0.0 

i弗騰水 (1000

C) 4/4 20.0 :t 0.0 

温水 (65"C) 4/4 20.0 :t 0.0 

水洗 4/4 26.5 :t 4.9 

無殺菌 3/4 40.5 :t 5.8 

1) 1試験区 4サンプルに対し菌糸の蔓延がみられた便数を示す

生育に及ぼす培地の処理について検討した。イナワラ

およびコムギワラを 2~3cm に細切したものと 1mm

に粉砕したものを用意し、無殺菌でトキイロヒラタケ

を培養した。 トキイロヒラタケの菌糸の生育は、無殺

菌区の粉砕ワラの方が細切ワラよりも良好で、あった。

さらに、無殺菌区の粉砕ワラでの菌糸の生育は、殺菌

区の粉砕ワラでのそれに比べて劣らなかった。 した

がって、ワラを粉砕することによって雑菌の繁殖を抑

え、 トキイロヒラタケの菌糸の生育が助長されると考

えられた。

しかしながら、粉砕処理は細切処理よりもエネル

ギーの投入が大きいため、粉砕処理に代わる方法の検

討が必要であると考えられた。そこで、 トキイロヒ

ラタケの菌糸の生育に及ぼす培地の充填量、培地の

殺菌の程度、種菌量および培養温度について検討し

た。 トキイロヒラタケ菌糸の蔓延日数が最も短かった

条件は、培地の充填

量を検討した試験で

は、充填量 120g区

の38.5日であった。

殺菌の程度を検討し

た試験では殺菌処理

区、熱水処理区およ

び温水処理区の 20.0

日であ った (表 1)。
種菌量を検討した試

験では 10%区およ

び 20%区の 23日で

あった。培養温度を

検討ーした試験では培

養温度 24
0Cの 15.5

日であった (表 2)。

これらの結果から、

表2 異なる培養温度で無殺菌のコ

ムギワラにトキイロヒラタケ

を培養したときの菌糸の蔓延

にかかった平均日数

培養温度 (C) 平均日数(日)

16 22.5 :t 1.0 

18 22.0 :t 0.0 

20 19.0 :t 3.5 

22 17.5 :t 3.0 

24 15.5 :t 0.5 

26 17.0 :t 2.3 

28 17.0 :t 2.3 

30 19.0 :t 0.0 

32 

*・蔓延せず
トキイロヒラタケを

無殺菌のコムギワラで栽培するには、充填量 120g/

850ml、種菌量 10%、培養温度 20~ 24
0

Cが適当であ

ると考えられた。また、培地に熱水や温水を注水する

ことは、雑菌の繁殖を抑制する簡易な殺菌方法として

有効で、あることがわかった。

* 

2 食用担子菌を栽培した廃培地の飼料化

白色腐朽性のキノコを栽培した後の廃培地は、植物

細胞壁構成成分のリグニンが分解されることによっ

て、反調家畜の飼料としての価値が向上することが
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学位論文の概要

知られている O 無殺菌の粉砕または細切したイナワ

ラおよびコムギワラにトキイロヒラタケを培養した場

合にも、その消化性が改善されているかどうかにつ

いて検討した。めん羊の第一胃内溶液を使ったイン

ビトロでの消化試験では、インピトロ有機物消化率

(IVOMD)、インピトロ中性デタージェント繊維消化

率(IVNDFD)およびインピトロガス生産量 (IVGP)

は、殺菌区の粉砕イナワラ、粉砕コムギワラおよび無

殺菌区の粉砕コムギワラにおいて、培養前のワラより

も高い値を示した。一方、無殺菌の細切イナワラお

よびコムギワラのそれらは培養前のワラに比べて低い

値であった。無殺菌の粉砕イナワラの IVOMDおよ

びIVNDFDは培養前のイナワラに比べて高い値であ

り、植物細胞壁の消化性が改善されたことが示された。

しかし、 IVGPは低い値であったことから、無殺菌で

培養したワラの ND溶液可溶画分には揮発性脂肪酸

(VFA)生産に寄与する糖類はほとんど含まれていな

いことが考えられた。これらのことから、無殺菌のワ

ラにトキイロヒラタケを培養して、その飼料価値を向

上させるには、ワラを砕く処理を施して担子菌にとっ

て栄養源が利用しやすい状態にすることが重要で、ある

と考えられた。

これまで、白色腐朽性の担子菌の持つリグニン分解

能を利用して、リグノセルロース材料に含有される リ

グニンを除去し、その飼料価値を改善する試みがなさ

れてきた。それらの試験では、担子菌による栄養価値

の改善効果を測るため、乾物消化率や有機物消化率の

測定、あるいはセルラーゼ消化法などが用いられてき

た。本章では、 IVGPはIVOMDよりも OM中の可消

化NDF含量と高い相聞があることを明らかにした(図

1)。したがって、キノコ廃培地の消化性を評価するに

は、 IVGPも簡便であり、より正確な指標として有効

である。

産業的に行われているキノコの菌床栽培では、ウシ

の繊維質飼料であるコーンコブミールが利用されるよ

うになっており、栽培後の廃培地は堆肥化処理されて

いる。これまで、コーンコブミール廃培地の消化性に

ついて調べた報告はみられない。そこで、白色腐朽性

の食用担子菌であるエリンギおよびトキイロヒラタケ

をコーンコブミールと米ヌカを 9:1の割合で混合し

た培地に栽培し、菌種、培地の充填密度および栽培期

聞が、 子実体収量、培地の消化性および繊維成分に及

ぼす影響を検討した。培養期間が 112日以上で、子実

体が収穫された廃培地の IVOMDおよび IVNDFDは

殺菌前の培地のそれより大きくなり、 IVGPも増加し

た。したがって、エリンギおよびトキイロヒラタケを

栽培することによって、コーンコブミールの消化性は

より改善されることがわかった。

Digestive NDF content 
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図1殺菌または無殺菌でトキイロヒラタケを
培養したイナワラおよびコムギワラのガス生

産量と有機物消化率または有機物中の可消

化NDF含量の関係

上記の研究では、廃培地の培養をさらに継続すると、

一層消化性が改善されるかについては、明らかではな

かった。そこで、コーンコブミール培地にエリンギを

栽培し、さらに種菌接種後 175日まで培地を培養する

ことが、培地の消化性に及ぼす影響について検討した。

IVOMD、IVNDFDおよびIVGPはO日から 115日に

かけて上昇した。115日から 175日にかけても上昇し

たが、有意な差は認められなかった。したがって、本

研究の培養条件では種菌接種後 115日間以上培養した

廃培地を飼料として利用するのが適当であると考えら

れた。

3 使用済み家畜敷料を用いた食用担子菌の栽培

ツクリタケの栽培は、 17世紀にフランスで馬の厩

肥を堆肥化し、それを培地に用いて行われたのが最初

とされる。近年では、小麦ワラあるいはイナワラに鶏

糞、硫安を混合して発酵させた合成堆肥を用いる方法

が主流である。本章では、元来の厩肥を用いる栽培方

法を再検討・し、使用済み家畜敷料の二次利用の可能性

について検討した。

競走馬の使用済み敷料(競走馬敷料)、肉用牛の使

用済み敷料(肉用牛敷料)を堆肥化するとともに、コ

ムギワラと化学肥料で合成堆肥(合成)を作り、それ

らにツクリタケを栽培した。それぞれの堆肥から得

られたツクリタケの総収量を堆肥 1000kg当りに換算

した値は、合成堆肥が62.6kg、肉用牛敷料が 53.4kg、

競走競走馬敷料が8.3kgであった。競走馬敷科で良い

結果が得られなかったのは、堆肥化の過熱が原因と考

えられた。一方、肉用牛敷料および合成堆肥では、市
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販されているものと同様の良質のものが収穫された。

合成堆肥では 4週間目の収穫量がピークであり、その

後減収したのに対して、肉用牛敷料では収量は増加す

る傾向にあった。さらに栽培期間を継続していれば、

肉用牛敷料からの収量は合成堆肥を上回ったものと思

われる O したがって、肉用午の使用済み敷料から作っ

た堆肥は、ツクリタケ栽培の培地として優れたもので

あると考えられた。

肉用牛のオガクズを含む使用済みの敷料は、一部の

畜産農家では、乾燥牛糞として販売されている。著者

らは市販されている乾燥牛糞を園芸用のポットに入

れ、ツクリタケを接種したところ、偶然にも子実体の

発生を誘致した。乾燥牛糞や牛糞堆肥を発酵または殺

菌処理せずに培地として、ツクリタケが栽培されたと

いう報告はみられなかった。そこで、肉牛肥育農家か

らオガクズを敷料としている乾燥牛糞と牛糞堆肥を入

手し、ツクリタケの栽培を試みた。A，B，およびCの

乾燥牛糞および牛糞堆肥(以下、堆肥)の含水率を調

整した後、プラスチック製の栽培箱に 5kgず、つ詰めた。

40
0

Cの培養室で発酵させた発酵処理区と、発酵処理を

行わなかった非発酵処理区を設け、それぞれの培地に

ツクリタケを栽培した。いずれの牛糞でもツクリタケ

の菌糸は成長し、子実体が収穫された。子実体収量が

最も多かったのは、オガクズの混入割合が低く、好気

性発酵(堆肥化)の時間が短かった乾燥牛糞 Aであっ

た。好気性発酵が短かったために、ツクリタケの栄養

成分の損失が小さく、結果的に子実体の収量の増加に

つながったものと考えられる。また、ツクリタケの栽

培によって、培地の pHは低下し、窒素、 P205および

18 

16 
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王手
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図2 各堆肥から収穫されたツクリタケの収量と

収穫回数の関係

・競走馬敷料 ロ肉用牛敷料 図合成堆肥

灰分含量は増加した。一方、炭素含量は低下し、 C/N
比も低下した (表 3)。それぞれの植物細胞

壁構成成分の含量も接種前よりも減少した。このこと

から、ツクリタケ菌糸が牛糞の有機物および繊維成分

を分解することがわかった。午糞の堆肥化では、まず

糖、デンプンが分解され、さらに植物細胞壁成分であ

るヘミセルロース、セルロースが、最後にリグニンが

分解されることが知られているが、ツクリタケ栽培に

おいても同様の分解過程が認められた。

まとめ

農地では、一年を通してバイオマス生産が行われる。

これまで、農業副産物として得られたバイオマスは、

表3 ツク リタケ栽培前および栽培後の乾燥牛糞および牛糞堆肥の化学成分の含量

乾燥牛糞および牛糞堆肥中の含量

培 地 発酵処理 pH C N C/N Ash P205 

(%) (%) 比 (%) (%) 

栽培前 7.33 43.9 1.99 22.1 12.5 2.39 

乾燥牛糞 A 栽 培後無処理区 6.14 42.6 2.08 20.5 14.6 2.78 

発酵処理区 6.20 42.4 2.02 21.0 14.6 2.82 

栽培前 7.90 43.9 1.44 30.4 12.4 2.40 

乾燥牛糞 B 栽 培後無処理区 7.62 43.2 1.84 23.5 15.6 2.90 

発酵処理区 6.56 42.8 1.75 24.6 15.0 2.96 

栽培前 7.69 41.5 1.60 25.9 16.9 2.51 

乾燥牛糞 C 栽培後無処理区 6.71 40.2 1.81 22.3 19.8 3.11 

発酵処理区 6.61 40.2 1.82 22.l 19.5 3.l4 

栽培前 8.51 42.3 1.69 25.0 17.7 2.37 

午 糞堆肥 栽培後無処理区 7.78 42.4 1.81 23.4 18.6 2.83 

発酵処理区 7.50 41.3 1.77 23.4 18.1 2.65 
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学位論文の概要

利用されてもキノコ栽培用の培地、あるいは家畜の飼

料としての一次利用に留まっていた。また、畜産業か

ら生じる使用済みの敷料は、堆肥化されて肥料として

の一次利用で留まっていた。しかし、農地から畜産、

畜産から農地の聞に食用キノコの栽培という過程を挟

むことによって、バイオマスはキノコ栽培用の培地、

家畜の飼料、再びキノコ栽培用の培地として三回利用

されることになる。その過程において、食資源として

エネルギーが回収されるので、バイオマスのさらなる

有効利用が可能となる。
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滋賀県産野草に内生するネオティフォディウム・エンドファイト
の分布と分類なうびに分子生物学的研究

本研究で取り上げた「ネオティフオデイウム

(Neotyphodium)・エンドファイト」は、イネ科の草本

植物と共生している糸状菌である。このような糸状菌

は、 Sampson(1935)(J)によれば、 1898年に Voglがド

クムギ (darnel.Lolium temulentum)の種子内に発見さ

れ、同じ年に Guerin，Hanausek， Nestlerが相ついで

追認したところに遡る。 ドクムギ (darnel)は新約聖書

(新約マタイ 13:25，27，36)の“tares"とみなされていて、

当時から種子が有毒であることは広く知られていたの

で関心を集めたが、糸状菌と毒性との関係が実証され

るには至らなかった。

1970年代以降に米国とニュージーランドで家畜

の中毒症状の原因として取り上げられ、急に関心が

高まった。 Baconら(1975)は北米の家畜のフェス

クトキシコーシスの原因がトールフェスク (Festuca

αrundinaceα)に内生する糸状菌によることを見出し、

さらにこの糸状菌が培地上で家畜に有害な麦角アル

カロイド(エルゴバリン)を生産することを見出した

(Baconら 1979)。つづいて、ニュージーランドでは、

ヒツジのライグラス ・スタガースの原因がベレニアル

ライグラス (Loliumperenne)のエンドフ ァイ トによる

ことが見出された (Fletcher& Harvey 1981)。 した

がって当初はこれらの牧草からエンドファイトを取除

くことが奨励された。

ところがニュージーランドではゾウムシの一種

Argentine stem weevilによる草地の荒廃が著しかっ

たが、 Prestidgeら(1982)により、内生菌に感染した

ベレニアルライグラスはこの害虫に抵抗性を示すこと

が報告された。この時点で、 農業にとってエンドフ ァ

イトは敵なのか味方なのかという議論が起こり、普及

に携わる人たちの聞にも迷いが広がった。

この事態が大きく転回したのは、 Rowanら(1986)

によるベラミンの発見であった。ベレニアルライグ

ラスのネオティフォデイウム・エンドファイトが生産

するアルカ ロイドとしてはロリトレム Bカ斗食出され、

これが家畜中毒の原因と考えられていた。ところがネ

オテイフオデイウム・エンドファイトに感染したベレ

ニアルライグラスはロリトレム Bのほかにペラミン

も生産していたのである。この新しく発見されたアル

カロイドは家畜には無害でありながら、害虫から忌避

される特性を持っていた。その後、家畜に有害なロリ

柳田直樹
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トレム Bを生産せず、害虫に有効なペラミンだけを

生産するエンドファイ トの研究が進められ、現在では

iNon-toxic endophyteJとして実用化している。

ネオティフォデイウム・エンドファイトに感染した

トールフェスクはエンドフ ァイ トを除去した個体に比

べて耐乾性や永続性に{憂れ、エンドファイトを除去し

た牧草で造成した草地は維持が困難な場合すらあるこ

とが分かった。

このように相利共生が注目されてきたネオティフオ

デイウム・エンドファイトであるが、そのルーツは、

がまの穂病を引き起こす Epichloe属の糸状菌である

ことが近年の研究から分かっている。Epichloeは、が

まの穂病と呼ばれ、出穂を妨げる病害の病原菌である。

菌糸で覆われた止葉の葉鞘には子座が形成され、無性

と有性の胞子を形成する。先に述べた牧草で利用され

ているネオテイフオデイウム・エンドファイトは、が

まの穂病菌の生活環のうち子座形成能力が欠落したも

のである。

現在、エンドファイトは牧草に続いて種々の作物で

の利用が図られようとしている。芝草では家畜毒性を

考慮する必要がないので、毒性や感染率の高い品種が

すでにゴルフ場ーなどに用いられており、これらの芝草

は土壌保全用としても用いられている。今後の関心は

コムギやオオムギなどの禾穀類へ向けられると思われ

る。

本研究で対象としたカモジグサおよびアオカモジグ

サもコムギ族の植物で、わが国に自生する植物の中で

はコムギに最も近縁と考えられること、また、わが国

の風土によく適応した植物であることから、これらの

エンドファイトについての研究はコムギへのエンド

ファイト利用のための基礎的な知見を提供するものと

考え、この研究を行った。

1.アオ力モジグサに内生する工ンドファイ卜

1)滋賀県におけるアオカモジグサのエンドファイトに

ついての研究は、 1997年に犬上川の堤防でアオカ

モジグサがまの穂病が発見されたことに始まる (笠

井 ・但見 1998)。ついでアオカモジグサ種子のエン

ドファイト感染が確認された。筆者は感染種子 の

分布調査を行なった。初めは犬上川の河口からの最

上流まで、ついで字曽川で、また、琵琶湖岸に沿っ
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てアオカモジグサ種子を採集し、エンドファイト感

染率を調べた。琵琶湖岸ではほとんどの地点で高い

感染率が認められたが、安曇川と姉川の河口域での

感染率が低かった。このため、両河川の全流域にわ

たって調べたところ、感染率の高い地点もあること

が分かつた。感染率の高い地点は、交通量が多かっ

たり、建設工事が行われたりなど、最近なんらかの

かたちで人の手が加わった地点であるように考えら

れた O

2)エンドファイトに感染したアオカモジグサ種子を秋

に播種すると、翌春がまの穂病発を発病するが、発

病率はきわめて低い。エンドファイト感染とがまの

穂病発病との関係を調べたところ、非感染では発病

せず、感染率が高まるほど発病率も高まった。

3)がまの穂病催病株はすべての出穂茎が発病するの

ではなく、擢病茎と健全茎が得られた。健全茎は種

子を生産するが、これらの種子はエンドファイトに

感染しており、次世代株にがまの穂病を発病させる

ことカtあった。

4)アオカモジグサの播種期とがまの穂病発病との聞に

は、10月中旬から 11月中旬の聞で、は違いが無かった。

5)アオカモジグサ種子から PDA培地に分離されるエ

ンドファイトには、菌糸が直線状に伸びるもの(直

線型)と波線状に伸びるもの(波線型)が認められ

るが、どちらの菌糸型でもがまの穂病の発病が確認

された。波線型は琵琶湖岸の全域に分布し、直線型

は湖西地方には分布していなかった。

6)がまの穂、病を発病しやすい栄養系を得るため、発病

茎直下の新芽の移植を繰り返した。このような選抜

を4回行っても発病が増えないタイプ、ある時期に

突然増えるタイプ、しだいに発病茎が増えるタイプ、

および、わい化を伴って全出穂茎の発病が固定するタ

イプの 4つに分類された。アオカモジグサは自殖性、

エンドファイトは種子伝搬なので、遺伝子型の組合

せが同ーの中で、がまの穂、病を発病しやすい個体の

選抜が可能であった。

ll. 力モジグサに内生する工ンドファイ卜

1)宇曽川堤防においてカモジグサがまの穂病の発生を

確認し報告した。カモジグサがまの穂病の標徴はミ

イラ穂病様の症状を呈していた。(柳田ら 1999)0

2)カモジグサがまの穂病の標徴はミイラ穂病様の症状

を呈していたO

3)滋賀県内の各地で採集したカモジグサ種子を観察し

たところ、エンドファイトに高い割合で感染してい

た。カモジグサがまの穂病菌は、アオカモジグサが

まの穂病菌と同様に種子伝染することが明らかと

なった。種子からのがまの穂病発病率はアオカモジ

グサより低いと考えられた。

III. アオ力モジグサと力モジグサの工ンドファイトの

比較

s -tubulin遺伝子一部領域を基に、アオカモジグサ

がまの穂病菌とカモジグサがまの穂病菌を比較したと

ころ、それらはほぼ同一の菌であると考えられた。

IV.その他の野草の工ンドファイ卜

滋賀県でトボシガラ、イブキトボシガラおよびカニ

ツリグサのエンドファイト感染を確認した。

V. トポシガラの工ンドファイ卜

トボシガラから 分離したエンドファイトは、

s -tubulin遺伝子を複数持っていることが明らかと

なった。そのことから、 2種類以上のがまの穂病菌の

交配によって生まれたハイブリッド・エンドファイト

である可能性が示唆された。

VI.結論

エンドファイト研究は、近年の分子生物学的研究の

発展から、実需的な研究だけでなく生物相互作用やそ

の進化の過程といった学術的な関心が高まってきてい

るO エンドファイトの先祖にあたるがまの穂病菌をト

ボシガラでも発見し、それが現在、報告されている他

のがまの穂病菌 (9種)とは異なった新しいグループ

であること、また、その子孫と考えられるネオティフオ

デイウム・エンドファイトがカザフスタンとイランに

起源をもっ植物で、見つかっていることが興味深い。
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震災リスクマネジメン卜に関する研究

本論文は、近年の主要な被害地震が示す課題を調査

資料や現地調査経験に基づき整理し、大規模な震災の

被害の軽減・抑制と迅速、的確な対応行動を可能にす

る組織・体制のあり方およびハード、ソフト技術・手法

が連携・統合する震災リスクマネジメント戦略構築の

ため、地震防災に関連する一連の調査実務と地震対策

コンサルティング業務従事経験を基礎に体系化を目指

したものである。なお、本論文は 6章で構成している O

第 I章は、序論であり、研究の動機と目的、関連す

る研究の概要、論文の構成と概要について述べている。

第E章は、最近の主要な震災の事例の整理を試みて

いる O

まず、 1923年関東地震から 1995年阪神・淡路震災

以前の近年における国内の主な被害地震および最近の

国外の主な被害地震の特徴について概要を整理した。

大規模な震災の発生頻度は低く、被害の状況はその

時代や地域の特性を反映している。

次いで、近代社会の脆弱性が顕在化した阪神・淡路

震災の被害や推移・展開状況と対応活動が示した教訓、

課題について検討を試みた。

地震後の緊急対応活動は、その後の状況の展開に大

きな影響を及ぼすから緊急時の対応活動について整理

を行っている。

更に、災害対応活動の中枢として期待される重要な

公的機関などの施設の被災状況とその活動に及ぼした

影響について聞き取り調査した結果について整理して

いる o

社会システムにおいてビジネスが果たしている役割

はきわめて大きい。阪神・淡路震災におけるビジネス

の被害と業務活動に及ぼした影響について整理、検討

を試みた。

更に、業務活動が行われている時間帯の地震発生で

あったならば被害や対応活動の様相は異なっていた可

能性が高いと考え、建築学会・近畿支部調査の一環で

行った被災地住民への職場の被害状況に関する質問項

目を組み込んだ調査アンケート結果について整理した。

被災地や周辺の地震に対する反応や心理面への影

響、対応行動は今後の震災対応計画について多くの示

唆を与えると考えられる。関西地域に居住する企業従

業員に対して行ったアンケート調査結果から震災とヒ

トの心理、対応行動について整理を行った。

阪神・淡路震災は、社会がほとんど活動していない

長能正武
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まだ暗い未明に発生した震災であったが地震の発生が

異なる時間帯であったなら様相が大きく異なることを

強く暗示した。そこで、地震発生の環境と震災状況の

かかわりについて発生が6時間後と仮定した場合の被

害と対応状況について定性的なシミュレーションを試

みた。地震発生の時刻による社会活動状況の違いは震

災の様相を大きく変えることを示した。

震災事例のまとめとして、阪神・淡路震災を含む最

近の震災事例からの教訓と課題について検討を行っ

た。震災対策には事前の被害軽減のハードシステム対

策、意識向上の災害教育、対応能力を向上する訓練な

どとあわせて災害発生後の迅速、的確な対応活動を運

営するための戦略・計画の策定が連動する統合的なリ

スクマネジメント戦略が重要である O

震災リスクマネジメントを推進するチームとその中

核となるリスクマネージャーの役割が重要になる O

第田章では、震災リスクマネジメント体制を構築す

る枠組みとプロセスについて述べている。

まず、リスクマネジメントの基本的な考え方、進め

方について整理した。

次いで、、震災を含む災害のリスクマネジメントの取

り組み状況についていくつかの事例について概要を述

べた。リスクマネジメント体制の構築には中核となっ

て推進する体制が必要で、ある O リスクマネジメント体

制の構築と育成には組織のトップ、幹部の支援、リー

ダーシップが重要な役割を果たす。リスクマネジメン

トチームのあり方について述べた。

さらに、震災リスクマネジメント体制の基盤となる

震災事例、震災に関連する知識、開発技術などが整理

された知識基盤の必要性について述べた。

震災リスクマネジメント体制の枠組みと構築プロセ

スについて+食言すした。

まず、震災リスクマネジメント体制の構築の進め方

について述べ、戦略構築に関連する手法の概要を整理

した。

震災リスクマネジメント体制の構築には BCP

(Business Continuity Planning :事業継続計画)の視

点が重要であることを指摘した。

第百章では、震災リスクの調査と評価の手順と手法

について述べた。

リスクマネジメント体制構築の基礎となる震災に関

連するリスクを環境科学の立場からアセスメント調査
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と被害想定調査の進め方とリスク評価の留意点、課題

について述べた。

地震活動環境を評価するために、地震ハザード解析

手法と研究、調査の状況、データベースの構築の様子

について述べ、想定地震を設定するため、これらの成

果を利用する上での留意点について述べた。

地震の直接被害に結びつく地震動の特性は、地盤特

性に大きく関連している。地形、表層地質の観察・評

価とマイクロゾーニング調査の観察のポイン トや手法

の概要を整理し、弾性波探査による地盤構造調査や微

動測定、地震動予測の事例について述べた。

更に、社会システムの環境における震災リスクを検

討するために、人身被害や火災、業務障害などの誘因

となる建築物の震災リスクの検討のため住まいの空間

環境のリスクの見方、ビジネス空間環境のリスクの見

方、業務遂行プロセスのリスクの見方について概要の

整理を試みた。

アセスメント調査を行った震災リスクと想定被害

は、状況の時間的推移としてシナリオの形で表示する

と課題の認識に有用である。震災状況のシナリオを構

成する手順について述べた。震災リスクアセスメン ト

調査により、リスク要因を抽出し、被害想定と対応活

動について検討しながら進める状況の時間的な経過シ

ナリオの構成を検討する過程で脆弱性や対応体制の課

題が抽出される。

シナリオの例として訓練を企画・計画する関係者の

震災イメ ージづくりを支援するために構成した首都圏

直下地震の想定シナリオストーリーの概要を示した。

第V章では震災への対応戦略について述べている。

震災リスクの調査と抽出評価された謀題について重

要度、対策の難易度、優先度の設定作業に基づき震災

対策を立案・策定し、実施を推進しなければならない。

対策は、事前の被害軽減のためのハードシステムの性

能強化策と震災リスクマネジメント教育、訓練、マニュ

アルの策定・整備などソフトシステム対策および事前

対策の限界を踏まえた災害発生後に迅速、的確な活動

を運営する対応計画が必要である。

発生頻度の低い震災対策は、謀題が明らかとなって

も実践的な取り組みが行われにくい現実がある O 震災

リスクの重大性を認識し、対策への取り組みを動機付

けし、モチベーションを高めるリスクマネジメント教

育・学習、訓練の果たすべき役割は大きい。

震災実態の理解と災害対応能力の向上を目的とした

ニュータウン地域において、開発事業者、進出企業、

行政によるコミュニティ防災学習の事例について述べた。

防災訓練について企画・運営、アドバイスを行った

企業の実施事例を基礎に実践性を高めるための課題に

ついて検討した。

地震による直接的な被害を軽減する構造物の耐震

性能を向上する補強など技術、手法の概要を述べた。

RC造の教育施設の耐震診断・補強事例と重要文化財

史蹟建造物の耐震補強事例について概要を述べた。

住まいの安全は、震災の状況に大きく影響する。わ

が国の住まいの大部分を占めている木造住宅について

一般的な補強策の整理を試み、課題について述べた。

災害が発生した場合には、対応組織・体制を的確に

運営し、また個人は適正な行動をとることが求められ

る。そのための活動指針としてマニュアルが果たす役

割は大きい。リスクアセスメ ント、被害想定、状況想

定シナ リオの構築によ って抽出された課題と対応体制

の実態を踏まえた震災対応マニュアルの策定の進め方

について述べた。

震災対応計画には、地域震災対策では地理的環境ば

かりでなく社会の風土、文化、住民意識など地域の特

性、組織体の震災対策の場合には地域特性に加えてビ

ジネスにおいては事業・業務特性が反映されなければ

ならない。

震災の規模や地震発生時の環境条件などで様相が異

なるため柔軟、的確な対応のためには多次元で検討し

ておく必要がある。組織の業務特性や地域の災害対応

活動事例を踏まえた震災対応の策定の進め方について

述べた。

震災リスクマネジメントでは、中核として推進する

チームが必要で、ある。リーダーとしてのリスクマネー

ジャーには状況判断、方針・意思決定と組織を指揮・統

率する高い能力が求められる。的確な災害対応を行っ

た組織には、災害経験や実践的訓練、事例や技術・手

法を学習・習得したリーダーの存在があった。震災リ

スクマネジメントを支援する目的で開発した、震災事

例を基礎に事業特性を反映させた震災状況シナリオを

用い、状況判断、意思決定を疑似体験するシナリオシ

ミュレーター試作システムの概要を示した。

最後に第VI章として本論についてまとめを試みリス

クマネジメント体制の構築と人材育成が急務であるこ

とを指摘した。

Q
d
 

v
h
u
 



建築における長寿命化・省資源化に係る構造技術に関する研究

持続可能な建築の創造に関して、構造面ではリサイ

クル材の使用や鉄骨造における高力ボルト接合による

リユースが一部提案されていが広範囲で、の実用化には

至らず、建築構造技術の立場から持続可能な建物の創

造に係わる積極的な提案や実用化は少ない。

構造技術は建物を創造する行為において何らかの形

で具体的に活かされなければ、本当の技術とは言えな

い。構造技術者の役割は、技術に精通し、技術を活か

し、建築空間に付加価値を生み出すことである。

本研究は、このような構造技術者の立場より、持続

可能な建物を実現するための長寿命化 ・省資源化に係

わる構造技術に関して考察するとともに、長寿命化・

省資源化を推進するために有効利用できる構造技術の

提案を行なうものである。さらに、提案技術を実用化

するため、実験や解析により有効性あるいは性能を明

らかにすることを目的とする。

第 1章建物の長寿命化・省資源化を実現するための

構造技術の課題と計画手法

建物の長寿命化 ・省資源化を図るための一般的な課

題に関して考察し高耐久・高耐震性能、可変可能な空

間、省資源・省エネルギーであるとし、建物の長寿命

化・省資源化を図る計画手法として、建物全体の目標

耐周年数を設定しライフサイクルコストが最小になる

よう維持保全計画を収触させる建物の長寿命化を図る

耐久設計の概要フローを示した。さらに、ライフサイ

クルコスト算出のための確率論に基づく限界状態設計

法を利用した構造性能評価法および構造性能を一般の

人たちも理解できるような提示方法を示した。

建物の長寿命化・省資源化の方策である長寿命化 ・

再利用・再生に関して構造種別ごとに考察し、コンク

リート系は長寿命化・再生、鉄骨系は長寿命 ・再利用・

再生、木質系は長寿命・再利用 ・再生を長寿命化 ・省

資源化の方向性とした。さらに、構造上の技術的課題

を示し、構造種別ごとの方向性との関連について考察

し、コンクリ ート系は耐久性能 ・構造性能の向上およ

び機能性の高い架構形式、省資源 ・省力化構工法を、

鉄骨系は耐久性 ・構造性能の向上、機能性の高い架構

形式および再利用が容易な構工法を、木質系は材料面

での耐久性能の向上および構造性能の向上を重要課題

とした。また、これらの重要課題と次章以降の個別課

題に対する提案 ・検証・考察の位置付けを示した。

西村勝尚
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第2章長寿命化・省資源を目的としたプレキャスト

化構工法

コンクリー トの本来の耐久性能に関して考察し、ス

ケルトンの長寿命化を図るためには、単に材料の観点

だけではなく構工法の観点から収縮に伴うひび割れ低

減を図る必要があることを指摘した。さらに、 PCa

化構工法による二つの事例を検証し、耐久性能・省資

源 ・生産性・建設環境 ・コス トの観点から有効性を明

らかにした。

以下に示すような新たな提案を含む実用化した種々

の部位別の PCa部材、架構システムとしての PCa

化構工法に関して概要・特徴・メリットを考察した0

.梁PCa部材の梁主筋を柱梁接合部内で接続する構

工法

-下端主筋およびせん断補強筋を打込んだU字型PC

a部材を用いた太径重ね継手工法

-壁筋を打込んだ薄肉両面PCa板(ダブルウオール)

による合成壁

提案構工法の「梁PCa部材の梁主筋を柱梁接合部

内での接続する構工法」の柱梁接合部構造性能実験を

実施し、従来構工法と同等以上の構造性能を有するこ

とを確認し、現場打設により一体化された鉄筋コンク

リート造の設計法が適用可能で、あることを示した。

さらに、提案構工法の「下端主筋およびせん断補強

筋を打込んだU字型PCa部材を用いた太径重ね継手

工法」の構造性能実験を実施し、実用化可能な性能を

有することを確認した。また、付着割裂強度は付ー着力

とコンク リー トの圧縮ストラットによる力の釣合いか

ら求まる継手筋の付着力伝達に必要な鉛直方向拘束力

に依存すると仮定し、単独の鉄筋に関する既往の付着

割裂強度式に縦重ね継手の有無による鉛直方向拘束力

の比を乗じた縦重ね継手の付着割裂強度評価法を提案

し、提案評価法の妥当性を示した。

第3章鉄骨造における再利用容易性向上および構造

性能向上を目的とした構造技術

鉄骨造建物を対象とした再利用するための既存技術

の問題点を考察し最も重要な課題として解体 ・組立が

容易な接合方法を掲げ、耐震性能を向上させ、解体・

組立てが容易で、再利用可能な外ダイアブラムを用いた

簡易な溶接による柱・梁架構システムを提案した。

この提案架構システムは、簡易なi容接である部分溶

け込み溶接により柱とダイアフラムとを接合した柱材
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学位論文の概要

にH形鋼梁端部の下フランジに鉛直プレート (下部プ

レート )を簡易な溶接により取付けた梁を挿入し、上

ダイアフラムと H形鋼梁上フランジは直接、下ダイア

ブラムと下部プレー トとは接続L形鋼を介して高力ボ

ル ト接合 し、柱梁架構を構築する柱・梁架構システム

である。この工法の特徴は、部材のリユースが可能、

均一な品質と高い耐震性能、超短工期、低コス ト・ 省

資源である。

この提案架構システムを実用化するために構造実験

を行い、性能を確認するとともに実験結果を基に剛性

評価法、世lげモーメントとせん断力に対するトラスモ

デルによる梁鉛直ハンチ部の耐力評価法、下部プレー

ト接合部耐力評価、側柱タイプの鉛直ダイアフラムの

耐力評価、変形性能を明らかにした。

第4章建物のコンパージョンを可能にする構造技術

コンパージョンを実現するために必要な構造技術と

して、耐 震診断・補強技術、鉛直荷重に対する補強

技術、振動 ・遮音性能向上技術を提示 し、事務所建

物から住宅へコンパージョンに際し、床の振動性能お

よび遮音性能の居住性能を向上させる必要があること

を示した。さらに、既往の実測結果より伝達インピー

ダンスレベルと衝撃音レベルとの相関関係に関して考

察し、遮音性能に関する既往の実測結果より伝達イン

ピーダンスレベルと音圧レベル (床衝撃音レベル)と

は31.5、63Hz帯域で相関性が認められ、伝達インピー

ダンスレベルにより床衝撃音 レベルを推定できる可能

性を示した。

床の鉛直振動性能向上技術として上下階の床を鉛直

剛性の高い鉛直支持部材あるいは減衰性能を有する鉛

直支持部材ーで接続する技術、遮音性能向上技術として

既存スラブの上に大引を配し既存スラブと大引との接

続部に粘弾性体を取付けた二重床形式のシステムを提

案した。

これらの提案技術に関して、床の鉛直振動性能向上

技術に関する実建物によるインパルスハンマー打撃試

験によるインピーダンスレベル実測、および事務所建

物から住宅へのコンパージョンモデルを用いた床の鉛

直振動性能あるいは遮音性能向上技術に関する解析的

検証を行ない、以下の提案技術の知見を得た。

-鉛直振動性能向上技術に関する実建物による実測結

果と解析結果がよく対応していることより、解析的

によりインピーダンスレベルを推定することが可能

である。

-提案する鉛直振動性能向上技術は、 最大振幅あるい

は加速度を低減する効果が顕著であり、鉛直振動性

能の向上に有効である。また、粘弾性体を取付けた

鉛直支持部材を敷設した方が歩行階と連結階へ及ぼ

す影響は小さい。

-提案の遮音性能向上技術の大引あるいは大ヲ1+鉛直

支持部材を敷設することにより伝達インピーダンスレ

ベルが増加し遮音性能の向上が期待できることが推察

される。

第5章長寿命化建物への構造計画かうのアプローチ

一一 空間の可変性 ・対応性と高い耐震性能を

図る構造計画一一

可変性 ・対応性を有する空間、および高い耐震性能

の保有に関しての構造計画の観点からアプローチし、

以下に示すような提案を行った。

-長寿命化に対応するフレキシピリティに優れた構造

システムの考え方は、 「建築計画と構造計画のユニッ

トを一致させる」ことと、スケルトンへの「入力地

震動の軽減による構造要素の付加の軽減」である 0

.ワイドスパンS1住宅の構造計画に関して詳細に考

察 し、住戸規模を変化させることが可能な集合住宅

のスケルトン計画の提案を行った。

-耐 震性能の向上およびフレキシブルな空間の創造

を目的とした建物の中に独立 した二つのストラク

チャーを構成し両者の変形差を利用し大きな制震効

果を期待する分離ストラクチャーによる連結制振

(震)システムを提案し、概略地震応答解析に より

有効性 ・実現性の検証を行った。

-建物を階層にユニ ット化し、各ユニ ットごとに時代

あるいは社会のニーズに対応して建替える考えによ

るメガストラクチャーによる積層制振(震)構造を

提案 し、地震応答解析によりこの構造システムの有

効性および実現性を検証した。
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地盤・基礎・地下構造物の変形と環境上の諸問題に関する研究

本論文は第 1章の序論から第8章の結論までの 8章

からなる O

第1章「序論」では、論文全体を統一する環境問題

への取り組み方について述べている。一般に構造物の

設計や施工を行う上で主として考慮すべき管理項目 4

つは、「品質J(Quality).1費用J(Cost). 1工期J(Date). 

「安全J(Safety)の4つであるが、今日これらにもう

1つ、「環境J(Environment)が加わろうとしている

としている。しかし設計・施工の合理化自体は、従来

の Q'C'D'Sという価値基準を通じて建設事業が

長年にわたって常に追求して来たことがらであり、「環

境J(E)という新しい視点を加えても、重なり合う

部分がほとんどであり、 一部従来の評価軸と相反する

場合における判断材料として、「環境」を適切に評価

する尺度・指標が必要となる O

本論文で取り上げた幾つかの課題は、それぞれ地盤・

基礎の変形挙動に関するもので、いずれも「品質J.I費
用J.1工期J.1安全」といった従来の価値基準から発

生してきたものである。しかしそれらに「環境」とい

うネ見点を加えてまとめることにより、イ可らかの華庁たな

知見・展開が現れるとの見通しを述べている。

具体的には、ここで 「環境にやさしいやわらかい基

礎・地中構造物」の考え方を提示している。これは必

要以上に地盤の変形に抵抗しない合理的な基礎・地中

構造物を実現することにより過剰な設計・施工を防ぎ、

省資源・省エネルギーを図るというものである。この

ような環境に配慮した設計・施工を行うためには外乱

としての地盤変形を適切に評価する必要があり、本論

文ではその点に主眼をおいている。各章では様々な地

盤変形に関 して原位置測定・実験・数値解析により分

析を行い、それぞれの地盤変形及び対応する構造物挙

動の評価法を提案している。すなわち本論文は「環境

にやさしいやわらかい基礎・ 地中構造物」 実現のため

の基礎となる研究をまとめたものである O 以上を第 1

章の前書きとして、本論文を纏めるスタンスを記述し

たのち、第 1章では本論文を構成する 5つの課題につ

いて述べ、最後に本論文の構成と概要を示している。

第2章 「構造物建設時の地盤の変形係数」では、最

初に大規模逆打ち工事現場における施工時のリバウン

ド・沈下計測結果について述べる。対象は東京都内に

建設された超高層建築物である。現場内 3箇所に設置

した層別沈下計による計測結果から得られた地盤の応

力一ひずみ関係は、掘削時のリバウンドでは剛性の低

堀田洋之
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下が顕著で、あるが、建物構築時の沈下では比較的直線

的な傾向を示した。このような地盤掘削による除荷・

構造物構築による載荷時の挙動を適切に表現するため

には地盤のヤング係数の拘束圧依存性とひずみ依存性

を同時に考慮する必要がある。この問題の解決方法と

して一定拘束圧下における応力一ひずみ関係の概念を

導入し、載荷 ・除荷時の挙動を統一的に表現できる砂

の変形係数評価法を提案する。実測値の回帰分析によ

り応力 一ひずみ曲線を双曲線関数で近似した場合のパ

ラメータ一、初期ヤング係数と最大有効応力 (漸近線)

を決定し、地盤挙動を適切に表現できることを示す。

次にこの方法を砂の三軸試験 (側圧一定試験，定ひず

み径路試験，定応力径路試験)結果に適用し、同様に

試験結果をよく表現できることを示す。さらにこの方

法を施工時の挙動予測に用いて合理的な設計・施工を

行うことにより、建設資材使用量やエネルギー消費量

の低減に結びつけることができることを述べる。

第3章 「繰返し載荷を受ける基礎地盤の沈下挙動」

では、繰返し載荷を受ける基礎地盤の沈下挙動に関し

て、構造物のロ ッキング振動による砂地盤の沈下と地

震時の繰返しせん断による粘性土地盤の沈下に関する

遠心模型実験結果について述べる。

第3章第 1節においては、風や波浪などにより構造

物の基礎地盤が多数回の繰返し載荷を受ける場合を模

擬して遠心力場における起振機実験及びジャッキによ

る繰返し水平載荷実験を行い、基礎の沈下量が繰返し

載荷回数のべき関数で表現されることを示す。また、

加振加速度振幅，有効拘束圧，基礎の根入れ，地盤の

相対密度，載荷振動数，を変化させた実験を行い、そ

れらより転倒モーメントと沈下量の関係について考察

する O また、砂の繰返し三軸せん断試験における繰返

し回数と発生する体積ひずみの関係との類似性より、

土質要素試験に基づく沈下量評価法の道筋を示す。

第 3章第2節においては、粘性土地盤上のフロー

テイング基礎構造物の遠心模型振動実験を実施し、粘

性土地盤においても加振による繰返しせん断により間

隙水圧が上昇し、それが消散するのに伴い長期間にわ

たって圧密沈下が生じることを示す。また粘土の操返

しせん断後圧密試験より、生じる体積ひずみと繰返し

載荷回数，有効拘束圧，繰返しせん断応力比との関係

を導き、土質要素試験と数値解析に基づく沈下量評価

法を提示する。遠心模型実験結果との比較より、この

評価法がおおむね実現象を再現できることを示す。
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さらに第 3章第3節のまとめにおいては、これらの

評価法を適用しある程度沈下を許容した構造物基礎の

設計を行うことにより、環境にやさしい基礎の設計・

施工を行うことができることを述べる。

第4章では、地盤液状化後の基礎の沈下挙動に関し

て、社本らによる砂地盤液状化後の残留変形理論に基

づく沈下量評価法を詳細法と簡易法の 2通り提示す

るO 詳細法は地盤の液状化を考慮、した数値解析より地

震時最大せん断ひずみを求め、理論上得られる残留ひ

ずみが得られるような等価な地盤定数を設定して自重

による収束計算から最終沈下量を求める方法である。

簡易法は地盤の補正N値と地震時の繰返しせん断応力

比の関係より地震時最大せん断ひずみを求めて残留体

積ひずみを計算し、 一次元状態での等価な地盤定数

を設定して構造物荷重による沈下計算を行う方法であ

る。構造物，偏心荷重，地盤改良の有無の条件を変え

た遠心模型振動実験を実施し、上記 2つの評価法の適

用性の検証を行っている。詳細法においては地震応答

解析に用いた有効応力解析では地盤液状化時の最大せ

ん断ひずみを過小評価するため、沈下量の評価結果も

小さいものとなる O 最大せん断ひずみの補正を行うこ

とにより沈下量を適切に評価できることを示す。一方

簡易法では、要素試験から得られた補正N値，繰返し

せん断応力比と最大せん断ひずみの関係をそのまま用

いると過大評価となるため、最大せん断ひずみの値を

115程度に低減して用いると実験結果との対応が良い

ことを明らかにしている。また、簡易法では地盤改良

による沈下量低減効果を過大評価する傾向があること

を示す。さらにこれら評価法を基礎の設計に適用する

ことにより、合理化・省資源化が可能であることにつ

いて述べる。

第5章「地震時・地盤液状化時の杭基礎の挙動Jでは、
地震時・地盤液状化時の杭基礎の挙動に関して、第 1

節では張らの土圧理論に基づ、いた杭の水平地盤反力の

評価法を示す。変位量と作用土圧との関係より、杭周

方向に土圧を数値積分して、変位量と水平地盤反力の

関係を導いている O 杭の水平載荷試験結果との比較検

討より、ある程度の深度以深では良い対応を示すこと

を述べる O 現状使われている計算式との比較について

も示す。

第2節では社本らの砂地盤液状化後の残留変形理論

に基づく側方流動時の杭基礎の挙動・被災状況の簡易

評価法を提示する。地盤の補正N値と地震時の繰返し

せん断応力比の関係より残留体積ひずみを計算し、側

方流動による水平変位量を求めて、応答変位法により

杭に生じる応力・変形を求めるものである。1995年

兵庫県南部地震の被災事例 3件による検証を行い、条

件の単純なもの程対応が良いことを示す。さらに杭の

設計に上述の方法を適用することによる最適化・省資

源化に言及する O

第6章「積層導坑トンネルの挙動」では、大断面ト

ンネル構築法として小口径のシールドトンネルを積み

重ねる形で覆工構造体を構築する積層導坑トンネルの

施工法・特徴について述べ、遠心模型実験により砂地

盤・粘土地盤における構造体としての支保機構・安定

性を検討する。砂地盤の場合には外力に応じた変形を

するトンネルと地盤の受働土圧，アーチアクションな

どが合わさった効果で安定を保つのに対して、未圧密

粘土地盤では導坑間の接触圧が均等になるように変形

して安定となり、過圧密粘土地盤の場合は砂地盤と未

圧密粘土地盤の中間の性状を取ることを明らかにす

る。また、楕円形断面の場合の円形断面との違いにつ

いての検討を行い、更に内部掘削時の挙動に関する結

果を提示する。さらに工法適用による資源・エネルギー

消費量・産業廃棄物の低減効果について言及する。

第7章「環境負荷低減へ向けての成果の適用」では、

第2章から第 5章で提案した変形評価法を適用し、環

境負荷を低減する道筋について 2つの事例を想定し、

どのような流れで検討を行い、どのような環境負荷低

減効果が期待できるかについてその概略を示す。建物

基礎の設計・施工を行う上で各種の評価により基礎形

式が支持杭基礎から直接基礎の方向へ向かうにつれ、

やわらかい基礎となって資源使用量・エネルギー消費

量・ C02排出量が低減でき、環境負荷低減効果は大

きくなることを述べる。

第8章は結論である。各章の研究成果についてまと

めた上で、必要以上に地盤の変形に抵抗しない設計・

施工を行うことが従来の許容応力度法に代わる新たな

方法へつながるものであり、さらには環境にやさしい

構造物であることを述べて全体を閉じている。

向。
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環境科学部

環境生態学科の一年

近雅博

環境生態学科長

開学から 10年を経て、さらに来年度からの独立法

人化を前にして、この一年はこれまで環境生態学科が

おこなってきた教育と研究活動を総括し、将来の構想

を検討する節目の年であった。

今年度の初めに、「環境生態学科」という学科名称

を変更した方がよい、という強い要望が学科の構成員

の中からあがり，学科名称変更についての話し合いが

もたれ、新しい学科名称を「琵琶湖環境学科」とする

という案にいたった。参考までに，学科名称の変更に

ついての事由をまとめたものを下に掲載する:

環境科学部は、人間の科学技術の進歩がもたらした

豊かな経済社会の実現が， 自然環境に重大な影響を与

えることによって生じた環境問題の自然科学的そして

社会科学的機構を解明し、人間生活と自然環境との調

和を可能にする持続的な社会経済システム，地域環境

計画、資源管理システムを確立することを目的として

設立された。すなわち，環境科学部の教育の目的は、

環境問題について正確な知識と広い視野を備え，環境

問題の解決に貢献できる人材を社会の各方面に送り出

すことであり、環境科学部の研究の目的は，環境問題

の総合的理解と解決に必要とされる先進的な研究を推

進すること、ということができる O

これを受けて，環境生態学科は次のような理念・目

的のもとに設置された。「湖沼・河川・沿岸海域など

の水域とその集水域をなす陸域。さらに地球的規模の

気圏・地圏と生物園の聞の相互作用などを対象として、

それに関わる物質循環，生物群集の役割、人間活動の

インパクトに対する自然システムの反応，環境浄化能

力や環境調節能力などの理論と応用について教育・研

究を行う 。この場合、琵琶湖やその集水域を教育に活

用できることは，大きな利点といえる。本学科では、

人と自然の共存に関するこのような再生復元・持続的

利用や自然環境保全，生物多様性保全などに関する専

門的知識と技術を備えた人材を養成する」。

環境生態学科は以上の理念に沿って教育と研究を行

い、この 10年間に有為な人材を世に送ってきた。こ

の間に環境問題に対する関心は国内外で高まり，これ

を背景として、「環境」を冠した学部・学科・講座が

急増するとともに，大学に対しては、環境の保全のみ

ならず，悪化した環境の修復あるいは再生に貢献でき
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る基礎ならびに応用的な教育・研究が期待されるとこ

ろとなった。そこで、本学科ではこれまでの教育・研

究の理念をさらに発展させて，社会の今日的な要望に

応えるために、より実践的な環境問題についての教育

と研究を目指すこととした。すなわち，琵琶湖とその

集水域を主なフィールドとし、ここにおける環境問題

を総合的に把握して，問題解決に向けての原理と方法

論を教育 ・研究するともに、その成果を国内外におけ

る環境の修復・再生に広く応用できる能力を備えた人

材を養うことを学科の理念とした。またこの理念を端

的に表すために学科名を「琵琶湖環境学科」に変更す

ることとした。

教員組織については，昨年度末に荻野和彦教授、安

野正之教授が定年で退職され，さらに上野健一講師の

転出があり、これまで学科を支えてこられたメンバー

が3名抜けるという大きな変化があった。本年度4月

からは浦部美佐子助教授が着任されたが，あと 2名の

欠員については現在公募により選考中である O また、

近雅博と倉茂好匡が教授に，丸尾雅啓が講師にそれぞ

れ昇任した。

環境計画学科環境社会計画専攻の一年

秋山道雄

環境社会計画専攻主任

独立法人化を来年度に控えて、県立大学としては最

後の一年に当たる。2005年 3月に 35名の卒業生を送

り出し、 4月に 41名の新入生を迎えて新たな年度が

始まった。

1. 学生の動き

新入生の 41名に加え、2回生 42名、 3回生 43名、

4回生 48名となっている。 4回生が他の学年よりか

なり多いのは、 5回生以上を含めているためである。

外国留学等で卒業が遅れるのは積極的な意味がある

が、入学して以後、いずれかの時点でベースが遅くなっ

たため 5回生以上になるというケースについては、個

人の事情に応じた対応が必要となってくる o 48名の

うち、休学その他で今年度に卒業論文を書かない 4回

生が 11名いるので卒論提出予定者は 37名となる。昨

年よりやや多いとはいえ、ストレートで4回生になっ

た学生のなかに 5名の未提出予備軍がいるのは例年に

比べて高い割合となっている。勉強への取り組みに学

年のカラ ーがあるのではないかという印象を感じる状

j兄である。
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数からみた趨勢ではなく、個人に焦点をあててみる

と、卒業論文の出来が良いケースが例年一定数存在し

ており、本専攻で学んだ成果を発揮して卒業している。

2. 教員の動き

3月には、本学創立以来在職された奥野長晴教授が

定年を迎えられた。東京都庁を退職後、単身で赴任さ

れ 10年間を過された奥野教授の労を多としたい。奥

野教授の後任を公募 した結果、本専攻の石川義紀助教

授が候補者となり、今年度には教授として学務に当た

られることとなった。

また、昨年度に公募を していた環境政策論の担当者

として、 4月から錦揮滋雄講師が新たに赴任された。

錦揮講師は、東京工業大学で環境政策や環境計画を専

攻し、合意形成をめぐる問題に関心が深いので、本専

攻の教育・研究に活躍が期待される。

本専攻の教員定数が9名にもかかわらず 1名の欠員

が生じているので、今年度は講師の公募を行なった。

1月 10日の締め切りに 48名の方が応募され、現在選

考中である。順調にいけば、 4月からさらに 1名の講

師を迎えて新たな体制で来年度に|臨めそうである。

3. 専攻をめぐる動き

昨年度から本学で外部評価を行なうという決定がな

され、各学科・専攻ごとに外部評価委員会が設置され

ることになった。本専攻では、龍谷大学環境ソリュー

ション工学科の宗宮 功教授と立命館アジア太平洋大

学副学長の仲上健一教授が外部評価委員に就任され

た。 3月29日に本学でご両者から Il. 大学の理念・

学部の理念等について(進むべき方向と役割)、 2.

教育活動について、 3. 研究活動について(とりあ

げるべき研究活動、スタッフの充実等)、 4. 社会活

動について(なすべき地域貢献、学会活動等)、 5

組織運営について(事務処理、研究組織、研究支援体

制等)Jについて包括的な評価を受け、かつ長年にわ

たる大学教員としての経験を踏まえた貴重なご意見を

伺った。ここではその詳細には触れないが、今後の専

攻運営に生かしたい と考えている。

本専攻と環境 ・建築デザイン専攻とが一緒になって

環境計画学科を編成しているが、独立法人化して I年

後にそれぞれが学科として独立するという計画がほぼ

承認された。これは 2年ほど前から、両専攻で議論を

重ねてきたものであるが、ここにきてようやく一定の

方向で決着をみることになった。これと併行して、新

しい学科の名称や新カリキュラムの内容についての検

討が専攻会議で順次進んできた。来年度には、ほぼそ

の骨格が固まる予定となっている。

こうした環境計画学科の動きとは別に、 5月に環境

科学部の教員別担当科目一覧のデータ(担当 コマ数お

よび学生数)が学部長から全教員に配布された。これ

をみると、当専攻の教員の負担にかなりの差があるの

で、なるべく格差をならす方向で担当科目の再編を行

なうこととなった。これと新学科の構想とが関連 して

いるので、今年は両者を統合してカ リキユラムの再編

を議論している。

大学改革の一環という位置づけで、今年度から一般

研究費の評価配分が実施されることになった。評価基

準を決める過程でもその内容については種々の議論が

あったが、一応決定された基準に従って評価を実施し

てみると、本来評価がめざしている成果と評価基準と

が整合しないものが出てきた。この方式を今後そのま

ま踏襲するのは、時間がかかる割にその成果が今一歩

という問題があり、見直す必要があるというのが評価

に関する書類をまとめていて抱いた感想である。

環境計画学科環境 ・建築デザイン専攻の

一年

学生の状況

水原渉

環境計画学科長

環境・建築デザイ ン専攻主任

本年度は、推薦入試 10名(受験者 13名)、前期日

程試験 28名(同 122名)、後期日程試験 16名(同 58

名)の合計 54名の合格を出したが、 4名が入学手続

きを行わず、定員通りの 50名の入学者を得た。現時点、

2006年 1月末での 4年生以上の学生の進路などにつ

いては、就職内定者約 20名、進学者のうち大学院 13

名(うち外部 3名)、専門学校 l名などとなっている。

現在までの本年度の学生の異動は、休学中の学生

8名 (4年生以上 6名、 3年生 1名、 2年生 1名)で、

退学は 1名 (2年生)であった。なお長期留学生が l

名いる。

この問、本専攻の何人かの学生が賞を獲得した。昨

年度の卒業生(現在、本学 M1) の湯本佳子さんが団

地再生産業協議会主催の「団地再生卒業設計優秀賞」

を受賞した。また、3年生の尾田昌之君が、2005年度「京

町家学生コンペjで3位(奨励賞)を獲得、同じく 3

年生の「ストリートファニチャー -サイン」学生プロ

ポーザル(主催:独立行政法人「都市再生機構」本社)

で井上恵さんのIWooden FurnitureJが入賞している。

また韓国プサンにて 9月、滋賀県立大学と武蔵工業大

学と東亜大学との日韓河川アメニティワークショップ

67 -



に松岡研究室の学生中心に 14名参加し、 市役所にて

その成果を発表、学生合同活動がニュースとしてソウ

ル新聞に掲載されたことも、本年度に特筆すべき学生

活動と言えるだろう 。

毎年、最優秀卒業研究に授与される当専攻の EA賞

(論文)は大西優子さんに送られた。自分のふるさと

の伊根町のユニークな船屋群を対象に、その生業の息

づいていた姿を丁寧に調べ、生活と結びついた船屋の変

化をありありと提示していることが評価されたと思う。

今年、本専攻で学んだ学生で初めて博士号取得者が

生まれた。その卒業生は森井雄史君で、本年 3月、「木

造建物の被害経験に基づき耐震性能を考慮した地震時

損傷度予測手法に関する研究」という題目の論文を提

出、京都大学博士(工学)を取得した。学術の面でも

本学の教育が芽生え育っていると言えるだろう。

将来計画

最近の受験の傾向として全国的に受験倍率の低下が

あるが、その中で、本専攻でも倍率が低下してきてい

ることは事実である。現状は定員割れをするという様

なことはないものの、将来的に厳しい状況に陥らない

ようにするために今から“生き残り策"を考えていく

必要がある。

これには、当然ながら、受験生を引きつける魅力あ

る教育、そして卒業生が自信を持って就職、進学がで

きる教育を行っていく必要がある。

その方向で、本年度はカリキュラムの検討を行った。

これには授業内容の見直し、非常勤講師削減の問題、

JABEE認定を視野に入れたものでもあったが、分か

りやすい教育体系、科目間の関係など外部条件を受身

的に捉えるのでなく、積極的に充実させていく点で前

進があったと考えている。

来年度から独立行政法人化された本学の中で、研究

教育を進めていくことになるが、表面的な競争に、そ

して時流に流されて行くことのないように気をつけて

いかなければならないだろう。そのため、当然ながら、

滋賀という地の特性から「地の利Jを探しだし、また

環境科学部の学科・専攻構成を充分に活か していく必

要がある。

将来計画に向けては、上記のカリキュラムも含め、

一定、議論が積み重ねられてきている。2003年頃か

ら議論されてきた環境計画学科の環境・建築デザイン

専攻と環境社会計画専攻の学科独立の課題について、

4月7日の学科会議で学科構成員の「学科独立の意思

確認jが行われた。当初、独法化初年度に両専攻とも

学科体制にすることが追求されたが、“上部"の判断

によって、それは実現できなかった。これは独法化の

初期の時点で行われるべき課題として残されているが

(位置づけられているのではない)、当専攻としても暖

昧にせずに更に追求していく必要がある O このことで、

両専攻の特性と環境科学部の(構成の)ユニークさが

鮮明にされ、学部内の相互の“低い壁"と相まって専

門化と総合化の教育・研究的機能をよりうまく促して

いけると考える。

教員の異動

教員の側については、 3月末日を持って構造力学分

野の福本教授が定年退職され、代わって新しく布野教

授を、そして、更に、これまで懸案となっていた講師

職に山本講師をお迎えした。

福本先生には構造力学分野でも特に耐震構造、中で

も、滋賀の地にも多く建てられている在来工法による

木造住宅の耐震性について先進的、精力的に研究して

こられ、また卒業研究、大学院教育を通して、多くの

学生の耐震、木造の教育に力を入れてこられた。

新しく赴任された布野先生、山本先生とも東南アジ

アの都市、集落、建築にお詳しく、教育経験も豊富で、

環境・建築デザイン専攻と しても強力な陣容を得たと

考えている。

非常勤講師の削減

自治体の財政難の影響もあり、昨年度から非常勤講

師の削減が求められている。地方の規模の小さな大学

で建築学の教育を十全に、そして多様に行うためには、

非常勤の先生方の力を借りることも必要であるが、あ

る程度はやむを得ないことである。しかし、県当局の

一方的な「非常勤講師削減」という課題で、突きつけ

られてきたことは、我々として少し残念と思う 。それ

はともあれ、教育内容の見直しを行い、削減された分

を現有の教員の努力で行うこともすでに始めている。

外部評価

今年度には初めて外部評価を受けた。外部評価をお

願いしたのは仙田満愛知産業大学大学院教授と森田司

郎日本建築総合試験所理事長(京都大学大学院名誉教

授)であった。指摘された点は大凡以下の通りである。

環境という軸を打ち出した滋賀県立大学、環境科学

部、環境建築学のユニークさはもはや多くの大学で環

境が取込まれている中で色があせてきている。他大学

の情報を収集するなどして、環境・建築デザインの研

究教育の独自性と理念を明確にする必要がある。他学

部とのコラボレーションなども押し進めていく必要が

ある。教育成果を学生が学会論文として発表できるよ

うに努力すること(そのためには旅費援助なども検討

が必要となる)。どういう人材を育てるべきか明確に

すること。UIA、JABEE対応を考えると学部と大学
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院のつながりを強化する必要がある。非常勤講師の積

極的活用、客員教授の活用検討も考えてはどうか。

科研費の応募の増加。競争的経費を若手研究者が獲

得できる仕組みを提案して欲しい。環境こだわり県で

ある滋賀県が従来の枠を離れた環境総合系を創設する

など大学が県当局に働きかける必要がある。

現代 GPの採択など(建築・デザイン専攻教員が大

きな役割を果たしている点も併せて)高く評価する。

総合コンサルタント的機能など社会の要請、社会の

リードの機能が求められる。入試については少子化傾

向の動向からすれば頑張っている。

以上、貴重なご意見として、そして内発性を大切に

しながら、今後の実践に生かしていきたい。

生物資源管理学科の一年

川地武

生物資源管理学科長

生物資源管理学科の一年は春に始まり、秋に終わる。

春は生物を扱う先生や学生が多いせいか、種まきや苗

の植付け、水田の耕起など野外作業が始まり、圃場は

活気にあふれる。そこに、卒業研究で生物を扱う新4

回生が混じり、教師や技師も生き生きとする。生物を

直接扱うことのない教員にもその雰囲気が感染し、や

はり何か心うきうきする。今年の夏は獄暑であったが、

夏休みも水遣りや計測に追われる学生や教員の姿が圃

場に見られた。オープンキャンパスには高校生の圃場

ツアーがある。当学科の特徴のひとつであるだけに、

圃場見学者には良い印象を与えたい。ここでまた関係

者は苦労する。秋、実りの季節である。やはりメイン

は米である。研究用とはいえ、おいしい米が出来たか、

気になる。学生諸君が稲の生育環境や代謝状況などの

調査を行った、最後の成果物である。研究室によって

はこの成果物を湖風祭の模擬庖の商品に加工し、出来

栄えを消費者に聞く 。ここまで来ると当学科の学生も

教員も 主な仕事場を屋内に移す。ここからは、分析、

データ整理、評価、報告書作成、論文執筆である O そ

して、 2月には発表会。今年のできの最後はここで披

露される。わが生物資源管理学科の一年のサイクルで

ある。教育機関に共通するサイクルであるが、当学科

では一層はっきりとした形で回るサイクルであり 、生

物や圃場を研究の対象や手段としない私のような教員

にとっても、この地球・生命サイクルと 一体化したリ

ズムで仕事ができることは一種の快感である。

大学には現在いろんな波が押し寄せてきている O 受

験生の減少、独立行政法人化、大学問競争の激化、大

環境科学部・環境科学研究科ーこの1年一

学の大衆化と国際化等々。これらを前に、 しばし作戦

タイムを取り、戦略を練って乗り切りたいが、そうも

行かないのが大学である O 開庖営業しつつ、将来構想

を練り、そのための布石を打つのはなかなか容易で、は

ない。当学科でも受験生が減少気味、入学後の勉学方

向が発散傾向、卒業生の就職内定率もまだまだ。希望

職種への就職はなおさら。この状況を打開するには、

しっかりした戦略と実行力が必要である。また、少々

時間もかかる。学科の理念も教員間で一致しているわ

けではないが、学科では法人化後へ向けて組織や教育

カリキュラムの見直しに着手した。走りながら考え、

ベターな方向へ舵を切りやすい環境を作るのが今の大

学の状況かも知れない。法人化は前向きにとらえれば、

大学の自立性を向上するチャンスでもあろう 。我々の

構想力、集中力、行動力が問われる。

この一年は新任学科長として試行錯誤の日々であっ

た。研究費配分、非常勤講師削減、定年退職される教

員の補充人事など期限っきの案件が多く、十分な議論

を経ないで見切り発車したものもあった。その是非は

後日の判断を待つことにしたい。9月には岩間助手が

一年の海外研修から帰り、 12月には当学科と しては

新分野である水産資源を担当する杉浦助教授が着任し

た。彼らの新たな発想、パワーに期待したい。

環境科学研究科

環境動態学専攻の一年

三田村緒佐武

環境動態学専攻長

環境動態学専攻長に就任して約 2年になろうとして

いる。この間，動態学専攻長の重責を果たすことがで

きたとはとても思えないが，何とかこなしてこられた

のは，構成員の方々の暖かいご支援のたまものだと感

謝している。

l.教員資格審査

昨年度，環境科学研究科で審議 ・承認された研究科

の資格審査基準「大学院環境科学研究科博士課程特別

研究担当教員の資格審査基準」と環境動態学の審査基

準要項「環境動態学専攻特別研究担当教員の資格基準

要項」に基づき，本専攻の全講義担当専任教員(教授，

助教授，講師)に対して環境動態学専攻特別研究担当

の資格審査が実施され，有資格者が環境科学研究科会

議で認定された。なお，新任教員の該当者についても

向上の手続きが実施された。
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2. 入学試験改革

昨年度，環境動態学専攻博士前期課程入学試験の内

容を研究科の理念をより充実させるため，入学試験検

討委員会を発足させた。これに基づいて今年度の入学

試験が実施され，環境動態学専攻が求める学生が来年

度から在学するものと期待される。

3.大学院生の動向

環境動態学専攻博士課程に在籍している大学院学生

は次のごとくである。博士後期課程の3学年に 12名(こ

のうち生態系保全研究部門が7名，生物生産研究部門

が 5名)が在籍している O 彼らは博士の学位取得を目

指して日々研究に励んで、おり 本人の人格形成にとっ

てまことに有為なことと考えられる。 しかしながら，

新設大学院の常ではあるが，研究科の歴史は浅く伝統

がないことに起因し，学術研究の方法論酒養が未完成

であるため，彼らの中には学位取得とその基礎となる

論文作成にとまどいが見られるように感じ取れるのは

思いすぎであろうか。怒涛の勢いのごとく博士学位の

取得者が現れ，本学環境科学研究科の学問理念・思想、

を世に広めていただきたいと願っている O なお，博士

後期課程の 2学年には l名(生物生産研究部門)，そ

して 1学年に 7名(このうち生物圏環境部門が l名，

生態系保全部門が3名，生物生産部門が3名)が在籍

している O 一方，博士前期課程には 2学年が27名(こ

のうち生物園環境コースが5名，生態系保全コースが

15名，生物生産コースが7名)， 1学年は 18名(こ

のうち生物園環境コースが6名，生態系保全コースが

5名，生物生産コースが7名)が在籍し環境動態学の

各コース・諸領域において新たな環境科学の創造に向

けて学究している。

なお，昨年度末，滋賀県立大学学位規定に基づき博

士後期課程の学生 l名(生物園環境研究部門)に博士

(環境科学)の学位が授与された。

環境計画学専攻の一年

秋山道雄

環境計画学専攻長

環境計画学専攻は、地域環境経営コースと環境意匠

コースからなる O 前者は、学部の環境社会計画専攻に

所属する全教員と生物資源管理学科に所属する社会科

学系の教員 4名によって構成されている。後者は、学

部の環境・建築デザイン専攻に所属する全教員によっ

て構成されている。そのため、通常の教育・研究活動

はコースごとに行なわれており、専攻共通で、実施して

いるものはごく少数である。そこで、この欄では専攻

に共通する事項についてのみ触れ、詳細は各コースの

記述に委ねることとする。

昨年度から研究科担当教員の資格審査が始まってい

るが、その結果を大学院の募集要項に表記して、受験

生に志願の際の便宜を図ろうということが決まった。

特に後期博士課程に進学する際、指導を希望する教員

が担当できないという事態を事前に防ぐためである。

環境科学研究科では、環境動態学専攻・環境計画学

専攻のいずれでもすでに課程博士が出ているが、論文

博士についてはこれまで、審査の規定がなかった。そこ

で、両専攻および各コースの研究内容や研究スタイル

等を吟味しつつ、ょうやく論文博士学位申請・審査の

内規がまとまった。これにもとづいて、今年は論文博

士の学位申請が出されるようで、学位審査に関する体

制が整ってきた。

地域環境経営コースの一年

秋山道雄

地域環境経営コース長

2005年 3月に 4名の博士前期課程の院生を送り出

し、 4月に 6名の博士前期課程の院生と 1名の博士後

期課程の院生を迎えて、今年度が始まった。

1. 院生の動き

新入院生の 6名と 1名に加え、博士前期課程2回生

5名、博士後期課程2回生 2名、同 3回生 1名となっ

ていて、総勢 15名である O 定員が博士前期課程の各

学年で6名、後期課程の各学年で2名であるから、今

年度は定員をやや下回っている。昨年度は、前期課程

と後期課程の院生を合わせると定員を上回っていた

が、年度の変わり目で前期課程2名、後期課程3名の

退学者があって、結果的に今年度のようなメンバーと

なった。大学院に入った院生が中途で退学するという

のは、やむを得ない事情の院生がいるとはいうものの

残念なことである。研究の焦点が定まらなかったり、

研究の方向を見失った結果去っていくというケースも

あって、この辺りは研究指導の仕方に工夫を要すると

ころであろう 。

年に 3回の論文中開発表会を聞いて、コースの教

員全員が各院生の進捗状況をみていると、入学時か

ら時間が経つにつれて視野が広がり、報告内容が前

進している発表もある O こうした点をみると、院生

相互が切薩琢磨する機会をもって、積極的に勉強を

進める院生から刺激をうけるといった営みが必要か
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もしれない。

2. コースをめぐる動き

当コースは、環境社会計画専攻の教員全員と生物資

源管理学科の社会科学系教員 4名とから構成されてい

て、発足時から学部と大学院のねじれ現象が指摘され

てきた。それを克服するためには、生物資源管理学科

の4教員の配属を再編して学部と大学院の構成が一致

するようにする必要があった。今年度には生物資源管

理学科で話し合いが行なわれた結果、 4名のうち 2名

は生物資源管理学科に残り、あと 2名は環境社会計画

専攻に移ることが決定された。.これが実行されるのは

2年先の予定であるが、これでようやくねじれ現象を

解消し、学部と大学院を一体として教育・研究のあり

方を考える素地が生まれることになった。学部では、

新たに加わるであろう 2名の教員を加えた際のカリ

キュラムのあり方が検討され始めている。そこで、当

コースでも再編後のカリキュラムや研究の進め方につ

いての検討を始める予定である O

12月には、こうした動きの一環として、教員と院

生合同の検討会を聞いた。今回が初めての会合なので、

主として院生が現在の大学院についてどう受けとめ

ているかを聞くこととした。院生の要望のなかで、論

文を書くということについて問題の設定から技術的な

事柄までまとまった指導の機会が欲しいというものが

あった。論文指導については、ゼミ担当の教員が個別

に行なっているが、講義のような形式では行なってい

ないので、今後の検討課題となる。この話し合いの結

果、院生各自の取り組んで、いるテーマについての研究

史をまとめるという課題を課し、年度末の中開発表ま

でにまとめるということが決まった。大学院改革に関

する議論を深めていく過程で、さらに改善点が出てく

るのが期待される O

環境意匠コースの一年

柴田いづみ

環境意匠コース長

平成 17年度の終わり、異常気象と言われる豪雪の

冬を迎えています。各地での被害は過疎、高齢化社会

問題を浮き彫りにしていました。また、 2005年暮れ

に起きた姉歯問題は、建築界としても襟を正し、建築

の倫理を再考するきっかけですが、今回のような「新

規に竣工した基準不適格建物」以上の数の「新耐震が

施行された 1981年以前の建物の耐震補強」も、急が

なければならない建築界の大きな課題となっています。

環境科学部・環境科学研究科ーこの1年一

意匠コースにおける今年度の在籍は以下、計22名

になります。(休学7名を除く)

D 3 : 1名、 D1・1名、 M4:1名、 M3:1名、

M2:5名、 M1 1 3名(その内外国人枠 1名)

また、今年度は論文博士の規定「滋賀県立大学環境

科学研究科における論文提出による博士の学位授与に

関する内規」が整備され、意匠コースでは、 2名の応

募がありました。課程博士も含めて以下の 3名が博士

の学位を授与されました。

課程博士:西村勝尚

[建築における長寿命化・省資源化に係る構造技

術に関する研究]

論文博士:長能正武

[震災リスクマネジメントに関する研究]

堀田洋之

[地盤・基礎・地下構造物の変形と環境上の諸問

題に関する研究]

本年度は、平成 18年度4月からの大学院カリキュ

ラムの変更を協議してきましたが、以前に大学院教務

委員会での合意事項に基づかなければならない為に、

平成 19年度からの変更と、合意事項に合わせたオム

ニパス方式を再度協議することとなりました。

参考の為に、以下に合意事項(研究科会議 2001年 12

月承認)を記しておきます。

環境科学研究科教務委員会 2001年 11月22日

隔年開講の受け入れの考え方

隔年開講に関しては、教務委員会での検討の結果、

以下の基準案を作成しました。

これは、そこにあるように試行的に行い、適時見直

しをするものとしたいと考えています。基準決定後、

希望があれば各コース教務委員に届けてください。

隔年開講が、担当授業の目的に照らして、教育効果

の面で本当に意義がある場合に限るなど、慎重に検討

をお願いします。

ちなみに、他学部では、 2001年度時点では全く隔

年開講は行っておりません。環境科学部の既存の隔年

開講科目(前回の研究科教員会議で提示したもの)は、

昨年度に新規開講として認められたものです。

-隔年開講方式の適用基準・

l.研究科共通科目については隔年開講を認めない。

理由 共通科目は、環境科学部の重要科目であり、
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また出来るだけ早い時期(1回生時)に修学

をさせることが意図されている。

2. オムニパスの講義は原則として隔年開講を認めな

い。但し、担当教員の半数以上が他にも科目を担当

しており、当該の教員 1人当たりの大学院担当時間

数が1年で 15講以上の場合は、この限りではない。

オムニパス講義で隔年開講とした場合の配置は前

期とする。

3.一人担当の講義の場合は、研究科共通科目を除き、

隔年開講を認める。但し、配置は前期とする。

理由:前期に配置するのは、後期にした場合、 2

回生時に受講せざるを得ない状況が必ず発生

し、修士研究の妨げになる可能性があること

による。

5. 隔年開講を開始する場合には、履修の手引きで開

始の一年前に予告をする。

理由:受講の機会の均等を保障するため。

6.本規則は必要に応じて見直しを行う O

理由:一定の経験の後、教育効果の評価を行い、廃

止も含め適正なあり方を検討するため。
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-専門分野 マテリアルフローコスト会計

-来訪目的 学部主催環境セミナー「インダストリア

ル・エコロジー講演会」参加のため

環境生態学科

1.著 書

長津和也編 (2005)カイアシ類学入門ー水中の小さな巨

人たちの世界一.凹室主 p.l62-174果報は眠って待

て?! カイアシ類の休眠戦略，東海大学出版会，神

奈川.

藤永太一郎監修，宗林由樹， 一色健司編 (2005) 海

と湖の化学ー微量元素で探るー.主土屋監萱.第 I部1.7

「マンガン ー最もアクテイブな微量元素-J.第 H部

11.1 IマンガンJ.京都大学学術出版会，京都.

西野麻知子，浜端悦治編 (2005)内湖からのメッセー

ジー琵琶湖周辺の湿地再生と生物多様性保全ー. 三

田村緒佐武，盈墜直)JJt. 8章 -1I内湖の水質特性J.

サンライズ出版，彦根.

2. 論文 (学会誌およびそれに準じる学術，技術雑誌

およびプロシーデイングに掲載されているもの)

Paffenhofer. G.A.. A. 1anora. A. Miralto. JT. Turner. 

G.S. Kleppel， M. Ribera d'Alcala. R. Casotti. G.S 

Caldwell. G. Pohnert. A. Fontana. D. Muller-

Navarra. S. Jonasdottir. V. Armbrust. U. Bamstedt， 

S. B担.M.G. Bentley. M. Boersma. M. Bundy. 1. 

Buttino. A. Calbet. F. Carlotti. Y. Carotenuto. G 

d'ppolito. B. Frost. C. Guisande. W. Lampert. R.F. 

Lee. S. Mazza. M.G. Mazzocchi. JC. Nejstgaard. 

S.A. Poulet. G. Romano. V. Smetacek. S. Uye. 

S. Wakeham. S. Watson and T. Wichard (2005) 

Colloquium on diatom-copepod interactions. 

Marine Ecology Progress Series 286: 293-305. 

Shinada. A.. S. B亘旦.Y. Yamada and T. 1keda (2005) 

Seasonal variations of plankton food web structure 

in the coastal water off Usujiri southwestern 

Hokkaido. J apan. J ournal of Oceanography 61: 

645-654. 

Akatsuka.1.. T. Nakajima. N.皇otoand Q. Mitamura 

(2005) Denitrification activities in epilimnetic 

sediments in littoral wetland areas of Lake Biwa. 

Verhandlungen 1nternationale Vereinigung fur 

Theoretische und Angewandte Limnologie 29: 

982-988. 

Kihira. M~. Nι♀旦旦 and0. Mitamur~ (2005) 

Horizontal distribution and seasonal change of 

picophytoplankton in surface water of Lake Biwa. 

The Korean Journal of Limnology 38: 12-16. 

Takemura. S"宜ι五旦旦 and0. Mitamur~ (2005) 
Environmental pollutions drained from highway 

pavement road. The Korean Journal of Limnology 

38: 58-61. 

五♀旦ι主主.and K. Araya (2005) Notes on Ceracuρes 

arrowi (Coleoptera. Passalidae) from Vietnam. 

Elytra 33: 265-266. 

五♀n，M.. K. Araya and Y. J ohki (2005) A new 

subspecies of Leptaulax riekoae (Passalidae. 

Coleoptera) from Myanmar. with a new record of 1. 

riekoae from Laos. Kogane 6: 47-50. 

E旦旦ι主主.Y. J ohki and K. Araya (2005) Passalid 

beetles (Coleoptera. Passalidae) collected from 

the Malay Peninsula. with descriptions of two 

new species of Pelopides and Leptaulax. Elytra 33: 

531-542. 

五♀旦ι主1;.and T. Ochi (2005) Onthophagus (0励 oPhagus)

kashizakii， a new replacement name for O. 

(0.) borneomontanus Ochi et Kon (Coleoptera. 

Scarabaeidae). Elytra 33: 664. 

Hanatsuka.M.. K. Masumoto and盟ι玉旦旦 (2005)

A new Isomira (Coleoptera. Tenebrionidae. 

Alleculinae) from 1shigaki 1sland of the Ryukyus. 

Elytra 33: 413-416. 

Maekawa. K..日ι玉虫 andK. Araya (2005) New 

species of the genus Salganea (Blattaria. 

Blaberidae. Panesthiinae) from Myanmar. with 

molecular phylogenetic analyses and notes on 

social structure. Entomological Science 8: 121-129. 

Maekawa. K..盟主金色 T.Matsumoto. K. Araya and 

N. Lo (2005) Phylogenetic analyses of fat body 

endosymbionts reveal differences in invasion times 

of blaberid wood-feeding cockroaches (Blaberidae: 

Panesthiinae) into the J apanese archipelago. 

Zoological Science 22: 1061-1067. 

Ochi. T. and盟ι玉旦 (2005)N otes on the 

coprophagous scarab-beetles (Coleoptera. 

Scarabaeidae) from Southeast Asia (V1). Three 

new taxa of the tribe Coprini from Borneo. 

Entomological Review of Japan 60: 69-74. 

Ochi. T. and盟ι」包旦 (2005)N otes on the 

coprophagous scarab-beetles (Coleoptera. 

Scarabaeidae) from Southeast Asia (VII). Three 

new species of Onthoρhαgus (Phanaeomorphus) 
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from Borneo. Entomological Review of J apan 60: 

75-82. 

Ochi. T. and盟ι..K♀旦 (2005)N otes on the 

coprophagous scarab-beetles (Coleoptera. 

Scarabaeidae) from Southeast Asia (VIII). Six 

new species of Onthophagus (Parascatonomus) and 

a new subspecies of O. (P.) katoi from Borneo. 

Entomological Review of Japan 60: 83-98. 

Ochi. T. and盟ー玉♀旦 (2005)Notes on the 

coprophagous scarab-beetles (Coleoptera. 

Scarabaeidae) from Southeast Asia (IX). A new 

species of OnthoPhagus (Onthophagus) from Borneo. 

Kogane 6: 59-64. 

Ochi. T. and盟ι玉旦 (2005)Notes on SinaPhodius 

sulawesiensis (Coleoptera. Scarabaeidae. 

Aphodiinae). with a key to the species of 

Sinaphodius. Kogane 6: 81-82. 

Ochi. T. M. Kawahara and日.K旦 (2005)Trogidae 

(Coleoptera) from Borneo. with description of a 

new species of Trox and a new record of T scαber. 

Kogane 6: 65-70. 

Ochi. T.. M. Kawahara and 盟~旦 (2005) A new 

species of Copris (Coleoptera. Scarabaeidae) 

from Myanmar. J apanese J ournal of Systematic 

Entomology 11: 275-278. 

kurashi只e.y..K. Ikejiri. S. Suzuki and K. Hirakawa 

(2005) Sandy sediment supply due to intensibe 

cultivation during the 20th Century in the Toberi 

River basin. Hokkaido. J apan. Transactins. 

Japanese Geomorphological Union 26: 131-149. 

Nomivama.I.. Y. Kurashig~. T. Morikawa and H. 

E益豆皇室笠亘 (2005)Landform processes have great 

impacts on the establishment and distribution of 

common reed (Phragmites australis) populations. 

Transactions. J apanese Geomorphological U nion 

26: 225-238. 

Urabe. ].， T. Yoshida. T. B. Gurung. T. Sekino. N 

Tsugeki，K. Nozaki.日ι盟日旦.E. N akayama and 

M. Nakanishi (2005) The production to respiration 

ratio and its implication in Lake Biwa. J apan. 

Ecological Research 20: 367-375. 

Urabe.M. (2005) Cercariae of a species of 

Philophthalmus detected in a freshwater snail， 

Semisulcospira libertina. in J apan. Parasitology 

International， 54: 55-57. 

Shimazu. T. and盟ι平工主主主 (2005)Digeneans found 

in freshwater fishes of the Uji River at Uji. 

Kyoto Prefecture. and the Takami River at 

Higashiyoshino. Nara Prefecture. Japan. J. Nagano 

Pref. Coll (in press) . 

Yoshida. R. and M. Urab~ (2005) Life cycle of 

Coitocoecumρlagiorchis (Trematoda: Digenea: 

Opecoelidae). Parasitology International 54 : 

237-242. 

3. 報告書，その他著作，一般向け記事

1)科研費他外部研究費による研究の成果報告書

盆産直盛 (2005)本学特別研究費，平成 16年度特別研

究実績報告書，励起蛍光法による植物プランクトン

の基礎生産の推定.

三田村緒佐武，盆産直nli:(2005)本学特別研究費，平

成 16年度特別研究実績報告書，琵琶湖生態系の環

境動態と富栄養化に関する研究

浦部美佐子 (2005)平成 16年度河川整備基金助成事業

報告書，魚類寄生虫群集から見た河川水質および生

態系評価.

2)受託研究等の報告書

金室主匡 (2005)天野川の清流度 倉茂好匡 (研究代

表者).天野川流域自然環境等実態調査研究成果報

告書

金蓋笠匡，金主蓋i二(2005)天野川流域の地形的特徴

倉茂好匡(研究代表者)天野川流域自然環境等実態

調査研究成果報告書.

全韮蓋主二，盆草壁匡 (2005)天野川の河床形態. 倉茂

好匡(研究代表者).天野川流域自然環境等実態調

査研究成果報告書

主星差圭，盆蓋妊匡 (2005)天野川に散乱するゴミの

実態. 倉茂好匡(研究代表者).天野川流域自然環

境等実態調査研究成果報告書.

三田村緒佐武 ，主星韮萱，盆藍亘nli:(2005)河川・湖沼

におけるシリカ循環の生物地球化学過程に関する研

究.平成 16年度研究成果報告書.原島省(研究代

表者 ).グローパル水循環系のリン・窒素負荷増大

とシリカ減少による海洋環境変質に関する研究.

3)新聞， 一般向け雑誌等への解説記事など

ij~ EEI童五 (2005)連載記事 「琵琶湖と環境」環境ホル

モン研究. 2005 年 3 月 7 日 ~ 5 月 23 日(全 11 回).

中日新聞広域滋賀版.

近韮盟 (2005)クロツヤムシ科.昆虫と自然 40(8): 

11-14. 
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近韮I主，荒谷邦雄 (2005)メキシコ紀行:特にクロツ

ヤムシについて.偲角通信 10:53-58. 

近監主主，荒谷邦雄，常喜豊 (2005)クロツヤムシ雑記 (2)

ミツノクロツヤムシ属の微小生息場所の探究.間角

通信 11:67-70. 

亀田佳代子，小嶋健司，近雅博，武本大輔，八尋克郎

(2005)飛ばない虫と飛ぶ鳥との遭遇，カワウの営巣

と森林の甲虫類との関係一歩く 宝石オサムシ，飛ば

ない見虫のふしぎ発見一.八尋克郎編，滋賀県立琵

琶湖博物館， 94-95. 

森豊彦，近韮盟，岩田隆太郎，荒谷邦雄 (2005)メキ

シコのベラクルス州とオアハカ州の自然と昆虫の多

様性.偲角通信 10:45-52. 

五星韮萱 (2005)海水中銅のスベシエーションおよび

配位子の解明.月刊海洋号外 39 : 61-68. 

五星韮萱 (2005)淡水における金属のスペシエーショ

ン.海洋化学研究 18 (2) : 61-68. 

南秀樹，北畑謙一，土井崇史，小畑元，丸尾雅啓，中

口譲，加藤義久 (2005)海洋における懸濁粒子の化

学組成と間隙水を経由する物質の拡散フラックス

月刊海洋号外 39 : 104-113. 

浦部美佐子 (2005)書評「魚類寄生虫学J(小川和夫著，

東京大学出版会)日本生態学会ニュースレター 7:

32-33 

4.学会等への発表

E主旦~.， .s Kimurel， S. Imura， S. Kudo and M. 

Matsuzaki (2005) Characteristics of plankton 

community structure in hyper-saline meromictic 

Lake Suribachi Ike as compared with other 

freshwater lakes around Syowa Oasis. 28th 

Symposium on Polar Biology， Tokyo. 

直控室企，些盤呈， 戸田龍樹，川口創，平野保男，松

田乾 (2005)人工飼育下におけるナンキョクオキア

ミの成長及び再生産.2005年度日本海洋学会春期

大会，東京.

Klmura， .s.， S. B亘旦， S. Imura， S. Kudoh and M. 

Matsuzaki (2005) E長 ctof Environmental gradient 

on structure of microbial communities in Antarctic 

lakes around Syowa Oasis， 2005 ASLO Summer 

Meeting， Santiago de Compostella. 

T(imura.S.，皇ιBa旦， S.Imura， S. Kudo and M 

Matsuzaki (2005) Vertical structure of microbial 

communities in two saline lakes. 28th Symposium 

on Polar Biology， Tokyo. 

杢並盛壬，生盤圭，井村智，工藤栄，松崎雅広 (2005) 

南極昭和基地周辺の湖沼における微生物群集に

対する環境勾配の影響.日本陸水学会第 70回大会，

大阪

Matsuzaki， M.， S. Ban， S. Kudoh， S. Imura and Y. 

Takahashi (2005) Analysis of bacteria which are 

capable of dimethyl sulfoxide. 28th Symposium 

on Polar Biology， Tokyo. 

Miyake， E.， T. Sawabe， M. Matsuzaki， S. Imura and S. 

E亘旦， (2005) Comparison of free-living and particle-

attached bacterial communities in Lake Suribati. 
Antarctica. 28th Symposium on Polar Biology， 

Tokyo. 

Naganuma， T.， S. B豆旦 andS. Imura (2005) Euryhaline 

halophiles from the meromictic lake， Suribati Ike， 

Antarctica. 28th Symposium on Polar Biology， 

Tokyo 

E辿益生♀.，主主担， M.MaruQ and ~旦h旦 (2005)
Chemical characterization of refractory organic 

substances in Lake Biwa， J apan Interantional 

Chemical Congress of Pacific Basin Societies: 

Pacifichem 2005， Honolulu， HW， USA 

Sawabe， T.， E. Miyake， M. Matsuzaki. S. Imura and呈

E担， (2005) Microbial ecosystem of Lake Suribati. 
Antarctica. 28th Symposium on Polar Biology， 

Tokyo. 

主主旦主主ι-.1.，主E亘旦 andM. Kumagai (2005) Evidence 

of lateral transport of nutrients by internal 

waves in Lake Biwa， Japan? 2005 ASLO Summer 

Meeting， Santiago de Compostella. 

盤塁主盟，生盤主，主旦萱二 (2005)6種類の餌藻類

による槙脚類 Eodiaptomusjaponicus再生産の違い.

日本陸水学会第 70回大会，大阪.

立旦』夏孟 (2005)ヒマラヤ環境史(2).雪氷学会，旭川.

盈塵亘盛，宮崎はるな，寺井久慈，石田典子，二83t土
盆生主 (2005)PAMクロロフィル蛍光計による植物

プランクトンの光合成活性の測定. 日本陸水学会第

70回大会，大阪.

圭墜盈圭，盆産車盛， 三田村緒佐武 (2005)琵琶湖沿

岸域湿地帯における脱窒に及ぼすヨシ群落の役割.

日本陸水学会第 70回大会，大阪.

安備かおり，盆塵亘盛，三田村緒佐武 (2005)木津川

砂州上のタマリにおける栄養塩現存量の変動と一次

生産. 日本陸水学会第 70回大会，大阪

室盤圭圭，盆産直$:， 三田村緒佐武 (2005)琵琶湖湖

底堆積物からの溶存態ケイ素の回帰. 日本陸水学会

第 70回大会，大阪.

垣血盟主，中島拓男，盆産車$:， 三田村緒佐武 (2005)

琵琶湖北湖における湖底堆積物中の硫黄化合物と硫

黄酸化細菌 Thioplocaの分布 日本陸水学会第 70
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回大会，大阪.

起主宜主屋監正直，盆産車nX:， 三田村緒佐武 (2005)

PAM法を用いた植物プランクトンの光合成活性

(Fv/Fm) とアルカリフォスファターゼの関係. 日

本陸水学会第 70回大会，大阪.

Matsuura.y.， N.阜otoand Q. Mitamur;! (2005) C:N:P 

ratios of epilithic periphyton in Lake Biwa and its 

catchment basin. The Second J apan-Korea J oint 
Symposium on Limnology， Osaka 

盤通量盟，盆産直nX:， 三田村緒佐武 (2005)琵琶湖と

その集水域における付着藻類の生元素比と光合成活

性. 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究会.奈良

宮崎はるな，盆産車盛，三田村緒佐武 (2005)PAM法

による植物プランクトンの光合成活性と各環境因子

との関係. 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究会.

奈良

屋監正盤，盆藍直盛，三田村緒佐武 (2005)懸濁態の

炭素:窒素・リン比から見た琵琶湖内湖植物プラン

クトンの栄養状態の評価. 日本陸水学会近畿支部会

第 16回研究会.奈良.

旦皇丞旦，産翠盈主，盈産直盛， 三田村緒佐武 (2005)

琵琶湖における亜酸化窒素の分布変動.日本陸水学

会近畿支部会第 16回研究会.奈良

宣旦堕壬，盆藍亘盛，三田村緒佐武 (2005)琵琶湖の

溶存有機物の分解における制限因子としての栄養

塩 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究会.奈良

E迅ιヱ， T. Kurata， Y. Yamada， T. Kunimatsu， N. 

Tatarazako， S. Osaki， M. Ogawa， F. Shiraishi and H. 

Shiraishi (2005) Induction of Estrogenic Activitiy 

in the Non-Cropping Paddy Field Receiving a 

Rural Sewage Effluent. SET AC North America 

26th Annual Meeting， Baltimore， USA. 

阻革亘，小林一郎，近韮盟 (2005)アユモドキの産卵

特性 産卵環境と産卵条件について.日本魚類学会，

仙台

阻益亘，小林一郎，近韮主主 (2005)アユモドキの産卵

遡上について第 40回魚類自然史研究会，京都.

阻量宣，小林一郎，近韮主主，前畑政善 (2005)アユモ

ドキの卵発生と鮮化仔魚の付着行動について.第

41回魚類自然史研究会，各務ヶ原.

返旦主0'Ii，近韮主主，lI!f盟車産 (2005)滋賀県湖東地域

における植生タイプからみた果実をめぐる鳥類の季

節的な移動. 日本生態学会第 52回大会，大阪.

Ssuzuki.S.， S. Kitamura，盟~旦旦， P. Poonswad， P. 

Chuailua， K. Plongmai， T. Yumoto， N. No旦み T.

Maruhashi and P. W ohandee (2005) Activity 

patterns of terrestrial mammals observed by using 

camera trapping. IX International Mammalogical 

Congress， Sapporo 

主旦2些ム-.5..， S. Kitamura，盟ι玉豆旦， T. Yumoto， P. 

Poonswad， N. Noma and C. Suckasam (2005) 

The breeding season of three sympatric rodents 

in Khao Yai National Park. Thailand， IX 

International Mammalogical Congress， Sapporo. 

盆杢盈企，北村俊平，近韮盟， Poonswad Pilai.湯本

貴和，霊園車産， Suckasam Chumphon (2005)タイ・

カオヤイ国立公園におけるネズミ類の繁殖パターン

と果実との関係. 日本生態学会第 52回大会，大阪.

企韮匡輩，盟並主塁，企竪盤壬 ~~æ室主 (2005)
林地渓流水の窒素濃度と地質 9.北陸地方におけ

る高濃度硝酸塩流出林地の分布. 日本陸水学会近畿

支部会第 16回研究会，奈良

企監担壬，盟藍主皇， ~~旦室主，主旦畳二 (2005) 林
地渓流水の窒素濃度と地質 8.岩石中腐植性蛍光

物質の分子量分布と窒素化合物の存在形態.第 39
回日本水環境学会年会，千葉.

孟主主l盤，圏益重皇，盟E室主 (2005) ヒノキ林の汚

濁負荷流出の特徴 3.小流域試験地の渓流水質分

布.第 39回日本水環境学会年会，千葉.

Kurashi田 .y.(2005) Monitoring of thicknes of river-

bed sediment during runoff events: case studies 

of four rivers in J apan. Sixth International 

Conference on Geomorphology， Zaragoza， Spain. 

盆亙笠匡 (2005)出水時の河床堆積物層厚変化・ 4河川

での観測事例. 日本地形学連合 2005年秋季大会，

名古屋

金主蓋ι，金亙亙匡 (2005) 滋賀県天野川の河床型に

関する水理学的評価. 日本陸水学会近畿支部会研究

発表会，奈良

丞且皇9;0，金亙妊K 主旦査二，主屋監萱 (2005)琵

琶湖と流入河川(天野川)における溶存態銅濃度の

季節的変動. 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究

発表会，奈良

Nomlvama.T.， K. Hirakawa， y. Kurashig~， T. 

Morikawa and H. Hase叉aw;!(2005) Relationship 

between landform process and reed distribution. 

PAGES (Past Global Changes) Second Open 

Science Meeting Beijing， China. 

豊里，UJ堂，矢野健太郎，生主主主，重且盆蓋，森川利信，

盆草壁匡，主査且主主(2005) 湿原のヨシ自然集団に

おけるクローン構造の解析. 日本植物学会第 69回

大会，富山.

主星蓋圭，盆亙笠匡 (2005) 滋賀県天野川におけるご

みの実態とその供給起源. 日本陸水学会近畿支部会

研究発表会，奈良.

童旦塁丘，金亙妊匡，主E萱二，本塁壁萱 (2005)琵
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琶湖と流入河川(天野川)における鉄濃度の季節的 5.研究会等，講演会，特別講義での発表

変動. 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究発表会，

奈良 1)研究会等における発表

盟主盟主1.，T. Doi and H. Obata (2005) Application 

of ion exchange chromatography to the 

determination of nitrate and nitrite in seawater 

by varying eluent composition. Interantional 

Chemical Congress of Pacific Basin Societies: 

Pacifichem 2005， Honolulu， HW， USA. 

主屋監萱，丞血皇主)1，重旦墨丘，盆蓋妊匡主旦萱二

(2005)滋賀県天野川における溶存態微量金属濃度

および錯化容量.日本陸水学会第 70回大会，大阪.

主星盤萱，小畑元 (2005)海水中硝酸，亜硝酸イオン

のイオンクロマトグラフ分析における溶離剤対イオ

ンの効果. 日本分析化学会第 54年会，名古屋.

盟主盟主主主.， K. Ohta and H. Obata (2005) Metal 

complexing capacty in freshwater Lake Biwa， 

] apan by electroanalysis. 11 th Asian Chemical 

Congress， Korea University， Seoul， Korea. 

並山盤企，皐屋監萱，生盤呈，本旦萱二 (2005)琵琶

湖溶存有機物の生分解性の評価.日本陸水学会近畿

支部大会，奈良.

Nohda， c.，盟ι並笠盟，主旦担 andK. 0弘主， (2005) In 

situ generation of refractory organic compounds 

in Lake Biwa， ]apan. 2nd ]apan-Korea ]oint 

Symposium on Limnology， Osaka. 

車盟主塁，主星韮萱，些盤主，主旦畳二 (2005)琵琶

湖の自生性難分解溶存有機物に関する研究. 日本陸

水学会第 70回大会，大阪.

藍旦王塁， 主屋監萱，主旦豊二 (2005)溶存腐植物質

の化学構造と機能に関する研究. 日本陸水学会近畿

支部会第 16回研究発表会，奈良.

並亙盤二，主星韮萱，生盤呈，盆韮笠匡，主旦畳二

(2005)ミジン コを用いた巨大粒子の水中沈降速度

の研究. 日本陸水学会近畿支部会第 16回研究発表

会，奈良.

浦部美佐子 (2005) New records of Lophotaspis 

(Aspidogastera:Trematoda) from Fukuoka ans Shiga 

Prefectures and the morphological comparison to 

L. corbiculae Moriya 1944 and to L. orient，αlis Faust 

and Tang， 1936.日本寄生虫学会第 74会大会，米子.

横畑泰志，浦部美佐子 (2005)フィールドの寄生虫学

2 .寄生虫の外来種問題.日 本生態学会第 52回大

会企画シンポジウム，大阪 .

Fushimi.H. (2005) Landslide phenomena of the 

higher type in the Nepal Himalayas. International 

Landslide Sciety， Kathmandu， Nepal. 25 

September. 

2)講演会

Fushimi.H. (2005) Water circulation of Lake Biwa 

catchment area and acid snow. UNEP . ILEC 

Training Course，草津， 2月7日.

盈産車盛 (2005)植物プランクトンと底生微小藻類

干潟生物観察会，貝塚市立自然遊学館， 6月25日.

盆産直盛 (2005)干潟底生系および浮遊系における一

次生産とそれに関わる微小藻類ー細菌相互間の関

係 瀬戸内海区水産研究所， 7月1日.

盆亙亙匡 (2005)ふるさと発見 1あまの川講座 天野

川流域自然環境等実態調査研究成果報告会，滋賀県

湖北地方振興局， 山東公民館， 7月 18日，醒ヶ井

水の宿駅， 7月21日，米原公民館， 7月22日，近

江町役場保健センター， 7月28日.

3)授業

生旦』童三 (2005)自然環境との共存.草津レイカデイ

ア大学， 5月20日.

生旦』重二 (2005)地学概論.龍谷大学， 6月4日， 11日，

18日，25日， 7月2日，9日， 16日.

盆亙』重二 (2005)琵琶湖の水資源への温暖化影響.彦

根朔陽高校， 7月27日.

伏見碩二 (2005)自然地理学の展開放送大学， 11月

19日， 26日.

盟E童五 (2005)環境概論.滋賀県農業大学校， 5月

24日， 6月8日， 29日， 7月8日.

盆盈笠匡 (2005)犬上川のみかた :ふるさ と探検 ・学

習テーマの 「見つけ方」のヒント. 彦根市立中央中

学校， 5月30日.

盆亙亙匡 (2005)清流度等調査実地指導彦根市立中

央中学校， 7月7日， 8日.

主星雄監 (2005)基礎環境科学奈良教育大学， 2005 

年度後期集中

本旦萱二，生盤主，主星韮萱，堕星盤産，よE達豊 (2005)

高大連携滋賀県立大学連続講座， 7月30日， 8月6日，

l3日
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6.競争的研究資金の導入

1)本学特別研究費

棚瀬慈郎，伏見碩二.特別研究，チベット高原および

ヒマラヤ地域における環境 ・文化の総合的研究.平

成 15 年度~ 17年度，90万円.

徳満勝久 ij~旦室主，田中自告，圏盆主星，超臨界処理

法を用いた農村下水道処理水中のエストロゲン様物

質除去技術に関する研究.平成 17年度， 238万円.

柴田克己，佐々木隆造，福渡努，圏盆茎皇， ij~旦童五，

琵琶湖水系に暮らす動物の内分泌撹乱物質暴露量の

調査.平成 17年度 90万円

2)科学研究費補助金

生盤呈，本旦萱二，盆互E全，熊谷道夫「代かき水J
が琵琶湖生態系に与える影響 基盤研究 (B)(2)，平

成 16~ 17年度， 910万円.

占部城太郎，日野修次，生盤主，千葉聡.水界生物群

集に及ぼす pC02のストイキオメトリー効果に関す

る研究.基盤研究 (B)(2)，平成 15~ 17年度.

盟旦蓋享，農村下水道処理水導入休耕田のニゴロブナ

のエス トロゲン作用影響からの回復過程.若手研究

(B)，平成 17年度， 70万円.

大原昌宏(研究代表者)，高久元，岩佐光啓，近韮盟.

アジア熱帯における生物の分断と分散?獣糞にすむ

動物群集の生物地理学的研究?基盤研究 (B)(2)， 

平成 17 年度~ 19年度

盆蓋妊匡 (研究代表者)，山田周二，園田美恵子.プ

リント基板配線を用いた改良型ストレインプローブ

の開発.基盤研究 (C)，平成 17~ 20年度， 370万円.

JL星盤萱.琵琶湖水中有機配位子の同定と物質循環に

与える効果に関する研究.基盤研究 (C)，平成 16~ 

18年度， 60万円.

蒲生俊敬， 主屋監萱ほか 23名 海洋の微量元素・同位

体に関するグローパル観測研究(国際 GEOTRACES

計画).基盤研究(C)(企画調査)，平成17年度， 340万円.

主旦畳二，生盤主，盆互主主，主星盟主主.自然水域にお

ける光化学反応の環境科学的評価. 基盤研究 (B)(2)， 

平成 17~ 19年度 ，690万円.

3)受託研究の受け入れ

龍谷泰行，徳地直子，樋口能士.小面積実験区におけ

る森林管理の影響評価.琵琶湖研究所委託研究，平

成 14~ 16年度，230万円.

7.研究員の受入

田辺(細井)祥子，並並圭，学術振興会特別研究員

ミクロキスチン分解微生物を用いたアオコ毒除去シ

ステムの構築. 2004 年 4 月 ~ 2007年3月.

8.社会への貢献

1)委員会等

生盤主 (2005)バーチャル琵琶湖編集委員会.

並並呈 (2005)滋賀県水産振興対策協議会

坐盤呈 (2005)琵琶湖環境とエネルギー検討委員会委員

生盤主 (2005)琵琶湖環境とエネルギー検討委員会

生態系 ・水質専門部会委員.

生旦3iJi-(2005)犬上川を豊にする会，会長.

盆旦J~二 (2005) 探検の殿堂運営協議会，会長

生旦』重二 (2005)ネパール環境教育開発センター，監

査委員.

ij~ B3蓋主 (2005) 独立行政法人国立環境研究所(環境ホ

ルモン・ダイオキシン研究プロジ、エク ト)客員研究員.

2)学会貢献

生盤呈 (2005)日本陸水学会庶務幹事.

生盤主(2005)日本プランクトン学会和文誌編集委員

伏見碩二 (2005)雪氷学会， 理事.

盆盤直nlt(2005) The Second J apan-Korea J oint 

Symposium on Limnology， Osaka.実行委員会委員

盟E蓋主 (2005)日本水環境学会関西支部幹事

近雄主主 (2005)European Journal of Entomology， 

Editorial Board. 

近韮盟 (2005)日本鞘麹学会・編集委員.

近韮盟 (2005)日本生態学会近畿地区会，地区委員.

主昌雄監 (2005)日本分析化学会近畿支部幹事.

五星韮萱 (2005)日本陸水学会会計幹事.

3)国際貢献 ・海外調査等

生塁』塁孟 (2005) ヒマラヤ調査， 8 月 14 日 ~9 月 28 日.
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環境計画学科環境社会計画専攻

l.受賞

鍾運盛雄 (2005)日本不動産学会湯浅賞(研究奨励賞)

日本不動産学会、計画づくりにおけるワークショッ

プの役割.

鍾還藍盤他8名共著 (2005)環境共生学術賞(著作賞)、

日本環境共生学会、市民参加と合意形成 一都市と

環境の計画づくり一 .

2. 著書

左巻健男，平山明彦，九里徳泰編著 (2005) 地球環

境の教科書 10講金釜盤， 8章 2節 「国際的なご

み問題j，8章3節「ごみ問題の今後J.東京書籍，

東京.

原科幸彦編 (2005)市民参加と合意形成 一都市と環

境の計画づくり一.錦揮滋雄 第3章「自由討議の

場としてワークショップj，学芸出版社，京都.

3.論文

主単剖iId豆， Fumihiko Kobayashi (2005) Relationship 

between the concentration of non-biodegradable 

dissolved organic matters in Lake Biwa North 

Basin and storage capacity of its catchment 

area-A change in contact time between soil 

and water-. The 2nd IW A Conference on 

Instrumentation， Control and Automation， Busan， 

Korea : 971 ~ 978. 

Shi旦i1昼豆 (2005) Basin Community Initiatives for 

Environmental Protection of Lake Biwa. The 11th 

World Lake Conference， Nairobi， Kenya : 63. 

石本貴之，井手慎司 (2005) 水質汚濁負荷量の流入原

単位の算定と減少要因の特定に関する研究一滋賀県

の工業系汚濁負荷を対象として一.環境システム研

究論文集， Vo1.33: 199 ~ 205. 

木村道徳，井手慎司 (2005) アクセスログ解析によ

るNPO運営型環境情報サイトの利用状況の把握に

関する研究- NPO法人びわこ豊穣の郷サイトを事

例に .環境システム研究論文集， Vo1.33: 105 ~ 

113. 

平山奈央子，井手慎司 (2005) 滋賀県における超高

度下水処理の導入に関する社会的合意形成のため

の支援ツールの提案.環境システム研究論文集，

Vo1.33 : 431 ~ 440. 

井手慎司.大石知宏 (2005) 米国土地トラスト団体

による保全地役権の利用実態に関する研究.環境シ

ステム研究論文集， Vo1.33: 503 ~ 509. 

金谷健.増田哲児 (2005) 都道府県におけるパブリッ

クコメントの実施状況と意見が素案に与える影響

例.環境システム研究論文集 33: 441-452. 

近藤隆二郎 (2005)・ハワイ日系人社会における写し

巡礼地の成立と変選，ランドスケープ研究， 68(5)

435-438. 

近藤隆二郎 (2005):環境システム学は何をつなぐのか，

「環境システム学のすすめ」報告書， (社)土木学会

環境システム委員会編， 83-93.

玉木光，近藤隆二郎 (2005):自然保護を問い直すゲー

ミングシミュレーション WPaintit Blackj の試作

と学習効果の検証，環境システム研究論文集 Vo1.33，

399-406. 

池田勤，近藤隆二郎 (2005):小中学校を対象とした

子どもの道路への危険性認識と外遊び体験との関

係に関する研究，環境システム研究論文集 Vo1.33，

487-493. 

杉本さやか.近藤隆二郎 (2005):児童を対象とした環

境学習プログラムとしての五感調査手法の学習効

果に関する研究，環境システム研究論文集 Vo1.33，

495-502 

Kaulicke， Peter. Kondo. Rvuiiro， Kusuda，Tetsuya. 

y Zapata， ]ulinho.(2005): Agua， ancestoros y 

arqueologia del paisaje: Boletin de Arqueologia 

PUCP NO.7 2003， 27-56. 

原科幸彦，林玲子，鎧還滋雄 (2005)地域計画への合

意形成に対する会議方式の効果 屋久島の将来計

画に関する会議実験一.計画行政:28 (4):52-62. 

原科幸彦，古角博行，鍾還盛雄 (2005)流域委員会に

おける委員構成とその効果.日本計画行政学会第 28

回全国大会研究報告要旨集:39-42. 

4. 報告書，その他著作， 一般向け記事

1)科研費他外部珂汗究費による研究成果報告書

近藤隆二郎 (2005):写されたシナリオの正統性獲得と

更新一写し巡礼地の生き延び方一， Iコモンズと公

共性の環境社会学的研究j(課題番号 15330094)，平

成 15年度 ー平成 16年度科学研究費補助金基盤研究

(B)(l)研究成果報告書， 98-108.

2)受託研究等の報告書

主屋正室(2005) 循環型社会と自治体環境政策(研究
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D
O
 



代表)， (財)大阪自治体研修研究センター， 2005 

年2月.

3)新聞，一般向け雑誌等への解説記事など

金盆盤(2005) 連載記事「琵琶湖と環境」ごみ排出量

原単位(上)，中日新聞(広域滋賀版)，2005年 1

月24日.

金盆隼(2005) 連載記事「琵琶湖と環境jごみ排出量

原単位(下)，中日新聞(広域滋賀版)， 2005年 1

月31日.

金釜盤(2005) 連載記事「琵琶湖と環境」言葉の意味

について，中日新聞(広域滋賀版)， 2005年 2月7日.

金釜盤(2005) 連載記事「琵琶湖と環境」ごみ細組成

調査(上)，中日新聞(広域滋賀版)， 2005年2月21日.

金盆隼(2005) 連載記事「琵琶湖と環境Jごみ細組成

調査(下)，中日新聞(広域滋賀版)， 2005年 2月28日.

近藤隆二郎 (2005):比類なき環境実験都市オーロヴイ

ル，地域開発ニュース No.286，20-21. 

近藤隆二郎 (2005):環境万博とは，環境を考える会広

報紙「すいんきんぐjNo.9，2005年 4月2日.

近藤隆二郎 (2005):出会い系町づくり，毎日新聞文化

面「風の響き j，2005年 10月14日.

近藤隆二郎 (2005):MOTT AINAIとMOTANAI，環境

を考える会広報紙「すいんきんぐjNo.12， 2005年

10月20日.

近藤隆二郎 (2005):顔出し看板の穴，毎日新聞文化面

「風の響き j，2005年 11月 11日.

近藤隆二郎 (2005):写し巡礼地，毎日新聞文化面「風

の響き j，2005年 12月9日.

鎧産量盤 (2005)書評・参加の 『場Jをデザインする.

計画行政， 28 (2): 52. 

5. 学会等への発表

近藤隆二郎 (2005):環境システム学は何をつなぐのか，

第四回環境システムシンポジウム「環境システム

学教育のすすめj，2005年 3月7日(土木学会講堂).

近藤隆二郎.仁賀崇之 (2005):["舎艦夢ヒュッテJにお

けるホスピタリティに関する研究ーエコセンター

としてのペンションの可能性 ，日本ホスピタリ

テイ・マネジメント学会第 14回全国大会， 2005年

10月23日(長浜バイオ大学).

ζ連主1丘(2005) 豊かな森と水を活かす地域づくりシ

ンポジウム、コーディネイター、水資源・環境学会、

下目市、 2005年 6月4日.

宣盟主主，林周， ι連主堕 (2005)環境分析用産業連関

表の作成~滋賀県を例として水資源・環境学会

2005年度研究大会，京都市， 2005年 6月5日.

Takaaki Nirerl (2005) An approach to sustainable 

society: J apanese experimental attempt to build 

eco-village， Russian Society for Ecological Eco-

nomic， St. Petersburg State University， 2005年6

月25日.

Nishikizawa，S. and S. Harashina (2005) Use of 

the Workshop for the Planning Process in Japan. 

The 25th annual conference of the International 

Association for Impact Assessment， Cambridge， 

USA. 

Nishikizawa， S(2005) Role of Citizen Participated 

Workshops in Regional Environmental Planning. 

The 19
th 
International Symposium， The Secretariat 

of the PRSCO of the RSAI on Regional Sciences， 

Tokyo， J apan. 

土屋正室(2005) パネルデイスカッション，水資源・

環境学会， 2005年 6月.

主屋王室(2005) 廃棄物処理方の制定と改正につい

て，廃棄物学会， 2005年7月.

6.研究会等、講演会、特別講義での発表

1)研究会等における発表

秋山道雄 (2005)従来型地域政策の総括と新しい地域

政策への展望，地域政策研究会， ピアザ淡海， 2005 

年 5月28日.

盆山道雄 (2005) 日本における地域政策の検証，地域

政策研究会，休暇村・南淡路， 2005年8月11日.

盆山道雄 (2∞15)新たな地域政策の特性，地域政策研究会，

ピアザ淡海， 2∞5年 12月23日.

近藤隆二郎 (2∞5)彦根における自転車タクシー導入の

動向，地域交通研究会 2005年 12月27日(滋賀県立

大学)• 

主屋王室 (2的5)環境政策と自治体組織連携について，

自治体環境政策研究会，寝屋川市役所， 2005年 3月.

主星正室 (2叩5)関西経済同友会 .NTT パーチャ

ル大学「環境j(研究代表)

第 1回「自主性か制度化かj，2005年4月.

第2回「意識と行動j，2005年 5月.

第3回「何のための活動なのかj，2005年7月.

第4回「通時性と共時性j，2005年 8月.

第5回「ルール成立の社会的合意までj，2005年9月.

二仁屋正査 (2005)地球温暖化と自治体環境政策のあり

方，自治体環境政策研究会，茨木市役所， 2005年 11月.

。白。。
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2) 講演会

主圭盟豆(2005)，水環境保全における NPOの役割に

ついて，所内講演会「協働・連携を通じた社会資本

マネジメントと地域づくり」について，国土技術政

策総合研究所，国土技術政策総合研究所， 2005年 2

月23日.

韮圭豊豆(2005)，パネルデイスカッション「環境学習・

考えてみませんかっ私たちにできることJ.シンポ

ジウム「広げよう!地域ぐるみの環境学習J.長浜市・

ながはまアメニティ会議，長浜バイオ大学， 2005 

年 3月20日.

主圭:堕豆(2005)，パネルデイスカッション「次世代に

つなぐ琵琶湖・淀川IJ. I琵琶湖・淀川流域圏の再生」

シンポジウム，琵琶湖・淀川流域圏の再生協議会，

京都リサーチパーク， 2005年 3月26日.

差圭:崖豆(2005)，Protecting Lakes from Urban Water 

Pollution with Sewerage Systems， the 10th 

Living Lakes Conference， Global Nature Fund， 

Tagaytay City， Philippines， 2005年5月 18日.

主王盟主(2005)，超高度処理導入に関するワーク

ショップの結果について，第 6回下水道公社研究発

表会基調講演，滋賀県下水道公社，水環境科学館(帰

帆島内)， 2005年8月26日

主圭埋豆(2005)，琵琶湖北湖における難分解性溶存有

機物の発生源の推定に関する研究，琵琶湖・淀川水

質保全機構平成 17年度第 l図面源負荷に関する勉

強会， (財)琵琶湖・淀川水質保全機構，琵琶湖・

淀川水質保全機構4階会議室，2005年 9月20日.

主圭:匿豆l(2005)，水をまもる，環境セミナー m加賀，

(財)環境科学総合研究所，アピオシティ加賀 (ア

ビオシティホール)， 2005年 9月25日.

主圭堕亘(2005)，Lessons Learned from Lake Water 

Quality Management of Lake Biwa in J apan， 

W orkshop on Hussain Sagar Lake and Catchment 

Area Improvement Project， J apan Bank for 
International Cooperation， Hyderabad， India， 

2005年 10月 14日.

金釜盤(2005) ごみゼロ社会の実現に向けて， 三重県

市町村清掃協議会清掃事業研究大会， 三重県市町村

清掃協議会，伊勢市， 2005年2月22日.

金盆盤上(2005) 循環型社会を巡る最近の動向~優良性

評価制度を中心にして滋賀県産業廃棄物協会総

会，滋賀県産業廃棄物協会，大津市， 2005年 5月

31日.

金釜盤(2005) 私たちの生活や社会とごみ問題，宇治

市環境講演会，宇治市役所，宇治市， 2005年 6月

16日.

近藤隆二郎 (2005):モヘンジョ・ダロの水文化 ，滋賀県

立大学人間文化セミナー(シリーズ ーアジアの世界

遺産を考える ー)，滋賀県立大学， 2005年 1月24日.

近藤隆二郎 (2005):自転車生活のススメとまちづくり，

東成区民大学，大阪市東成区公民館，2005年2月16日.

近藤隆二郎 (2005):I近江中山道を楽しむ会」の取り組み

について，近江歴史回廊推進協議会総会，講師，滋賀

県庁， 2005年4月20日.

近藤隆二郎 (2005):わがまちの再発見とものがたりづく

り エコミュージアムとエコピレッジ一，彦根市東

地区公民館福寿大学講師，彦根市東地区公民館， 2005 

年8月20日.

近藤隆三郎 (2005):自転車生活。のススメ ，水口中央公

民館環境講座，水口中央公民館， 2005年9月10日.

近藤隆二郎但005):エコミュージアムの考え方と楽しみ

方，湖北エコミュージアム地域学芸員養成講座/基

本講座，湖北地域振興局，米原市文化産業会館， 2005 

年 9月19日.

近藤隆二郎 (2005):I顔出し看板」づくりのススメ一地

域のものがたりを活かしたまちづくり一，滋賀県立

大学公開講座，滋賀県立大学交流センタ ー，2005年

10月15日.

近藤隆二郎 (2005):わがまちの再発見とものがたりづ

くり，近江歴史回廊大学，大津市長寿社会センター，

2005年11月19日.

ι連主盟 (2005)エコ村づくりへの提言，310エコ村

村民会議，山東町立産業文化会館， 2005年 l月27日.

ι連主盟 (2005)新たな時代の環境まちづくり，エコ

タウンフォーラム m伊吹，滋賀県 ・伊吹町，伊吹

薬草の里文化センタ ー，2005年 2月5日

ι連主堕 (2005)Eco-village for Sustainability，日独

交流セミナー「環境と建築にやさしい持続可能な建

築と住まいJECOS GmbH，エコ村ネットワ ーキン

グ，近江八幡市ホテル・ニュ ーオウミ， 2005年 2

月17日.

ι連主盟 (2005)持続可能な社会・経済システムを考

える一自然と共存できる社会をめざして 一，図書館

講座「環境と人間との調和を考えるJ.湖南市立甲

西図書館， 2005年 7月3日.

ι連主盟 (2005) パネルデイスカッション「琵琶湖

ルネッサンスーセンターの新たな挑戦一」コーデイ

ネーター，滋賀県琵琶湖・環境科学研究センタ ー開

所記念フォーラム，滋賀県琵琶湖・環境科学研究セ

ンター， 2005年 9月4日.

ι連主BB(2005)長浜・近江まんなか夢のまちづくり

への提言，長浜・近江まんなか夢のまちづくり会議，

長浜バイオ大学，2005年 9月 13日

ι連主盟 (2005)長浜・近江まんなかまちづくりピジョ

円。
0
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ン，長浜・近江まんなか夢のまちづくり会議，長浜

バイオ大学， 2005年 11月25日.

仁連孝昭 (2005)エコ村づくりを通じて実現する持続

可能な社会，特定非営利活動法人近畿エネルギー ・

環境高度化推進ネ ットワーク， 龍谷大学， 2005年

12月6日.

奥野長晴 (2005)中国における下水道財政 国際協力

銀行， 2005年 1月28日.

主屋王室 (2005)今日における環境論，滋賀県看護教

員養成研修会， 滋賀県健康福祉部，2005年7月.

3)授業

近藤隆二郎(2005):インドと日本，若葉小学校特別講演会，

講師，彦根市立若葉小学校， 2005年2月22日.

近藤隆二郎(2005):エコピレッジをつくろう! 世界と

日本の動きから 一，京都府立桃山高校<模擬授業>，

講師，京都府立桃山高校，2005年 11月11日.

7. 競争的研究資金の導入

1)本学特別研究費

秋山道雄， 近藤隆三郎.錦津滋雄他 5名分担 (2005)
公共交通とまちづくりに関する地域学的研究 .2004
~ 2005年度， 82万円

近藤隆二郎 (2005):市民 'NPOを対象としたシナリオ・

プランニング手法の適用可能性に関する研究 ，滋賀

県立大学特別研究 ，50万円.

2)科学研究費補助金

生山道雄(研究代表者)他 7名分担 (2005) 地域再生

に寄与する新たな地域政策の可能性に関する研究，

基盤研究B，2005 ~ 2006年度， 640万円.

原科幸彦，鍾豊盈韮，松本安生 (2005) 戦略的環境ア

セスメントにおける評価手法に関する研究.基盤研

究 (B)(2) ，2004 ~ 2006年度， 390万円

3)政府および地方公共団体(関連法人を含む)からの

補助金

仁連孝昭.金谷健，井手慎司， 小幡範雄，亘盤皇車，

吉田徹， 林周 (2005) 環境調和型産業システム構築

のための基盤技術の開発 (研究 3一② シーケン

シャル ・ユ スの評価手法の開発)，滋賀県地域結

集型共同研究事業(科学技術振興事業団)， 2003年

1 月~2007年 12月， 2357万円.

近藤隆二郎 (2005):歴史街道モデル事業地区整備プラ

ン報告書基礎データの整理，歴史街道推進協議会，

2005 年 4 月 ~5 月， 36万円.

8.研究員の受け入れ

吉田徹， 林周，ι連主E丘(2005) (財)滋賀県産業支援

プラザ・地域結集型共同研究事業プロジ、エクト推進

室 ・主任研究員，産業廃棄物を含む産業連関表の構

築， 2007年 12月まで¥

York Ostermeyer，ι連主11丘(2005) 客員研究員，エ

ネルギー効率性とパッシブ・ソーラ ー，2007年 3
月まで.

9 社会への貢献

1) 各種委員会

盆山道雄 (2005)湖南地区就労支援計画策定委員会

副会長，草津市商工労政謀 ・守山市商工観光課・ 栗

東市

商工労政課・野洲市商工観光課， 1回.

盆山道雄 (2005)愛知川町情報公開・個人情報保護審

査会委員，愛知川町， 1回.

盆山道雄 (2005)彦根市公共交通機関検討委員会委員，

彦根市，2回.

差主:屋豆(2005)マザーレイク 21計画評価システム推

進調査会議委員，滋賀県水政課， 1国

主主盤豆(2005)琵琶湖流域ネットワーク委員会運営

委員長，滋賀県水政課， 4回.

主圭堕豆(2005)滋賀県エコ ・スクール評価委員会委

員長，滋賀県エコライフ推進謀，2国

主主豊豆(2005)滋賀県国民保護協議会委員，滋賀県

総合防災課， 2回

差圭堕豆(2005)芹谷ダム貯水池をみんなで考える会

委員，滋賀県河川開発課， 1回.

主主豊豆(2005)近江八幡市環境審議会会長，近江八

幡市， 2回.

主圭盤豆l(2005)大津市環境審議会委員，大津市，1回.

差圭:屋豆(2005)環境システム計測制御学会編集委員会

編集委員長，環境システム計測制御学会， 8回.

差圭堕豆(2005)びわこ・水ネット調査研究部会委員，

NPO法人びわこ・水ネ ット，3回.

当主豊豆(2005)Iエコな挑戦」助成事業選定委員会

委員，京都新聞社，2回.

金盆盤(2005) 滋賀県不法投棄防止対策検討委員会

委員長代理，滋賀県，6回.

金盆盤(2005) 廃棄物の地域内循環システム構築事業
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検討委員会 委員長，滋賀県湖東地域振興局. 3回.

金釜盤(2005) Iクリーンセンター淡海」環境監視委

員会委員長，滋賀県環境事業公社.2回.

金釜盤(2005) 企業間連携によるゼロエミッション化

の推進に関する調査検討委員会 委員，滋賀県産業

支援プラザ. 2回.

金釜盤(2005) 彦根市総合発展計画審議会 委員，彦

根市. 1回

全盆盤(2005) 彦根市総合発展計画審議会 環境・安

全部会部会長，彦根市. 4回.

金釜盤(2005) ごみゼロ社会実現プラン策定委員会委

員，三重県. 2回

全釜盤L(2005) ごみゼロ社会実現プラン策定ア ドパイ

ザー会 議副座長，三重県. 2回.

金盆盤(2005) 産業廃棄物処理施設変更許可申請に関

する共同調査会議専門委員， 三重県. 3回.

金釜盤(2005) 産業廃棄物不適正処理事案に関する安

全性確認調査専門委員， 三重県. 1回

全釜盤(2005) 不法投棄等の是正推進事業補助金交付

認定審査会委員，三重県. 1回.

金釜盤(2005) 八幡市環境審議会 委員，八幡市.2凪

近藤隆二郎(2005):旧街道を活用した道路整備に関する

勉強会，座長，国土交通省滋賀国道事務所 .5回

近藤隆二郎 (2005):NPO法人環境を考える会，理事 3 
回

近藤隆二郎 (2005):歴史街道評価ワーキング，委員，歴

史街道推進協議会. 1 0回

近藤隆二郎但005)・近江中山道を楽しむ会 ，代表.1 0回

近藤隆二郎 (2005):湖東地域交通安全ワ ークショップ，

アドバイザー，滋賀県湖東地域振興局. 6回.

近藤隆二郎(2005):琵琶湖塾，企画員/ア ドバイザー ，滋

賀総合研究所. 48回.

近藤隆二郎 (2005):ひこね自転車生活を考える会，代表，

23回.

近藤隆二郎 (2005)淡海ネットワークセンター，理事，淡

海ネットワークセンター.1回.

近藤隆二郎 (2005): インターネット政策広場 (e~まち滋

賀)運営委員.(財)滋賀総合研究所 2回

近藤隆二郎 (2005):彦根市環境パートナー委員会，委員

長，彦根市生活環境課. 4回.

近藤隆二郎 (2005):彦根市環境団体ネットワーク(仮称)

企画委員，彦根市生活環境課/彦根市環境市民会議，

4回.

近藤隆二郎ρ005):彦根城築城400年祭への企画アドパ

イス，彦根観光協会 .5回

ι連茎堕 (2005)滋賀県地域結集型共同研究事業共同

研究推進委員会委員. 2回.

仁連孝昭 (2005)京都大学東南アジア研究所学外研究

協力者 京都大学東南アジア研究所

ι連主!宣 (2005)滋賀県琵琶湖・環境科学研究センタ ー

評議員会 委員(外部評価委員会委員長).1回

ζ連主堕 (2005)NPO法人エコ村ネ ットワーキング

理事長. 12回.

仁連孝昭 (2005)環境フォ ーラム湖東代表. 3回.

ι連主堕 (2005)関西エコステー ジ研究会第 3者評価

委員会委員. 4回

ι連笠盟(2005)小舟木エコ村ー推進協議会 会長.3回.

仁連孝昭 (2005)滋賀県持続可能な社会づくり構想検

討委員会委員，滋賀県.2回.

ι連主堕 (2005)滋賀県琵琶湖水環境ビジョン検討委

員会委員，滋賀県. 1回.

ι連主盟 (2005)滋賀県エコタウン事業検討委員会

副委員長，滋賀県. 2凪

ι連主BB(2005)京都市環境審議会 委員(地球温暖

化対策計画部会長).京都市. 5回

ι連主盟 (2005)地下水検討専門委員会 委員，愛知

郡広域行政組合・東近江市. 3回.

ζ連主盟 (2005)彦根市工場設置奨励審査会 委員

彦根市.

ι連笠UB(2005)米原市環境審議会会長 米原市.1回.
奥野長晴 (2005)社団法人滋賀県下水道公社評議会

評議員，滋賀県下水道公社，大津市. 1回.

塁塁王監 (2005)地球環境技術推進懇談会 汚泥管理

委員会会長，財団法人大阪科学技術センタ一 大阪

市. 1回.

皇堅塁堕 (2005)技術委員会委員長財団法人下水

道新技術推進機構，東京都. 1回.

主屋正室 (2005)産業廃棄物不法投棄防止等検討委員

会委員長，滋賀県廃棄物対策課. 4回.

土屋正春 (2005)彦根市環境審議会会長，彦根市.3凪

主屋王蓋(2005)池田市環境審議会委員 池田市.3回.

主星正査 (2005)泉大津市環境審議会 委員，泉大津

市. 2回.

土屋正杢(2005)(財)千里リサイクルプラザ理事.3回.

2)学会貢献

盆山道雄 (2005)人文地理学会評議員会評議員.3回.

秋山道雄 (2005)人文地理学会公開セミナー企画委員

会委員長. 3田

監山道雄 (2005)経済地理学会評議員会評議員.2回.

盆山道雄 (2005)水文・水資源学会編集出版委員会編

集出版委員. 2回.

盆山道雄 (2005)地域地理科学会関西支部副部会長，

1 !f[1. 

当三豊豆(2005)環境システム計測制御学会，編集委員
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長. 4回.

近藤隆二郎 (2005)土木学会環境システム委員会，委員兼

幹事 3凪

近藤隆二郎 (2005):環境システム委員会体系化小委員会，

委員，土木学会環境システム委員会， 4回.

ι連主盟 (2005)水資源・環境学会 事務局長 6回.

3)国際貢献

丑圭:屋宣(2005)，Wastewater Treatment， JICA/ILEC 

湖沼水質保全研修， (財)国際湖沼環境委員会， (財)

国際湖沼環境委員会， 2005年 1月 27日.

主圭堕豆(2005)，Conservation and Citizen activities 

for Environment， JICA/ILEC湖沼水質保全研修，

(財)国際湖沼環境委員会， (財)国際湖沼環境委員会，

2005年1月 31日.

主圭堕豆(2005)，Fundamental Knowledge of Water 

Quality， Data Processing， JICA/ILEC湖沼水質保

全研修， (財)国際湖沼環境委員会，(財)国際湖沼環

境委員会， 2005年2月 21日.

韮圭豊亘(2005)，Lake Modeling， ]ICA/ILEC湖沼水

質保全研修， (財)国際湖沼環境委員会，(財)国際湖

沼環境委員会， 2005年2月 22日.

井手慎司 (2005)，Introduction to Lake Biwa， JICA 

水環境を主題とする環境教育コース II，(財)国際湖

沼環境委員会，滋賀県立大学， 2005年9月6日.

韮圭壁豆(2005)，History of Lake Biwa Management， 

JICA水環境を主題とする環境教育コース II，(財)

国際湖沼環境委員会，国際湖沼環境委員会， 2005 

年9月7日.

4)その↑也

近藤隆二郎 (2005):第3回[現代 GPj地域と大学を考え

るシンポジウム/パネルトーク，コーデイネーター，

2005年 1月14日(滋賀県立大学交流センター).

近藤隆二郎 (2005):シガリンタク!(滋賀に輪タクを走

らせるプロジェクト)，コーデイネーター， 2005年2

月5日(彦根市民会館)

近藤隆二郎(2005):中山道みやげものコンクール，審査員，

2005年3月6日(彦根市鳥居本地区公民館).

近藤隆二郎 (2005):Iえ!こんなこと言っていいの!J 

作品展一滋賀県立大学生による商庖への企画提案事

例作品展，コーデイネーター， 2005 年 2 月 18 日 ~25

日(滋賀中央信用金庫銀座支庖 2階ギャラリー).

近藤隆二郎ρ005)・イベント演習 inI愛 ・地球博J.コー

デイネーター， 2005年7月 l日(Expoホール).

近藤隆二郎 (2005):湖東地域環境シンポジウム，コー

デイネーター， 2005年 9月3日(滋賀県立大学交流

センター).

近藤隆二郎 (2005):環境 FW2C現地発表会，コーデイ

ネーター， 2005年7月 19日(豊栄のさと)

近藤隆二郎 (2005):彦根市庁内環境フォーラム，講師お

よびコーデイネーター， 2005年11月2日(彦根市役所).

近藤隆二郎 (2005):彦根市立鳥居本小学校「かがやきタ

イムJ，協力および学生派遣， 2005年11月 10日(彦

根市立鳥居本小学校).

10. マスメディアとの対応

1)新聞・雑誌等からの取材による記事

近藤隆二郎 (2005):地域おこしに「顔」出してます，読

売新聞， 2005年 1月25日.

近藤隆二郎 (2005):商庖活性化アイデアー県立大生が

分析や提案一，近江同盟新聞， 2005年2月 21日.

近藤隆二郎 (2005):商庖活性化へアイデア満載 彦根

で県立大生作品展，京都新聞， 2005年2月 19日.

近藤隆二郎 (2005):I町の財産」活用を 環境フィー

ルドワーク ，毎日新聞(キャンパスアベニュー)，

2005年8月 12日.

近藤隆二郎 (2005):顔出し看板で地域づくりを，中日

新聞， 2005年 10月 16日.

近藤隆二郎 (2005)・滋賀県顔出し看板発掘再生新規開

発委員会の活動，毎日新聞(キャンパスアベニュー)，

2005年 11月 11日.

2) TV，ラジオ番組への出演等

ι連主盟 (2005)湖固まるごとエコミュージアムにつ

いて，びわこ放送， 2005年6月2日.
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員一の活動資料編

環境計画学科環境・建築デザイン専攻

l.受賞

柴田いづみ、柴田知彦 グッドデザイン賞(建築・環

境デザイン部門)，デライトシティ(集合住宅). 

柴田いづみ、柴田知彦:グッドデザイン賞(建築・環

境デザイン部門)，プラウド梅島(集合住宅)• 

松岡拓公雄他2名:日本建築家協会優秀建築選 2005，

札幌市，ガラスのピラミッド

松岡拓公雄他3名:日本学会作品選 2005，桜美林大

学サテライト.

松岡拓公雄他3名:日本学会作品選 2005，アイロニー

ハウス.

E旦宜皇・山梨県建築文化賞 (Architectureof the 

Year， Yamanashi Prefecture)・山梨県・「清里アー

トギャラリーJ.

盟旦皇室:グッドデザイン賞・日本産業デザイン振興

会・「清里アートギャラリーJ.

盟毘主皇 グッドデザイン賞・日本産業デザイン振興

会.I自転車小屋とゴミ置き場J.

2. 著書

藍星盟三編，西川幸治，査竪盤亘，松岡拓公雄，生丑

i宣(2005)I滋賀県安全快適まちづくりシンポジウム

2005J. 

松岡拓公雄 (2005)I建築家のメモ 2J丸善出版.

査!I!t11芝亘編 (2005)r近代世界システムと植民都市』

京都大学学術出版会，京都.

植田和弘・神野直彦・西村幸夫・間宮陽介編、亙!l!t11菱

重他 (2005)r都市とは何かjr岩波講座都市の再

生を考える』第一巻.岩波書庖

Peter ].M. N as (ed.)， (2005)“Directors of Urban 

Change in Asia" ，Shuii FunQ， Tokyo: Paradise of 

Speculators and Builders， Routledge Advances in 

Asia-Paci五cStudies， Routledge. 

査監盤宣編 (2005)r世界住居史j 昭和堂，京都.

Q主主da，五二 (2005)Case in Giappose， Electa， ltaly， 

144-151. 

Q主主昼亘~ニ (2005) Living Plans， New Concepts for 

Advanced Housing， Birkhauser Publishers， 

Germany， 62-63， cover. 

Q主主昼弘主ェ (2005)New Country House， Laurence King 

Publishing， UK. 36-41. 
Q主主昼ι玉三 (2005)Guest House， Edzioni Press， New 

York， 226-233. 

Okada. S， (2005) Japan Houses， Tuttle， 128-135， 

224-233. 

Q主主~豆ニ (2005) Spas for your home， 10ft Publications， 

Spain， 22-27. 

Okada. S， (2005) 1000 world architects， Images 

Publishing， Australia， 312-313. 

岡田哲史 (2005) r日本の現代住宅 1985-2005j. 

pp.228-229， TOTO出版

盟国主皇 (2005) r建築家のメモ 2l 丸善出版

且旦萱皇(2005)r建築設計資料集成II富士北麓の家J，

I villa man-bow J， 日本建築学会.

Q主主且亘~ュ (2005) Casabella， vol. 734， Electa， ltaly， 

34-45. 

Ok亘昼ι五二 (2005)Casabella， vol. 738， Electa， ltaly， 

50-53. 

Q主adι主ニ (2005)Mensch + Architektur， Mensch + 

Architektur， vol. 50/51， Germany， 24-27. 

且E主皇 (2005) rGA HOUSES 871 ADA EDITA， 

pp.86-95. 

且旦宜主 (2005) r建築知識1 I住宅のディテールJ，

エクスナレッジ， pp.l69. 

盟旦宣車 (2005)I建築家ピラネージの現代性J，r 1 0 

+ 1 j vol. 38， pp. 104-105， INAX出版.

Murakami.S.， Nagahashi， T.， Yasuba， K.， Asano， 

S.， Isgar， A. and Sato， Y. (2005) Hands-on Action 

Proposals to Enhance the Traditional Daiju Weir 

on the Yoshino River and Leverage Citizen Power， 

Reconstructing communities: design participation 

in the face of change， Edited by Hou， ].， Francis，M. 

and Brightbill， N.:252-261， Center for Design 

Research at University California， Davis. 

鈴木博之・石山修武・伊藤毅・山岸常人編 (2005)rシ

リーズ 都市・建築・歴史 2 古代社会の崩壊』

亘皇重宝， I密教空間の形成と展開J95-177頁，東

京大学出版会.

査壁1菱重編以下 11名共著 (2005)近代世界システム

と世界都市山杢直~，第百章 5 I世界都市 ジャ

カルタJ，京都大学学術出版会，京都.

亙壁盤宣編以下共著者 85名 (2005)世界住居史.山

杢車産，第E章パノラマ「東南アジアJ，II -12 Iジョ
グロ，ヒンドゥージャワのコスモロジーJ，14 Iパリ ・

マジャパヒトの家J，15 Iローマー・トングJ.昭和

堂，京都.

3.論文(学会誌およびそれに準じる学術、技術雑誌

およびプロシーデイングに掲載されているもの)

盟国笠豆，鹿屋盟二，松波孝治 (2005)琵琶湖西岸断

円
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層帯を想定した大津市の地震被害想定 日本自然災

害学会講演梗概集.

盃杢塑正，よ盟亙査，本車差輩 (2005)新・木造板壁

耐震壁の開発及び古民家での現地実大振動試験によ

る検証.日本建築学会近畿支部研究報告集 構造系.

盈杢担王，生産屋 (2005)新・旧耐震診断法による伝

統構法木造住宅の耐震診断結果の比較 日本建築学

会近畿支部研究報告集構造系.

布野修司，山崎大智，宇高雄志，ナウイット・オンサ

ワンチャイ (2005)マラッカ(マレーシア)旧市街

の空間特性と住居形式に関する考察. 日本建築学会

計画系論文集第 590号 41-47. 

魚谷繁礼，丹羽哲矢，渡辺菊真，査亙盤亘 (2005)京

都の都心部における大規模集合住宅の成立過程に

関する考察. 日本建築学会計画系論文集第 591号 :

125-132 

Pant， M. and S. Fl旦Q(2005) The Grid and Modular 

Measures in the Town Planning of Mohenjo 

daro and Katmandu Valley A Study on Modular 

Measures in Block and Plot Divisions in the 

Planning of Mohenjo daro and Sirkap(Pakistan)， 

and Thimi(Katmandu Valley). J ournal of Asian 

Architecture and Building Engineering. Vo1.4 No.l: 

51-59. 

E旦旦旦ι主ム， B. F. Ferianto， K. Yamada (2005) 

Considerations on Typology of Kampung House 

and Betawi House of KAMPUNG LUAR BA T ANG 

(JAKARTA). Journal of Asian Architecture and 

Building Engineering. Vo1.4 No.l: 129-136. 

査宜11~亘， 山田協太，血杢直亙 (2005) オランダ植民

都市の類型に関する考察.日本建築学会計画系論文

集第592号:179-184. 

査壁1菱重，山田協太，血杢亘童 (2005)パタヴイアの

都市形態と S.ステヴインの「理想都市」計画に関

する比較考察.日本建築学会計画系論文集第592号:

185-19l. 

朴重信，金泰永，査壁盤亘 (2005)韓国・九龍浦の日

本人移住漁村の居住空間構成とその変容. 日本建築

学会計画系論文集第 595号:95-100. 

朴重信，金泰永，李勲，亙畳盤亘 (2005)韓国・外羅

老島の日本人移住漁村の居住空間構成とその変容

日本建築学会計画系論文集第 595号:101-106. 

オンサワンチャイ・ナウイット，主畳盤亘 (2005)

Spatial Formation and Transformation of Shop 

house in the Old Chinese Quarter of Patani， 

Thailand. J Archit. Plann. AIJ 598: 101-106. 

山根周，査亙盤宣，青井哲人佐藤圭一 (2005)パラ

マリボ(スリナム)の都市形成と宅地割に関する考

察 日本建築学会計画系論文集第 598号:57-62. 

山田協太，村上和，査壁盤宣 (2005)ナガパトナム (タ

ミルナードゥ、インド)の街区構成と住居類型に

関する考察 日本建築学会計画系論文集第598号 :

63-70. 

魚谷繁礼，丹羽哲矢，渡辺菊真，主亙盤亘 (2005)京

都都心部の街区類型とその特性に関する考察.日本

建築学会計画系論文集第 598号 :123-128. 

池尻隆史，安藤正雄，亙lliH菱重，山根周，片岡巌 (2005)

ネイティブタウン(インド、ムンパイ)のコミュニ

ティー構成に関する研究. 日本建築学会計画系論文

集第598号:219-226 

全主主庄-jc，並よ盤二 (2005)琵琶湖湖岸緑地における

空間利用についての研究 (査読付)，ランドスケー

プ研究 V01.68(5) : 799-802. 

宣皇蓋圭 (2005)平安時代後期京都の伽藍と毛越寺 ・

嘉祥寺.岩手県教育委員会 『平泉文化研究年報』第

5号:1-14. 

宣皇蓋圭 (2005)阿弥陀五尊の諸形式と中世仏教的世

界観仏教芸術学会『仏教芸術.1280号(毎日新聞社): 

40-68. 

宣皇蓋圭 (2005)創建大伝法院の建築・空間とその特

徴一本堂と宝塔を中心に一.根来寺文化研究所 『根

来寺文化研究所紀要』第2号:54-75. 

亘皇蓋圭 (2005)九体阿弥陀堂と常行堂一尊勝寺阿弥

陀堂の復元と位置づけをめぐって一.仏教芸術学会

『仏教芸術.1 (毎日新聞社)283号:9-39. 

出杢直~， 査壁1菱重， 平尾和洋， 川畑良彦 (2005) ギ

アニヤール (バリ島・インドネシア)の都市空間構

成に関する研究日本建築学会計画系論文集第 592

号:171-178. 

且l杢車産，高橋亜季 (2005)歴史的市街地中心の下校

路における経路選択と行動特性に関する研究一京都

市立高倉小学校を事例として 日本建築学会近畿

支部研究報告集 (計画系)第 45号

上田崇博，川崎敏弘，平尾和洋，山本直彦，井上真澄

(2005)京都における防火と耐震性を両立する歴史

的都市建築意匠材料の開発とその意匠性の定量的評

価に関する研究.日本建築学会近畿支部研究報告集

(計画系)第45号

Uetani， K. and M. Kobavashi (2005) Symmetry limit 

theory for elastic-perfectly plastic structures in 

the alternating plasticity region. In; Advances 

in Steel Structures. Proceedings of the Fourth 

International Conference on Advances in Steel 

Structures. Z. Y. Shen et al. ( eds. )， Elsevier， 

1527-1532. 
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員の活動資料編

4.作品

皇室墜，高野裕子 上野台団地建替造園基本設計，都

市再生機構埼玉地域支社， 2004 ~ 2005. 

皇亘墜，高野裕子 所沢元町北地区再開発造園基本設

計，都市再生機構埼玉地域支社， 2005. 

豊重墜，高野裕子 所沢元町北地区再開発造園実施設

計，都市再生機構埼玉地域支社， 2005. 

柴田いづみ，柴田知彦 ほっとステーション織庵(高

齢者共同住宅)，設計・監理，東京都中野区.

柴田いづみ，柴田知彦松本邸(住宅)，設計・監理，

横浜市青葉区

柴田いづみ，柴田知彦集合住宅 デライトシティ，

デザイン監修業務，東京都武蔵野市

柴田いづみ，柴田知彦 旭硝子セラ ミックス附高砂事

務所，システムオフィスプロトタイプ，兵庫県高砂市.

柴田いづみ，柴田知彦集合住宅 プラウド梅島，デ

ザイン監修業務，東京都足立区.

柴田いづみ，柴田知彦集合住宅幕張ベイタウン

パテイオス・グランアクシブ，設計・監理，千葉県

千葉市.

柴田いづみ，柴田知彦集合住宅エルザ世田谷，設

計・監理，東京都世田谷区.

柴田いづみ，柴田知彦 アート:樹の木，千葉県船橋市

松岡拓公雄村田邸(積雪寒冷地都市型住居)，竣工，

札幌市.2005. 

松岡拓公雄 中嶋邸(二世帯+集合住居)，竣工，東

京都， 2005. 

松岡拓公雄 木屋邸(郊外型斜面住宅)，基本構想，

大阪市， 2005. 

松岡拓公雄 金田邸(郊外型小住宅)，実施設計，宝

塚市， 2005 

松岡拓公雄 三島ゲストハウス基本設計， 三島市，

2005. 

松岡拓公雄他3名 小田急線沿線全駅舎計画，神奈川

県 2005.

松岡拓公雄他3名 坂元黒酢ミュージアム， 着工，鹿

児島市， 2005. 

松岡拓公雄他3名 雲南銅鐸ミュージアム，基本設計，

雲南市， 2005. 

松岡拓公雄他 1名 R246池尻ピル計画，基本設計，

東京都， 2005 

松岡拓公雄他 6名 ドイツ/ユーロパンコンペ計画

案， 2005. 

血旦萱皇，阻量造二 j青里アートギャラリー・木造新

工法(C.S.S)，構造設計，山梨県， 2004-2005 

血旦宣車，血量造二蝶野邸:木造新工法，構造設計，

東京都， 2004-2005. 

血旦萱皇，盟蓋造二桜本邸:木造新工法，構造設計，

東京都， 2005-2006. 

且旦韮皐，血量造二 高島ふれあいの館:木造新工法，

構造設計，滋賀県， 2005-2006. 

血旦宜主 j青里アートギャラリー ゲストハウス+

アートギャラリー，山梨県北杜市高根町清里.

旦旦主主荻窪の家:二世帯住宅，東京都杉並区

(Casabella， April 2006掲載決定)

血盟主皇 tomigaya apartment :集合住宅 (9階建)， 

東京都渋谷区.

血盟主主高島市ふれあいの館:農村ふれあいセン

ター(公共施設)，滋賀県高島市安曇川町.

5. 報告書、その他著作、一般向け記事

1) 科研費他外部研究費による研究の成果報告書

産屋盟二 (2005)科学研究費補助金 (C)(2)，平成

14年度~平成 16年度研究成果報告書， 中小市町村

の地震被害推定と防災力の向上に関する研究.

皇蓋監，印南比日志，武田智子 (2005)滋賀県産学官

連携共同研究プロジ、エクト補助金、軽量陶器を活用

した可変型都市緑化システム容器の開発

社よ盤二 (2005)河川整備基金助成，平成 14年度，河

川環境に対する流域住民の認識・評価と利用実態の

空間情報化に関する研究.第 11回河川整備基金助

成事業成果発表会報告書:183-189. 

盟盟;遺他 (2005)フレーム部の遮熱性能計算法につい

て， (社)リビングアメニティ協会，平成 16年度遮

熱計算方法に関する研究報告書.

2) 受託研究等の報告書

主盟主主 (2005) 日野町立日野中学校の改築に向けての

選択肢の検討と提案， 日野中学校改修プロジェクト

研究会.

血盟主主，血量造二，田中稔，脇坂博之 (2005)木造

建築物の新たなデザインと工法をめぐる研究開発，

平成 16年度滋賀県産学官連携共同研究プロジェク

ト報告書.

3) 新聞、一般向け雑誌等への解説記事など

産屋盟三 (2005)木造住宅の耐震化を一防災教育と専

門家育成も一.毎日新聞，平成 17年 1月 18日.

盤亙盟三 (2005)地震防災まちづくり.中日新聞， 12 

月5日から 12団連載(週 l回)• 

豊重監 (2005)変わる大学教育改革 3、大学からの報告.

Q
U
 

Q
O
 



文部科学時報 No. 1556， 2005年 11月.

奥貫隆，曽我直弘 (2005)地域貢献における先進的事

例.地域貢献推進特別委員会 公立大学協会， 2005 
年 11月.

松岡拓公雄 (2005)教育者としての丹下健三/先生も

参加者の一人.日経アーキテクチュア 4月 18日号.

松岡拓公雄 (2005)京都と丹下健三 京都 CDL機関

誌ゲノム 5号.

松岡拓公雄 (2005)丹下健三/時代を映した多面体の

巨人. 日経 BP: 29，31，37. 

松岡拓公雄 (2005)丹下健三追悼特集/丹下健三から

学んだこと 建築知識4月号.

松岡拓公雄 (2005)建築設備のデザイン.空水人/滋

賀空調衛生設備協会機関誌.

松岡拓公雄 (2005)情・熱・家/葉山成三の仕事. INAX 
レポート巻頭論文， INAX出版.

松岡拓公雄 (2005)天・地・人をつなぐランドスケー

プ.INAXレポート巻頭論文， INAX出版.

松岡拓公雄 (2005)オフィスの透明性.イトーキ機関

誌 12月号.

布野修司 (2005)オランダ要塞に救われた命「満月の

日」晴天:ゴール(スリランカ)でインド洋大津波

に遭遇 日刊建設工業新聞， 2005年 1月 13日.

査竪11~亘 (2005) 多様性に欠け、貧困な日本の住まい

と家族のあり方. r図書新聞.1， 2005年 2月 12日

布野修司 (2005)PFI事業の現状と今後. r建設新聞1
2005年2月 17日.

査!H差宣 (2005)スリランカ「ツナミ」遭遇記.みす

ず， 2005年3月.

査竪盤宣(2005)世界遺産の城壁が津波被害を防ぐ.r日
経アーキテクチャー.1， 2005年 3月7日.

査壁1菱重 (2005)建築スケールの環境対策.未来工学

研究所， 2005年 3月.

主宜盤亘 (2005)['世界建築家」丹下健三の死 丹下

の生きた時代、丹下のいない時代，建築ジャーナル.

布野修司 (2005)植えつけられた都市 一植民都市計

画とその影響. r都市計画』特集「平和と都市計画j，

都市計画学会， 2005年8月25日.

主亙盤呈 (2005)['ミャンマーの長茶羅都市一一イ

ンド的都城の展開j Mandala Cities in Myanmar 
The Development of Hindu City. Traverse06， 

2005年 10月.

布野修司 (2005)前川園男と戦後近代建築. r生誕

100年・前川園男建築展』展覧会図録， 2005年 12月.

布野修司 (2005)楽しい試行錯誤 木匠塾の 15年一.

r sylvan.l. 2005Autumn. 
査宜盤宣 (2005)['言説」のみで「建築」を語る「限界」

『図書新聞.1， 2005年 10月 15日.

主亙盤亘 (2005)さらば「裸の建築家」 一耐震強度偽

造問題に思うー.共同通信， 2005年 12月22日(四

国新聞，岩手新聞，北日本新聞，岐車新聞，山陽新

聞，埼玉新聞など)• 

陶器浩一 (2005)松井源吾賞作品集 第 11回受賞.

松井源吾記念会，平成 17年6月 10日.

盟量豊二 (2005)材料と建築構造橋梁と基礎

2005.08 特集「進化する材料と未来J.(株)建設図書.

且旦宜皇 (2005)幻想の枠組みを忘却すること 滋賀

県立大学環境科学部年報9号:25-26. 
社よ盤二 (2005)冒頭言楓，第 86号，滋賀県造園技

術者協議会発行:2. 

全封主主，控よ盤二 (2005)琵琶湖湖岸緑地における

空間利用についての研究 vol.l.楓，第 89号，滋賀

県造園技術者協議会発行:5-7. 

社よ盤二 (2005)河川環境に対する流域住民の認識・

評価と利用実態の空間情報化に関する研究 河川整

備基金だより第四号:17. 

生丑i宣(2005)よりよい環境づくり.滋賀文化短期大

学広報誌「あかねj，2005年 10月 1日.

6. 学会等への発表

彊杢主日正，空産宣 (2005)新・木造板壁耐震壁の開発

と古民家での現地実大振動試験による検証. 日本建

築学会大会学術講演.

伊藤優，福本和正 (2005)新・旧耐震診断法による伝

統構法木造住宅の耐震診断結果の比較. 日本建築学

会大会学術講演.

柴田いづみ (2005)防災・耐震補強のすすめ.世界建

築家連合 (UIA)総会， トルコ (イスタンブール)• 

柴田いづみ (2005)住まい×街かど. JIA (日本建築

家協会)アーキテクツガーデン 2005建築祭 プロ

フェッサー・アーキテクト連続講演会，東京都中央区.

丞屋並，孟品塁壁 (2005)滋賀県の集落における地域

用水の利用形態及びその地域性にする研究. 日本建

築学会近畿支部研究発表会(農村計画)• 

水原渉 (2005) ドイツの都市計画における開発代償の

実践 アーヘン市の事例.日本建築学会 2005年度

大会(近畿)学術講演梗概集(都市計画)• 

z巨星並，三品室t!(2005)滋賀県の集落における地域

用水の利用形態及びその地域性にする研究. 日本建

築学会 2005年度大会(近畿)学術講演梗概集(農

村計画)• 

池尻隆史，山田協太，査壁盤宣(2005)ナガパトナム(イ

ンド)の空間構成と住居類型に関する考察 その 2

街区構成と住居の理念型， 日本建築学会大会学術講

演梗概集 F-1分冊:131-132. 
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山田協太，池尻隆史，査竪盤亘(2005)ナガパトナム(イ

ンド)の空間構成と住居類型に関する考察 その 3

住居類型と変容過程， 日本建築学会大会学術講演梗

概集 F-1分冊:133-134. 

広富純，且l杢亘~，査竪盤亘，ナウイ ッ ト・オンサワ
ンチャイ (2005) ピマーイ (東北タイ )の都市空間

構成とその住居形式に関する研究 その 1:ピマー

イの概要と住区構成パターン， 日本建築学会大会学

術講演梗概集 F-1分冊:157-158. 

N A WIT ONGSA V ANGCHAI.査壁1菱重，出杢亘童，

f長瑞嫡 (2005)Spatial Structure of Shop houses 

in Market Towns along the Waterways in the 

Central Plains of Thailand Formation of Channel 

Network and Market Towns， Part L 日本建築学

会大会学術講演梗概集 F-1分冊:161-162. 

張瑞絹， NA WIT ONGSA V ANGCHAI.亙亙盤宣，

山杢亘童 (2005)Spatial Structure of Shop houses 

in Market Towns along the Waterways in the 

Central Plains of Thailand The Case of Talat 

Khlong Suan， Part 2， 日本建築学会大会学術講演

梗概集 F-1分冊・ 163-164.

陳春名，韓勝旭，布野修司 (2005)京都市東九条地

区の形成過程と土地区画整理事業 在日コリアン集

住地区の形成と土地所有関係の変化に関する考察そ

の L 日本建築学会大会学術講演梗概集 F-1分冊:

567-568. 

韓勝旭，査竪盤亘 (2005)土地区画整理事業によるコ

リアン土地所有の変化 在日コリアン集住地区の形

成と土地所有関係の変化に関する考察その 2，日本

建築学会大会学術講演梗概集 F-1分冊:569-570. 

亘皇重圭 (2005)平安時代後期京都の伽藍と毛越寺・

嘉祥寺.岩手県教育委員会 第 5回平泉文化フ ォー

ラム，江刺市総合コミュニテイセンター.

亘皇蓋圭 (2005)九体阿弥陀堂と常行堂建築史学会

2005年度大会研究発表会，神戸大学.

斎藤孝一郎，赤坂裕，倉山千春，生丑i宣伊藤春雄，

他 (2005) 開口部の遮熱性能の計算法 その 8. 日

本建築学会大会学術講演梗概集 2005(環境工学 2). 

宮沢千顕，盟主j宣，赤坂裕，倉山千春，伊藤春雄，田

代達一郎 (2005)開口部の遮熱性能の計算法 その

9. 日本建築学会大会学術講演梗概集 2005(環境工

学 2). 

長谷川豪，平尾和洋，山杢車産 (2005)適応指導教室

のプレイルームにおける空間利用の特徴 大阪府を

事例として日本建築学会大会学術講演梗概集(建

築計画 1)E-1分冊:125-126. 

加藤直史，小山雅由，平尾和洋，山杢車産 (2005)設

計過程における飛躍のある類推的環境の有効性に関

教員の活動資料編

する考察.日本建築学会大会学術講演梗概集(建築

計画 1)E-1分冊:591-592. 

贋瀬悠，勝田規央，平尾和洋，血杢車産 (2005)建築

設計のグループワークにおけるベアミーテイングの

有効性に関する考察日本建築学会大会学術講演梗

概集(建築計画 1)E-1分冊:605-606 

山杢車産，布野修司，ナウイット・オンサワンチャイ，

広富純 (2005) ピマーイ(東北タイ )の都市空間構

成とその住居形式に関する研究その 2:ショップハ

ウスと高床式住居の空間構成. 日本建築学会大会学

術講演梗概集(都市計画)F-1分冊:159-160. 

Kobavashi. M. and K. Uetani (2005) Symmetry limit 

theory for three-dimensional continua using a 

bounding surface plasticity model. The 2005 Joint 

ASME/ ASCE/SES Conference on Mechanics and 

Materials， Baton Rouge， U. S. A. 

企韮正茎，土谷宏二(却05)繰り返しねじれ変形を

受ける薄肉円筒部材の歪の非一様化現象の履歴挙動

解析.2005年度日本建築学会大会(近畿)構造1.

東大阪市.

全主土広去 (2005)琵琶湖湖岸緑地における空間利用に

ついての研究.平成 17年度日本造園学会全国大会，

東京大学.

7. 研究会等、 講演会、特別講義での発表

1) 研究会等における発表

塁塁l重 (2005)産学官連携共同研究プロジェクトポス

ターセッション、コラボ滋賀 21. 2005年 3月7日

-3月25日.

皐亘l皇，佐々木葉二，杉本正美，増田 昇，松久喜樹，

宮城俊作 (2005)ランドスケープ 6大学展 2005

京都市中央区元立誠小学校， 2005年 10月24日-10

月30日.

皇室l笠佐々木葉二，杉本正美，増田昇，松久喜樹，

宮城俊作，武田史朗，長谷川浩己，宮本佳明 (2005)

ランドスケープ6大学展 2005講評会 京都市中央

区元立誠小学校， 2005年 10月29日.

皇室監，松岡拓公雄，演崎一志，印南比日志，近藍E主
二血，担よ盤二(2005)第 3回現代 GPシンポジウム、

地域と大学を考えるシンポジウム 3.滋賀県立大学，

2005年 1月 14日.

皇室監，松岡拓公雄，演崎一志，印南比日志，近産墜

二血i.社よ盤二(2005)第 4回現代 GPシンポジウム、

地域と大学を考えるシンポジウム -4.滋賀県立大学，

2005年 11月 12日.

柴田いづみ (2005)景観形成のための計画づくりにお
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ける住民参加のあり方.北海道開発局景観検討会，

北海道開発局， 2005年 3月 18日.

柴田いづみ (2005)平成 17年度伝統的建造物群保護

行政研修会講師特別講義 1 (都市史 ・民家史特

論)実地研修 講評会，鳥取県倉吉市， 2005年 11

月10日.

査竪盤宣 (2005)近代世界システムと植民都市. 日本

学術振興会，第6巨l千年持続学フ ォーラム，東京大

学生産技術研究所， 2005年 10月 15日.

空丑宣 (2005)ライフライン被害と市民の接点からみ

た「まち」の安全.滋賀県安全・快適まちづくりシ

ンポジウム 2005，滋賀県立大学環境科学部，ひこ

ね文化プラザ， 2005年 3月 25日.

2) 講演会

逼杢担正 (2005)国土交通大臣・知事指定，建築士の

ための指定講習会.

査杢~D王 (2005) 建築物の耐震診断と補強・再生滋

賀県立大学 ・明治大学ジョイン トセミナー「環境 ・

建築再生とビジネス展開J.大津， 2005年 3月 25日

柴田いづみ (2005)住みよい東京のまちづくりとは

朝日都市再生フォーラム パネルデイスカッショ

ン.朝日新聞社，2005年 3月 12日.

柴田いづみ (2005)~稚内から石垣まで~ 全国都市

再生まちづくり会議.2005 年 8 月 6 日 ~7 日.

柴田いづみ (2005)第 1回全国防災まちづくりフォ ー

ラム m仙台.内閣府， 2005年 9月4日.

柴田いづみ (2005) リスクに強い(防災・防犯)まち

づくり ひとりでも安心・安全まちづくり・リレー

シンポジウム 2005，ひ とりでも安心・安全まちづ

くり実行委員会， 2005年 12月9日.

水原渉 (2005) シンポジウム 121世紀の滋賀の地域・

環境政策を考えるJ. 自治体問題研究所，2005年 7

月2日.

松岡拓公雄 (2005)1環境科学セミナーj 明治大学と

の合同プロジェクト全8回，大津淡海プラザ， 2005 

年 2月18日.

松岡拓公雄 (2005) 日本をいけるプロジェクトにむけ

て/ シンポジウム ・ニ ッポンノケシキ m京都.嵯

峨御流主催， 2005年4月 19日.

松岡拓公雄 (2005)モエレ沼公園の計画から完成まで.

プサン東亜大学工学部講堂， 2005年 7月 3日.

松岡拓公雄 (2005)第2回釜山/川の日フォ ーラ ム記

念講演「琵琶湖の初期の試み/河川環境の現況と市

民参加J.釜山市役所国際会議場， 2005年 7月 5日.

松岡拓公雄(2005)日本の再生建築と環境建築.ウィー

ン工科大学 TIT学科教室， 2005年 9月 14日.

松岡拓公雄 (2005)景観とまちづくり.宇治市商工会

議所， 2005年 10月.

査亙盤豆 (2005)基調講演「景観法 とまちづく り

タウンアーキテクトの可能性J. 美 し国づくり協会，

文化シャッタ一本社BXホール，東京， 2005年 1

月28日.

主査盤亘 (2005)講演 11包jと「住JJ、ふろしきトー

ク.法然院，京都， 2005年 03月 05日.

布野修司 (2005)基調講演「安全と快適なまちづく

りのためにJ.滋賀県立大学，ひこね文化プラザ，

2005年3月25日.

主亙盤亘 (2005)講演 IPFIの可能性と問題点J.十

日会五月例会，太閤閣，大阪， 2005年 05月 10日.

査亙盤亘 (2005)講演「アジアの建築技術 アジア

都市建築研究の課題J.竹中大工道具館村松研究会，

竹中大工道具館， 2005年 7月 8日

査!Ilf{1菱重 (2005)インタビュー「オランダ植民都市の

変容・転成テーマに 『近代世界システムと植民都

市』 まとめるJ. r日刊建設工業新聞J，2005年 9月

2日.

主竪盤亘 (2005)1京都会館」開館 45周年・前川園男

生誕 100年記念シンポジウム、パネル ・デイスカッ

ション「前川園男と京都会館J.京都会館， 2005年

10月 10日.

主竪盤亘 (2005) シンポジウム「建築がポエジーを纏

う瞬間」 伊東豊雄×布野修司×竹山聖.京都国立

近代美術館， 2005年 11月 15日.

査宜盤亘 (2005)講演「アジアの都市と集落J.神楽

坂建築塾，神楽坂アユミギャラリー， 2005年 12月

10日.

査竪盤亘，平良敬一，鈴木喜一 (2005)パネル ・デイ

スカッション「生きている住まいーアジア・ヴァナ

キュラー建築序説 J. 神楽坂建築塾， 神楽坂アユ

ミギャラリー， 2005年 12月 11日.

主竪盤亘(2005)アート・スタデイーズ第 5回 パネル・

デイスカッション「国体明徴運動と 2.26事件」 布

野修司「帝冠併合様式と東京帝室博物館」、大谷省

吾「北脇昇の「図式」絵画についてJ、飯沢耕太郎11信
仰写真」から「前衛写真」へj他. 東京国立博物館，

2005年 12月 17日.

盟畳造二 (2005)空間創造のプロセスと構造設計.北

海道日建設計特別設計フ ォーラム， 2005年 8月.

盟量造二 (2005)積層の家.関西構造設計事務所協会

技術交流会， 2005年 10月 3日

主主よ盤二 (2005)景観再生とランドスケープ・デザイ

ン.明大ジョイントセミナー，大津， 2005年3月4日.

社よ盤二 (2005)浜大津こだわり朝市での行動利用調

査結果について.浜大津フォ ーラム，大津 ・志賀ま

円
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U
 



ちづくり協働会議，大津， 2005年 3月27日.

3) 授業

塵毘盟二 (2005)建築デザインにおける 3要素.西乙

訓高校.

査壁盤亘 (2005)アジア都市建築史序説.京都造形大

学特別講義京都造形大学， 2005年 08月26日.

向器浩一 (2005)構造計画・構造設計と建築デザイン

計画. JIAオープンスクール， (社)日本建築家協

会主催， 2005年8月23日.

冨島義幸 (2005) 日本人はどのように建物をリサイク

ルしてきたのか.滋賀県立大学オープンキャンパス

模擬講義滋賀県立大学， 2005年7月30・31日.

畳丑遺 (2005)建築士のための指定講習会 室内環境.

(社)滋賀県建築士協会，ピアザ淡海， 2005年2月10日.

山杢重度 (2005)世界の環境共生住宅産経新聞高校

内セミナー，守山高校， 2005年 11月 17日

8.展覧会等

柴田いづみ.国連防災世界会議 国連・神戸市，兵庫

県神戸市， 2005 年 1 月 18 日 ~22 日

柴田いづみ.世界建築家連合 (UIA)総会，トルコ(イ

スタンブール)， 2005 年 7 月 3 日 ~7 日

柴田いづみ.グッドデザイン賞展示会，東京都， 2005 
年度 8 月 25 日 ~27 日

柴田いづみ.阪神・淡路大震災から学んだこと いの

ちを守る震災対策 m神戸 NPO法人東京いのちの

ポータルサイトレスキュー実行委員会，兵庫県神戸

市(スカイマークスタジアム球場内)， 2005年 8月

31日

松岡拓公雄. 建築家のメモ展覧会，東京 JIA会館，

2005年 11月 11日

査竪盤亘. r生誕 100年・前川園男建築展』展覧会図録，

2005 年 12 月~2006年3月

且旦宜主.グッドデザイン賞展示会，東京都， 2005 
年 8 月 25 日~ 27日

且旦主皐びわ湖メッセ，滋賀県 2005年 10月 19
日~21日

且旦萱皇. 日本の現代住宅展，ギャラリー間，東京都，

2005 年 12 月 8 日~2006年2月25日

9.競争的研究資金の導入

1) 本学特別研究

産屋盟二，彊杢塑正，松岡拓公雄，1盟盤造二，企韮孟室，

教員の活動資料編

松波孝治.琵琶湖西岸地震帯を視野に入れた滋賀県

および県内各市町村-の地震防災対策の再構築，平成

15 ~ 17年度， 93.6万円

生屋並，堅固亘産，箪査室丘亙血童五己，並よ盤二，

差益墜産j@j畳皇車.共同重点，平成 16 年度~ 18 
年度， 117.3万円.

松岡拓公雄，福本和正，山根周.木造建築、木造文化

の継承発展および木造文化を基礎とした地域再生を

めざす総合的な研究、教育、実践プログラムの構築，

平成 15~ 17年度、 125万円.

盆山道雄，土井崇司，近藤隆二郎，追旦正蓋，垂直二，

亀田彰喜.公共交通とまちづくりに関する地域学的

研究，平成 16~ 17年度， 82.4万円.

2) 科学研究費補助金

主竪盤豆(主査)他.発展途上地域(湿潤熱帯)の大

都市における居住地環境モデルに関する研究，平成

17年度， 400万円.

査壁盤亘.研究成果公開促進費， r憂茶羅都市ー ヒン

ドゥー都市の空間理念とその変容-j (京都大学学

術出版会)，平成 17年度， 310万円.

村上修一.歴史的固定堰の親水空間としての可能性に

ついての研究，基盤研究 (C)，平成 17年度， 80万円.

宣皇蓋圭.中世の顕密仏教とその建築空間 浄土教建

築の位置付けを中心に，若手研究(B)，平成 16年度

山杢車産.オランダ領東インドにおける統一都市計画

法成立以前の都市計画実態に関する研究，若手研究

(B) ，平成 17~ 18年度， 110万円.

及川清昭，藤井明，平尾和洋，山杢直~，橋本憲一郎.

大都市内における寺社境内空間の形態・機能・認知

特性に関する通時的考察，基盤研究 (C)，平成 16
~ 17年度， 100万円.

3) 政府および地方公共団体(関連法人を含む)から

の補助金

皇室墜，松岡拓公雄，演崎一志，印南比日志，近藍墜

二郎，村‘上修一.現代的教育ニーズ取組支援プログ

ラム，スチユ一デントフア一ム“近江楽座

科学省，平成 16~ 18年度

皇蓋墜，田中守，小倉重雄，武田智子.滋賀県産学官

連携共同研究プロジェクト，軽量陶器を活用した可

変型都市緑化システム容器の開発，平成 17年度

血旦主主.泰山寺野プロジェクト，滋賀県高島市.

宣阜蓋圭.平泉の建築ーその空間構造と造形，平泉文

化共同研究(研究A)，平成 17年度.
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4) その他財団からの研究補助金

柴田いづみ.自然再生に向けての基礎調査，大阪市立

大学(財)有恒会.

査宜盤豆(主査).近代世界システムとオランダ植民

都市に関する研究一一一一コーチン、コロンボ、ナガ

パットナムの都市空間構成の比較考察を通じて一，

三菱財団研究助成， 80万円.

蛙よ盤二・河川整備基金 2005 年 6 月~2006年5月，

89万円.

末富孝也，秦憲志，奥野修，浅野智子，戸谷秀子，永

橋為介，西本和正畢哲男，村上修一.大津・志賀

地域協働街づくり研究 日本都市計画学会関西支部

「都市計画研究会」助成， 2005 年 8 月~ 2006年3月，

10万円.

山杢亘~. 伝統技術を活用した災害仮設住宅の建設技

術開発に関する研究，住宅総合研究財団研究助成，

平成 17年6月~平成 18年 10月， 105万円.

10.研究員の受入

小梶庄次(滋賀県立彦根工業高校教諭)，柴田いづみ，

産業教育内地留学.

山口潔子，査壁盤亘，特別研究員(日本学術振興会)， 

2005 年 4 月 I 日~2008年3月31日.

朴重信，査壁1菱重，外国人特別研究員 (日本学術振興

会)， 2005 年 10 月 l 日~ 2007年9月30日.

11.特許、実用新案、品種登録、意匠、その他著作権

に関わる事項

同志社女子大学「国語」入試問題，主竪盤亘「実験劇

場と観客への回路」出題 (2005年度入試)• 

12.社会への貢献

1) 委員会等

藤原悌三 (2005)比叡平:第 37回人権を考える大津

市民のつどい「秋の集会J.

藍亙盟三 (2005)瀬田小学校:i'頼回学区防災マップ政

策協力.

福本和正 (2005)(財)滋賀県住宅センタ一 理事， (財)

滋賀県住宅センター， 1回.

福本和正 (2005)滋賀県建築物耐震判定委員会 副委

員長， (社)7.滋賀県建築事務所協会， 3回

福本和正 (2005)滋賀県耐震診断員派遣業務判定会

会長， (財)滋賀県住宅センター， 3回.

皇亘墜 (2005)滋賀県国土利用審議会，委員，議賀県.

皇萱墜 (2005)滋賀県みずすまし構想推進委員会景観

保全専門部会，会長，滋賀県.

皇室監 (2005)滋賀県東北部浄化センタ一造成計画検

討懇話会，委員長，滋賀県.

皇亘監 (2005)滋賀県土木交通部指定管理者選定委員

会，委員，滋賀県.

皇草壁 (2005)大津市都市計画部指定管理者選定委員

会，委員，大津市.

皇亘墜 (2005)長浜市建築審査会，会長，滋賀県長浜市.

皇室墜 (2005)草津市文化財保護審議会，委員，滋賀

県草津市.

皇蓋墜 (2005)大津市風致保全に関する懇話会，委員，

滋賀県大津市.

皇亘堕 (2005)大津市景観審議会，副会長，滋賀県大

津市

奥貫隆 (2005)彦根駅東口ふるさとの顔づくり委員会，

委員長，滋賀県彦根市.

皇室監 (2005)彦根市石寺町非農用地活用懇談会，委

員，彦根市石寺町

皇草壁 (2005)屋上緑化用陶製品開発研究会運営委員

長，滋賀県工業技術総合センター.

皇萱墜 (2005)自然環境アドバイザー，国土交通省近

畿地方整備局.

皇室墜 (2005)(社) インタ ーロッキングブロック舗

装技術協会，理事.

柴田いづみ (2005)文化庁文化審議会文化財分会第二

専門調査会，文化庁， 2回.

柴田いづみ (2005)内閣府防災向上に関する専門委員

会，内閣府， 2回.

柴田いづみ (2005)坂田地域活性化検討委員会，国土

交通省滋賀国道事務所， 2回.

柴田いづみ (2005)河川保全利用委員会，国土交通省

琵琶湖河川事務所， 5回.

柴田いづみ (2005)史跡観音寺城跡保存管理計画策定

委員会，滋賀県安土城城郭研究所， 5回.

柴田いづみ (2005)淡海環境保全財団理事会理事， (財)

淡海環境保全財団.

柴田いづみ (2005)いのちのポータルサイト理事会

理事， (NPO法人)いのちのポータルサイト.

柴田いづみ (2005)彦根市都市景観審議会，彦根市，

l回.

柴田いづみ (2005)彦根市都市計画マスタープラン策

定委員会， 2回.

柴田いづみ (2005)長浜市都市計画審議会，長浜市.

柴田いづみ (2005)長浜市商庖街活性化検討会，長浜

市産業経済部.

柴田いづみ (2005)湖南市会議，湖南市， 1回.
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柴田いづみ (2005)都市計画審議会，湖南市， 1凪

柴田いづみ (2005)近江八幡市総合計画審議会，近江

八幡市.

柴田いづみ (2005)近江八幡市観光振興計画策定委員

会，近江八幡市商工観光課， 5回.

柴田いづみ (2005)安土・八幡文化的景観保存活用委

員会副委員長，近江八幡市， 1回.

柴田いづみ (2005)ネット社会と子ども達協議会副運

営副委員長，東京都， 6回.

柴田いづみ (2005)情報・広報委員会 日本建築士連

合会， 8回.

柴田いづみ (2005)太陽光発電をすすめる大津市民の

会理事， NPO法人太陽光発電をすすめる大津市民

の会(ソーラーおおっ). 

主屋並 (2005)彦根市建築審査会 会長，彦根市.

主塁盗 (2005)大津市開発審査会 会長，大津市.

主屋並 (2005)大津市建築審査会 委員，大津市.

主屋並 (2005)公立甲賀病院プロポーザル審査委員会

委員長，甲賀郡国民健康保険病院組合.

水原渉 (2005) 日野町立日野中学校建設委員会 副会

長， 日野町

主屋並 (2005)2級・木造建築士試験委員 学科部会

委員，財団法人建築技術教育普及センター.

主屋並 (2005) (社)滋賀県建築士会継続能力開発

(CPD) プログラム評議員会 会長，滋賀県建築士
ム、
A 

主屋並 (2005) (社)滋賀県建築士会専攻建築士評議

会会長，滋賀県建築士会.

主屋並 (2005)滋賀自治体問題研究所 理事長.

主屋主主 (2005)東近江市あいとうウエストランド土地

利用研究会座長.

水原渉 (2005)新建築家技術者集団滋賀支部 代表幹

事.

松岡拓公雄 (2005) ガラス再資源協議会副会長， 2回.

松岡拓公雄 (2005)彦根市都市景観審議会委員， 2回

松岡拓公雄 (2005)宇治市都市景観審議会会長， 5回.

松岡拓公雄 (2005)宇治市都市計画審議会分科会， 3回.

松岡拓公雄 (2005)愛知川都市計画審議会会長， 1回.

松岡拓公雄 (2005)re-マテリアルコンペ 2企画委員，

l回.

松岡拓公雄 (2005)京都 CDLみてきてつくって審査

委員， 1回.

松岡拓公雄 (2005)木之本町町並み文化計画広報観光

部会専門委員， 1回.

松岡拓公雄 (2005)環境科学明治大学合同ゼミナー運

営委員， 1回.

松岡拓公雄 (2005)団地再生協議会委員， 2回.

松岡拓公雄 (2005)大沢池環境再生計画委員会副委員

長， 3回.

松岡拓公雄 (2005)札幌市モエレ沼公園運営会議， 2回.

松岡拓公雄(2005)滋賀県協働部活プロジェクト/ウッ

ドマイレージ会議， 3回.

松岡拓公雄 (2005)東京芸術大学吉村順三展委員会，

3回.

亙監盤宣 (2005)科学研究費委員会専門委員

査監1菱重 (2005)国際技能振興財団専務理事.

査竪盤亘 (2005)米原駅東口周辺まちづくりビジョン

策定委員会委員.

布野修司 (2005)宇治市都市計画審議会 会長

査竪盤呈 (2005)宇治市都市景観審議会委員

査!IlH菱重 (2005)宇治川河川利用委員会委員

査竪盤亘 (2005)塔の島地区河川整備に関する検討委

員会委員.

布野修司 (2005)大阪府警察金岡単身寮整備等事業に

係る選定事業者審査委員会委員.

査竪1菱重 (2005)島根県環境デザイン検討委員会委員

査壁盤呈 (2005) しまね景観賞委員会委員.

布野修司 (2005)大橋川周辺まちづくり検討委員会

副委員長.

阻益準二 (2005)滋賀県学校建築耐震判定委員会 副

委員長.

陶器浩一 (2005)滋賀県開発許可基準等調査検討委員

会学識経験者部会委員.

主土よ盤二 (2005)滋賀県湖岸緑地再整備計画アドパイ

ザー，滋賀県土木交通部， 1回.

註よ盤二 (2005)山田 21まちづくり推進委員会への協

力，草津市.

t土よ盤二 (2005)大津市長等地区都市水路計画協議会

コーデイネーター.

社よ盤二 (2005)滋賀県体験学習ルートづくり研究会

委員，滋賀県湖南地域振興局， 3回.

社よ盤二 (2005)大津・志賀地域協働街づくり研究会

委員， 4田

空丑遣 (2005)開口部遮熱計算方法研究委員会 委

員， (社)リビングアメニティ協会， 2000年 12月 ~

2005年3月， 3回.

畳丑j童(2005)窓のエネルギー性能評価指標研究プロ

ジェクト 委員， (社)リビングアメニティ協会，

2005年生月 4回.

盟丑萱 (2005)ISO/TC163/SC2対応 WG 委員建築・

住宅国際機構， 2003年 6月 4回.

盟丑遣 (2005)ISO/TCl63/WG2対応WG 委員，建築・

住宅国際機構， 2003 年 6 月~ 2005年 10月， 3回.

童豊二 (2005)草津市都市計画マスタープラン策定委

員会委員，草津市， 3回.
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2) 学会等

盈杢主日正 (2005) 日本建築学会近畿支部 木造部会委

員， 1回.

柴田いづみ (2005) 日本建築学会 ・土木学会.NPO 

法人東京いのちのポータルサイト 「市民が学会と

ともに考える東京の地震防災」企画・運営・宣言文

草稿.

柴田いづみ (2005) 日本建築学会・土木学会.NPO 

法人東京いのちのポータルサイト 第 1回「耐震補

強フォーラム」企画・運営.

柴田いづみ (2005) 日本建築学会・土木学会.NPO 

法人東京いのちのポータルサイト 112.11耐震補強

推進東京集会J企画 ・運営.

主屋並 (2005) 日本建築学会 都市計画委員会環境地

域計画システム小委員会委員.

松岡拓公雄 (2005) 日本建築学会 司法支援委員会委

員， 4回.

松岡拓公雄 (2005) 日本建築学会 建築家資格制度委

員会実務訓部会委員， 1回.

布野修司 (2005)日本建築学会建築計画委員会委員長.

布野修司 (2005) 日本建築学会 アジア建築交流委員

会委員長.

布野修司 (2005) 日本建築学会 英文論文集

JAABE(Journal of Asian Architecture and Built 

Environment)委員会委員長， Field Editor. 

主竪盤宣 (2005) 日本建築学会 学会賞(業績賞)委

員会委員.

陶器浩一 (2005) 日本建築学会 シェル小委員会鉄筋

コンクリート系厚肉床壁構造設計施工WG委員.

盟査車二 (2005) 日本建築学会 StudentSummer 

Seminarコンテスト審査員.

陶器浩一 (2005) 日本建築学会 関東支部テキスト作

成委員会委員.

並よ盤二 (2005) 日本造園学会 学術委員会委員.

村上修一 (2005) 日本造園学会 論文集校閲委員会委

員.

宣皇主主 (2005) 日本宗教文化史学会 編集委員.

亘皇蓋主 (2005)建築史談話会幹事.

山杢亘$ (2005) 日本建築学会 農村計画委員会比較

居住文化小委員会委員.

量豊二 (2005) 日本造園学会校閲委員.

小林正実 (2005) 日本建築学会 不均質・混合体の数

理解析手法小委員会委員， 3回

3) 国際貢献

柴田いづみ (2005) ウォ ーターフロント開発事例.春

川国際セミナー，大韓民国江原道春川市.

松岡拓公雄 (2005)ベル リン環境再生ワークショップ

&シンポジウム，ベルリン， 2005年3月初旬 6日間.

松岡拓公雄 (2005) 日韓河川アメニティワークシヨツ

プによる温泉川フィールドワークとシンポジウム

(松岡ゼミ 13名と東亜大学工学部金研究室・武蔵工

業大学小堀研究室共同計40名)• 

13. マスメディアとの対応

1) 新聞、雑誌等からの取材による記事

皇豆墜:現代 GP，建設通信新聞社， 2005年 1月

皇蓋墜:石寺町太鼓祭り，毎日新聞，中日新聞，京都

新聞， 2005年 4月.

皇蓋墜:グリ ーン・アーキテクチュア・トリビューン，

2005年7月.

松岡拓公雄:団地再生をめざして，月刊ウエンデイ.

松岡拓公雄他2名:座談会:中島一/松岡拓公雄/清

水九兵衛/彦根キャッスルホテルにて，月干11.
E旦主皐:高島市プロジェクト紹介記事，京都新聞，

2005年 11月12日.

2) TV、ラジオ番組への出演等

皇草壁，鹿間隆・コラボ滋賀 21屋上緑化システム，

びわ湖放送， 2005年 3月

皇室墜，田中守:屋上用陶製品開発共同研究会， BBC 

びわ湖放送 TV，2005年4月.

柴田いづみ:ぼくのにっぽん 第 15回 環境と建物

をデザインする ~コミュニティとアメニテイ

BBCびわ湖放送.

松岡拓公雄他2名 :NHK日曜美術館，イサムノグチ・

モエレ沼公園.

布野修司 :パネル・デイスカッション「どうする京都

2 1 2 1世紀の新たな文化ゾーンへ! 岡崎エリ

ア再構築を徹底検証!J， KBS京都テレビ， 2005年

1月23日.

且旦主主，盟量造二，田中稔，脇坂博之:1木造建築

物の新たなデザインと工法をめぐる研究開発」につ

いて，びわ湖放送「滋賀経済NOW  J， 2005年4月

16日.

且旦萱皇 PerfectHomes，世界の建築家と作品の紹

介，ロンドン channe14，9月 13日取材.

且旦主主:rエッフェルの謎.1 (2時間特番)， TBS東

京放送 BS-I(衛星放送)• 

且旦主皇:1戸越の家」作品紹介， NHK教育

且旦萱皇:びわ湖放送「ニュースト ーク淡海人J.
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教員の活動資料編

生物資源管理学科

l.著書

西野麻知子， i:兵端悦治編 (2005)内湖からのメッセー

ジ.盈互主主， I内湖での農薬の動態J，サンライズ

出版

中島紀一，古沢広祐，横川洋編 (2005)農業と環境.宣

岡昌雄，第4章5節「琵琶湖水質保全と農業排水J， 

農林統計協会，東京.

2. 論文(学会誌およびそれに準じる学術、技術雑

誌およびプロシーデイングに掲載されているもの)

白血室箆，盆旦豆並(2005)水田栽培ナタネの収量決定

過程の解析，近畿作物・育種研究会報告(投稿中)

Nomivama. T.， Y. Kurashige. T. Morikawa and H. 

E邑盟主主主 (2005) Landform processes have great 

impacts on the establishment and distribution of 

common reed (Phragmites australis) populations. 

Transactions， J apanese Geomorphological U nion 

26: 225-238. 

主盟主LE.，M. Mori， M. Mori and H. Hasegawg (2005) 
Genetic differences in nitrate uptake in two 

clones of the common reed， Phragmites australis. 

Breeding Science 55: 297-302. 

Sharma， N.， N.K. Gupta， S. Gupta and---.H. Hasegawa 

(2005) Effect of N aCl salinity on photosynthetic 

rate， transpiration rate and oxidative stress 

tolerance in contrasting wheat genotypes. 

Photosynthetica 43: 609-613. 

盛山隼1-t，皇盟企旦，土直丘宣，ム主盈二，長登山主主

(2005) リアルタイム PCRを用いたイネの翻訳開

始遺伝子 (eIF5A)の発現解析.近畿作物・育種研

究 50:63-65. 

宣盟旦，長貧血主主(2005) 沈水植物用栽培システムの

開発近畿作物・育種研究日:67-70. 

竪星土山堂，亙盟並，長釜盟主主(2005) 異なった水条件

に由来するヨシの生育特性.近畿作物・育種研究

50: 79-82. 

Sakamoto， Y.，工J豆豆， and T. Sato. (2005) Isolation 

and characterization of a fruiting body-specific 

exo-beta-1，3-g1ucanase-encoding gene， exgl， from 

Lentinula edodes. Current Genetics 47(4): 244-252 

Nawata E.， Y. Nagata， Y. Kono， K. Iwama， T. 

Yamamoto， K. Watanabe， S. Tomita， C. Sributta， 

C. Noichana and T. Sakuratani (2004) Mapping 

of Cassava Productivity Using GIS in Northeast 

Thailand， J apanese J ournal of Tropical Agriculture 
48・211-219

Nawata E.， Y. Nagata， A. Sasaki， K. 1主主旦亘， and 

T. Sakuratani (2005) Mapping of climatic data 

in Northeast Thailand: Temperature and solar 

radiation， Tropics 14: 179-190 

Nawata E.， Y. Nagata， A. Sasaki， K. 1笠主旦盆， and T. 

Sakuratani (2005) Mapping of climatic data in 

Northeast Thailand: Rainfall， Tropics 14: 191-201 

主道盟主，金主査二(2005)早崎内湖ビオト プの水質

および物質収支，水文水資源学会誌 18(2):97-105 

差是室立L 金主主二，主盆萱ム，翠宜主旦2005)代か

き・田植期の河川水質と負荷量，水文水資源学会誌

18(2): 167-176 

ム主達三二，金主主二，宣出藍15(2005)内湖における窒

素・リン浄化に及ぼす Chl.aの影響，水文水資源学会

誌 18(6):674-680 

金主主二， !=t]ll畳主，室主室主，直且益主(2005)施肥

田植機・育苗箱全量施肥による減肥が流出負荷削減

に及ぼす影響，農土論集 240:1-7 

血盟! lfr:，宣且主主(2005)加水しない土の pH試験方

法の適用性，地盤の環境・計測に関するシンポジウ

ム2005論文集:37 -40 

]11 f!h lfr:，亘l!l室主(2005)加水しない土の pH試験

方法の検討，第 40団地盤工学研究発表会講演集，

2637 -2638 

企並E旦 (2005)中山間地域等直接支払制度はどう実

施されどう変わろうとしているのか.農村ニュース

2005年春季特大号:64-69. 

企並且塁(2005)米政策改革ーその虚構性と一つの可能

性 .農業問題研究 58:42-45. 

生並旦旦(2005)売れる米作りへの挑戦と課題農村

ニュース 2005年秋季特大号 46(4):59-63. 

堕旦生1丘(2005)系統経済事業の広域再編と『会社化l
農業と経済 71(7):33-42 

盟国生旦(2005)農協営農面事業の再構築と営農指導事

業，農業・農協問題研究 32:1-14. 

撞旦隼1丘(2005)協同組合の自治と組織力，協同組合研

究誌にじ NO.612:1-9 

Takeuchi， S.， H.旦虫型，M. Unlu and T. Yano (2005) 

Water use on maize field in Cukurova plain， 

Proceedings of the International 羽Torkshop for the 

Research Project on the Impact of Climate Change 

on Agricultural Production System in Arid Areas， 

Research Institute for Humanity and N ature: 

132-135. 

Q虫型， H.. S. Takeuchi， M. Unlu and T. Yano (2005) 
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Evapotranspiration of Maize Crop in Adana 

Region. Proceedings of the International Workshop 

for the Research Project on the Impact of Climate 

Change on Agricultural Production System in 

Arid Areas. Research Institute for Humanity and 

Nature: 50-53. 

K.旦主主旦Q.S. Boonlue and工ι亘旦室生i(2005) Effect of 

ammmonia hydroxide treatment on the in vitro 

dry matter digestibility and gas production of 

wheat straw. sugarcane bagasse medium and 

konara oak rotted by edible basidiomycetes. 

Animal Science J ournal 76 : 309-314. 

孟杢墜王， ι主主韮皇，主星盆王，且竪塞並(2005)エリ

ンギ (Pleurotuseryngii)を収穫したコーンコブミー

ル廃培地の培養延長が培地の栄養価に及ぼす影響，

日本畜産学会報 76: 309-314. 

三木聡子，岡野寛治 (2005)トキイロヒラ タケ

(Pleurotus salmoneostramineus) を無殺菌で培養

したイナワラおよびコムギワラの invitro 消化性 ，

日本畜産学会報 76: 407-414 

K.企主担Q.M. Kitagawa. Y. Sasaki. T. Watanabe (2005) 

Conversion of Japanese red cedar (Cryptomeria 

japonica) into a feed for ruminants by white-

rot basidiomycete. Animal Feed Science and 

Technology 120 : 235-243. 

M. Samusuri. B. Prasetya. E. Hermiati. T. Idiyanti. 

!L♀主主旦旦.Syafwina. Y. Honda and T. Watanab 

(2005) Pre-treatments for ethanol production from 

bagasse by simultaneous saccharification and 

fermentation. Proceedings of the 6th International 

Wood Science Symposium. 228-294. 

Egusa. S.. K. Fujisaki and H. SawadQ (2005) Factors 
contributing to the seasonal occurrence of 

the willow leaf beetle. Plagiodera versicolora. 

Population Ecology 47(2): 99-105. 

邑且立且二.T. Okubo and R. Kaneki (2005)Paddy-

herbicide inputs in the entire river inflow reaching 

Lake Biwa Uapan). Limnology. 6(2): 91-99 

McDaniel. N.K.. S.H. SugiurQ. T. Kehler. ].W. 

Fletcher. R.M. Coloso. P. Weis and R.P. Ferraris 

(2005) Dissolved oxygen and dietary phosphorus 

modulate utilization and effluent partitioning 

of phosphorus in rainbow trout (Oncorhynchus 

mykiss) aquaculture. Environmental Pollution 138: 

350-357. 

盟旦盟盈，宣盈主主，盟旦亘韮Lq:r [ffi墨王，丞宜主主，
壁旦室畳，宣峯主E且，主主墨旦(2005)日本草地学会

誌 51(2): 202 -204. 

盟旦且盈，五墨宜童，担旦直盤12005)滋賀県安曇川流

域におけるエンドファイト感染アオカモジグサの分

布，関西病虫研報 47 : 103-104. 

盟旦旦盈，野一色由佳，盟主笠主，盟旦亘盤(2005)滋

賀県姉川流域におけるエンドファイト感染アオカモ

ジグサの分布，関西病虫研報 47 : 105-107. 

菅原幸哉，但旦週金，大久保博人 ，御子柴義郎 (2005)

オーチヤードグラス黄さび病(仮称)の病原菌の特

徴、および本州北部における発生状況，日本植物病

理学会報 7l(3) : 228 

藍杢j皇，壁旦盟盈，宣旦ι豆，東軒有希代・上野耕一郎，

盟旦亘畳(2005)滋賀県宇曽川における寒地型イネ科

草のエンドファイト感染実態，日本草地学会誌 51 

(別): 438-439. 

菅原幸哉，荒川明，内山和宏，林稔久，豊里且盈，水

野和彦，大久保博人，御子柴義郎 (2005)オーチヤー

ドグラス黄さび病(仮称)の発生と発病程度の品種・

系統間差異，日本草地学会誌 51(別): 446-447 

Fujiwara. T.. H. Noda. T. Shimase. S. Tachibana. 

T. Takahashi. & Y. Takiguchi (2005) Evaluation 

of timber as building materials on energy issue 

and the W oodmiles: the background and the 

development of the Woodmiles Forum in J apan. 

Construction Material: Proceedings of ConMat'05 

and Mindess Symposium Vancouver 2005 

(Editors: N.Banthia. T. Uomoto. A. Bantur. & S.P. 

Shah) Publshed by The University of British 

Columbia. (ISBN 0-88865-810-9) Abstract p.204. 

full paper in attached CD. 

Fujiwara.T.. H. Noda. T. Shimase. S. Tachibana. 

& T. Takahashi (2005) Energy consumption 

through timber transportation and the woodmiles: 

the possibilities of the woodmiles indexes for 

evaluation of building. Action for Sustainability: 

The 2005 W orld Sustainable Building Conference 

in Tokyo SB05Tokyo Abstracts. Published by 

SB05Tokyo National Conference Board. Abstract 

p. 84. full paper in <CD>SB05 Proceedings pp 

117l-1178. 

亘畳主主(2005)地方森林税はどのようにして政策課題

となるのか一都道府県の対応に関する政治経済的分

析一.林業経済研究 51(3) (通巻 156号 .2005年 11

月): 19-28. 

T北ahashi.I.& M. Nakamura (2仰15)BureaucratIzation 

of environmental management and corporate 

greening: An empirical analysis of large 

manufacturing firms in Japan. Corporate Social 

Responsibility and Environmental Management 
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12 (4) (December. 2005): 210-219. (環境管理の官僚

制化とコーポレート・グリーニング:日本の大規模

製造業における実証分析)

宣且昌盤(2005)滋賀県における環境こだわり農業の推

進，有機農業研究年報 (5):85-95. 

よE達皇，]JB星盤宣(2005)アジサイ及びヤマアジサイ

の額咲き型品種における花序の構造と装飾花の着生

との関係，園芸学研究:435-438. 

浅井修，伊藤健吾，千家正照，差益監芝(2005)雨除け

ハウス栽培におけるトマトの消費水量と用水量の検

討，農土論集 237: 99-104. 

3.報告書、その他著作、 一般向け記事

1) 科学研究費補助金等による研究の成果報告書

長釜山主主(2005)環境ストレス耐性に関係した翻訳開始

因子の同定とその発現機構の解析.平成 15~ 17年

度基盤研究 (C)(2)研究成果報告書:1-56. 

長貧血主主(2005)水質改善を目的とした水生植物の遺伝

子工学.平成 14~ 16年度滋賀県立大学特別研究

(重点研究)I水生植物の水質浄化機能の開発」報

告書 1-37.

2)受託研究等の報告書

金主亙二(2005)滋賀県大学等学術文化振興助成金(産

学官連携推進助成)研究報告書:1-25 

五二工亘k and S.Tamai(2005) Studies on the 

Salt Tolerant Mechanism of Plant and the 

Improvement of Saline Soil、AnnualReport 

2004-2005、TottoriUniversity Arid Land Research 

Center 

3) ハンドブック、辞典、図鑑などへの執筆

長査出主主(2005)植物育種学辞典編集委員会(編)，植

物育種学辞典.項目数 16，培風館，

東京.

金主主二(2005)環境保全型農業大事典，農文協編，無

代かき・育苗箱全量施肥栽培が環境に与える効果，

農文協，東京.

盆p ~全(2005) 陸水の辞典， 日本陸水学会(編)，項

目数 4.講談社，東京.

4) 新聞、一般向け雑誌等への解説記事など

長貧血主主(2005)近畿作物・育種研究第 50号記念号の

発刊にあたって近畿作物・育種研究 50:l. 

m些一主(2005)農用地の土壌汚染と対策一現状と課題

(2005).基礎工 33(め:51-53. 

生並且旦(2005)平成の農政改革(戦後農政の総決算)

を問う 協う Vo1.87，2005年2月. 16. 

生並E亙(2005)担い手政策の整合性について考える.

農業と経済第 71巻第 4号， 2005年4月， 3. 

企並E亙(2005)新しい食料・農業・農村基本計画のこ

こが問題 大阪農民会館だより第 108号， 2005年4

月， 2-3. 

生並且旦(2005)米政策改革で米作りはどうなるのか.

技術と普及 Vo1.42，2005年5月， 26-29. 

土並旦旦(2005)地域農業振興・活性化の決め手は何

か.地域農業と農協第 35巻第 l号， 2005年7月，

26-35 

企並霊呈(2005)今井 敏・生源寺員一 (座談会)I新
基本計画で農政はどう変わるか<新たな基本計画

と日本農業の行方 >J 農業と経済第 71巻第 9号，

2005年8月， 8-30 

企並且旦(2005)農業の担い手をどう見出し、どう育て

ていくのか.経営実務第 59巻9月号.2005年9月.

企並盟旦(2005)食料政策をめぐる攻防と大学生協の

、食の事業、.連帯通巻 176号， 2005年9月 ・10月，

94-137. 

小池恒男 (2005)地域農業再生の課題.公庫月報

Vo1.659， 2005年 10月. 2-5. 

土並霊旦(2005)大規模環境保全型稲作経営成立の経

営条件についての実証的検討.環境経済・政策学会

2005年大会報告要旨集. 2005年 10月.

企並盟主(2005)(書評L田代洋一著「戦後農政の総決

算」の構図一新基本計画批判一.地域農業と農協第

35巻第 3号 2005年 12月. 29 

堕旦隼1丘(2005) I r日本の農業に関する提言.1 (日本

生協連)をどうみるかJ.くらしと協同の研究所『協

う.1. No.90. 2005年8月号. 16 

盟旦隼E丘(2005) I座長解題・協同組合事業の子会社

化とアウトソーシングJ.協同組合研究，

盟旦且盈(2005)アイルランドの大飢鐘 1845-1848 

ーひろい読み一 植物防疫 59(10): 440-444. 

2005年 10月.

但旦且盤(2005)西アイルランド(第 20回国際草地学

会報告のうち) 日本草地学会誌 51(3) : 319-320. 

2005年 10月.

亘畳皇皇(2005)連載記事「琵琶湖と環境保安林①

一水源の森林守る仕組み一」 中日新聞広域滋賀版

2005年6月 27日.

亘盛皇五~(2005) 連載記事「琵琶湖と環境保安林②
一魚類の保護目的に規制-J中日新聞広域滋賀版
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2005年 7月4日.

童盤皇;也(2005)連載記事「琵琶湖と環境 森林のゾー

ニング一水土保全林が9割-J 中日新聞広域滋

賀版 2005年7月 18日.

亘盤皇-t!1(2005)連載記事 「琵琶湖と環境 公社による

人工造林 下流の利益、上流に還元 」 中日新聞

広域滋賀版 2005年7月25日.

亘盤皇五1(2005)連載記事 「琵琶湖と環境 『琵琶湖森

林づくり税』可決一全国2番目に検討開始-J 中

日新聞広域滋賀版 2005年 8月 1日.

宣畳皇主(2005)連載記事 「琵琶湖と環境 滋賀の山村

一人と動物共存の最前線一」 中日新聞広域滋賀版

2005年 8月 15日.

童盈皇;也(2005)連載記事 「琵琶湖と環境 滋賀のフオ

レスター一活動広がる森の世話人-J中日新聞

広域滋賀版 2005年8月22日.

亘重皇;也(2005)コラム 「エコランパーコープ訪問j

『ニュースレター木の道第 9号j(ウッドマイルズ研

究会)(2005年 10月15日)• 
宣血畠盤 (2005)環境・地域資源保全政策をどう進め

るか，農業と経済第 71巻 9号.2005年 8月，

67-74. 

4.学会等への発表

山且塁壁L，盤国亘主主(2005)近畿作物・育種研究会講演会

出E隼旦L盆旦重量主(2005)日本作物学会春期講演会

盤杢主企，並旦重量(2005)なぜ栽培学にQTL解析が

必要か，日本作物学会春期講演

旦』温ヨ二，盆旦豆並(2005)登熟期の散水が水稲の粒の

発育速度に及ぼす影響 日本作物学会秋期講演会

森真理，北村治滋，佐藤大祐，田中俊憲，長谷川博他

10名 (2005)硝酸イオントランスポーター遺伝子高

発現イネの作出と硝酸吸収能の解析.第 46回日本

植物生理学会年会，新潟市

主主主二，盛山生1-¥':.亘盆盈茎，盤山室塁，長釜血盟

(2005)イネの高親和性硝酸トランスポーター遺伝子

の発現解析.第46回日本植物生理学会年会，新潟市.

亘盟且長登山主主(2005)オオカナダモの硝酸吸収部位

について近畿作物・育種研究会第 159回例会，神

戸市.

A旦斗.JL.s. Takavanal2:i. M. Yokovamf!. and H. 

旦益盟主主主 (2005) Expression of genes involving 

high affi.nity nitrate transport system in rice. The 

Annual Meeting of the American Society of Plant 

Biologists. Seattle. Washington. USA. 

Nomivama.T.. K. Hirakawa. Y Kurashi l2:~. T. 

Morikawa and H. Hasel2:awg (2005) Relationship 

between landform process and reed distribution. 

PAGES (Past Global Changes) Second Open 

Science Meeting. Beijing. China. 

宣企益蔓，森真理，吉田薫，長盆出直(2005) イネ

のフィチン酸合成関連遺伝子のヨシへの導入. 日本

育種学会第 107. 108回講演会 (2005-8).つくば市.

玉釜山主主，産山隼企，皇盟企旦盗塁主壬，主旦韮主，

ム主盈ニ(2005)イネのセシウム抵抗性突然変異体に

おける翻訳開始因子遺伝子 e1F5Aの発現に及ぼす

セシウムの効果 日本育種学会第 107. 108回講演

会 (2005-8).つくば市.

竪旦山登，矢野健太郎，生主主主，皇国盆蓋，森川利信，

盆亙HK長釜山直(2005)湿原のヨシ自然集団にお

けるクローン構造の解析. 日本植物学会第 69回大

会，富山市.

亘盟且主主主二，長盆且盟 (2005)オオカナダモの

硝酸吸収. 日本植物学会第 69回大会，富山市.

I主主旦主主ヱ.T. Maruyama. and K. Y辿豆 (2004)Direct 

observation of soil water movement through soil 

macropores using soft X-rays. 2004 ASA-CSSA 

SSSA 1nternational Annual Meeting with the 

Canadian Society of Soil Science. Seattle USA 

Walter Z. L.. Y. 1z旦旦iand M. 1ijima(2005)Effect of 

intercropping on the water sources of pearl millet 

under drought and soil compaction. 日本作物学会

第 220回講演会，盛岡市.

金杢亙二(2005):底泥と Chl.aが内湖の水質に及ぼす

影響 ，農土学会大会 ，岐阜市.

出並! ffi:.宣盟主主(2005) 加水しない土の pH試験

方法の適用性 ，地盤の環境・計測に関するシンポジ

ウム 2005.大阪

盟主s ffi:.亘盟主主(2005)加水しない土のpH試験方

法の検討 .40団地盤工学研究発表会、函館

丘止l蓋去 .1!l主f! ffi: (2005)生分解性プラスチ ックの土

中の挙動，日本土壌肥料学会年次全国大会，島根

丘山童五.1!l並一基(2005)生分解性プラスチ ックの土

中の挙動 埋設 3年後の結果，環境研究ポスター発

表会、東京

土並旦旦(2005)国公立大学における環境教育のフロ ン

ティア一法人化の潮流のもとで 「滋賀県立大学環

境科学部の対応」 第 16回環境教育学会、京都教育

大学.

生並tê:~ (2005)大規模環境保全型稲作経営成立の経営

経済条件についての実証的研究.環境経済・政策学

会 2005年大会，早稲田大学.

直星盤産，生盟主E豊，よ皿;達虫(2005)滋賀県在来カブ

品種の種子および幼植物の形態的特性 ，園芸学会近

畿支部滋賀大会，彦根市.
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生釜塵通，笹木加奈子，竹内真一，矢野友久 (2005)メ

イズ蒸発散量と蒸散量との比較. 平成 17年度農業

土木学会大会講演会，岐阜大学.

竹内真一，企盆星通.Zeggaf A. Tahiri.安養寺久男

(2005)作物群落下の土壌面蒸発量が消費水量に及ぼ

す影響について，平成 17年度乾燥地研究センター

共同研究発表会，鳥取大学.

盟宜主主.R.Amirta.北川政幸，佐々木義之，渡辺隆司

(2005) Ceriporiopsis subvermispora培養によるス

ギの粗飼料への変換， 日本畜産学会第 104回大会，

東京.

二主監王.1IliJ竪室主L(2005)無殺菌で トキイロヒラタ

ケ (Pleurotussalmoneostramineus) を培養したイ

ナワラおよび小麦ワラの飼料価値， 日本畜産学会第

104回大会，東京.

K.♀主主盟，ヱ」国豆.M. Samusuri. E. Hermiati. T. 

Idiyanti. B. Prasetya and T. Watanabe (2005) 

Bioconversio of sugarcane bagasse into a feed for 

ruminants using white-rot fungi. Proceedings of 

the 6th International Wood Science Symposium. 

Bali. Indonesia 

T. Watanabe. K.企主担Q.Y. Baba. K. Yano. R. Amirta. 

Syafwina. T. Tanabe. T. Watanabe and Y. Honda 

(2005) Pretreatment of J apanese cedar wood by 

white rot fungi for the production of bioethanol 

and a fee for ruminants. Proceedings of the 6th 

International Wood Science Symposium. Bali. 

Indonesia 

金王監虫.!/'1f a '/{i-主，盟旦査二(2005)谷間の水田環境

を利用するドジョウ科魚類の生態，第 17回日本環

境動物見虫学会年次大会，近畿大学.

E盟主L主壁血互，盟旦査二(2005)緑化害虫ヒロヘリ

アオイラガの発生生態第 17回日本環境動物昆虫

学会年次大会，近畿大学.

江草佐和子，藤崎憲治，西田隆義，翠旦盈二 (2005)ヤ

ナギの新葉生産量の変化に伴うヤナギルリハムシ成

虫の移動分散と寄主選択，第52回日本生態学会，大阪

金星盈主前畑政善，盟国益二(2005)滋賀県内におけ

る魚類が侵入可能な水田，第 52回日本生態学会，大

阪.

藤田建太郎.I=þ星豊丘，中井克樹 • rRa査二(2005)琵

琶湖で発見されたコクチパス，第 41回魚類自然史

研究会，岐阜

虫星盟主L藤田建太郎，亘竪盤韮L涯血益二(2005)ブ

jレーギルの卵 ・仔魚に対する巻員類の捕食，第 41 

回魚類自然史研究会，岐阜.

江草佐和子，藤崎憲治，翠旦盗二 (2005)ヤナギの新葉

生産量の季節変動とヤナギルリハムシ成虫の移動分

教員の活動資料一

散行動，第 49回日本応用動物見虫学会，東京.

溝口麻衣子，盆互主主(2005)琵琶湖流域の水田群(北部

S地区)における除草剤の流出 第5回水環境学会

関西支部研究発表会，京都

旦rUs塁王，盆互主主(2005)伏流河川 (滋賀県野洲川下流

部)における農薬濃度の変動.第5回水環境学会関

西支部研究発表会，京都.

金韮::iE.盟企茎皇，杢生.I=t主盟企，企並且去，本E
萱二，盆互主主(2005)冬季湛水・不耕起栽培水田の環

境保全機能の定量的評価. 日本水環境学会第 39四

年会，千葉

虫主差壬，盆互主主(2005)水田流域における農業排水

路および浅層地下水の農薬濃度. 日本水環境学会第

39回年会，千葉

且旦重，盈互監(2005)琵琶湖流入河川における水団施

用農薬の濃度と琵琶湖への流入量.日本水環境学会

第39四年会，千葉

森地あゆみ，盈互主主(2005)水田小流域からの除草剤と

殺菌・殺虫剤の流出パターンの比較. 日本水環境学

会第 39四年会，千葉

茎旦盟茎，盈杢差益，盆互主主(2005)琵琶湖内湖におけ

る水団施用除草剤の動態.日本水環境学会第 39回

年会，千葉

宣l!l盤，孝橋賢一，幡野正隆，盈互監(2005)農薬がホ

ンモロコ仔魚に及ぼす影響と琵琶湖北湖北部におけ

る残留. 日本水環境学会第 39回年会，千葉.

Kirchner. S.. N. Mcdaniel，主亘旦盟込旦 andR. Ferraris. 

(2005) Use of candidate P-responsive genes in 

monitoring dietary phosphorus (P) sufficiency 

Experimental Biology 2005. San Diego. CA. 

FASEB Journal Abstract# 405.1. 

藍杢j皇，盟旦盟盈，宣旦笠，東軒有希代， 上野耕一郎，

担盟車並(2005)磁賀県宇曽川における寒地型イネ科

草のエンドファイト感染実態，日本草地学会第 60

回発表会，東京都

菅原幸哉，担旦旦盈，大久保博人，御子柴義郎 (2005)

オーチヤードグラス黄さび病(仮称)の病原菌の特

徴，および本州北部における発生状況，平成 17年度

日本植物病理学会大会，静岡市

菅原幸哉，荒川明 ，内山和宏，林稔久，型亙旦盈，水

野和彦，大久保博人，御子柴義郎 (2005)オーチヤー

ドグラス黄さび病(仮称)の発生と発病程度の品種・

系統問差異 ，日本草地学会第 6ο 回発表会，東京都

亘盈皇;也(2005)森林認証を巡る社会科学的研究一この

10年の動向 .林業経済学会 2005年秋季大会，愛

媛県松山市.

直盛皇皇(2005)いかにして地方森林税は実現するのか

一地方森林税の政治経済的分析-J環境経済 ・政策
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学会 2005年大会，東京都.

Fujiwara. T.. H. Noda. T. Shimase. I. Takahash1. 

S. Tachibana & Y. Takiguchi (2005) Evaluation 

of timber as building materials on energy issue 

and the W oodmiles: the background and the 

development of the Woodmiles Forum in Japan. 

The 3rd 1nternational Conference on Construction 

Materials: Performance. 1nnovations and Structural 

1mplications. Vancouver. B.C.. Canada. 

Fujiwara.T.. H. Noda. T. Shimase. S. Tachibana. 

&T. Takahashi (2005) Energy consumption 

through timber transportation and the woodmiles: 

the possibilities of the woodmiles indexes for 

evaluation of building. The 2005 W orld Sustainable 

Building Conference. Tokyo. 

亘畳皇虫 (2005)水源税 (地方森林税)構想、への都道

府県の対応の政治経済的分析. 都道府県林政の可

能性を考える. 日本森林学会第 116回大会，東京都.

よE達皇，直星盤芝(2005)ガクアジサイとカシワパア

ジサイの花序の構造及び発達過程の比較.園芸学会

平成 17年度秋季大会，仙台市.

エリー ケスマワテイ，北村嘉邦，上町達也，細川宗

孝，矢j事進 (2005)ファイトプラズマ感染によって緑

色花化の安定する品種ではファイトプラズマ濃度が

高い.園芸学会平成 17年度秋季大会，仙台市.

よE達皇，韮墨亘，韮埜壬.1!l3星盤亙(2005)cDNA

subtractive hybridization法によるアジサイの花房

型制御に関与する遺伝子の探索.園芸学会平成 17

年度春季大会，つくば市.

よE達車，金並亘，大山佐紀子，盟蓮萱並.1!l3星盤~
(2005) Hydrangea macrophyllaからの LFY. TFLl 

相同遺伝子のクローニング.園芸学会平成 17年度

春季大会，つくば市.

エリー ケスマワテイ ，細川宗孝，よE達虫，矢津進

(2005)ファイトプラズマに感染したアジサイの装飾

花の専片の緑色化は葉への器官変化によるものであ

る.園芸学会平成 17年度春季大会，つくば市.

よE達車，北川めぐみ，毘革宜治，盟星盤産(2005)

Hydrangea macrophyllaからの AP2相同遺伝子の

クローニング.平成 17年度園芸学会近畿支部滋賀

大会，彦根市.

差益墜亙，小林功二 ，谷川寅彦，玉井重信 (2005) 耐

塩性植物の耐塩性機構と塩類土壌の改善に関する研

究、乾燥地研究センタ一平成 17年度共同研究発表

会、鳥取市

谷川寅彦，主藍墜乏(2005)土壌水分計測の高度化に関

する研究 (II).第 62回農業土木学会京都支部研究発

表会，金沢市

谷川寅彦、主革墜亙(2005)土壌水分計測の高度化に関

する研究 (1).平成 17年度年度農業土木学会大会講

演会，岐阜市

5.研究会等、講演会、特別講義での発表

1) 研究会等における発表

長登山盟，主主主二，亘盟1m.宣生益皇(2005) ファ

イトレメデイエーションに有用な遺伝子 水生植物

の機能開発 びわこバイオ国際セミナー，ポスター

展示.長浜市. 2005年 11月 14日.

入江俊 一 (2005)Analysis of biodegradation-related 

genes in white-rot fungi.第2回びわこバイオ国際

セミナー，長浜市 .11月 14日

ム主盈二 (2005)白色腐朽菌における難分解性有機物

分解関連遺伝子の研究.滋賀県農林水産技術会議-

滋賀県立大学環境科学部合同研究成果発表会，彦根

市 .12月16日.

金杢圭二(2005)再利用可能なセラミックフィルターを

用いた水質浄化に関する研究，滋賀県立大学地域産

学連携センタ一公開セミナー ，滋賀県立大学 .2005

年 11月 15日.

盟主h w': (2005)環境屋から見た土をめぐる現代の課

題，トキワ会関西支部研修会， 三菱商事アグロ，大

阪 .17年9月 13日.

J11ft!!. 色(2005)循環型社会へ向けて一土壌・地盤の視

点から，リアルソイル技術研修会.WADA21， 17年

9月 26日.

JII ft!!.色(2005)土壌汚染と環境リスクを考える ，環境

ビジネスメッセ協賛セミナー，滋賀県琵琶湖環境部，

17年 10月 20日.

生並E旦 (2005)i改革後の新しし、 JA像を考える」座

長(改題).近畿農協研究会例会，通算221回，神戸市，

2005年 7月 22日.

土並tê:~ (2005)食のグローパリゼーションと協同組

合.くらしと協同の研究所第 I回研究委員会公開研

究会，京都市.2005年9月 24日

生並旦旦(2005) 滋賀県立大学特別研究費第 l回公開

研究会主催 (滋賀県立大学A-301)、 2005年7

月 21日.

生並E旦 (2005)滋賀県立大学特別研究費第 2回公開

研究会主催 (滋賀県立大学A-301)、 2005年 12

月2日.

2)講演会

監E重量主(200!;i)水稲の作況指数の決定を巡る状況等
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について，近江米作柄情報検討会特別講演

長盆山主主(2005)水質改善を目標とした水生植物の遺伝

子工学， びわ湖環境ビジネスメ ッセ 2005セミナー・

滋賀県立大学地域産学連携センタ一公開講演会，滋

賀環境ビジネスメッセ実行委員会・滋賀県立大学(共

催).長浜市， 2005年 10月 19日.

企並豊旦(2005)グローパル化時代の米生産<売れる

米作り>と世界の米生産事情. (株)中島美雄商庖，

富里郷農会，台湾花蓮県富里， 2005年 1月 11日.

企並旦旦(2005)二極化後の日本経済について考える.

大学生協京都事業連合取引先関係者賀詞交換会，京

都市， 2005年 1月 14日.

土並盟皇(2005)地域農業振興・活性化の決め手は何か

農業開発研修センター第29団地域農業の振興に関

する研究会，京都市， 2005年2月3日.

企並旦皇(2005)地域水田農業ビジョンの実践強化に

向けて今なすべきことは何か.滋賀県・滋賀県農協

中央会・滋賀県水田農業推進協議会，地域水田農業

ビジョンの実践強化フォーラム，米原市， 2005年2
月 19日.

土並'I:e:Jj(2005)中国南方三省水稲事情調査結果報告

日中農林水産交流協会第 27回通常総会記念シンポ

ジウム，東京， 2005年3月28日.

土並宜亙(2005)(社)経済同友会「農業改革推進委

員会」との農業構造改革に関する懇談会.京都市，

2005年4月7日.

生並主亙(2005)I二極化経済」その後.平成 17年度

公開講座オリエンテーション交流センター長記念講

演，滋賀県立大学， 2005年4月9日.

土並盟主主(2005)食料・農業 ・農村基本計画と滋賀県農

業の発展.滋賀県農業共済組合・連合会役員研究会，

近江八幡市， 2005年7月7日.

生並豊旦(2005)期待される集落営農に向けて.第 2回

アグリフォーラム m滋賀近畿農政局大津統計・情

報センター，京都市， 2005年 7月29日.

土並旦旦 (2005)食料政策をめ ぐる攻防と大学生協の

、食の事業、.大学生協京都事業連合8月理事会講演，

京都市， 2005年8月20日.

企並'I:e:Jj(2005)食料・ 農業 ・農村基本計画に期待する

もの.近畿農政局平成 17年度地方農政局職員行政

実務研修， 京都市，2005年9月8日

土並盟主(2005)琵琶湖と農業濁水彦根南ロー タリー

クラブ，彦根市， 2005年9月20日.

企並盤皇(2005)食料・ 農業 ・農村基本計画に期待する

もの.近畿農政局平成 17年度地方農政局職員行政

実務研修，京都市， 2005年 10月20日.

企並盟主(2005)いかに取り組むべきか刈域における

米政策改革、.兵庫県農協中央会平成 17年度地域水

員の活動資料編

田農業マネージャー養成研修会，神戸市， 2005年

10月26日.

土並'I:e:Jj(2005)地域農業のコーデイネーター機能と普

及手法.鳥取県改良普及職員協議会平成 17年度普

及職員協議会研修会，鳥取市， 2005年 10月28日.

土並盤塁(2005)食料・ 農業 ・農村基本計画に期待する

もの 近畿農政局平成 17年度地方農政局職員行政

実務研修，京都市， 2005年 11月8日.

Sawada. H! (2005) Population dynamics of the brown 
planthopper in West J ava， Indonesia. J atisari Pest 
Forecasting Center (JPFC)， West J ava， Indonesia 

29 August. (トピイロウンカの個体群動態，インド

ネシア農業省病害虫発生予察センター，西ジャワ州，

インドネ シア， 2005年8月29日)

Sawada. H! (2005) Managing tropical rice pests 
through conservation of generalist predators 

Directorate of Food Crop Protection (DFCP)， 

Ministry of Agriculture， Indonesia. J akarta， 

Indonesia. 1 September. (多食性捕食者の保全によ

る熱帯イネ害虫の管理，インドネシア農業省作物保

護局，ジャカ ルタ，インドネ シア， 2005年9月1日)

盆互-笠 (2∞5)琵琶湖流域における農薬の動態，水産試

験場講演会，滋賀県水産試験場， 2005年 10月21日

還とー監 (2005)化学物質汚染(農薬汚染) 海外技術援

助活動(湖沼水質保全研修)， ILEC， 2005年 l月28

日

~JiP ~笠 (2005) 農薬の流出 ・ 挙動 と 生態系への影響.

平成 17年度農業土木技術研修 (水質保全)，滋賀県

農政水産部耕地課，能登川町 2005年 11月30日

3)授業

長釜山監(2005) やさしいバイオテクノロジー.滋賀

県立大学 ・虎姫高校高大連携事業，虎姫高校，2005 
年7月26日.

長釜』旦(2005) やさい、分子生物学入門 滋賀県立

大学・守山高校高大連携事業，守山高校， 2005年

7月28日

長盆出盛，よE達皇(2005) 植物組織からのDNAの

抽出と PCRによる DNA断片の増幅.滋賀県立

大学 ・守山高校高大連携事業，滋賀県立大学， 2005 
年 8 月 4 日 ~5 日.

長盆1ill竪，ム正盈二(2005) D N Aの切断と電気泳動

実験 ・大腸菌への遺伝子導入実験.滋賀県立大学・

虎姫高校高大連携事業，滋賀県立大学， 2005年8
月 18日.

長釜山盟，ム主盈ニ(2005) 講義「バイオテクノロジー

技術と生活の関わり」と実験 IPCRによる組換え
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資・雇用戦略の日欧比較研究. 16 ~ 18年度， 1370 
万円.

飯園芳明，盟国生血.アジア型直接支払制度の展望

スイス・日本・韓国の比較制度分析から 16 ~ 18 
年度， 1514万円

生盤呈，本血豆二，盆互主主，熊谷道夫「代かき水」

が琵琶湖生態系に与える影響の評価，基盤研究

(B)(2)，平成 16~ 18年度， 910万円.

大田啓一，伴修平，須戸幹，丸尾雅啓. 自然水域に

おける光化学反応の環境科学的評価，基盤研究但)，

平成 17~ 19年度， 690万円

雑賀優、豊旦盟盤、ほか6名、 寒冷湿潤気候適応ノ

ントキシック・エンドファイト系統の探索と実用化

試験，基盤研究 (A )平成 16~ 17年度， 460万円

横川洋，宣且且主主，ほか7名.生態系調和型農業への

政策転換と日本版GAPの構築に関する総合的研究，

基盤研究 (B)，570万円 (平成 17年度，総額)

3)政府および地方公共団体(関連法人を含む)から

の補助金

菊地雷、次，山下義裕， 川 地武 生分解性「籾殻/P
VA複合材料」の開発滋賀県提案公募型産学官新

技術開発事業， 314万円

川地 武酸性硫酸塩土壌の修復に関する研究，滋賀

県立大学等学術文化振興財団 ，100万円

増田佳昭，須戸幹.宇曽川水系農業濁水対策事業に係

る農業濁水対策の総合的検証，滋賀県， 65.4万円

盈互主主近畿地域の水稲の環境負荷低減技術の体系化

と負荷予測モデル開発，滋賀県農業技術振興セン

ター，平成 17~ 19年度， 190万円

盤旦且盤(代表).平成 17年度滋賀県産学官連携共

同プロジェクト補助金 166万円

ι連主盟，金釜盤，差圭堕宣， 小幡範雄，宣畳皇皇，

宣盟盆仁環境調和型産業システム構築のための基盤

技術の開発(研究3ーシーケンシャル・ユースの評

価手法の開発)，滋賀県地域結集型共同研究事業(科

学技術振興事業団)， 2003 年 1 月~ 2007年 12月，

1223.1万円.

主宣E盤産.耐塩性植物の耐塩性機構と塩類土壌の改善

に関する研究、乾燥地研究センタ一平成 17年度共

同研究、平成 17年度、 29.6万円

4) その他財団からの研究補助金

長査出盛.アイソザイム多型を利用したヨシ群落の動

態解析一ことに河川環境との関係について .財団

法人環境科学総合研究所，平成 17年度， 80万円.

教員の活動資料編

入江俊一 .リグニン分解酵素の転写後調節に関する研

究，ホク ト生物科学振興財団研究奨励金，平成 16-17
年度， 50万円

亘盤皇ttl.. 環境関連技術革新はいかにして発生する

のか一 日本企業における計量経済分析一，(財)住

友財団環境研究助成， 2004 ~ 2006年度， 110万円.

7. 研究員の受入

増田佳昭 普及指導員研修，東近江地域農産普及課

野口英明， 12 4時間営業スーパーにおける青果物

の販売実態」

堕盟生Ag 普及指導員研修，農業技術振興センター普

及部 大堀英樹， 1法人経営の多角化に関する事例

研究」

豊里週盤 日本学術振興会特別研究員 田中栄爾

8. 特許等

川地 武他 (2005)特許登録番号 03665213、揮発性有

機化合物の除去方法ならびに揮発性有機化合物の除

去材およびその製造方法

川地 武他 (2005)特許登録番号 03675655、土構築物

の移設及び保存展示方法

川地 武他 (2005)特許登録番号 03633804、士ブロ ツ

ク展示表面の表面仕上げ方法

川地 武他 (2005)特許登録番号 03646301、有機塩素

化合物の処理方法及び処理構造

川地 武他 (2005)特許登録番号 03661372、ホルムア

ルデヒド補捉材

川地 武他 (2005)特許登録番号 03680明 l、結晶化ガ

ラス板の補強方法及ひ下南強された結晶化ガラス板

川地 武他 (2005)特許登録番号 03644084、伸縮目地

の形成方法

川地 武他 (2005)特許登録番号 03680866、自硬性安

定液の製造方法お よび地中壁構築工法

9. 社会への貢献

1)審議会、委員会等

盆盟重量主(2005)国際イネ研究所理事会

主E重量主(2005)農林水産省統計調査部作況委員会，部

会長

監旦豆並(2005)滋賀県新世紀委員会委員，県立大学法

人化検討委員会委員，県立大学自己評価委員会委員

監旦重量主(2005)農林水産研究高度化事業専門制面委員

監旦重量主(2005)日本学術振興会特別研究員等審査会専
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門委員

並旦基盤(2005)日本学術振興会拠点大学交流事業中間

評価

長盆盟主主(2005) びわこバイオ産業機構・理事.滋賀

県. 2回.

E貧血tJ!;t(2005) 遺伝子組換え作物栽培指針検討委員

会・委員.滋賀県. 1回.

1!l主h JiI:: (2005)滋賀県環境審議会委員、 2回

盟主h :l主(2005)滋賀県環境審議会水質部会、 2回

J 11 Jt!!. TI主(2005)滋賀県環境審議会廃棄物部会、 4回

11日tI!. JiI:: (2005)滋賀県リサイクル製品認定制度、認定

委員会、 2回

)11 Jt!!. JiI:: (2005)栗東市RDエンジニアリング産業廃棄

物最終処分場環境調査委員会、 6回

)11 Jt!!. JiI:: (2005)環境省「射撃場に係る鉛汚染対策検討

会」、 l回

1!l並~主(2005) 滋賀県東北部浄化センター A3 系列造

成計画検討懇話会、 1回

JIIJt!!. JiI:: (2005) N P 0法人.GCO理事会、 3回

土並且~ (2005)彦根市都市計画審議会，委員. 7回.

企並盟旦(2005)大津市都市計画審議会，委員. 6回.

企並E旦(2004)滋賀県農政懇話会中山間地域等総合対

策検討部会，委員. 5回.

土並旦亙(2005)滋賀県農業協同組合教育審議会，副会長.

土並E旦(2005)滋賀県京都府奈良県大阪府農協職員資

格認証試験 1級試験委員会，委員長.

企並直皇(2005)滋賀県京都府奈良県和歌山県大阪府兵

庫県農協職員資格認証試験上級試験委員会，委員長.

土並且塁(2005)しがの米政策推進本部，本部委員.3回.

生温E旦(2005)滋賀県淡海生涯カレッジ専門委員会，

委員. 4回.

企並霊旦(2004)近畿農政局国営事業第三者委員会，委

員. 6回.

企並E皇(2005)京都府農業会議，専門委員

企並主塁(2005)(社)農業開発研修センター，理事及

び運営委員.

企並霊皇(2005)大学生協京都事業連合，理事長.

企並盟旦(2005)滋賀県立大学生協，副理事.

企並E旦(2005)農業濁水問題研究会，会長.

企並主主(2005)食と農を考える県民会議幹事.

企並E旦(2005)日本農業市場学会，副会長.

土並E旦(2005)月刊誌 『農業と経済』の編集委員副

委員長.

生温E旦(2005)くらしの協同の研究所理事

企並霊旦(2005)農協研究会理事.

撞旦生1丘(2005) 滋賀県，環境こだわり農業審議会，

委員.

皇E生E丘(2005) 滋賀県，環境こだわり農産物流通検

討会，会長.

盟E隼監(2005) 滋賀県，農業排水対策研究会，委員

盟旦隼監(2005) 滋賀県，農政懇話会中山間地域等総

合対策検討部会，部会員

望旦生』丘(2005) 滋賀県農業総合センター推進委員

会，委員

皇旦生1宣(2005) 魚、の道づくり・魚、のゆりかご、水田検

討委員会，滋賀県，副委員長.

盟E生BB(2005) 滋賀県，田園水循環検討委員会，委員

皇旦韮BB(2005) 滋賀県， しがの米政策推進本部基盤

整備部会，副部会長

重旦生BB(2005) 農林水産省近畿農政局，行動計画に

関する有識者懇談会，委員.

望旦生旦(2005) 京都府農業会議，専門員.

皇旦生旦(2005) 京都府農業会議，農業経営多角化・

高度化推進検討会，会長.

撞旦生直(2005) 京都府農業会議，農業経営多角化等

の推進に関する研究会，会長.

盟旦生DB(2005) 全国農業協同組合中央会，営農指導

資格認証制度検討委員会，委員.

畳旦韮UB(2005) 全国農業協同組合中央会，農協監査

士試験委員会，委員.

盟旦隼HB(2005) 近畿地区農業協同組合中央会，農協

職員資格認証試験(上級)試験委員会，委員

豊田正BB(2005) 滋賀県立大学生活協同組合，理事長

重E生1丘(2005) 彦根市農業委員会「認定農業者との

懇談会」コーディネータ. 2005年2月 28日.

血宜主並L(2005)湖南地域しがゼロエミッション型農村

創生検討委員会，委員長，滋賀県湖南地域振興局環

境農政部. 2回.

盟旦査二(2005)滋賀県環境審議会、委員、滋賀県琵琶

湖環境部.1回.

涯旦査二(2005)滋賀県環境審議会環境企画部会、委員、

滋賀県水政謀、 l回.

iRE13盗二(2005)滋賀県環境審議会自然環境部会、委員、

滋賀県自然環境保全謀、 2回.

涯旦益二(2005)滋賀県環境審議会自然環境部会イヌワ

シ・クマタカ小委員会、委員、滋賀県自然環境保全課

盈互丑 (2005)湖国農政懇話会，委員，滋賀県. 3回.

盈互笠 (2005)環境こだわり農業審議会，委員滋賀県，

2回.

~lp 主主 (2005) 環境こだわり農業環境影響調査事業調

査検討委員会，委員，滋賀県. 2回.

~lp ~~ (2005)栗東市環境保全対策委員会，委員，栗

東市. 2回.

亘畳皇皇(2005)滋賀県森林審議会森林保全部会，部会

長，滋賀県. 2回.

亘重皇1:11(2005)環境効率向上フォーラム，幹事，滋賀
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県， 2回.

亘盤皇t!1(2005)財団法人びわ湖造林公社評議員会，評

議員，財団法人びわ湖造林公社， 2回

亘盤皇皇(2005)特定非営利活動法人エコ村ネットワー

キング，理事， 特定非営利活動法人エコ村ーネットワー

キング， 2回.

宣圏畠盤(2005)再資源化連携研究会，会員，滋賀県中

小企業団体中央会，6回

宣ItliJ昌盤(2005)湖国農政懇話会，会長、滋賀県農 政

水産部、4回.

宣且昌盤(2005)東近江地域ゼロエミッション型農村創

生検討委員会，委員長，滋賀県東近江地域振興局，

I回.

宣且量盤 (2005)滋賀県環境こだわり 農業審議会，会長，

滋賀県農政水産部， 3回.

宣血昌盤 (2005)湖国農政懇話会中山間地域等総合 対

策検討部会，部会員， 1回.

よE達主(2005)財団法人滋賀県公園・緑地センター，

評議委員会，委員， 4回.

基盤監盈 (2005) 滋賀県棚田地域等保全検討委員会、

2回.

主主E盤産(2005) 国営事業環境配慮アドバイザ一、近

畿農政局.

2)学会等の委員

監旦豆並(2005)日本作物学会評議員.

盤国重量(2005)近畿作物・ 育種研究会評議員.

長盆出旦(2005)近畿作物・育種研究会，会長， 1回.

金杢童ニ(2005)農業土木学会、野洲川沿岸地区地域環

境生態系調査検討委員会、委員、 2回

全主主二(2005)農業土木学会、児島湾周辺地域調査検

討委員会、委員、 3回.

金主主ニ(2005)農業土木学会、京都支部役員会、役員、

I回.

金主主二(2005)農業土木学会、農村計画研究部会、幹

事、1回

全杢盈ニ(2005)土壌物理学会幹事会、幹事、l回.

川地 武 (2005)地盤工学会・地盤材料の化学試験検討

委員会委員長、 3回.

川地 武 (2005)日本材料学会・地盤改良部門委員会委

員、 2回.

川地 武 (2005)エコマテリアルフ ォーラム・監事、l回.

川地 武 (2005)日本粘土学会・欧文誌編集委員.

望旦隼!監(2005)地域農林経済学会，理事.

撞旦隼UB(2005)日本協同組合学会，理事.

皇旦生1丘(2005)くらしと協同の研究所，企画委員， 運

営委員.

員の活動資料編

撞旦生直(2005) 近畿農業協同組合研究会，運営委員.

直星盤芝(2005)園芸学会近畿支部， 評議委員会，評議

委員， 1回.

E星盤芝(2005)園芸学会近畿支部滋賀大会， 大会実行

委員長，5回.

土釜監通(2005)農業土木学会、野洲川沿岸地区地域生

態系調査検討委員会、委員、 2回

血竪童i丘(2005)肉用牛研究会，評議員会， 1回

盟旦査二(2005)日本環境動物見虫学会，評議員会，委

員， 1回

返盟益二 (2005)関西病虫害研究会，評議員会 ，委員， 1 

回

盟国益二(2005)関西病虫害研究会，編集委員会，委員，

2回

~l互一監 (2005) 環境科学会，環境科学会誌編集委員会

亘畳皇皇(2005)水資源・環境学会，理事， 3回.

Takahashi. T，(2005) Corporate Social Responsibility 

and Environmental Management (John Wiley & 

Sons) ， 

よ盟主主(2005)園芸学会近畿支部，集会幹事， 4回.

10. マスメディアとの対応

1)新聞、雑誌等からの取材による記事

企盟主匡旦(2005)関税引き下げを今なぜ提言するのか.

農業協同組合新聞，2005年 6月 10日.

?RB3盈ニ，I=t星盟主主(2005)巻き員、外来魚の卵パクリ:

滋賀県立大学グループ国内初確認，京都新聞， 2005

年 12月21日.

涯旦査二，旦星豊丘，藤田建太郎他 (2005)外来魚、生

態撮った:琵琶湖で定点観察，中日新聞， 2005年2

月6日.

盟旦益二，I=t星盟主L藤田建太郎他 (2005)産卵や子育

ての様子一外来魚の様子パチリ 県立大院生が写真

展，朝日新聞， 2005年2月15日.

盟旦益ニ，I=t星豊丘，藤田建太郎他 (2005)琵琶湖は“外

来ぎょ"だらけ:水中写真 110点で生態生々しく

読売新聞， 2005年 2月 19日.

翠旦盗二，I=t星豊丘，藤田建太郎他 (2005)琵琶湖のい

ま:水中写真で外来魚の繁殖、生態を研究，毎日新聞，

2005年2月25日.

盟E益二，I=t星豊丘，藤田建太郎他 (2005)いきいき学

習しが外来魚の生態に迫る一琵琶湖の生物写真展 ，

中日新聞， 2005年 5月23日.

よ盟主主(2005)花の挑戦者 アジサイのルーツ探る，

産経新聞， 2005年6月2日夕刊.
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卒業論文

.環境生態学科

0211001 浅見真美

0211002 市井涼子

0211003 大塚一紀

0211004 加藤千浩

0211005 加納真希

0211006 川畠盛継

0211007 楠瀬菜々絵

0211008 黒田智映子

0211010 酒井陽一郎

0211011 左部智子

0211013 鷹見航多

0211014 田上琢自

0211015 竹田圭佑

0211016 丹治のぞみ

0211017 戸回全則

0211018 中井拓

0211019 中江禎

0211020 中村奈々

0211021 長縄裕{圭

0211022 西川宏幸

0211023 西国孝征

0211024 野村俊夫

0211025 花塚正裕

0211027 増本喜久

0211029 山田裕輝

0211030 吉江優希

0211031 吉村文孝

0211032 李 佳

0111020 橋本環

0111028 羽田知洋

滋賀県近江八幡市におけるイノシシの獣害対策の効果検証

Subtractive hybridization法を用いたオオミジンコ (DaPhniamagna) 

伐採における光環境の変化と下層植生・埋土種子集団の関係

温帯林クスノキ科4樹種の着葉パターンと生態生理特性

中山間地耕作放棄水田に植えられたヒノキ林における土壌の特徴

金糞岳における菌根菌の群集構造と無機元素分布

森林土壌における層位ごとの温室効果ガス代謝

密度勾配法を用いた淡水植物プランクトンの炭素:クロロフィル a比の測定

琵琶湖沖帯における甲殻類プランクトンと漁獲量の推移について

犬上川の水質形成における湧水の影響

滋賀県北部の琵琶湖内湖における在来魚の水田で、の産卵、生育の有効性

琵琶湖湖底堆積物中における黄色鞭毛藻 Uroglenaamericanaシストの鉛直・水平分布

犬上川下流域の河辺林及び周辺地域における鳥類の分布と利用環境

滋賀県における降雪分布の地域特性と経年変化

琵琶湖とその集水域における Fe(II )の定量法と分布

琵琶湖集水域における溶存態ケイ素濃度と地質との関係

琵琶湖内湖の堆積物における有機物と粒子径に関する研究

クロロフィル励起蛍光法により測定した植物プランクトンの光合成活性

湿原水に溶存する腐植物質のキャラクタリゼーション

林地渓流水の硝酸態窒素濃度と地質の関係 渓流水の窒素安定同位体比

滋賀県における外来種コモチカワツボの分布と現状

滋賀県周辺地域における風況シミュレーションに基づいた風力発電の適地選定

犬上川におけるナベブタムシ (Aphelocheirusvittatus)の生息環境と環境選択性

代掻き水が沿岸堆積物に及ぼす影響および堆積物からの潜在的栄養塩供給能

ニゴロブナ栽培池における内分泌撹乱作用の検出と魚体への影響評価

金糞岳中津尾根上に成立する湿地の炭素循環

滋賀県彦根市西部琵琶湖周辺域のカルガモの生態について

水稲通年湛水・不耕起栽培の汚濁物質の特性

森林伐採とその後の林地処理が土壌の温室効果ガス代謝に及ぼす影響

モウソウチクの稗齢ごとの純生産量

.環境計画学科環境社会計画専攻

0212001 朝月洋志

0212002 安藤香奈子

0212003 石本貴之

0212005 大西雄介

0212006 奥野伸晴

0212007 小田憲冶

0212008 折野佳美

0212009 寛和憲

本の利用による環境への影響 ~ LCAを用いた彦根市での図書館 と書庖の比較~

地域特性に配慮したファミリーサポートセンターのあり方についての研究 ~相互援助

活動から地域社会形成を目指して~

環境分析用産業連関表の構築に関する基礎的研究 ~滋賀県の産業系水質汚濁負荷と下

水道終末処理場のマテリアルフローを対象として~

自動車排出ガス測定局における削減自動車NOX排出量の算出 ~大阪府を対象として~

紙パルプ製造業、輸送用機械製造業における環境保全施策に関する研究 ~クリーナー

プロダクション技術に着目して~

市民による「色彩参画」と街並みの景観イメージとの関係に関する研究

地方都市における自転車タクシーの導入と運営に関する研究

早崎内湖ビオトープの経済的価値評価
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0212010 木崎剛志

0212014 塩見仁

0212016 地紙詩織

0212017 菅麻実

0212018 鈴木祥太

0212019 高橋匠

0212020 辻本浩章

0212021 寺元優

0212022 中谷惰子

0212023 中村敦子

0212024 西村洋子

0212025 二村昌輝

0212026 野田幸広

0212027 平井賢治

0212028 福江岬

0212030 藤田雄喜

0212032 松尾さかえ

0212035 宮腰裕章

0212036 宮崎二郎

0212037 三好直樹

0212038 望月毅瑠

0212039 山田智子

0212041 吉本武志

0212042 米沢高明

0212043 斉藤祐佳新

0112040 中井駿

持続可能な発展指標 (SD 1)の分類及び導入に関する研究

廃棄物処理場建設計画をめぐる紛争の問題分析と主体聞の協働認識に関する研究 ~志

賀町栗原地先の事例を対象として~

環境アセスメントにおける植生の評価

光化学スモッグ予報を目的とした日本域地上天気図の分析

景観アセスメントにおける視点選定の課題とその解決策の提案 ~滋賀県を対象として~

生協での宅配によるリターナブルびんのリユースシステムの実態に関する研究 ~回収

率・コス トに注目して~

経済活動と C02排出量の関係について ~滋賀県を対象として~

分別 ・集中処理型生ごみ堆肥化システムの現状に関する研究 ~甲賀市 ・水口テクノス

と桑名市 ・i愉リサイクル思考を事例として~

農業分野における IS 0 14001認証取得の実態と課題 ~取得の現状・環境側面の捉え

方・情報公開について~

欧州型エコ・スク ール事業のあり方に関する研究 ~滋賀県エコ ・スクール推進事業を

対象として~

墨田区「小さな博物館Jにおける館長意識の継続性と世代交代に関する研究

野洲川流域における森林および河川ボランティア団体の協働のあり方について

早崎内湖ピオトープにおける生態系機能に関する研究 ~純一次生産量の推定を通じて~

パートナーシップの実効性と発達段階 ~草津市と近江八幡市の事例検証~

環境リスク削減に対する人々の支払意思額 (WTP)に関する研究 ~相対的 WTPを

用いた政策決定ツールの提案~

滋賀県におけるアセスメント制度の条例化に伴う動植物の移設 ・移植措置計画の変化に

ついての研究

弁天内湖を中心とした小中の湖(しようなかのこ)に関する調査研究 ~ヒア リング調

査を中心として~

企業の環境報告書等における冊子とホームページの利用形態に関する研究

排出量 10m 3/日未満事業場から排出される汚濁負荷量 ~滋賀県を対象として~

説明責任の概念を中心とした行政情報の共有のあり方の研究 ~箕面市を対象として~

協働を可能とするヒューマンネットワーク構築に向けたウェブサイト運営管理に関する

研究

稀少魚、の保護における行政と市民との連携の必要性 ~今後のホンモロコ保護に向けて~

歩行者環境の改善から考察するトランジットモール導入について ~福井市中心市街地

を対象として~

滋賀県内における学校ピオトープの実態把握と必要性の検証 ~小中学校を調査対象と

して~

企業内環境教育を実施する際に環境管理者に求められる要素

日本型被害算定型環境影響評価手法LIMEを用いた下水汚泥乾燥方法の評価

-環境計画学科環境・建築デザイン専攻

0213001 明石千里 (通年論文)COLONIAL COMPOSITION ースペイン植民地都市における広場と建築

に関する考察-

0213002 一井咲輝 (通年論文)住民の視点から見た防災マップと災害に強い地域づくり

0213003 市川智英子 (通年論文)地方都市における街なか居住 JR草津駅周辺居住者の生活行為・居住

意識の視点から-

0213004 伊地智理美 (通年論文)彦根市における幼児の遊びと空間 ・集団に関する研究 一自然 ・生き物遊

びを中心として一

t
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0213005 乾和幸 (論文) iTHE IMAGE OF THE CITY J都市のイメージ ーケヴイン・リンチの手法・

大阪府枚方市を事例に一

(設計)Crescent Bridge 

(通年論文)Emilio Ambaszの思想と作品にみる造形手法 一自然と建築の境界一

(通年論文)2004年新潟県中越地震における被害調査と地震動強さの評価

(論文)都心部における野宿者の空間利用に関する研究 一名古屋駅周辺の事例調査を

中心として一

(設計)野外生活支援ガイド

(論文)地域に聞き防犯する学校の実態と現状課題に関する研究

(設計 tsunagari-学校・地域・子ども一

(論文) メタボリズム 一大高正人の提案一

(設計) HOKOTOWN 
(論文)棚田景観観賞のための空間に関する研究 一大地の芸術観賞ガイド

(設計)人 地 形 建 築

(通年論文)家と 山をつなぐ木材流通ネットワークに関する研究 一滋賀県多賀町を事

例として

(論文)道の駅あいとうマーガレットステーションから見る地域振興施設の成功要素に

関する研究

(設計)まち-p a s t 0 r a 1 1 a n d s c a p e -

(論文)歴史都市における街区再生に関する研究 一宇治市中宇治地区の事例一

(設計)Pool 
(論文)行為における多様性と対立性 一金沢 21世紀美術館を通して一

(設計) huetar -hettar 

(論文)愛知川宿の“needs"一町並みにおける連続性に関する研究一

(設計)廻り道 -sp ral road arch tecture-
(通年論文)日本における喫茶・カフェの歴史的変選と人々が喫茶空間に求めているもの

(通年論文)高齢社会における交通バリアフリー整備に関する研究 一彦根市を事例として一

(通年論文)i蔀」を通してみる日本的空間の特質

(通年論文)現代における塔の意味

(通年論文)建設廃棄物の端克負荷低減に関する研究 プラスチック系断掛オを例にして一

(通年論文)身体経験による環境の認識に関する研究 一中山道行脚編一

(論文)湿潤熱帯におけるエコ・ハウス・タウン・モデルに関する研究

(設計)Tropical Housing -open model一

(論文)滋賀県多賀町におけるまちづくりの現状とまちづくりプロセスのありかたに関

する研究

(設計)多賀まちづくり情報館 ~住民参加のまちづくりをめざして~

0213035 土屋亜貴 (論文)持続可能な社会へ 一環境教育の視点から一

(設計)Cradle of Environmental School 
0213036 中尾達郎 (論文)世界歴史遺産のある街の新生課題の考察 一宇治市商庖街の場合一

(設計)街の視野 一宇治市マンション計画改正案

0213038 南部夏生 (通年論文)旧滋賀県立短期大学校舎の耐震診断・耐震補強

0213006 

0213007 

0213009 

岩井悠視

岩本圭悟

榎本伸尚

0213010 遠藤拓也

0213011 奥瀬陽子

0213012 表谷篤慶

0213014 上林千鶴

0213015 岸川美江子

0213018 黒田章史

0213019 桑名武

0213020 桑村佳直

0213022 呉未紗

0213023 佐々木敦

0213024 j畢村志津子

0213027 城本美和子

0213028 j青家真一朗

0213030 竹岡寛文

0213031 竹田誠司

0213033 立岡正樹

0213039 日比野苑美 (論文)万博の記憶 一国際博覧会跡地利用に関する事例研究

(設計)SPECTRUM 
0213041 朴光成 (論文)中国伝統住宅四合院の新たな発展形式について 北京を対象に新四合院のあ

り方を考察する一

(設計)四合院空間の再構築 北京市大柵欄街をモデルに一

り山
句
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卒業論英・制作〆修士論刻みト

0213043 増井みのり (論文)CITY RIVER SCAPE 都市内河川の空間構成についての研究 一京都高瀬川

をケーススタデイとして

(設計)River. Network . Architecture 

0213044 松本浩平 (論文)姫路モノレール再考 一人・時間・場所との関わりの中から

(設計)姫路モノレール再考

0213046 森川昌人 (論文)内井昭蔵論 建築と健康のあいだ、に

(設計) one p ece -cape tuzuraozak 

0213047 安江陽祐 (通年論文)新潟県中越地震における RC造免震建物の地震応答と免震効果

0213048 安田隆一 (論文)橋梁を中心とする河川空間における体験に関する研究 一長良川・忠節橋周辺

0213049 山本恵

0213050 山本友紀

0213051 与語一哉

0213053 水野太郎

0113005 太田啓哉

0113015 古賀勝

0113021 霜浦啓明

0113023 杉本健

0113052 橘佑一郎

0013004 磯貝直紀

9913004 井上洋一

.生物資源管理学科

0214001 青木俊平

0214002 石田雅子

0214003 井田秀美

0214004 市川智章

0214005 出野光伸

0214006 稲山貴子

0214007 伊庭ー磨

0214008 伊吹隆

0214009 岩崎みずほ

0214010 大越那津美

0214011 大西優佳里

0214012 大野愉香

0214013 奥田友香

を事例として一

(設計)propagate:橋から都市へ

(通年論文)教会建築の音空間についてーその変化と特徴

(通年論文)岐阜駅からみる駅の可能性とまちづくり

(論文)地域材を使うネットワークの構築へ ー滋賀県多賀町の山林から一

(設計)Mount of Wood 

(論文)ROAD OF LINK -多賀町絵馬通りの現状と課題一

(設計)絵馬通りのお祭り広場

(論文)水による建築空間の表現について

(設計)外堀伝承一岡崎美術館一

(論文)都市住居における環境再構築のために 一滋賀県草津市を対象として一

(設計)Green Impact 

(通年論文)能登川町栗見出在家の町並み景観に関する研究

(通年論文)名所図会に見る信仰空間のあり方について一摂津名所図会を中心に一

(論文)ヒートアイランド対策の現状と水噴霧利用の可能性について

(設計)水・緑・風・光 一蒸発冷却の駅前商業施設への応用一

(論文)地下空間における視覚情報について

(設計)公共空間における直感的インターフェースの提案

(論文)環境の中の土木 一水辺空間のあり方一

(設計)八幡遊水一八幡掘り薬師橋から北の庄沢修景計画一

滋賀県立大学学生における動物に関する意識調査

セラミックフィルターによる水質浄化(窒素・リンについて)

冬期湛水・不耕起栽培をはじめとする環境保全型稲作農業の経営経済的成立条件につい

ての実証的研究 一滋賀県北部の大規模環境保全型稲作農家を事例として一

枇素汚染地下水の簡易浄化法の実験的検討

トボシガラ由来のエンドファイトに関する研究

加水を行わない土の pH測定法の検討

水田群に由来する農業排水の流出実態、の解明とその評価に関する研究 一春作業期の農

業濁水問題を中心に

Phanerochaete chrysosporiumにおける Deoxyhypusinesynthase(DHS)の転写量測定

生分解性プラスチック PLAの分解促進について

白色腐朽菌 Ceriporiopsissubvermisporaを培養した竹の栄養価値

環境負荷軽減水田における水質改善および表面流出負荷削減効果

琵琶湖内湖(志那中内湖)における除草剤の物質収支およびライシメーター試験におけ

る浄化要因の検討

イネの硝酸吸収低速度突然変異体の窒素利用とその分子的基礎による評価
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0214014 梶野恵理子

0214015 亀田絵美

0214016 河合崇行

0214017 岸本淳一

0214018 北川めぐみ

0214019 木村浩和

0214020 久保和也

0214021 久保秀人

0214022 呉羽織衣

0214023 小林功二

0214024 小林わたる

0214025 斉藤順英

0214026 佐伯藍

0214027 佐々木彩子

0214028 佐竹陽一

0214029 佐藤三訓

0214030 猿丸大輔

0214031 正野俊晃

0214032 新原真由子

0214033 鈴木理代

0214034 高田貴司

0214035 高橋協子

0214036 高見智

0214038 田中智裕

0214039 田遺優子

0214040 玉井大輔

0214041 土田雅士

0214042 寺井孝太

0214043 寺本有見

0214044 出口昌宏

0214045 常井秀人

0214046 土井章宏

0214047 中郁景子

0214048 西本有紀子

0214049 西山亜津子

0214050 野田悟志

0214051 長谷場隆司

0214052 羽田野真衣

アジサイ、ヤマアジサイおよびエゾアジサイの野生種ならびに栽培品種の類縁関係の解析

ベニバナカスミソウの花の匂いに関する AFLPマーカーの検出

熱収支フラックス比法と光合成測定装置による水田からの CO2ブラックスの測定値の比較

一筆水田からの除草剤の流出特性とその要因に関する研究

アジサイにおける classAおよびclassB遺伝子の単離

顔戸川流域の小排水路における魚類調査

滋賀県在来カブ品種の類縁関係の推察

不耕起移植栽培における生物保全機能の評価

リグニン分解関連遺伝子の検索を 目的とした白色腐朽菌の遺伝子発現プロファイリング

耐塩性植物を用いた塩類土壌の改善に関する研究

不耕起移植栽培におけるイネの根系発達および地上部生育と収量に及ぼす影響

キュウリおよびトマトの温室内栽培における栄養状態のキュウリうどんこ病およびトマ

ト灰色かび病の発生

オオクチパス Micropterus salmoidesの産卵行動の解析

滋賀県天野川におけるアオカモジグサのエンドファイト感染率、菌糸型およびがまの穂

病発病について

スギ衰退におけるスギ葉無機塩含量への影響

琵琶湖流域における水田群(白鳥川流域)からの除草剤の流出と流出機構

宇曾川流域における農業者と漁業者の意識調査一「魚のゆりかご水田プロジェクト」を

事例に

心土破砕と緑肥の鋤き込みの組み合わせが土壌環境に与える影響

廃鶏への白色腐朽菌 CeriPoriopsissubvermisporaを培養した真竹の給与が産卵成績およ

び腹腔内脂肪量に及ぼす影響

軟 X線による飽和土壌中における流体(造影剤)挙動観察およびその定量化

GISを用いたタイ東北部の農業アンケート調査の評価

アジサイにおける TFL1およびLFY相同遺伝子の単離

屋上緑化のための自動水管理技術の開発に関する基礎研究

有機質肥料としての外来魚乾燥魚粉の有効性

新発生病害オーチヤードグラス黄さび病に対するオーチヤードグラス品種の抵抗性比較

および病原菌の宿主範囲

水田からのメタンフラックスの計測について一赤外線式メタン濃度計の検討

セシウムストレス条件下におけるイネ eIF-5Aの発現解析

ハウストマトの結実に使用される外来種マルハナパチと在来種マルハナパチの比較

カモジグサにおけるエンドファイトの人工接種ならびにエンドファイトに対する特異的

プライマーの作成

水稲冬季代掻き直播栽培における深水効果

アジサイの小がく花および装飾花形成時における小花および花器形成制御遺伝子の発現

解析

野洲川沿岸地区における農業用水の多面的機能の経済評価

伏流河川(滋賀県野洲川下流部)における農薬濃度の変動

菌株の異なるシイタケ (Lentinusedodes)の培養がサトウキビ、パガスの消化性に及ぼす

影響

エリンギ (Pleurotuseryngii)を栽培した真竹廃培地の消化性

中山間部水田地帯におけるドジョウとホ トケドジョウの生活史の比較

トキイロヒラタケ (Pleurotussalmoneostramineus)を培養した無殺菌小麦ワラの飼料価値

水田農業地帯における野菜生産振興の課題と展望一滋賀県環境こだわり農産物認証制度

を中心に
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0214053 林達成

0214054 伴あずさ

0214055 星野隼人

0214056 堀尾泰寛

0214057 松宮なぎさ

0214058 溝口麻衣子

0214059 南野洋孝

0214060 -二Aご二仁t1z 主耳主て主正~ーr 

0214061 村田亜紀

0214062 森麻保

0214063 山口淳

0214064 山口英朗

0214065 井上 惇

0214066 兼頭淳

0114044 藤居新

修士論文

.環境動態学専攻

生物園環境コース

0451005 片山善大

0451010 笹木加奈子

0451014 谷原弘堂

0451024 宮川貴夫

0451025 吉川徹

生態系保全コース

0451001 安積寿幸

0451002 阿部 司

0451003 石井敦子

0451004 梅景大輝

0451008 河村亮介

0451009 木村成子

0451011 杉本好崇

0451012 曽根綾子

0451013 竹村菜穂

0451018 苗田千尋

0451019 槙田知宏

0451023 堀内伸世

0351008 坂口範子

0351013 田村愛

0051008 河崎晃博

卒業論呉・制侮4彦会論来lJ~̂ ~ト

白色腐朽菌 Phanerochaetechrysosporiumにおける eIF5Aの転写量測定

小中の湖干拓地のヨシ植栽地におけるヨシ群落の発達

土壌の置換性 Mg、Ca、Alイオンがスギの立ち枯れに及ぼす影響

外食産業における食品廃棄物の削減を進めるための制度的条件 食品リサイクル法の

検討を通して一

対峠培養によるチモシーがまの穂病菌菌株の植物病原菌に対する抗菌反応

琵琶湖流域の水田群(北部 S地区)における農薬の流出とその環境要因

ブルーギル Lepomismαcrochirusの保護雄の行動解析

酸性硫酸塩土壌の電気化学的修復一硫酸塩土壌からの脱硫酸イオンー

水稲多収性と個体群構造

不職布ホースを用いた連続低正圧自動地中瀧蹴に関する研究

無代かきおよび育苗箱全量施肥栽培による汚濁負荷削減効果

屋上緑化施工現場の現状調査および管理方法の提案

よもぎ発酵液の性質と利用について

ブルーギル Lepomismacrochirusの繁殖生態 一産卵期に見られる代替戦術雄について一

環境こだわり米の流通実態とその普及の課題

生分解性プラスチックの土中の分解特性に関する研究

トルコ・アダナ地域におけるメイズ蒸発散量

ワンドの形成過程

加水を行わない土の pH試験方法の適用性に関する研究

フタル酸 -2-エチルヘキシルの市街地(彦根市平田JII)から琵琶湖への流入負荷

琵琶湖における堆積物からの溶存態ケイ素の回帰速度とそれに影響を及ぼす要因

アユモドキ保全のための繁殖生態に関する研究

コナラ亜属 4種の開花結実様式とサイズの関係

ヤマトヒゲナガケンミジンコ Eodiaptomωjaponicωの再生産に与える餌藻類の質の影響

Effect of food quality on growth and reproduction of Antarctic krill， Euρhausia 

superba， in the laboratory 

南極昭和オアシスの湖沼における微生物群集の特徴および環境因子との関係

水田および転作田からの汚濁負荷流出

立山高山帯におけるライチョウなどによる種子散布

滋賀県北部におけるイノシシの環境選択

琵琶湖における難分解性溶存有機物の分布と起源に関する研究

滋賀県湖東地域における鳥散布型植物と果実食鳥類の時間的・空間的な関係

琵琶湖湖底堆積物における硫黄酸化細菌効ioplαω の分布動態に及ぼす硫黄化合物と環

境要因

琵琶湖における溶存態有機物の分子量構成と各画分が琵琶湖生態系に及ぼす影響

オオミジンコ DaPhniamagnαの餌資源分配における込み合い効果

滋賀県湖西地方の落葉広葉樹二次林の構造と 8年間の動態
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生物生産コース

0451006 金子雅典

0451007 )11口佳則

0451015 中川温子

0451016 中西恵子

0451020 漬本雄一

0451021 林憲司

0451022 藤本慎

-環境計画学専攻

地域環境経宮コース

同所的に生息するドジョウ Misgurnusanguillicαudatusとホトケドジョウ Lゆta

echなoniaの個体群動態の比較

窒素施肥の量と時期がセンチピードグラスの出穂に及ぼす影響

水稲登熟期の散水が玄米品質・個体群成長速度・収量に及ぼす影響

わが国のアオカモジグサのエンドファイトーその特性と分布

シイタケ (Lentinulaedodes)における組換えマンガンベルオキシダーゼ遺伝子の転写

および酵素活性発現

アジサイの花房型の制御に関与する遺伝子の解析

滋賀県宇曽川における寒地型イネ科草のネオティフオデイウム・エンドファイト感染実態

0352006 村上浩継 環境基本計画策定後における市民参加型ワークショップの役割・あり方に関する研究

「地域型」ワークショップと「テーマ」型ワークショップの考察を通じて一

0452001 岩井健 環境への負荷からみた地方都市における廃止パス路線代替交通に関する研究 一彦根市

とその周辺地域を対象として一

0452004 樋口幸永 『婦人之友J誌における「家庭生活の合理化」という送り手の戦略の 100年

環境意匠コース

0452005 笠嶋彩子 集落における集住の知恵とその継承 一下石寺集落を対象として

0452008 斉藤有生 再開発事業にともなった景観形成プロセスに関する研究 ーデトロイト市ミッドタウン

0452009 津田篤徳

0452010 田上直子

0452013 水谷陽介

0352023 渡利真悟

0252018 松本雄樹

エリアを対象として

開口部の計算に よる遮蔽性能評価手法に関する研究

歴史都市大津における地域性を考慮した都市景観に関する研究

幅射(放射)冷暖房による設備の建築デザインへの影響に関する調査研究

集合住宅再生論 一日本における団地再生のプロセス試論一

彦根仏壇産地における仏壇デザインのあり方に関する研究
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編集後記

年報第 10号をお届けします。年報では滋賀県立大

学が創設された 2年目から、環境科学部および環境科

学研究科の教育研究に関する取り組みとその内容を紹

介し続けてきました。本号でちょうど第 10号になり

ます。この号では大学の地域連携というテーマの特集

にしました。現在、大学の教育研究活動を通じて地域

と共同して取り組んで、いる事例をとりあげました。来

年度から県立大学は独立行政法人として組織再編成を

することになっていますが、独立という 言葉にあるよ

うに、独立は社会との緊密なネットワークのうえに成

り立つと考えられます。その意味で、独立行政法人と

して再出発するこの機に、地域連携というテーマで環

境科学部・環境科学研究科の 1年を振り返ること有意

義であると考えます。

さて、環境科学部・研究科の教員構成も新しくなっ

ています。本号では 2005年度に着任された 5人の新

しい教員の研究活動を「私の環境学」で紹介していま

す。5人とも、地域環境を意識してそれぞれの専門分

野から環境学へ貢献しようというかたがたです。環境

科学部・研究科に新しい息吹を持ち込み、大学と地域

との交流をさらに深めるうえで力になることを確信し

ています。

本年報が地域と大学の交流に役立ち、大学の教育研

究が地域に支えられて発展することを願っています。
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